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「エビデンスに基づく政策立案（EBPM）」の現状と課題
The Current Status and Issues on Evidence-Based Policy Making （EBPM） 1

1．特集の目的

この特集は、およそ5年ごとに実施してきた「エビデンスに基づく実 践（EBP：Evidence-Based Practice）」
に関する学会誌特集号の4回目にあたる。日本評価学会に社会実験分科会（Social Experimentation Study 
Group）が設立されたのが2001年であり、その後、2006年、2010年、2016年に特集号が組まれてきた。今
回の2020年の特集では、各分野における最新の普及の現状と課題とともに日本ではここ数年、政府主導で
急速に普及進展しつつあるEBPM（Evidence-Based Policy Making）の動向について報告して議論すること
を目的としている。

2000年に日本評価学会が設立された当初は、医療分野を除いて世界的にもEBPに関する認識は高くなく、
ましてや日本国内では、一部の研究者を除いてほぼ全く認識されておらず普及もしていなかった。その
後、コクラン共同計画、キャンベル共同計画、貧困アクションラボ（J-PAL）、3ie（International Initiative 
of Impact Evaluation）などの国際的な団体の活動により、EBPが強力に推進され、国際的な議論の場での
普及が進んだ。
そして、2019年度のノーベル経済学賞が、マサチューセッツ工科大学（MIT）の貧困アクションラボ

（J-PAL）の研究者3名に授与された。公式の受賞理由は、「世界の貧困軽減に対する実験的アプローチに対
して」であった。
国内に目を向けると、ほぼ唯一、国内での横並びを許されずに常に国際的な動向に追いついていくこと
を強く要請されるODA分野において、JICAを中心としてEBPの取組がなされてきた。一方、日本のその
他の行政分野ではEBPの普及が遅々として進んでいなかったが、2016年から動きが見え始めた。官民デー
タ活用推進基本法（2016年）の成立後、いわゆる「骨太の方針（経済財政運営と改革の基本方針2017）」
で「EBPMの推進」が謳われたのち、現場におけるEBPMの取組がやっと始まった段階である。
その後EBPMについての現場認識が上述の国際潮流と整合しない状況も垣間見え、日本評価学会におい
ても何度かこの問題について共通セッションを設けて議論を重ねてきた。こうした状況を踏まえて、本特
集号では、国際動向にも整合し始めたEBPの動きとともに急展開中の日本のEBPMの現状と課題について
も議論し、国内各分野におけるEBPおよびEBPMの在り方に関しても議論することとした。EBPMも踏ま
えた国内各分野の現状を扱うのは、EBPの特集号を開始して以来、初の試みであり、編者としてもたいへ
んうれしく思っている。ただし、国際的にも、そして特に日本国内の議論において、EBPMで扱う「エビ
デンス」の意味が拡大しており、本来EBPで厳密な意味で用いられてきた「エビデンス」を再確認して、
その理解と普及が図られねばならないと言える。
執筆者は、各分野の最前線で活躍する研究者および実務者で構成されている。この特集号が今後の

EBPMの普及に大きな貢献となることを期待している。

【巻頭言】

「エビデンスに基づく政策立案（EBPM）」の現状と課題

佐々木　亮・正木　朋也

日本評価学会『日本評価研究』第20巻第2号、2020年、pp.1-2
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2．各論文の概要

本特集号は合計7本の論文で構成されている。
正木朋也・津谷喜一郎の「エビデンスに基づく政策立案（EBPM）と研究論文の質改善のための報告ガ

イドライン」では、保健医療領域で経験した研究報告の質の改善に関わる問題と課題解決への取組につい
て概観し、EBPMにつながる社会科学などの他領域への適用可能性とその課題について考察している。
田辺智子の「エビデンスに基づく政策立案（EBPM）の推進に向けて－医療の経験からの示唆－」では、
医療におけるエビデンス活用の経験を概観し、EBPMへの示唆を抽出しており、エビデンスは社会全体で
蓄積し共有すべきであることをはじめとする7点の示唆が示されている。
小林庸平の「日本におけるエビデンスに基づく政策形成（EBPM）の現状と課題－Evidence-Basedが先
行する分野から何を学び何を乗り越える必要があるのか－」では、日本のEBPMの現状を整理すると共に
その評価を行い、問いの設定の重要性や、エビデンスの範囲、つくる・つたえる・つかうのウエイト、エ
ビデンスに対する需要創出の重要性などを指摘している。
砂山裕の「国の行政機関におけるEBPMの取組実例の研究－現状と課題－」では、EBPMのリーディン
グケースの提示を目指し、国の政策を対象として、総務省、関係府省および学識経験者による政策効果の
把握・分析手法の実証的共同研究が行われた結果、「EBPM的要素」として日本の行政運営上有用と考え
られる項目がいくつか見出されつつあることを指摘している。
西畑宏治の「地方自治体におけるEBPMの組織への定着に向けた課題の考察」では、EBPMの地方自治
体組織への定着に向けて、EBPMが要請する行動様式を地方自治体の行政運営に適用しようとした場合、
地方自治体のどこに課題が生じ、それを解決するためにどのようなことを検討する必要があるのか、ま
た、どのような解決策が考えられるのかを考察している。その際、組織への定着に着目した動きを早くか
ら進めている広島県の取組も取り上げて、参考にしている。
森俊郎・岡崎善弘の「教育分野におけるエビデンス仲介機関の特徴」では、3つのエビデンス仲介機関

（WWC、EEF、CUREE）を対象として、レビューの対象となる研究を選別する基準・プロセスや提供し
ているエビデンスの種類・数について調べており、日本の教育分野におけるエビデンス仲介機関の在り方
について考察している。
最後の佐々木亮の「国際開発分野におけるEBPMの現状」では、新興の3つの非営利の研究機関である
貧困アクションラボ（J-PAL）、IPA、3ieについて概観し、さらに、伝統的な援助機関である世界銀行、ア
メリカ国際開発庁（USAID）、イギリス国際開発局（DFID）、日本の国際協力機構（JICA）におけるイン
パクト評価の現状について概観して、国際開発分野における今後のEBPMの課題について考察している。
本稿が、日本におけるエビデンスに基づく政策立案（EBPM）の普及の一里塚となることを切に希望す
る次第である。
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報告ガイドライン 3

1．はじめに

私たちは本誌に過去2回「エビデンスに基づく
医療」（evidence-based medicine: EBM）について
その展開を含めて報告してきた。ここでは2006
年の論文（正木・津谷 2006）を第1報、2010年の
論文（正木・津谷2010）を第2報と呼ぶこととす
る。それ以後の10年間でEBMの関連領域で起き
たことが2つある。

1つは、日本の公的セクターでのEBPM（evidence-
based policy making、エビデンスに基づく政策立
案）の動きである。2017年5月、首相官邸が招集
した「統計改革推進会議」の最終とりまとめ1が

公表された。翌2018年10月には、「EBPM（エビ
デンスに基づく政策立案）に関する有識者との
意見交換会報告（議論の整理と課題等）」2が公表
され、全領域で公的なファンドを用いた研究が
要請される時代となった。
著者の一人、津谷は『いろいろな分野のエビ
デンス：温泉から国際援助までの多岐にわたる
RCTやシステマティック・レビュ－』を刊行した
（津谷 2015）。その全12章のうち、国際援助と教
育の章を除き、他の10章はすべて医学領域であ
った（第1報と第2報では「保健医療領域」の用
語を用いた。本稿ではより分かりやすい「医学」
を広義のものとして用いることとする3）。またそ

正木　朋也
国際協力機構／北里大学

masakit-tky@umin.ac.jp

津谷　喜一郎
東京有明医療大学／東京大学

tsutanik@gmail.com

【実践・調査報告】

エビデンスに基づく政策立案（EBPM）と研究論文の質改善の
ための報告ガイドライン

要　約

日本では2010年代後半以降、公的セクターでの「エビデンスに基づく政策立案」（evidence-based policy 
making: EBPM）の方針が出された。医学領域では1996年にランダム化比較試験（randomized controlled 
trial: RCT）論文の質向上のためのCONSORT声明が開発された。報告ガイドラインの嚆矢となる。その第3
版の全25項目からなるCONSORT 2010は16カ国語に翻訳され世界で広く使われている。また、観察研究
（断面研究、後向き研究、前向き研究）やシステマティック・レビューなど基本的な研究デザインについ
て、さらにその拡張版としてクラスターランダム化や非薬物系などの種々の報告ガイドラインが開発され、
その総数は400件を超す。これから研究計画を作成しようとする者にとり利用価値の高い、種々の報告ガ
イドラインをカバーするEQUATOR Networkが2008年に設立され広く用いられている。EBPMに報告ガイド
ラインを使う事はそれなりの実現可能性をもつ。

キーワード

EBPM、報告ガイドライン、CONSORT、STROBE、EQUATOR Network

日本評価学会『日本評価研究』第20巻第2号、2020年、pp.3-18
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れらの多くは非政府系の活動であった。政府系、
すなわち公的セクターでのEBPMは、研究者と納
税者の双方の立場から質の高い研究が望まれる。
もう1つは、論文などの質を高めるための「報

告ガイドライン」（reporting guidelines: RG）の多
様な領域での数多くの発行とその使用である。
ランダム化比較試験（randomized controlled trial: 
RCT）に対する1996年のCONSORT（以降CONSORT
声明をこう略す。他のRGについても同様） 第1版
は、私たちの第1報で簡単に触れられた。また
2001年の第2版は、第2報で若干紹介された。だ
が2010年3月に大きく改訂された第3版は、第2報
が同時期の2010年3月発行であったことから紹介
されていなかった。このCONSORT第3版は
“CONSORT 2010”として知られ、その後多くの
拡張版 （Extension） の作成が加速した。
一方、第2報で述べたように、1） コホート研究

（cohort study）、2） ケース・コントロール研究
（case-control study）、の時間軸をもつ2つの縦断研
究（longitudinal study）と、時間軸を持たない、
3） 横断研究（cross sectional study）の3つをカバ
ーするSTROBE（von Elmら2007, 上岡 2008）、ま
たその「解説と詳細」（explanation and elaboration: 
E&E, Vandenbrouckeら2007、日本語訳 福原ら 
2009） が2007年に発行された。この3つの研究デ
ザインの関係を図1に示す（中嶋ら 2000）。

本稿では、第1に、日本でのEBPMの動向を念
頭におき、まずバイアスの少ない、すなわちよ
り正確 （accurate） な結果を得られるRCTのための
CONSORTについてその歴史的発展と拡張版など
を含める。第2に、観察研究のSTROBEの3つの研
究デザインのなかでケース・コントロール （case-
control） 研究の部分のチェックリストを紹介す
る。第3に、多様な機能を持つEQUATOR Network
とICMJEの動きについて述べ、第4に、医学の領
域で開発されたこれらの手法やシステムのEBPM
への技術移転の実現性 （feasibility） について論ず
る。

2．CONSORT 

（1）CONSORTの誕生
1996年のCONSORT （Beggら 1996;日本語訳: 津
谷ら 1997）が注目されたのはその画期性ととも
に、周到にそのRGが有効かどうかの検証が行わ
れたことが影響している。1996年にCONSORTが
発表される前に公表されたRCT論文の質と、発表
後に公表されたRCT論文の質を、世界的に著名な
4つの総合医学雑誌を対象にして比較したのであ
る。当時、すぐにCONSORTを論文投稿の条件と
した3雑誌 （BMJ, Lancet, JAMA） は、以後、統計
学的に有意に論文の質が向上した。一方でその
時点ではCONSORTを投稿の条件にしていなかっ
たNEJMでは質の向上がなかったことを報告した
（Moherら 2001）。

RCT論文の質評価のチェックリストの開発は
1960年代から始まる。そのうち最も引用回数の
多いのは予備的解析ではChalmers （1981）であっ
た（津谷・佐久間 1993）。1992年に始まるコクラ
ン共同計画 （The Cochrane Collaboration: CC） の初
期4には、RCT論文の質評価に基づく選択に様々
なチェックリストが使われていた。1996年の “Jadad 
Scale”は、ランダム化 （randomization）、ブライ
ンディング （blinding）、除外・脱落 （withdrawal 
and dropouts）の3項目から成り立つ簡便なもので
あった（Jadadら 1996）。当時のコクランハンド
ブック（ver. 4.2.6）にも引用された。だがその後、
単純すぎる、ブラインディングに重きがなされ

図1　時間軸を含めた研究デザインの整理
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すぎている（Clarkら 1999）－などの理由で使われ
なくなる。
コクランレビューのアプリであるReview 

Manager （RevMan） は最初の版が1993年にリリー
ス さ れ た （Chandlerら 2013）。 そ の2008年 の
version 5 （RevMan.5） に導入されたのが“Risk of 
Bias” toolのグラフである。そこでは7つの項目で
各RCT論文の質を評価しその結果を棒グラフで表
示している （Higginsら2011）。

（2）CONSORT 2010の内容
RGは進化していくものである。1996年の第1版
のチェックリストは項目にナンバリングがなか
った。2001年の第2版は内容の改訂とともにナン
バリングがなされ全22項目となった（Moherら 
2001;津谷ら 2002）。2010年の現行の第3版ではチ
ェックリストの項目数が25項目へと増加した
（Schulzら 2010； 日本語訳: 津谷ら 2010）。表2に
示すこの3項目の追加には、臨床試験 を取り巻く
環境の大きな変化が反映されている。
第23項目の「臨床試験登録」は、最初の試験

対象者をリクルートする前に試験内容を項目毎に
レジストリ（Registry）5に登録しそのレジストリの
名称と登録番号を記入することである。Primary 
RegistryやData Providerは、日本を含めて現在世界
17か国・地域に存在する。それらの試験情報は
WHO-ICRPで統合されて2006年からすべて検索す
ることができる。なお、WHOが必須とするdata 
setは当初の20項目から2017年に24項目に増加し
2019年をゴールとするものである（津谷 2017a、
2017b）。第24項目は、臨床試験に参加した個人
のデータシェアリング・プラン（individual data 
sharing plan: IDSP）も含まれる （津谷 2018a、 
2018b）。
これの臨床試験登録の主たる目的は、結果が
悪いと発表しない、または本来の1次アウトカム
指標がよくない場合、2次アウトカム指標とされ
たものからよいものをあたかも1次アウトカム指
標であるかのように報告する「選択的報告」
（selective reporting）を含む「パブリケーションバ
イアス」を避けるためのものである（Macleodら 
2014; 奥村ら 2014）。つまり結果がよくとも悪く
ともそれをプロトコール通りに解析し公開すべ

きだという考えである。それには、多くの患者
の代表として試験に参加した患者から得られた
結果は患者に戻されるべき公共財（public goods）
であるという考え方がある6。
第24項目の「プロトコール入手可能性」は、
プロトコールが遵守されず、上記のように本来
とは異なった解析がなされる問題が顕在化した
ことに対応する。上記の選択バイアス防止の一
手段である。
第25項目の「資金提供者」（funder） は、研究 
資金の提供主体が試験結果に影響する、つまり
企業資金の場合、企業に有利な結果が報告され
やすい、または不利な結果が報告されにくい、
というエビデンスに基づく（Melander 2003）。な
お、資金提供者とスポンサー（sponsor）は別の
ものであることに留意されたい（津谷・澤田
2007）。スポンサーの定義は3つの要素からなり
分かりづらい7。

CONSORTのもう1つの重要な要素はフローチ
ャートであり、図2に示す。このフローチャート
は、先のJadad Scaleの第3項目の「除外・脱落」
に関する事項を、より認知しやすい図形にした
ものと理解できる。
なお、CONSORT声明は3つの版とも「解説と
詳細」（explanation & elaboration）が発行され free 
access となっている。第2版のみ日本語訳が存在
する（Altmanら 2001; 津谷・栗原 2002）

（3）CONSORTの拡張版
表1に本稿執筆時点でのCONSORTのExtension
を、年代順に整理して示した。
ここで、SPIRIT（standard protocol items: recom-

mendations for interventional trials）を紹介しよう
（Chanら 2013、日本語訳 折笠ら 2017）。臨床試験
が終わり、原稿を書く段になり、CONSORTのチ
ェックリストに記載すべき情報が欠損している
ことが分かることがある。多くはプロトコール
が不十分なためである。そこでプロトコール段
階のチェックリストとして開発されたものであ
る。大変有用なツールである。RCTの実施の前に
protocolを作成するのであるから「前向き」の「拡
張版」ともいえ、後述するEQUATOR Networkで
はCONSORTのカテゴリーに入っている。
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一部のRGでは、その理解を促すための「解説
と詳細」も作成され多くはfree accessが可能であ
る。これらRGやE&Eの一部は日本語にも翻訳さ
れており、雑誌での公表や書籍として出版され
ている（中山・津谷 2008; 2016）。各国語訳され
たRGやE&Eは、 同 じ くEQUATOR Networkの
websiteからpdfを入手できる。日本語訳について
はJPT Onlineが、それらをよくカバーしていると思
われる。

（4）CONSORTチェックリストとフローチャー
トの使い方
投稿者にとっての実際の使い方としては、論
文を作成し投稿する者はCONSORTのチェックリ
ストのフォーム（表2）に各項目の記載された原
稿の「報告頁」を記載したものと、フローチャ
ート（図2）にそれぞれの患者数を記載したもの
の2つを、投稿先へ原稿と共にemailなどで送る。
これのチェックリストやフローチャートはpdfと
Word版が各websiteにあり、これらをdownloadし
てそこに記入すればよい。
それを編集委員会のスタッフが事務的にチェ
ックし、ついで編集長や査読者（reviewer）にも
それらが原稿とともに送られて、各項目が実際
に記載されているのかをチェックする。
フローチャートは論文そのものに掲載される。

一方、チェックリストは多くはOpen access雑誌で
は、supplementary informationとして公開されるこ
ととなる。
例としてonline journalで、free accessとなってい

るPLoS ONE誌に掲載され、鍼の領域で2017年度
の代田賞を獲得した、会陰部の夜間のかゆみに
対するローラー鍼の二重盲検RCTの例をあげる 
（Iimuraら 2016）。ここから、チェックリストは、
原稿の報告ページ番号を記載するが、電子出版
の論文においてはページ番号が変わり、項目名
で示されていることが分かる。またプロトコール
や倫理委員会の審査記録などはこのsupplementary 
informationに収載され公開されている。

（5）非薬物介入とクラスターRCT
EBPMで の 利 用 が 期 待 さ れ るCONSORT 

ExtensionのRGで社会科学の領域での使用が期待
されるものが2つある。

1つは、CONSORT非薬物介入（CONSORT NPT 
（non-pharmacologic treatment ））である（初版
Boutronら 2008a、2008b、日本語訳 上岡・津谷 
2016、第2版 Boutronら2017、日本語訳 津谷ら 
2019）。非薬物介入の具体的なものとして、手術、
手技（たとえば血管形成術などの技術的処置）、
デバイス （ペースメーカーなど）、リハビリテー
ション、理学療法、行動療法、心理療法などを

（注） （日）日本語訳あり
（出所）津谷ら（2019）の整理にEQUATOR Networkをもとに更新（2019-10-12）

表1　CONSORTのRCT領域に限ったExtensionのいろいろ
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表2　CONSORT 2010チェックリスト

（注）* 標準2010年の改定で23、24、25の3項目が追加された。
（出所）津谷ら（2010）
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含み、幅広い領域をカバーする。
このCONSORT NPT Extensionは主に精神科医と
外科医によって作られたものである。“Treatment”
は「治療」だけではなく、「処置」や刑務所での
「矯正」の訳がある。このRGは社会科学領域でも
そのまま適用可能なRGであろう。EBPMの現場
で行われるインパクト評価の計画と報告書作成
にも有益である8。そこでは非薬物介入の複雑さ、
施設とケア提供者の専門性の影響、ブラインド
化の困難さも論じられている。

EBPMを推進しようとしている方は、RCTの論
文原稿作成時ではなく、まずプロトコール作成
時に先のSPIRITとこのCONSORT NPTを使用する
ことが勧められる。

2つめは、クラスター RCTへの拡張版である
（Campbellら 2004、2012）。ここには、同時に抄
録の書き方のExtension （Hopewellら 2008）も含ま
れ、その全てのチェックリストが記載されてい
る。10番目の実施 （Implementation）の項目は
10a、10bおよび10cに分割されている。
クラスター RCTはランダム割付け （random 

allocation またはrandomization）を、集団（cluster）

を単位として行うものである。2009年頃より北
米と西欧諸国を中心として世界的にクラスター
RCTの利用が増えつつある（増島ら 2013）。なお、
クラスターランダム化と他のランダム化の方法
などの基本事項については他書を参照されたい 
（佐藤 2007）。

3．STROBEのケース・コントロール研究

「疫学研究における観察研究報告の質改善」
（S T R O B E :  s t r e n g t h e n i n g  o f  r e p o r t i n g  o f 
observational studies in epidemiological studies） の
RG である。STROBEは、観察研究がその主体と
もいえるEBPMでの応用が大いに期待される。観
察研究は疫学研究から介入研究である臨床試験
を除いたものである。
疫学 （epidemiology） はその漢字表記から日本
では医学領域であると誤解されがちである。だ
が、epiは周辺・辺縁の、-demosは人間・集団の、 
-logosは学問であり、人間を集団としてみる観点
からあらゆる因果関係を明らかにしようとする

（出所）津谷ら（2010）

図2　2群間並行ランダム化比較試験の各段階の過程を示すフローチャート

（組み入れ、介入への割振り、追跡、データ解析）
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（出所） 上岡ら（2014、p.s116 表2）

表3　STROBE: ケース・コントロール研究の報告において記載すべき項目のチェックリスト
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学問であり、社会科学系の領域においても相補
的に活用できる学問体系といえる。
表4に、日本で、すでに電子媒体などに蓄積さ
れている過去のデータが使える「後向き」
（retrospective） デザインであるケース・コントロ
ール研究チェックリストを示した。なお、時間
軸を含まない横断研究では原則的に因果関係の
推論は不可能である。

4．EQUATOR NetworkとICMJE

EQUATOR Networkはこれまで述べてきたRGの
動きを背景として2006年に設立されたネットワ
ークである。以下の4つの目的を持つ。1） 良質な
研究報告（論文）の重要性についての関心の向
上、2） 各種研究デザインに対するよいRGの開発、
流通（dissemination）、実施、の支援、3） 医学論
文の質のモニタリング、4） 論文の質にインパク
トを与える事項に関する－である （Simera 2009）。
臨床研究を計画し、また実施した後に投稿し
ようとする研究者、さらに編集者などのユーザ
ーにとってはEQUATOR のwebsiteが大いに役立
つ。2019年10月中旬時点でそのwebsiteは表4のよ
うに全領域を11項目に分類している。
そこには全419件のRGが存在する。対応する

個々のRGにアクセス可能とし、そのExtension版

など関連するガイドラインがリストされ、その
多くはfree access の雑誌などにリンクされてい
る。
このEQUATORと近い関係にあるのが国際医学
雑誌編集者委員会（international committee for 
medical journal editors: ICMJE） である。書誌情報
の記載法の標準化を行った1978年のVancouver 
Groupをその母体とする。

1979年から発行されてきた“Uniform Requirements 
for Manuscripts Submitted to Biomedical Journals: 
Writing and Editing for Medical Journal” （Uniform 
Requirementsと略されてきた、医学生物学雑誌の
一般投稿規定）は数年に一度の改訂をして、世
界の多くの医学雑誌の投稿規定のモデルとなり、
医学雑誌の論文の質向上に貢献してきた。

ICMJE Recommendationsにfollow （従う）と宣言
している雑誌は5,000誌以上ありリストが公開さ
れている9。
これまで述べてきたCONSORTはその1997年の
改訂で取り込まれた （Huthら 2004）。さらに利益
相反に関わる記述の導入 （Fontanarosa 2010） など
がなされてきた。また医学メディアを取り巻く
環境の急速な変化を反映して2010年代となり改
訂が多くなった10。

2013年8月の改訂でその名称は“Recommendations 
for the Conduct, Reporting, Editing and Publication of 
Scholarly Work in Medical Journals”（ICMJE 

（出所）EQUATOR Network. Webページを元に著者作成（閲覧 2019-10-12）

表4　試験の種類毎の報告ガイドライン
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Recommendations） と変更された。“Requirements”
から”Recommendations”とやや弱くなった形であ
る。

RGは先に述べたように1997年とCONSORT発
行の翌年に取り入れられたが、その後種々のRGが
開発されたのに対応して、ICMJE Recommendations 
の最新の2019年12月版にはこれまで述べてきた
CONSORT、STROBE、さらにPRISMA（システ
マティック・レビュー用）、STARD （診断の正確
性） が含まれるとともに、EQUATOR Networkが
“resource”として記載されている。

ICMJEは、英米の有力雑誌5誌と世界各地の雑誌
9誌の計14誌11と、米国国立医学図書館 （National 
Library of Medicine: NLM） とWorld Association of 
Medical Editors （WAME） で構成される小さい組
織である。アジア地域としては現在、韓国の旗
艦雑誌 （national flag journal）といえるJournal of 
Korean Medical Science （JKMS） が入っており、日
本からは入っていない。このICMJEは規約がない
組織であるが世界の医学雑誌をリードする存在
でその影響力は大きい。
いわばEQUATOR NetworkがRGの開発機関とす
ると、ICMJEはそれらをそのRecommendationsに
取り入れることで世界の雑誌に影響を与える執
行機関で、表裏をなしているといえる。

5．報告ガイドラインのEBPMへの技術移転

（1）形式がすぎて創造性を制限するのではないか
との批判

まず、RCTそれ自体の不理解と実施上の議論が
あることは押さえておく必要がある（Cartwright 
2010; Deaton 2018）。そのうえで、しばしばRGの
ようなチェックリストは、無機的・機械的で味
気なく、研究者の創造性を制限するものだと批
判される。看護の領域では「いまだ定式化され
ていないものの、看護学の新しい知識の創出に
つながるような、画期的な研究が行われにくく
なる一因となるのではないか」という考えも述
べられている（萓間 2015）。著者らも最初にそれ
がRGの普及の阻害要因となるのでないかと考え
た。

だが研究者は好きで研究を行うだけではない。
特にRCTなどの臨床試験は人を対象にした人体実
験である。そう考えると、個々の試験参加者に
対する個別的倫理 （individual ethics） の面からも、
社会への集合的倫理（collective ethics）の面から
も、この種のRGに沿った項目に沿って報告する
ことは大切である（Ioannidis 2014）。また先に述
べたICMJE Requirementsの項目として入り、RG
に沿って記載されていな限り原稿が採択 （accept） 
されないという制度的システムができたことも、
医学領域において一定の成果を収めた理由にな
ろう。
これはEBPMの領域においても同様である。試
験参加者はそれなりの犠牲とリスクを伴うもの
であるとの認識が必要である。

（2）ELSIの問題
ELSIはEthics, Law and Social Implicationの略で
ある。ここでは2つを取り上げる。

1つは、先に述べたクラスター RCTである。集
団 （cluster） からのインフォームド・コンセント
（informed consent: IC）をいかに受けるべきか、
また、介入の有無により試験参加者集団の利益
と不利益の均衡（equipoise）をいかにとるべきか
の問題がある。クラスター RCTを行う場合の倫
理面からの質向上のためのガイドラインとして
オタワ声明があり （Weijerら 2012）、その後の議
論とともに更新の提案がなされている（van der 
Graafら 2015）。

2つは、利害関係者の調停と相互に利益相反の
生じ兼ねない関係者間の問題である（Chalmers 
2014）。医療における意思決定は、受益者である
患者のために、公衆衛生上の政策と保険財務政
策上の「折り合い」をつけ「落としどころ」を
みつけて制度・政策として適用することがある。
種々の利害関係者 （stakeholder）、すなわち1） 患
者 （とその家族や支援団体）、2） 医療技術の開発
者または製造販売企業、3） 医療機関関係者 （医
師、病院経営者）、4） 保健政策担当者（厚生労働
省ほか保険財政・制度にかかわる関係各機関）、
それら相互の利益や負担を全体として調停する
ことが必要となる。
この種の問題はELSIとして研究対象になって
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きた。医学領域での事例が、EBPMの領域での問
題解決に役立つことはあろう。

（3）ビッグデータやリアル・ワールド・データから
得られる解とエビデンス

グローバルな巨大情報産業群（Google, Apple, 
Facebook, Amazon, Microsoft: GAFAM）などが開
発・適用している人工知能（AI）を用いた即時
提案型の情報技術に基づくビジネスモデルの応
用も一考には値する。しかし、ここで扱われる
「即時対応に用いる情報やAIが導く場当たり的な
最適解」は、個々の場やケースにおいてのみ有
効なものであるので、EBMに始まった「社会的
に価値あるエビデンスを蓄積精査し公開しなが
ら未来につなげようとする立場やアプローチ」
とは本質的に異なるであろう。
なお、Oxfordの疫学統計学者Richard Petoが共

著者に入りNEJMに掲載された“The magic of 
randomization versus the myth of real-world 
evidence”はこの領域に関心ある者には必読の論
である（Collins 2020）。そこではまずデータの量
が多くなろうとも観察研究の弱点そのものは変
わらないことが述べられている。

（4）システマティック・レビューから1次研究へ
の揺り戻し

2009年に「システマティック・レビューとメ
タアナリシスの質改善」（Preferred Reporting Items 
for Systematic Reviews and Meta-Analyses: 
PRISMA）のRGが公表された。またシステマテ
ィック・レビューのプロトコール作成のための
PRISMA-Pが2016年に公表された。
ところが2019年の夏、ショッキングな報告が

なされた （Niforatosら 2019）。それは、米国医師
学 会 誌 内 科 学（JAMA Internal Medicine） に
Invitation letterとして掲載された2ページの論考で
ある。その内容はSRとMAの数（SRMA）とRCT
の数およびその比（SRMA/RCT比）を1995年か
ら2017年までの22年間の経過を推移として追っ
たものであった。
医療分野毎の傾向をみたグラフでは、2017年

時点で既にその比が1を超えている（つまりSRが
RCTより多い）分野や診療領域が散見される状況

があることが示された。これは同じRCTが幾度も
別のSRに組み込まれて評価されている状況を示
している。
その原因として、非ランダム化比較試験を含
むSRやMAの増加、また中国の研究者らの投稿が
PubMed内で検索し得るMAの3分の1あったこと
などが挙げられている。SRの数の増加は筆者ら
の調査においてその動向を指摘している（唐ら 
2014）12。また検索対象がPubMedだけであること
や手法上の限界があり、どの程度のSRMA/RCT
比が妥当であるかなどの議論はできないとして
いる。
先のビッグデータやRWDへの懸念とともに、
どうやら1990年代に始まるシステマティック・
レビューの成長は少なくとも医学領域ではその
量と質から陰りを見せ、1次研究、特に質の高い
RCTが再び重要性を取り戻したようだ。EBPMに
おいても常にエビデンスの質に留意する必要が
あろう。

（5）「産官学」での意思決定のための文書作成の
異同

これまで述べてきたようにRGの方法は「産官
学」の「学」（academia）、特に医学の領域で発展
してきた。他の領域へのその技術移転の実現可
能性 （feasibility） はどうだろうか？「官」の公的
機関によるEBPMではそのプロセスの中で、雑誌
に掲載される際の査読（review）がとられること
はあるだろうか？なかには外部の査読付きの雑
誌に投稿することもあろう。本誌は査読付きの
雑誌である。
だが、行政機構の中では「査読」の用語はあ
まり一般的ではないかもしれない。しかし政策
実施のための資料はその性格から、決して一人
で作成されるものではなく執筆者の所属する組
織内、また関係する他の組織の、複数の目を経
て加筆修正されて、最終版は作成される。そこ
での質管理にはRGが同様に利用される可能性が
多いであろう。
医学以外の「学」の分野ではどうだろうか？
社会科学の領域ではインパクト評価の実施数が
増えつつある（Cameronら 2015）。また社会科学
の重要な部門の1つである経済学においてすでに
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RGが取り上げられている。
「公」ではどうであろうか？世界を見れば、

2017年に世界銀行は、経済学研究は殆ど、研究
デザインにおける重要な項目の詳細を報告して
いないために、選択 （selection）、損耗（attrition）、
実 行（performance）、 検 出（detection）、 報 告 
（reporting）、サンプルサイズ（sample size） に関
わる6種類のバイアスが生じている可能性がある
としている。そしてその対策としてCONSORTを
利用することを推奨している（Ebleら 2017）。
政府間機関 （intergovernmental organization） で
ある国連や国連システムの1つである世界銀行は
いわば公的機関である。日本の都道府県の議会で
の発言中の「エビデンス」の頻度はかなりばらつ
きがある13。一方でいくつかの地方自治体はすで
にEBPMのための政策文書を作成している14。

6．おわりに

バイアスを小さくしエビデンスの強い方法を
開発して適応するという枠組みは、社会改善 
（social betterment） の本質である。医学領域と他
の領域に違いはない。EBMの発展の中で2010年
代になり急速に進化したRGのうち2つを紹介し
た。またその開発・使用を支援するEQUATOR-
Networkを紹介した。RGのEBPMへの技術移転の
実現可能性はそれなりに存在することを論じた。
そこでRGは単なる報告書作成時のマニュアルと
してではなく、その本質を理解し「賢く」計画
段階からチェックリストも念頭にデザインを考
え、実施可能なところは積極的に適用してゆく
ことが重要である。
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注記

1 「統計改革推進会議 最終取りまとめ」2017.5
2 総務省EBPMに関する有識者との意見交換会事務

局、「EBPM（エビデンスに基づく政策立案）に関
する有識者との意見交換会報告（議論の整理と課題
等）」、2018.10

3 日本医学会は、基礎医学、社会医学、臨床医学の3
つの部門をもつ。本稿では、歯学、薬学、看護、ま
た多様なco-medicalの領域を含むものとして、他領
域の関係者にも分かりやすい「医学」を用いる。

4 そのwebsiteには2019.10時点で8,107件のコクランレ
ビューのサマリーがfree accessとなっている（2015.
1.31より単にCochrane （コクラン） に名称変更しロゴ
マークも変わった。本稿ではこれまでどおり「コク
ラン共同計画」の日本語訳を用いた）。

5 臨床試験の登録システムのこと。国際的に合意され
た項目のWHO data setは現在14項目（ver.1.3.1）. 
UMIN-CTRやjRCTなど日本のものも含めて各国の
Registryの登録項目はそれよりも一般に多い。なお
本稿では以降CONSORTの項目番号とWHO ICTRO
の項目番号の2種が記載され混乱しやすいが、一度、
現物をご覧になると容易に区別できるであろう。

6 津谷喜一郎、臨床試験登録の意義と役割について、
UMIN臨床試験登録システム シンポジウム（2005.2.2）

7 WHO GCP （1995）とICH GCP（1996）の定義の原
文は、 “The individual, organization, group or other legal 
entity which takes responsibility for initiating, managing 
and/or financing a study” である。ここで、3つの要素
を “and/or” で関係づける表現は、そのまま訳すと日
本語としてわかりにくい。そこで、以下がよいと思
われる。「ある試験の企画、管理、資金のすべて、
もしくはいずれかに責任を持つ、個人、組織、グル
ープ、または他の法的主体」津谷喜一郎 編集ガイ
ドラインとCOI. in: 第7回日本医学雑誌編集者会議
（JAMJE） 第7回シンポジウム「不正論文と編集者の
責務」、slide 24 

8 国際開発分野のインパクト評価のエビデンス情報の
集積と提供を行うInternational Initiative for Impact 
Evaluation （3ie） は2009年より国際開発分野として
C2に合流した。

9 だが、雑誌リストの前書きにこの長いリストは完全
なwhite listではなく、悪徳雑誌（predatory journal）
も入っている可能性があるとしており、日本医学会
も同様の注意喚起を行っている。

10 ICMJE Recommendationsの改訂履歴 （Archives） は
Web上で確認可能である。
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11 14の雑誌と2つの機関がある。5大雑誌は、通常、米
国のNew England Journal of Medicine、JAMA （Journal 
of American Medical Associationの略だがJAMAが正式
名称）、Annal of Internal Medicine －の3つと、イギ
リスのLancetとBMJ （こちらもBritish Medical Journal
の略でBMJが正式名称） －の2つである。いずれに
しろ、EBPMのために日本の各領域における指導的
雑誌の質向上が期待され、その投稿規定にCONSORT
などの基本的RGの使用が含まれることが望まれる。

12 医学領域のPubMedにindexされる狭義のシステマテ
ィック・レビューの総数は2013年末で約75,000件と
推計された （唐ら 2014）。世界の多くの研究方法論
者（methodologist）が待っていたsystematic reviewの
Publication Type （PT） が昨2019年にようやく作成さ
れた。PubMedでそのPTを用いてsystematic reviewを
1950.1.1から2019.12.31までとして検索すると約
124,000件、2019年の1年間で13,000件である。急速
に大量のsystematic reviewが「つくら」れているこ
とは間違いない。

13 2019年1月末時点の各都道府県の議会での 「エビデ
ンス」 の用語の頻度分析「地方議会における EBPM
（証拠に基づく政策立案） の現状と課題 （堀江 2019）」
の報告がある。

14 「エビデンスに基づく政策展開の推進」調査研究チ
ーム 最終報告書 （平成31年3月）」 （北海道調査研究
チーム 2019）。
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Reporting Guidelines for Evidence-Based Policymaking (EBPM) and 
Improving Research Paper Quality

Abstract

In Japan, since the late 2010s, “evidence-based policy-making （EBPM）” has been introduced into the public 
sector. In the medical field, the CONSORT statement was developed in 1996 to improve the quality of Randomized 
Control Trial （RCT） articles. It was the pioneer of reporting guidelines. The third edition of CONSORT 2010, 
consisting of all 25 items, has been translated into 16 languages and is widely used throughout the world. In 
addition, over 400 reporting guidelines have been developed for basic study designs such as observational studies 
（cross-sectional, retrospective, and prospective studies） and systematic reviews, as well as expanded versions such 

as cluster randomization and nonpharmacologic treatment （NPT）. We also introduced the EQUATOR Network, 
which covers many reporting guidelines that will be useful for people starting to create research plans. Together, 
these findings suggest the use of reporting guidelines is a feasible option for EBPM. 
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1．本稿の背景と目的

「エビデンスに基づく政策立案」（Evidence-
Based Policy Making：EBPM）が関心を集めてい
る。日本評価学会では10年以上前からエビデン
スに基づく実践について学会誌や大会で繰り返
し取り上げ、議論を行ってきた。当初は日本で
はなじみの薄かったこの概念も、ここ数年で急
速に人口に膾炙し、今や国でも自治体でもEBPM
は大きな潮流となっている。その一方、エビデ
ンスやEBPMについての理解は人によって大きく
異なり、議論や目指す方向が噛み合わないまま、

EBPMという名の下に多様な取組が併存している
感も否めない。
こうした中、EBPMのポイントを捉え直し、理

解を深める上では、医療における経験が参考に
なる。よく知られているように、EBPMの起源は
「エビデンスに基づく医療」（Evidence-Based 
Medicine）にある。しかし、EBMがどのようなも
のなのか、その具体像は意外に知られていない
ように思われる。多くの人は、医療がエビデン
スに基づくのは当然のことであり、EBMでは政
策立案とは異なる理想的な状況でエビデンスが
産出され、日常医療にエビデンスが浸透してい

【総説】

エビデンスに基づく政策立案（EBPM）の推進に向けて
－医療の経験からの示唆－

田辺　智子
国立国会図書館
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要　約

EBPMの起源は「エビデンスに基づく医療（EBM）」にあるとされる。医療では政策立案と異なる理想
的な状況下でエビデンスの創出や利用が可能だと思われがちであるが、実は医療においてもエビデンスの
みに基づいて意思決定ができるわけではなく、またエビデンスと現実の診療にギャップがあることが課題
とされてきた。本稿では、医療におけるエビデンス活用の経験を概観し、EBPM推進に当たって参考とな
る知見を抽出した。その結果、①EBMではエビデンスとは医療行為の有効性評価だと理解されているこ
と、②エビデンスは社会全体で蓄積し共有すべきであること、③エビデンスの伝達が重要であること、④
エビデンスは意思決定に用いられる情報の一つに過ぎないこと、⑤エビデンスは必ずしも容易に普及する
わけではないこと、⑥厳密な有効性評価と業績測定を適切に併用すべきこと、⑦政府にはEBPMのインフ
ラ整備が求められること、の七点の示唆が得られた。
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ると思っているのではないだろうか。しかし実
際は、医療といえども常に厳密な有効性評価に
基づくわけではなく、エビデンスを基に機械的
に意思決定ができるわけでもない上、エビデン
スの裏付けがある医療が思うように普及しない
ことが課題と認識されてきた。そもそもEBMと
いう概念が登場したのは1990年代と比較的新し
く、その確立・普及の過程では多くの誤解も生
じた。
こうした医療の経験から、EBPMが学べること
は多い。本稿の目的は、医療分野におけるEBM
やエビデンス普及の取組について概観し、EBPM
への示唆を抽出することである。第2章ではEBM
の基礎概念、第3章では医療におけるエビデンス
の普及、第4章では特に日本の医療における状況
をまとめた上で、第5章でEBPMをめぐる海外及
び日本の現状を整理し、第6章でEBMから得られ
るEBPMへの示唆をまとめる。

2．EBMの概要

（1）EBMとは何か
「エビデンスに基づく医療」（Evidence-Based 

Medicine: EBM）とは、患者への医療行為の意思
決定において、その時点で得られる最善のエビ
デンス（科学的根拠）を利用しようとする医療
のあり方である。後述するように、その際はエ
ビデンスに加え、患者の病状・環境や意向も考
慮に入れられる。EBMは1991年に提唱された後1、
それまでの経験主義的な医療に変わる新しいパ
ラダイムとして急速に普及し、医療の世界を一
新したと言われている。
では、「エビデンス」とは何か。EBMにおける
エビデンスとは、治療・予防等の医療行為の有
効性についての信頼性の高い研究結果だと理解
されている。ここでポイントとなるのは、「有効
性」についての研究だという点である。医療に
関する研究には様々なものがあり、たとえばあ
る病気の発症原因やメカニズムに関する基礎研
究、罹患率や予測因子等を明らかにする疫学研
究もある。しかし、それらをすべて「エビデン
ス」と呼ぶわけではなく、あくまで治療や予防

の「有効性」に関する研究がエビデンスと呼ば
れている。しかも、実験室でマウスを使って行
うような基礎研究ではなく、人間、すなわち実
際の患者を被験者として行う「臨床研究」と呼
ばれるものがエビデンスとなる。

（2）エビデンスの強弱
臨床研究の方法には様々なものがあり、いず
れを採用するかによって結果の信頼性は大きく
異なる。よく知られているように、有効性を最
も厳密に評価できるのは、対象者を無作為に介
入群と非介入群に分けて比較を行うランダム化
比較試験（Randomized Controlled Trial: RCT）で
ある。ただし、研究対象によっては、このよう
な実験が常に可能なわけではない。たとえば、
外科手術では医師や患者による条件の差が大き
く、RCTが難しいとされる（星 2013）。このため、
観察研究と呼ばれる方法も多く用いられる。観
察研究には、集団を継続して観察することで疾
病と治療法等の関係を分析するコホート研究と、
ある集団を対象に過去に遡って調査することで
同様の関係性を分析する症例対照研究（ケース
コントロール研究）がある。これらのほか、症
例報告や、多数の症例を集めた症例集積等もあ
るが、信頼性は低いとされる。
さらにEBMでは、単一の臨床研究より、複数
の臨床研究を統合することによって、より信頼
性の高いエビデンスが得られると考える。RCT
は、対象集団について厳密に因果関係を検証で
きる方法であるが（これを「内的妥当性」とい
う）、その結果が別の集団にも当てはまるか（「外
的妥当性」という）については必ずしも保証さ
れない。このため、異なる集団を対象とした複
数のRCTを統合することで、より一般化可能な知
見が得られると考えられている。EBMでは、既
存の研究を体系的に収集して質を批判的に検証
し、信頼性の高いもののみを残して結果を統合
した「系統的レビュー」（Systematic Review）と
いうメタ分析が、最上位のエビデンスとされる。

（3）EBMの背景
このように、EBMが人間を対象とした臨床研
究、特にRCTを重視する背景には、かつては有効
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だと信じられ実施されていた医療行為の中に、
RCTを実施して初めて効果がない、あるいはかえ
って有害だと判明した事例があったことがある。
たとえば、かつては未熟児に酸素を投与する処
置が一般的に行われていたが、臨床研究の結果、
酸素を投与すると、投与しない場合に比べ失明
が有意に増加することが判明し、実施されなく
なった（トーガーソン・トーガーソン 2010、
pp.5-6）2。
なお、RCTという手法自体は古くからあったも
のであり、特に新規の医薬品の承認を得るため
には治験と呼ばれる臨床研究による有効性の証
明が求められてきた。EBMは、そうした臨床研
究を、より一般的に医療行為全体に適用しよう
とするものといえる。

（4）EBMの意思決定
EBMをめぐっては、当初、医療者の経験や専
門性よりもエビデンスを重視するものといった
誤解も見られた。また、EBMというと、エビデ
ンスを基に機械的に意思決定を行うマニュアル
医療のようなイメージを持たれる場合もある。
しかし今日では、EBMにおける意思決定は図1の
ように理解されている。そこでは、「研究による
エビデンス」に加え、「患者の病状・環境」、「患
者の価値観」という各要素を統合し、医療者が
専門性･経験を活かして意思決定を行うとされる
（中山 2014、p.373）。つまり、エビデンスは意思
決定に用いられる情報の一つに過ぎない。
たとえば、ある治療法に明確なエビデンスが
存在したとしても、それを目の前の患者に適用
できるかについては専門的な判断が必要となる。
若い男性を対象としたRCTの結果を女性や高齢男
性に適用してよいかという判断や、研究上のコ
ントロールのため合併症のない患者のみを対象
とする場合が多いRCTを、現実の医療現場ではむ
しろ一般的な、糖尿病でかつ高血圧といった複
数疾患を持つ患者に適用してよいかといった判
断である。また、仮に適用可能なエビデンスが
あったとしても、患者の意向、通院の可否等の
社会的背景やコストも意思決定に影響する。そ
ういった点を考え合わせて患者にとって最善の
選択を行う上では、依然として医師の経験と技

能が必要と考えられている。

（5）EBMの三局面
EBMを社会全体で推進することを考えた場合、
エビデンスを「つくる」「つたえる」「つかう」
の三つの局面が想定できる（中山 2010、p.259）。
最初の「つくる」局面は、臨床研究によって信
頼性の高いエビデンスを産出する段階である。
三番目の「つかう」局面は、病院等の医療現場
で医師がEBMを実践する段階である。その間を
つなぐ「つたえる」は、産出されたエビデンス
を現場の医師に仲介する役割ということになる。
医学は日進月歩であり、膨大な研究が日々生
み出されるため、多忙な医師が自らの専門領域
の最新知識を常に入手し続けるのは容易なこと
ではない。このため、医師に代わって最新の研
究を収集し、わかりやすい形で医療関係者に伝
える役割が必要とされる。
このために重要となるのが、診療ガイドライ
ンである。診療ガイドラインとは、診療上の重
要度の高い医療行為について、患者と医療者の
意思決定を支援するため、系統的レビュー等を
もとに最善と考えられる推奨を示す文書であり
（福井・山口 2014、p.3）、学会等によって疾病・
医療分野ごとに作成される。診療ガイドライン
はあくまで指針であって医師が行う医療行為を
拘束するものではないが、個々の医師の信念や
技能によって診断・治療が過度にばらつくのを
防ぐことができる。
かつての診療ガイドラインは、権威ある医師

図1　EBMにおける意思決定

（出所） 中山健夫（2014）「診療ガイドラインの真の役割を説く」、
『新医療』、41（3）を参考に筆者作成
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の経験や信念に基づいて作成される傾向があっ
たが、近年はEBMの手順に則り、系統的レビュ
ーから推奨を導く方法に世界的に変わってきて
いる。近年ではさらに、患者や専門外の医師等、
様々な関係者の視点を反映して推奨を決めるこ
とが重視されている（上田・五十嵐・中山 
2018）。こうした診療ガイドラインの作成方法を
体系的にまとめたものがGRADE（The Grading of 
Recommendations Assessment, Development and 
Evaluation）システムであり、国際的なスタンダ
ードとなっている。また、診療ガイドラインで
の推奨は医薬品や医療機器の売上げに直結する
ため、作成に当たっては利益相反を避けた透明
性・中立性の高い手順と方法が求められる3。
もう一つ、エビデンスを「つたえる」上で重
要な役割を持つのが、コクラン4に代表される二
次情報データベースである。コクランは、世界
中で行われた臨床研究を収集し、系統的レビュ
ーを実施してコクラン・ライブラリーというデ
ータベースで提供する国際組織である。商業的
な資金提供は受けず、多くの国で中立的なNPO
として活動を行っており、130か国以上から研究
者・専門家が参加している。

3．医療におけるエビデンスの普及

（1）EBMと医療の質
医療がエビデンスに基づいて実施されるのは
当然と考えられるかもしれないが、実際には病
院等の医療現場で、研究が示すエビデンスどお
りの診療が常に実施されているわけではない。
前述のように、EBMの意思決定ではエビデンス
以外の要素も考慮に入れられるため、ある治療
がたとえ有効であっても患者の状況によっては
採用されないケースがあり得る。しかし、その
患者の状況を総合的に勘案すれば明らかに実施
すべき治療法でも、採用されない場合も存在す
る。
この問題は「エビデンス－診療ギャップ」と
呼ばれ、問題視されてきた。たとえば、1991年
のEBM登場から10年余り経った2003年時点での
米国の研究によれば、エビデンスに基づく推奨

どおりの医療を受けていた人の割合は全体の55%
に留まっていた（McGlynn, et al.  2003）。このた
め、2000年代以降、各国でエビデンス－診療ギ
ャップを埋め、医療の質を高めるための取組が
継続的に行われてきた。
「医療の質」というのは、実はEBMと密接にか
かわる概念である。一般には「医療の質」は様々
な文脈で使われる言葉であり、スタッフの対応
の良し悪しや、「神の手」と呼ばれるような高度
な手術技能と結び付ける向きもあるだろう。し
かし、医学の専門的な見地からは、医療の質と
は「個人や集団を対象に行われる医療が望まし
い健康状態をもたらす可能性の高さ、その時々
の専門知識に合致している度合い」（福井 2017、
p.16）と定義されている。最新の専門知識に合致
し、健康状態を改善する可能性が高い医療とは、
すなわちエビデンスのある医療にほかならない。
つまり、医療の世界においては、EBMに則った
医療こそが、質の高い医療だと考えられている5。

（2）QIによる医療の質評価
医療の質を客観的に評価するために用いられ
るのが「医療の質指標」（Quality Indicator: QI）で
ある。医療の質は、ストラクチャー（構造）、プ
ロセス（過程）、アウトカム（結果）の三つの側
面を対象に評価することができる6。ストラクチ
ャーとは医療提供に用いられる施設やスタッフ
等の資源、プロセスとは手術や投薬等の医療内
容、アウトカムとは生存率や生活の質（Quality 
of Living: QOL）といった医療行為の結果として
の患者の健康状態を意味する。
これらのうち、EBMに直接対応するのはプロ
セスの指標である。先進国では医療のストラク
チャーはほぼ充足しており、またアウトカムは
患者条件の影響を受け医療機関同士の比較が難
しいことから、医療の質を評価する上ではプロ
セス指標を中核とする場合が多い。

（3）医療の質の向上策
以上をまとめると、質の高い医療を提供する
ためには、まずEBMで有効性の高い医療行為を
明らかにした上で、それを実際の医療現場で提
供する必要がある。後者の実現度合いを見るの
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がQIであり、QIを測定しその改善を図ることが、
医療現場で実施できる医療の質の向上策という
ことになる。

QI改善のためには、まず医療を直接提供する
医師に対し、診療ガイドライン配布や生涯教育
等で働きかけることが考えられる。しかし、研
究によれば、単に知識を提供するだけでは行動
変化までは生じにくい。医師が新たな医療行為
を採用するためには、その内容に納得して肯定
的な意見を持ち、さらに時間・人員・設備等の
制約を乗り越えて、自らの行動を変える必要が
あるためである（東 2007、p.543；鄭・近藤2010、
p.932）。
このため、QIを改善する上では、医師個人の
努力を超えた組織的・体系的な取組が必要だと
考えられている。その手法としては、日本の自
動車業界等、産業界で発展した品質改善手法が
広く用いられている。医療の質の測定結果を定
期的に医師にフィードバックすることで行動変
容を促すクリニカル・オーディット、改善のた
めのチームを組織し継続的に質を改善するPDCA
サイクル等、様々な手法がある。QI改善の具体
例としては、糖尿病患者の血糖管理の改善、救
急外来待ち時間の短縮、院内感染の新規発生率
の減少等がある（小松ほか 2016）。個別の医療機
関の改善事例としては、米ハーバード大学附属
のマサチューセッツ総合病院において、院内感
染予防の基本となる医療スタッフの手指消毒の
徹底にPDCAサイクルを活用し、2003年に8%だ
った遵守率を2009年には90%以上に改善させた例
等が報告されている（小松 2012b、p.215）。
さらに、政策的に医療の質を向上させるため
には、医療機関へのQI公表の義務付けや、QIの
測定結果を基に医療提供者に経済的インセンテ
ィブを与える「実績に基づく支払」（Pay for 
Performance: P4P）等の取組があり、諸外国で普
及が進んでいる（田辺 2019）。

4．日本におけるEBMとエビデンス普及

（1）EBMの導入
わが国では、EBMについては1990年代前半の

EBM創成期から一部研究者が紹介を始め、1997
年にEBMに関する最初のセミナーが開催されて
いる（津谷 2010、p.313）。1998年には、厚生省
（当時）内に置かれた「医療技術評価推進検討会」
で、EBMを推進する一方策としての診療ガイド
ラインのあり方が検討された。これを受け、厚
生労働省は、厚生労働科学研究費補助金を用い
て学会等による診療ガイドライン作成の支援を
行った。この結果、多くの疾病や医療分野で診
療ガイドラインが整備された（吉田 2018）。
また、厚生省では、診療ガイドラインや質の
高い医療情報を医療提供者等に届けるための
EBMデータベースの整備も行った。公益財団法
人日本医療機能評価機構が2013年から提供して
いる「Minds」というサイトがそれに当たる7。
ただし、当初はEBMに則った診療ガイドライ

ン作成方法が確立しておらず、初期の診療ガイ
ドラインはエビデンスというよりは専門家の合
意に基づくものだったとされる。その後、Minds
が2007年に「診療ガイドライン作成の手引き」
を公表し、数次の改定を経て現在ではGRADEシ
ステムに完全準拠したものとなった。これを受
け、国内でも質の高い診療ガイドラインが少し
ずつ作成されるようになったとされる（南郷 
2019、p.21）。

（2）臨床研究の不足
診療ガイドラインを整備する過程で明らかに
なったのは、日本人を対象とした質の高いエビ
デンスが極めて乏しいという現実であった（中
山 2010、p.260）。このため、診療ガイドライン
作成で引用された臨床研究の大半は、諸外国か
らのものとなった。この背景として、日本では
伝統的に基礎医学を重視する傾向が強く、臨床
研究が弱かったことがあると指摘されている（福
井 2011、p.1676）。

2000年代以降は、経済成長戦略として基礎研
究を実用化につなげる研究支援が重視されたこ
ともあり、厚生労働省と文部科学省は共同で治
験・臨床研究の活性化を進めてきた（厚生科学
審議会臨床研究部会2019）。
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（3）エビデンスの普及と医療の質評価
日本の医療については、平均的に見たパフォ
ーマンスは高いものの、病院間の医療技術の格
差が大きいと指摘されている（桐野・松田 2015、
p.782）。病院ごとに治療方法、手術の術式、在院
日数等が大きく異なり、手術後の合併症や死亡
率等のアウトカムでもばらつきが大きいとされ
る（よしかわ 2017、pp.18-22、40-42）。このこと
は、病院によってはエビデンスに基づく標準治
療とのかい離があること、すなわちエビデンス
－診療ギャップが存在することを示唆している。
エビデンス－診療ギャップを埋めるには、ま
ずどれだけのギャップがあるかを測定すること
が出発点となり、そのために用いられるのがQI
による医療の質評価である。しかし、わが国で
は医療の質評価の取組は諸外国に比べ遅れを取
っており、非常に熱心に取り組む病院もある一
方で、無関心な病院もあり温度差があるとされ
る（桐野・松田 2015）。
単一病院による先進的な取組事例としては、
聖路加国際病院がある。同院では2005年から医
療の質評価を実施しており、PDCAサイクルの導
入によって、患者の転倒・転落防止、中心静脈
カテーテル挿入時の合併症減少等の改善を実現
している（福井 2015）。
複数病院による先進事例としては、国立病院
機構が2005年頃から系列病院の質改善に取り組
んでいる。一例として、急性脳梗塞で入院後4日
以内にリハビリを開始した割合が、2010年には
病院により20～ 90%であったが、2013年には大
部分の病院で70%以上に改善したと報告されてい
る（伏見 2015）。同機構では詳細なQI測定方法の
マニュアルを公表しており、他の病院・病院群
でも活用されている。こうした複数病院による
医療の質評価を支援するため、厚生労働省は2010
年度から「医療の質の評価・公表等推進事業」
を行っている。

5．EBPMの現状

EBPMとは、以上で見た医療のEBMを、政策立
案に応用したものと理解できる。そのモデルは、

先進事例とされる英国と米国の取組に求められ
る8。

（1）英国におけるEBPM
英国のEBPMは、1997年からの労働党ブレア政
権で導入された。行政改革の方針を示した1999年
の白書『政府の近代化（Modernising Government）』
では、政策立案でエビデンスを活用することが
うたわれた。また評価に関する各種ガイドブッ
クが整備され、その中では有効性評価の方法と
してはRCTが最も強力であるとされた。政府が実
施したRCTとしては、失業者や低賃金労働者のた
めの就業継続プログラムの評価が成功例とされ
る（家子ほか 2016、p.11）。また、行動経済学を
応用して政策効果の向上を目指すナッジ・ユニ
ット9という組織が多くの政策効果検証を行い、
コスト削減を実現する成功を収めた。
英国の取組で特徴的なのは、エビデンス活用
を促進する官民共同組織、エビデンス・センタ
ー（What Works Centre: WWC）の整備である。エ
ビデンスの創出・伝達・適用の支援を行う組織
であり、医療、教育、犯罪防止、地域経済活性
化、福祉等、政策分野ごとに設置されている。

（2）米国におけるEBPM
米国では、1960年代という早い時期から、教
育、保健医療、社会福祉等の分野でRCTによる厳
密な有効性評価が実施されてきた経緯がある。
しかし、それが「エビデンス」と呼ばれ、施策
への反映が重視される契機となったのは、2001
年教育改革法であった。この法律では、教育現
場に科学的根拠のある指導法の採用を求めてお
り、エビデンスに関する情報提供サイトとして
What Works Clearinghouseが設置された（田辺 
2006）。
政府全体としてのEvidence-Basedの取組が開始
されたのは、2009年発足のオバマ政権からであ
る。オバマ政権では予算編成においてエビデン
スを重視する方針が採られ、RCT等による質の高
い有効性評価の実施が推奨された。予算編成で
のエビデンス重視は、その後のトランプ政権で
も踏襲されている（大槻 2018、p.31）。このほか、
エビデンスの信頼性の程度に応じて補助金を配
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分する階層別補助金（Tiered grant）、社会的課題
の解決に民間事業者の能力を活用し厳密な有効
性評価と成功報酬を行うPFS（Pay for Success）、
英国の経験にならい行動経済学を政策に応用す
ることを目指すナッジ・ユニット10の設立等の取
組が見られる。

2016年には、超党派の支持により「エビデン
スに基づく政策のための諮問委員会法」11が成立
し、2017年には同法に基づく最終報告書がまと
められた。データへの安全なアクセス、個人情
報保護、データインフラ近代化、エビデンス創
出能力の強化に関する勧告が含まれており、こ
れを具体化するために「エビデンスに基づく政
策形成基盤法」12が2019年1月に成立した。

（3）日本におけるEBPM
わが国では、2010年代に入ってから、RCTによ
る因果推論や政策効果検証の必要性を説く啓蒙
書（西内 2013；中室 2015等）が相次いで出版さ
れ、エビデンスやEBPMへの関心が高まる契機と
なった。
国レベルでは、2016年から経済財政諮問会議

や与党の会議体における統計改革の議論の中で、
エビデンスやEBPMが議論の俎上に載った。2017
年5月の統計改革推進会議の最終取りまとめで
は、政府全体でのEBPM推進体制の整備が盛り込
まれた。これを受け、各府省にEBPM統括責任者
が設置され、同職を構成員とするEBPM推進委員
会が設置された。政府文書によれば、EBPMを推
進する上では、行政事業レビュー、政策評価、
経済・財政再生計画の点検・評価が「三本の矢」
であると説明されている（内閣官房行政改革推
進本部事務局 2018）。EBPM推進委員会では、
EBPM推進のためのデータ活用や人材育成が検討
されたほか、各府省においてはEBPMの実例創出
が進められている。
こうした中、広島県や横浜市等、自治体でも

EBPMに積極的に取り組む例が出ている。

（4）日本における問題状況
以上のように、日本におけるEBPMはここ数年
で急速に広がりを見せているが、その展開を見
ると、先に見た英米の事例とは性格がかなり異

なることに気付く。英米の例では、“what works”
（何が有効か）という表現がしばしば用いられる
ように、政策の有効性への関心が高く、有効性
を評価する上ではRCTのような厳密な手法を活用
しようとする点が一つのポイントとなっている。
これに対し、日本のEBPMでは、統計改革からス
タートしたこともあり、政策効果への関心より
はデータの利活用と関連付けた取組が多く見ら
れる。また政府のEBPMでは、行政事業レビュー
や政策評価といった既存の評価制度をベースと
しており、特にロジックモデルを作成すること
が主な作業内容となっている。
杉谷（2019）は、こうしたわが国独自の展開
を「日本型EBPM」と称し、その特徴として、第
一に開始当初は経済政策が議論の中心であった
こと、第二に行政事業レビューという既存制度
を活用することでその対象を拡大したこと、第
三に研究活用の性格が強い英米と異なり研究と
のつながりが弱いことを挙げている。
こうした日本独自の展開となった背景として、
エビデンスやEBPMに関する捉え方が人によって
大きく異なることが挙げられる（田辺 2018）。政
府での関心の高まりと呼応し、マスコミや有識
者がEBPMについて取り上げることも格段に増加
したが、エビデンスを因果推論を伴う有効性評
価に限定する立場と、より広い意味での研究や
データもエビデンスと捉える立場が存在する。
また、何をすればEBPMを実践したといえるかに
ついても、合意があるとはいえない。そうした
点について議論を整理する上で、先に見たEBM
の例は、一つの座標軸となりうると考えられる。

6．日本のEBPMへの示唆

医療の経験から得られる日本のEBPMへの示唆
は、以下のとおりである。

（1）エビデンスとは何か
一点目は、「エビデンス」という用語の理解に
ついてである。EBMにおいては、エビデンスと
は基本的に、医療行為の「有効性」に関する信
頼性の高い研究を意味する。その信頼性の度合
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に応じてエビデンスには強弱があるものの、そ
の主眼はあくまで「有効性」にある。また、医
療においても誤解されがちな点であるが、エビ
デンスは常にRCTでなければならないわけではな
く、入手できる範囲で最良のエビデンスを用い
ればよいと考えられている（岩田 2014）。つまり、
重要なのは「RCTかどうか」ではなく、「有効性
に関する情報であるか」という点にある。
この点で英米におけるEBPMを見ると、“what 

works”、すなわち何が有効かを重視する点は
EBMと呼応しているといえる。対して日本の
EBPMでは、エビデンスの範囲を広く理解する傾
向があり、エビデンスに研究全般や統計データ
を含める論者も見られる。
たしかに、EBPMの場合はEBMと異なり、英米

においてもエビデンスは必ずしも有効性のみに
限定されず、広く定義されていると指摘される
（小林 2018等）。たとえば、家子ほか（2016）で
は、エビデンスには「現状把握のためのエビデ
ンス」と「政策効果把握のためのエビデンス」
があると整理されている。しかし、主眼はあく
まで後者の政策効果把握のエビデンスにあり、
前者の現状把握のためのエビデンスは、後者の
補完として併用するものと理解すべきであろう。
なぜならば、「現状把握のためのエビデンス」で
あれば、程度の問題こそあれ、従来の政策立案
でも利用されてきたはずだからである。それに
加えて、「政策効果把握のためのエビデンス」を
積極的に用いる点こそが、EBPMの核心と考えら
れる。その際、政策効果を測る方法としては、
必ずしもRCT等の厳密な手法でなければならない
わけではなく、実施可能な方法の中で最善のも
のを用いればよいと理解できる。

（2）エビデンスの共有
二点目は、エビデンスは社会全体で蓄積して
共有するものだという点である。医師がEBMを
実践する場合、その都度、RCTを実施して治療の
効果を検証するわけではない。医療界では既存
研究で明らかになったエビデンスが共有されて
おり、それを個々の医師が参照している。その
際は、単一のRCTよりもエビデンスの総体が重視
されており、複数の研究を統合した系統的レビ

ューが最上位のエビデンスとされる。つまり、
蓄積されたエビデンスを社会全体で共有し、統
合することで、より外的妥当性の高いエビデン
スを産出し、それを医療界で活用しているので
ある。
これに対し日本の現状のEBPMでは、省庁や自

治体がそれぞれ、自らの施策についてエビデン
スを作ろうとしている。これはEBMに例えるな
らば、多忙な現場の医師や病院が自前でRCTを実
施しているようなものである。たしかに既存の
エビデンスの蓄積の薄い日本では、個々の組織
が自ら政策効果を評価するのもやむを得ない面
はある。また既存のエビデンスがあったとして
も、社会・経済状況が異なる別の地域・集団に
適用できるかは慎重に検討する必要があり、時
には自らの環境下で有効性を検証し直す必要が
ある（青柳 2019）。しかし、今後蓄積されていく
エビデンスは、組織の枠を超えて共有し、他の
自治体や機関が参照できるものにしていくべき
であろう。社会科学の場合、医療のようなエビ
デンスの統合が困難な場合もあろうが、可能で
あればエビデンスを統合し、より信頼性の高い
知見を創出することも視野に入れる必要がある。

（3）エビデンスの伝達
二点目とも関係するが、三点目は、エビデン
スを「つたえる」役割の重要性である。EBMで
は、多忙な医師のためにエビデンスをレビュー
して提供する診療ガイドラインやデータベース
が整備されている。
実は海外のEBPMでは、これに当たる取組を見

ることができる。英国では各分野のエビデンス・
センターが、エビデンスの創出や利用支援と並
んで、わかりやすい形でのエビデンスの集積・
提供を行っている。米国でも教育分野でエビデ
ンス情報提供サイトが整備されている。国際的
な取組としては、医療のコクランにならったキ
ャンベル共同計画や、国際開発分野の3ie13等の例
がある。
ところが、日本のEBPMにおいては、この部分
の議論がすっぽり抜け落ちている。どういった
機関がエビデンスを「つたえる」役割を担うの
か、分野ごとに取り組むのか、分野横断的に取
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り組むのか等、論点は様々考えられるが、議論
は進んでいない。日本ではデータベースにでき
るようなエビデンスの集積がいまだないという
事情はあるが、海外のエビデンスであっても、
翻訳して政策現場に伝えることには一定の意味
がある。英国では、先行してRCTを実施してきた
米国の例を参照し、同様の施策をRCTで検証し導
入した例がある（大槻 2018、p.29）。海外のエビ
デンスをそのまま適用はできないとしても、政
策立案の参考とすることはできる。日本でもす
でに書籍の形で海外のエビデンスを紹介したも
のはあり（経済協力開発機構 2018；ハッティ 
2018）、さらに発展させて、ウェブサイト等を用
いた使いやすいものとしていく余地はあろう。

（4）EBMの意思決定
四点目は、EBMにおいてすら、エビデンスは
意思決定に用いられる様々な情報の一つに過ぎ
ないという点である。先に見たように、医療な
らばエビデンスを基に機械的に意思決定できる
というのは誤解である。図1に示したように、
EBMでは研究によるエビデンスに加え、「患者の
病状・環境」や「患者の価値観」も考慮に入れ
た上で、医師が専門的な判断を行う。
これをEBPMに当てはめるならば、「患者の病
状・環境」はその施策の置かれた状況、すなわ
ち施策が必要となる社会問題の深刻さや、対象
集団の特性、施策の実現可能性やコストという
ことになる。これはすなわち、先に見た「現状
把握のためのエビデンス」に当たる。もう一つ
の「患者の価値観」は政治的な選好に該当し、
民主的な手続を経て、それを施策の意思決定に
反映させる必要がある。これらの要素は従来の
政策立案でも当然考慮されてきたものであるが、
EBPMにおいても依然として重要である。
政策立案は医療とは異なり政治的な意思決定
を経る必要があるため、EBMのようなわけには
いかないと考える向きもあるかもしれないが、
実は構図そのものはEBMにおいても大きくは違
わない。大切なのは、既存の意思決定にエビデ
ンスという要素をプラスすることにある。いか
に民意が求める施策であったとしても、効果が
ない、あるいは逆に有害な副作用があるような

施策を実施すべきではないだろう。その点は、
従来の政策立案では、実は見極められていなか
ったということになる。

（5）エビデンスの普及
五点目は、たとえ医療であっても、確固たる
根拠のある治療法が必ずしも容易に普及はしな
いということである。たとえエビデンスが提供
されても、医師や医療現場の行動を変え、実際
に医療のあり方を変えるのは難しい。エビデン
スが「ある」ということと、それが現場で「使
われる」ということは、決して同義ではない。
このことは実は、政策立案においても過去に
経験されている。米国では、1960年代からRCT等
による施策の厳密な有効性評価が実施されたが、
その報告書は政策現場で利用されず、評価専門
家を失望させた。しかし、それを機に、評価の
利用や利用の促進策について研究が進んだ（田
辺 2019b）。

EBPMにおいても、今後、せっかく生み出され
たエビデンスが思うように政策立案に使われな
いことも十分に起こり得る。その際は、そこで
あきらめるのではなく再び医療の経験を思い出
し、エビデンスを普及する努力をするべきであ
ろう。

（6）業績測定との併用
六点目は、厳密な有効性評価と簡便な指標に
よる評価を適切に併用することである。医療に
おいて、エビデンスを普及するために採られた
方策は、エビデンスを基にQIという指標を作成
し、実際の医療行為とエビデンスとのギャップ
を測定して改善につなげる取組であった。近年、
各国で医療の質向上への関心が高まっているが、
そのための車の両輪となっているのが、EBMと、
QIによる医療の質評価なのである。
これをEBPMに当てはめるとすれば、エビデン
スを基に妥当性の高い指標を設定し、それを業
績測定に活用することにほかならない。米国の
連邦政府に業績測定を義務付けた政府業績結果
法（GPRA）14が意図したように機能しなかった一
因は、業績測定では施策と効果の因果関係を明
らかにできず手法的に限界があったことにある
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と指摘されている（津田・岡崎 2018、p.4）。言
い換えれば、因果関係に基づく妥当な指標設定
ができていなかったということであり、もしエ
ビデンスの裏付けがあれば、より適切な指標を
設定することができる。本来、有効性評価に代
表されるプログラム評価と指標による業績測定
は、それぞれ役割が異なり、両者の性格を理解
した上で使い分けることが望ましい（田辺 
2014）。
日本では政策評価が1990年代後半から急速に

普及したが、厳密なプログラム評価はほとんど
普及せず、業績測定による評価が中心となって
いる。そしてその業績測定においては、指標の
設定に困難を抱える例が多い。EBPMは、妥当な
指標設定の根拠を提供しうるものであり、それ
によって業績測定を改善できる可能性がある15。

（7）政府の役割
最後に、特に日本におけるEBMの経験に照ら
すならば、政府に期待される役割にEBPMのため
のインフラ整備があることが挙げられる。日本
においては、EBMの導入が諸外国に遅れ、1999
年頃に当時の厚生省においてその推進が議論さ
れた。その結果、厚生省は、①診療ガイドライ
ンの作成支援、②それを提供するEBMデータベ
ースの整備、③エビデンス創出のための臨床研
究の推進等を進めてきた。これらは、EBMの「つ
くる」「つたえる」局面を支援する取組であり、
医療界全体のEBMを支えるインフラ整備に当た
るものといえる。
翻って日本のEBPMの現状を見ると、政府によ
る取組は各省庁が自らの政策立案にエビデンス
を用いる事例づくりが中心となっており、わが
国全体のEBPMのインフラ整備という視点は薄
い。
「つくる」局面については、信頼性の高いエビ
デンス創出を目指すのであれば、行政官が自ら
有効性評価を行うのは限界がある。英米のEBPM
では外部委託によるエビデンス産出が行われて
おり（大槻 2018、p.32；津田2019、p.97）、日本
でも大学等を含めた政府外でのエビデンス創出
を政府が支援する方向性も考えられる。そのた
めの予算としては、EBMでは診療ガイドライン

作成に厚生労働科研費という研究予算が活用さ
れた例があるし、英米のEBPMでは事業予算の一
定割合を評価に割く方法も採られている（大槻 
2018、p.33）。
「つたえる」局面については、先に触れたよう
に、わが国の議論では抜け落ちている部分であ
り、今後どのようにエビデンスの集積・提供を
進めていけるのか、まずは議論を始める必要が
あるだろう。

7．おわりに

本稿では、医療におけるEBMの経験からEBPM
が学べることをまとめた。医療をエビデンスに
基づいて実践するというアイディアは、実は古
くから当然のようにあったものではなく、最初
にEBMが提唱された1991年から現在まで、いま
だ30年も経っていない。特に日本においては
EBMの導入が遅れ、諸外国へのキャッチアップ
が目指されてきた。
なお、本稿では紙幅の都合もあり、医療現場
におけるエビデンスに基づく「実践」としての
EBMに議論を限定したが、保健医療の政策立案
にエビデンスを適用する「エビデンスに基づく
医療政策」については、EBMに比べ取組が遅れ
ているとされる（津川 2014）。
わずか30年足らずの間に、EBMというまった
く新しいパラダイムを作り出し普及させた医療
の経験からは、EBPMが最大限目指しうる理想像
とともに、今後直面するであろう課題をも占う
ことができる。本稿が、EBPMを推進する上で少
しでもヒントとなれば幸いである。

付記

本稿における見解は筆者個人のものであり、
所属する組織を代表するものではない。

注記

1 Guyatt, G. H.（1991）. Evidence-based medicine. ACP 
Journal Club , 114(2), p.A-16, 中山（2010）p.259に引
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用。
2 最近の研究でも、従来広く実施されてきた医療行為
にもRCTで有効性が否定されたケースがあることが
示されている（岬 2019）。

3 利益相反を含め、診療ガイドラインの質を評価する
ためのガイドラインとしてAGREE IIがある（AGREE 
Next Step Consortium, “Appraisal of Guidelines for 
Research & Evaluation II,” May 2009）。

4 旧名称は「コクラン共同計画」（Cochrane Collaboration）。
コクランの経緯については、正木・津谷（2006、
pp.4-5）を参照。

5 これに加え、医療の質は医療安全や患者満足度を含
むと解釈される場合もある（OECD 2011, p.16）。

6 医療へのアクセス、患者の経験という側面を加える
場合もある（福井 2017、p.29）。

7 現在のサイト名は「Mindsガイドラインライブラリ」。
https://minds.jcqhc.or.jp

8 この章の記述は、主に津田・岡崎（2018）、大槻
（2018）、津田（2018）等による。

9 正式名称はBehavioral Insights Team (BIT)。
10 正 式 名 称 はSocial and Behavioral Sciences Team 

(SBST)。
11 Evidence-Based Policymaking Commission Act of 2016, 

P.L.114-140.
12 Foundations for Evidence-Based Policymaking Act of 

2018, P.L.115-435.
13 International Initiative for Impact Evaluation (3ie).
14 Government Performance and Results Act of 1993, P.L. 

103-62.
15 なお、津田（2019）では、本項の議論と異なる形で
の業績測定との併用として、施策の効果が見込まれ
るかを業績測定で見極めた上で有効性評価を行う米
国の事例を紹介している。
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Abstract

Evidence-based policymaking (EBPM) has its origins in evidence-based medicine (EBM). Policymaking is 
believed to be separate from healthcare, where evidence is created and used in an ideal setting. However, even in 
healthcare, medical providers are not able to make decisions based only on evidence. Additionally, they face the 
issue of the evidence-practice gap.

This paper distilled suggestions for EBPM based on EBM and experiences in the healthcare sector, namely, 
creating a definition of evidence that focuses on effectiveness, accumulating and sharing evidence, understanding 
the factors to be considered in decision-making, combining the application of rigorous evidence and simple 
performance measurement, resolving difficulties in diffusing evidence, and realizing the government’s role in 
developing infrastructure for EBPM. 
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 1．はじめに

近年、日本においても、エビデンスに基づく
政策形成（Evidence-Based Policy Making：以下、
EBPM）が進められている。2017年5月に統計改
革推進会議が最終とりまとめを公表し、そのな
かで各省におけるEBPM推進統括官（現：政策立
案総括審議官）の設置と、官民データ活用推進
戦略会議の下に政府横断でEBPMを推進するため
の会議体としてEBPM推進委員会を設置すること
が盛り込まれ、前者は2018年度から、後者は2017
年度からスタートしている。その一方で、日本
におけるEBPMには課題も多く、批判的な声も聞
かれるようになってきた（青柳 2018a、田辺 

2018）。
そこで本稿では、Evidence-Basedな取り組みが

先行する医療等における議論の整理を行ったう
えで（第2節）、日本におけるEBPMの現状を整理
し評価を行う（第3節）。
次に、医療等のEvidence-Basedが先行する分野
と政策の比較分析を行うことで、既存の
Evidence-Basedの議論を適用するだけでは不十分
な点を整理する（第4節）。そのうえで、EBPMを
進める際に先行分野から何を学び、そして何を
乗り越えていく必要があるのか考察を行う（第5
節）。最後に本稿の結論をまとめる（第6節）。
なおEBPMについては、地方自治体でも同時に
進められている1が、本稿は主として国の動向に
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要　約

日本においても、エビデンスに基づく政策形成（EBPM）が進められている。本稿では、Evidence-Based
に関する議論を概観したうえで、日本のEBPMの現状を整理するとともに、その評価を行う。日本の
EBPMは事前分析やロジックモデルの作成に重点が置かれており、EBPMの本来的な意味からの逸脱がみ
られる。次に、Evidence-Basedが先行する医療等の分野との比較を行う。具体的には、問いの設定、エビ
デンスの創出、エビデンスの活用という3つの観点から、医療等の先行分野と政策の比較を行う。比較分
析を踏まえて、EBPMをどのように捉えどのように進めていくことが望ましいかを検討する。具体的には、
問いの設定の重要性や、エビデンスの範囲、つくる・つたえる・つかうのウエイト、エビデンスに対する
需要創出の重要性等を指摘する。
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焦点を当てる。

 2．Evidence-Basedに関する議論の整理

そもそもエビデンスやEvidence-Basedな考え方
とは何を指すのか。後述するように、国・地域
や論者によってエビデンスにはさまざまな定義
が与えられているが、その源流はエビデンスに
基づく医療（Evidence-Based Medicine：以下、
EBM）にあるとする考え方が一般的だろう（正
木・津谷 2006、岩崎 2010、Baron 2018、青柳 
2018b）。

EBMという言葉が初めて学術誌上に登場した
のはGuyatt（1991）だとされるが、その後Sackett 
et al.（1996）が「EBMとは、個々の患者のケア
に関する意思決定過程で、現在得られる最良の
エビデンスを良心的、明示的、かつ思慮深く利
用することである。EBMの実践とは、個人の臨
床的専門技能を、系統的研究から得られる外部
の利用可能な最善の臨床的エビデンスと統合す
ることを意味している」（筆者訳）と定義するこ
とでより具体的に提示した。ここでいうエビデ
ンスとは、ある医療的な介入行為に関する因果
的な検証結果のことであり、例えば、ランダム
化比較試験（Randomized Controlled Trial：以下、
RCT）によって実証的に明らかにされた介入の因
果効果がエビデンスの代表的なものとなる（正
木・津谷 2006）。この定義からも明らかなように、
EBMとはエビデンスに基づいて治療方法を機械
的に選択することではなく、医師の技術や経験、
患者の価値観や嗜好も含めた総合的な判断を行
うことを意味している。その意味でEvidence-
Informed Decision Makingという表現がより正確に
EBMの本質を表現していると言える。

EBMが世界的に普及した背景には、1992年に
イギリスの国民保健サービスの一環として始ま
っ た コ ク ラ ン 共 同 計 画（The Cochrane 
Collaboration）がある（正木・津谷 2006）。コク
ラン共同計画はRCTを中心として世界中のエビデ
ンスの評価や統合を行い、EBMのインフラとし
ての機能を担った。こうしたEvidence-Basedの考
え方が医療以外の分野に広がったのが今日の

EBPMにつながる流れだといえる。
EBMをその源流に持つEBPMだが、政策の因果
効果に着目するという考え方はEBMだけに見て
取れるわけではない。例えば政策評価の代表的
な手法であるプログラム評価は、公共政策プロ
グラムの有効性を体系的に明らかにする手法だ
が、具体的には、政策が必要とされる背景を評
価するニーズ評価、政策の論理的妥当性を検討
するセオリー評価、政策実施段階における問題
の早期発見・解決を図るプロセス評価、政策と
成果の因果関係を評価するインパクト評価、政
策の費用対効果を検証する効率性評価で構成さ
れている（Rossi et al. 2018、秋吉 2017、龍・佐々
木 2000）。プログラム評価におけるインパクト評
価はEBMにおけるエビデンスそのものであり、
政策評価でも同様の考え方があったことを示し
ている。

EBPMに連なるもう1つの大きな流れとして、
経 済 学 に お け る 信 頼 性 革 命（Credibility 
Revolution）や開発経済学におけるフィールド実
験の興隆を指摘できる。信頼性革命はAngrist and 
Pischke（2010）が付けた名称だが、経済学の実
証分析が因果推論の枠組みで解釈されるように
なった結果、分析結果に対する信頼性が向上し
たことを意味しており、因果関係を特定するた
めの実証分析手法が発展した。因果関係を特定
することの重要性が高まるなか、開発経済学の
分野ではRCTを実際の社会のなかで行うフィール
ド実験が興隆し、現実社会でのさまざまな制約
を考慮しながらRCTを行うための手法が開発さ
れ、EBPMの潮流に影響を与えてきた（高野 
2020）。
このようにEBPMは、EBMや政策評価、経済学
の実証研究手法の発展のなかで政策に取り入れ
られるようになってきた考え方だと整理できる。

3．日本におけるEBPMの現状

（1） 統計精度の向上がきっかけとなって加速し
た日本のEBPM2

本節では日本のEBPMがどのように進んできた
のかを概観する。前述の通り政策の因果効果に



日本におけるエビデンスに基づく政策形成（EBPM）の現状と課題
－Evidence-Basedが先行する分野から何を学び何を乗り越える必要があるのか－ 35

着目する考え方は既存の政策評価にも内在され
ており、成果志向についてもNPM（New Public 
Management）のなかで日本の行政の中に取り入
れられてきた3。政府内での議論はすべてが公開
されているわけではないため、何をもって日本
のEBPMの起点とするかは簡単ではない4。そこ
で本節では、一定の推測も交えながら、近年
（2015年以降）における日本のEBPMの展開を整
理していきたい。
近年、日本でEBPMが進展するきっかけとなっ

たと考えられるのが、2015年10月16日に開催さ
れた経済財政諮問会議である。同会議において
麻生太郎財務大臣と高市早苗総務大臣が、消費
統計の正確性について論戦を繰り広げた。麻生
大臣は、国内総生産（GDP）の推計に使われて
いる総務省「家計調査」の動きが経済産業省「商
業動態統計」の小売業販売額と異なっている点
を指摘し、その正確性について疑義を呈した。
それに対し、高市総務大臣は商業動態統計には
サービス消費がほとんど含まれていないと反論
した。統計改革が重要な政策テーマとして浮上
したのである。
こうした統計改革に関する議論とセットにな
ってEBPMの検討が進んだのは、2016年8月に山
本幸三氏が行政改革担当の内閣府特命担当大臣
に就任し、三輪芳朗大阪学院大学教授が大臣補
佐官に就いて以降である。2016年夏以降のEBPM
に関する主な会議体・提言を整理したものが表1
である5。当初は、統計の精度向上や統計データ
に対するアクセシビリティの向上が議論の中心
だったが、徐々に政策効果の測定や各省庁での
推進体制強化の方策等、EBPMの議論に発展して
きたことが見て取れる。統計改革推進会議によ
るEBPM推進体制案を示したものが図1である。
官民データ活用推進戦略会議の下にEBPM推進委
員会を設置し、各省と連携しながらEBPMを進め
ていくことがうたわれている。

2017年8月からは、内閣官房副長官補を会長、
各省のEBPM統括責任者を構成員としたEBPM推
進委員会が立ち上げられた。EBPM推進委員会は、
2018年春に、「統計等データ提供等に関する基本
的なガイドライン」および「人材確保・育成等
に関する方針」を決定している。また、2018年

度は各府省においてEBPMの観点から政策の検証
（適確な課題把握・目標設定、政策効果の予測・
測定等）を行い、2018年末をメドにEBPM推進委
員会において、実例が各府省につき1つ以上報告
された。2019年度も引き続き実例が創出される
予定となっている。また2018年度からは、各府
省においてEBPM推進のための局長級のポストと
して政策立案総括審議官が設置されている。

（2）各府省における取り組み状況
前述の通り、各府省におけるEBPMの取り組み
は実例創出が現在行われている段階であり、公
開情報のみからではどのようなことが進んでき
ているのか分からない部分も多いが、いくつか
整理をしたい。
経済産業省6では、中小企業に対する研究開発

補助金の効果を、回帰不連続デザイン（Regression 
Discontinuity Design：以下、RDD）を用いて測定
する等の試みを、2017年度に行っている。また
2018年度の予算要求プロセスでは、新規事業の
立案時にアウトカムを明確化させるとともにロ
ジックモデルの作成を行った。そのなかから、
個別施策の効果検証方法を検討し、省内の調査
統計グループの統計コンシェルジュ・チームや
経済産業研究所のサポートを得ながら、エビデ
ンスづくりに着手している。総務省行政評価局
は、EBPMの推進のために各府省と実証的共同研
究を実施している。実証的共同研究の対象は、
IoTサービス創出支援事業、女性活躍推進、競争
施策広報、訪日インバウンドであり、ロジック
モデルの作成と、RCTやRDDを用いた効果検証
に取り組んでいる（総務省行政評価局 2019）。
こうした経済産業省や総務省の取り組みは日
本においてEBPMを進めるうえで興味深い試みと
なっているが、他府省に目を転じると必ずしも
そうした状況ではない。例えば、内閣府は2018
年10月に「EBPMの観点からの政策の検証等7」
をホームページで公表しており、30の事業につ
いてロジックモデルを構築している。事業ごと
の検証では、「手段と目標の因果関係の検討」と
いう項目が記載されており、エビデンスを参照
して政策を検討しようとする姿勢は見られるも
のの、エビデンスの活用はまだまだ十分とは言
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図1　統計改革推進会議によるEBPM推進体制案

（出所）統計改革推進会議最終とりまとめ参考資料（2017年5月）

表1　EBPMに関する主な会議体・提言

（出所）青柳・小林（2019）をもとに直近の状況を筆者が加筆

会議体・提言
（実施時期） 開催趣旨・目的 主な結論・方向性

自民党行政改革
推進本部

EBPM提言
（2016年 6月）

■限られた予算・資源のもとで政策
効果を最大限発揮させるために、
証拠に基づいて合理的に政策判断
を行う EBPMを提言。

■ EBPM推進体制の構築や統計委員会の機能強化。
■アウトカム指標を統一化し、EBPM優良事例を蓄積。
■統計法の見直しやビジネスレジスターの推進。統計委員会の機能強化。
■省庁間のデータの利活用を進める。
■人材育成を進める。

EBPMのニーズに
対応する経済統計の
諸課題に関する

研究会
（2016年 12月）

■効果的な政策の企画立案の根拠を
提供する重要な基盤である経済統
計について、施策ユーザーのニー
ズから見た諸課題とその原因、改
善方策を探る。
■ EBPMの定着等について検討を行
う。

■生産面を中心に置いた GDP統計への移行を図るとともに、サービス分野等の
1次統計を整備する。

■ EBPMの実施には、①データが収集されていない、②収集されているのに技
術的に使えない、③技術的に使えるがアクセスできない、④アクセスできるの
に利用されない、という 4類型が存在。

■統計作成における行政情報の活用が不十分。
■自治体等におけるリテラシーの向上が必要。

経済財政諮問会議
（2016年 12月に

2回議論）

■ 2015年の麻生・高市論争と、上
記研究会の検討をうけて、経済財
政諮問会議のなかで、EBPMにつ
いて検討。

■山本大臣から、「EBPMのニーズに対応する経済統計の諸課題に関する研究会」
の内容を報告。

■ 2016年 12月 21日の諮問会議において、統計改革推進会議の設置を含む「統
計改革の基本方針」が取りまとめられた。

統計改革推進会議
（2017年 5月）

■「統計改革の基本方針」を踏まえ
て、官房長官を議長、行革大臣・
財務大臣・総務大臣・外部有識者
を構成員として設置。
■ 2017年初より議論を開始。

■ 2017年 5月に最終とりまとめを公表。
■基礎統計の改善や生産統計の整備を進め、GDP統計を供給・使用表体系に移
行させ、推計精度を向上させる。

■統計調査の利活用の促進や、報告者負担の軽減、統計業務の効率化を図る。
■各省に EBPM推進統括官（現：政策立案総括審議官）を設置するとともに、
政府横断的な EBPM推進委員会を官民データ活用推進戦略会議の下に設置す
る。

■政策レベルは内閣府（諮問会議）、施策レベルは総務省、事務事業レベルは行
革本部が所掌する。

EBPM推進委員会
（2017年 8月～）

■関係行政機関の相互緊密な連携の
下、政府全体として EBPMを推進
するために、官民データ活用推進
戦略会議の下に設置。
■内閣官房副長官補が会長、各省の
政策立案総括審議官（EBPM統括
責任者）が構成員。

■行政改革推進本部事務局、総務省行政評価局、内閣府経済社会システム担当
（EBPM3本の矢）や、各府省と連携しながら EBPMの推進を検討する。
■ 2018年春に「統計等データ提供等に関する基本的なガイドライン」および「人
材確保・育成等に関する方針」を決定。

■ 2018年度は、各府省において EBPMの観点から政策の検証（適確な課題把握・
目標設定、政策効果の予測・測定等）を行い、1つ以上の実例が報告された。

■ 2019年度も引き続き実例が創出される予定。
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えない。例えば「公文書管理に関する研修の充
実強化」という施策における因果関係の検討は、
以下のような記載となっている。

（前略）各行政機関に対して実施した（中略）
アンケート調査の結果として、（中略）「行政機
関の職員等、受講者のニーズを踏まえ、研修の
内容を充実させていくことが重要」との指摘を
受けたところ。
こうした各行政機関からの意見・要望を踏ま

えると、研修の充実強化を図ること（＝手段）
は、各行政機関の職員の公文書に対するコンプ
ライアンス意識の改革（＝目標）に繋がるとい
う点で因果関係があるものと見込まれる。

つまり、「アンケートで研修のニーズがあるか
ら研修が効果的である」と述べているだけであ
り、研修によってアウトカムが改善し得るのか
どうかのエビデンスは示されておらず、エビデ
ンスレベルは非常に低い。また家子・小林他
（2016）が指摘している通り、EBPMにはそれに
適した事業と適さない事業があるが、内閣府の
EBPM検証のなかには「栄典事務の適切な遂行」
や「専門調査会の実施」等、EBPMには必ずしも
適さない事業も数多く取り上げられている。
こうした取り組みは、内閣府以外の他府省に
おいてもおおむね同様であり、現在の日本の
EBPMは事業に関するロジックモデルづくりが中
心となっていると言える。

（3） Evidence-Basedに関する伝統的な議論との
対比からみた日本のEBPMの評価
第2節で整理したEvidence-Basedに関する伝統
的な議論を踏まえながら、日本におけるEBPMの
評価を行いたい。

EBPMの流れと現在の「日本型EBPM」の関係
性を整理したものが図2である。前述の通り、実
証的に検証された政策の因果効果をエビデンス
と定義すると、図2における④エビデンスを参照
する、⑤効果検証の必要性・可能性を検討する、
⑥効果検証するという3つのプロセスが本来的な
意味（狭義）でのEvidence-Basedに相当する部分
だと考えられる。一方で①社会課題を分析する、

②改善すべきアウトカムを設定する、③ロジッ
クモデルを作成し、効果的な手段を検討すると
いう3つのプロセスは、EBPMを行うために必要
ではあるものの、通常の政策形成でも必要なプ
ロセスであり、EBPM特有のものではない。
日本のEBPMは統計改革が1つのきっかけとな
ったため、EBPMの目的もそちらに引き摺られて
いる感は否めない。その結果、図2における、①
社会課題を分析する、②改善すべきアウトカム
を設定する、③ロジックモデルを作成し、効果
的な手段を検討する、というプロセス（広義の
EBPM）が中心になっており、エビデンス（政策
の因果効果を表す実証的根拠）をつくったり（政
策の効果を検証する）、つかったり（意思決定に
活用していく）していく発想は弱い。加えて内
閣府の事例からわかるように、ロジックモデル
づくりも既存事業を当てはめるだけのものとな
っており、ニーズ評価やセオリー評価の本来的
な趣旨とも異なるものになっている。
こうした日本のEBPMの進展については、批判
的な声も上がっている。例えば青柳（2018a）は、
現状を把握するための情報（＝統計データ等）
をエビデンスと呼んでいる場合があるが、それ
らはエビデンスではなく単なるデータであり、
統計整備やロジックモデルの作成が行われても
EBPMが実現する訳ではないと批判している。田
辺（2018）も、Evidence-Basedに関する議論の系
譜を踏まえたうえで、日本のEBPMがエビデンス
を広義に捉えていることを批判している。
確かにそうした指摘はもっともである。ロジ

ックモデルの作成がEBPMだとみなされてしまえ
ば、ロジックモデルをつくってEBPMが終了して
しまう懸念があるし、政府全体で大量のロジッ
クモデルが量産されるだけとなってしまうこと
が危惧される。また現状把握のための情報活用
がEBPMだとみなされてしまうと、データや統計
さえ参照していればEBPMであると解釈されるお
それもあり、今までの政策形成と何が違うのか
分からなくなってしまう。第2節で整理した
Evidence-Basedの本質的な部分（図2の④～⑥）
を認識したうえ、EBPMの役割を再検討し、日本
においてどのように進めていくべきかを整理し
ていく必要があるだろう。
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4．医療等の先行分野との比較

前節では日本のEBPMの動向とそれに対する評
価を行った。日本のEBPMに対しては批判的な声
も聞かれるようになってきており、その多くは
Evidence-Basedの考え方の基本から逸脱している
ことに起因すると考えられる。EBPMを進めるに
あたっては、先行分野の経験から学び、意味あ
る形で定着を図っていくことが不可欠である。
しかしながら一方で、医療等の先行分野と政
策形成では状況が異なっている部分も多い。そ
のことが、EBPMに対する認識のギャップを生ん
でいるものと考えられる。そこで本節では、
Evidence-Basedの取り組みが先行する医療等と政
策の比較を行う。

（1）問いの設定
医療等の先行分野と政策の違いを、「問いの設
定」、「エビデンスの創出」、「エビデンスの活用」
という区分で整理をしたものが表2である。
「問いの設定」は「評価設問（PICO：Population、

Intervention、Comparison、Outcome）の設定」と
言い換えても良い。問いを設定するためには、
何が課題になっているのかを特定し、アウトカ

ムを設定する必要がある。
医療等であれば、既存の方法で治療が困難な
病気等があればそれが課題そのものであるため、
課題の特定は比較的容易だろう。またアウトカ
ムについても、生存率やQALY（Quality Adjusted 
Life Year）等を用いるべきことが共通認識となっ
ている。
しかしながら、政策形成の場合、課題の特定
や改善すべきアウトカムの設定が容易ではない
ケースも多い。例えば2000年代初頭、格差の拡
大が社会的・政治的に大きな論争になった。橘
木（1998）はジニ係数が上がっていることから
所得格差の拡大を指摘した。しかし大竹（2005）
は高齢化と単身世帯の増加がジニ係数の上昇の
原因であり、格差が拡大しているとは言えない
と指摘した。このように政策の場合、社会課題
を特定すること自体が難しいケースは多い。ま
た、仮に所得格差の拡大が事実だったとしても、
それが解決すべき課題なのかどうか判別が難し
いケースもある。例えば、社会の流動性が高く、
経済格差の世代間連鎖の程度が弱いのであれば、
ある時点において格差が大きいことは問題では
ないかもしれない。
同時にアウトカムの設定も容易ではない。所

図2　EBPMの流れと現在の「日本型EBPM」

（出所） 小林庸平（2018）「日本におけるエビデンスに基づく政策形成（EBPM）の現状と課題」（日
本評価学会第19回全国大会報告スライド）
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得格差をシンプルに解消するのであれば事後的
に所得再分配を行えば良い。しかし事後的な所
得再分配が就労や教育投資に対する意欲を弱め
てしまうのであれば、むしろ教育機会の均等を
図ることによって所得格差を間接的に解消する
方が望ましいかもしれない。つまり政策の場合、
政策的な介入によってどういったアウトカムを
改善すべきかも必ずしも明確ではないのである8。

（2）エビデンスの創出
表2の「エビデンスの創出」は効果検証にかか

る部分である。
定量的な効果検証を行うためには、アウトカ
ムが測定可能である必要がある。医療の場合で
あれば生存率やQALY等がアウトカム指標として
確立しており測定は容易である。政策でもアウ
トカム指標が容易に測定可能な場合はあるが、
そうでない場合も多い。例えば人々の幸福度が
重要なアウトカム指標になる場合もあるし、非
認知能力（non-cognitive skills）等の測定方法が確
立していないようなものがアウトカム指標とな
る場合もある。

SUTVA（Stable Unit Treatment Value Assumption）
とは、ある主体への政策介入の有無が他の主体
のアウトカムに影響を与えないという仮定であ
り、外部性（Externality）を排除するものである。
医療の場合、伝染病等を除けばSUTVAの成り立
つケースが多いと考えられる9。しかしながら政
策の場合はSUTVAが成り立たないケースも多い。
例えば近年、GoogleやAmazonといったプラット
フォーム企業に対する政策対応の重要性が増し
ているが、市場において独占力の高い企業への

対処は、当該企業のみならず関連企業や市場全
体に影響を与えてしまうため、SUTVAは成りた
ない。また経済学的に言えば、外部性の存在が
政策的介入を行う根拠になり得るため、SUTVA
が成り立たないような社会課題こそ政策的な対
応が求められるとも言える。
質の高いエビデンスを創出するためには、比
較可能な処置群と対照群をつくりだし、介入効
果を測定していくことが望ましい方法である。
そのため、介入を受ける処置群と受けない対照
群に分離できなければ、質の高い効果検証は難
しい。医療等の先行分野は基本的に対人サービ
スが中心であるため、対象者を処置群と対照群
に分離することは（少なくとも原理的には）容
易である。一方で政策の場合は、処置群・対照
群への分離が難しい場合も多い。例えば法人税
減税の効果に関するエビデンスを得たいとして
も、法人税が減税される企業と減税されない企
業に分離して効果検証を行うことは難しい。こ
うした問題は、マクロ経済政策や通商政策等で
も同様である。
統計的に誤差の少ない処置効果の推定値を得
るためには、一定規模以上のサンプルサイズを
確保することが必要となる。前述の通り医療等
の先行分野の対象は「人」であるため、効果検
証のために、母集団である対象人口全体までサ
ンプルサイズを大きくすることが原理的には可
能である。しかしながら政策の場合はサンプル
サイズが小さく、誤差の少ない推定値を得るこ
とが難しいケースも多い。例えば、大企業向け
の研究開発支援の効果を測定しようとしても、
そもそも分析対象にできる企業数が限られてし

表2　医療等の先行分野と政策の違い

（出所）筆者作成
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まう。同様の理由でインフラ整備等も十分なサ
ンプルサイズの確保は難しい。
質の高い効果検証を行うためには、介入プロ
セスに関与することによって理想的な検証環境
を整えることが有効である。例えば処置群と対
照群にランダムに割り当てることが可能であれ
ば、RCTによって質の高い結果を得ることができ
る。しかしながら政策では、そうした前向き評
価（Prospective Evaluation）が可能なケースばか
りではない。政策は常に回り続けている状況で
あり、質の高いエビデンスが必要だからといっ
て、実施している政策をいったん止めて検証環
境を整備することはハードルが高い。また生活
保護のように憲法や法律で要請されている政策
の実施方法を、効果検証のために変更すること
も難しい。加えて、行政は基本的に年度単位で
運営されているため、エビデンス創出のために
年度途中で計画を変更することは容易ではない。

（3）エビデンスの活用
表2の「エビデンスの活用」は既存のエビデン

スを政策的な意思決定に利用する部分である。
分析対象となったサンプルに対する因果効果
の確からしさのことを内的妥当性（Internal 
Validity）と呼び、内的妥当性のある結果を他の
サンプルや他の政策に一般化できるかどうかを
外的妥当性（External Validity）と呼ぶ。医療の場
合、構造がある程度安定している「生き物とし
ての人間」を相手にしており、特定の環境でつ
くり出されたエビデンスを他の事例に横展開す
ることは比較的容易だと考えられる。例えば海
外で確認された薬効は日本でもある程度妥当す
ると考えられるし、過去に検証された医薬品の
効果は現在でも基本的には同じような効果が得
られると考えられるため、外的妥当性は高いと
考えられる。しかしながら政策が対象としてい
るのは「社会」や「社会のなかで意思決定を行
っている人間」であり、社会的な文脈が異なれ
ば、ある地域で実施した施策が他の地域でも機
能するとは限らないし、ある時期にうまくいっ
た施策が将来的には機能しなくなる可能性も高
い。また、小規模では効果を上げていた施策が、
大規模展開された場合に効果が小さくなること

も指摘されている10。そのため、政策では外的妥
当性は低い場合も多いと考えられる。
次に、エビデンスを活用して意思決定を行う
のは誰なのかについて考えてみたい。医療等の
場合、意思決定主体はサービスの受益者（患者）
と提供者（医者等）となる。つまり受益者と提
供者が納得した意思決定を行えれば良いのであ
り、比較的シンプルな構造だと言える。しかし
政策の場合、意思決定主体は社会であり非常に
複雑化する。例えば質の高いエビデンスがあっ
たとしても、それが政治家や行政官にとって都
合の悪いものであれば使われない可能性が高い。
またある政策にエビデンスがあったとしても財
源に限りがあれば別の政策をあきらめる必要が
出てくるため、不利益を被る主体が反対するか
もしれない。政治家や行政官がエビデンスを参
照して意思決定を行ったとしても、市民や企業
等がそれを支持しなければ、次の選挙ではそう
した政治家は力を失ってしまうかもしれない。
このように政策は民主主義社会のなかでの意思
決定の結果として実施されるものであるため、
非常に複雑な合意プロセスが求められる。

5．先行分野との比較から得られる示唆

前節では、Evidence-Basedな取り組みを進める
うえで、医療等の先行分野と政策の比較を行っ
た。そこからわかることは、医療等の先行分野
の経験を踏まえることは重要であるが、政策特
有の問題に対する配慮の必要性である。本節で
は、前節の比較を踏まえてEBPMに対する示唆を
検討したい。

（1）「問いの設定」の重要性
医療や犯罪、教育、開発といった先行する

Evidence-Basedの事例では、実践者の目の前に解
決すべき課題が明らかになっているため「問い
の設定」が容易であり、図2における「狭義の
EBPM」にスムーズに入っていくことが可能であ
る。そのためこうした分野では、図2の④～⑥が
Evidence-Basedの重要な要素であると認識されて
いる。
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しかしながら前述したように、政策の場合は
「問いの設定」自体が困難であるケースも多い。
青柳（2018a）が批判するように、日本のEBPM
が統計改革を通じた現状の正確な把握や、アウ
トカムの設定、ロジックモデルの作成といった
点を優先させていることは事実である。しかし
ながら政策の場合は、事前分析による社会課題
の把握や、改善すべきアウトカムの設定、望ま
しいと考えられる効果的な手段の特定（広義の
EBPM）を行ってからでないと、狭義のEBPMが
始まらないことも事実である。また日本の政策
立案過程はEBPM導入以前の課題が多いからこ
そ、現状のようなEBPMが進展しているとも言え
る11。
また前述の通り、医療等の先行分野と比較す
ると、政策の場合はエビデンスの創出力が制約
されるケースも多い。そのため広義のEBPMに取
り組み、解決すべき課題の特定やロジックの精
査を行ったうえで狭義のEBPMに取り組まない
と、実践現場での負荷が大きくなり過ぎてしま
い、結果として「エビデンス創出の無駄打ち」
が多くなってしまう。
以上を踏まえると、EBPMにおいては「問いの

設定」により大きな力を割いていくことが正当
化され得る。

（2）エビデンスの定義と範囲の再検討
①エビデンスの定義
次にエビデンスの定義と範囲について考えて
いきたい。
エビデンスとは何か。論者によってさまざま
に定義されているが、前述の通り本来的には、
RCTやそれに準じた方法に基づいて明らかになっ
た「介入の因果効果」と定義されることが多い。
政策を行う場合、それによってどの程度効果が
得られるのかがもっとも不確実な要素であるた
め、「介入の因果効果」をエビデンスの定義の中
心に据えていくことは重要である。その一方で、
一般的にエビデンスと言う場合、インタビュー
等に基づく定性的な因果関係や、シミュレーシ
ョン分析の結果、データ・ファクト等を含めて、
広義に捉えられるケースも多い。
諸外国におけるエビデンスの定義もまちまち

である。例えばアメリカのCEP（Commission on 
Evidence Based Policymaking）では、エビデンス
を「政府の施策・政策を評価する際に有用たり
得る情報」と広く定義している。またイギリス
政府に対する現地インタビューでもエビデンス
は広義に捉えられているケースが多く、英国に
おいてエビデンスに基づく警察活動を進めてい
るWhat Works Centre for Crime Reductionは、取り
組みの因果効果以外もエビデンスだと捉えてい
る12。

②EBPMでエビデンスをどう捉えるべきか
それではEBPMにおいてエビデンスをどう定義
してどう捉えていくべきか。Evidence-Basedが先
行する医療等の分野では、エビデンスを狭義に
捉えているケースがほとんどだと考えられる。
しかし医療の場合、政策と比較して解決すべき
課題（アウトカム）が比較的明確であり、
SUTVAが基本的に成り立ち、かつサンプルサイ
ズも大きくできるため、RCT等を適用することが
容易なシチュエーションが多い。
一方EBPMの場合、そもそも解決すべき社会課
題やボトルネックを特定することが難しい場合
や、改善すべきアウトカムを設定することが難
しいケースも少なくない。つまり前述の通り「問
いの設定」が重要であり、そのための統計情報
やファクト等も政策形成に有用な情報として位
置付ける必要がある。
また前述した通り、EBPMにおいてはSUTVAが
成り立たない、処置群と対照群への分離ができ
ない、サンプルサイズが小さい、介入プロセス
に関与できないといったケースも多い。そのた
め、エビデンスを狭義に捉えた（政策の定量的
な因果効果）としても、RCTが適用できないよう
なシチュエーションについても幅広に考えてい
くことが不可欠である。

③エビデンスの範囲のあり方
以上の点を踏まえて、筆者なりにエビデンス
の種類と分析手法の例を整理したのが表3であ
る。大きくは、ファクト、事前分析・将来予測、
政策の因果効果の3つに分けたが、政策の因果効
果が狭義のエビデンスに相当する部分である13。
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本稿における今までの分析を踏まえると、
EBPMにおけるエビデンスの範囲は以下のように
捉えるべきだと考える。
第1に、EBPMにおけるエビデンスの本質的部

分は政策の因果効果とすべきである。そうでな
ければ、単にデータを使っているだけの政策形
成もEBPMに位置付けられてしまうことになり、
Evidence-Basedな取り組みが蓄積してきた知見を
放棄することになってしまう。また、EBPMの重
要性が普及してきたのは、政策の因果効果を踏
まえたうえで政策形成を行うことの重要性が認
知されてきたことと、それを明らかにするため
の分析ツールが発展してきたからに他ならない。
しかしながら第2に、「政策の因果効果」とは

概念を明瞭に区別する必要はあるものの、ファ
クトや事前分析・将来予測といった情報も政策
形成の有用な情報として活用していくことが望
ましい。なぜならば、前述の通りEBPMにおいて
はエビデンスの創出力に制約がある場合も多く、
「問いの設定」が非常に重要だからである。ファ
クトや事前分析・将来予測は、問いを設定する
ために非常に有用な情報となる。
第3に、政策の因果効果をエビデンスの本質に

位置付けたとしても、Evidence-Basedが先行する
医療等の分野で想定されている領域は、政策形
成のなかではごく一部にとどまる。具体的には、
行動変容を伴い、SUTVAが成り立ち、処置群と
対照群の分離が可能で、サンプルサイズが（潜
在的に）大きく、介入プロセスへの関与が可能
なケースのみである。こういったケースではRCT
や前向き（Prospective）なRDDを適用することが
容易であるため、質の高いエビデンスの創出は
比較的簡単である。しかしながら表3を見ればわ
かるように、こうした理想的なケースは限定的
である。
また、行動変容を伴わない（想定しない）よ
うな政策効果の分析も非常に重要である。例え
ば、政府活動の大半は再分配政策であるといっ
ても過言ではない。日本の一般政府ベースでの
歳出規模は年間200兆円程度だが、そのうち社会
保障給付が約110兆円であり、さらにそのうち現
金による給付が70兆円程度を占めている。実に、
政府歳出の1/3が現金給付である。こうした再分

配政策は、各個人の行動を変容させなかったと
しても、分配面に対してどのような影響を及ぼ
し得るのかを把握することは、政策立案上、非
常に重要である。また日本のように、少子高齢
化や高水準の公的債務残高に直面する国では、
特定時点における再分配政策の影響だけでなく、
時間を通じた世代間の再分配の状況を把握して
いくことも重要となる。ある時点の再分配政策
の影響を把握するためにはマイクロシミュレー
ション分析が用いられることが多い。また、世
代間の再分配政策の影響を把握するための世代
会計モデルを用いて分析を行うことが多い。こ
うした分析から得られるエビデンスも、政策立
案上非常に重要な情報である。
介入プロセスへの関与が難しい場合は、観察
データを用いた分析に頼らざるを得ないが、そ
う し た 場 合、 近 年 は 部 分 識 別（Partial 
Identification）を用いた分析も行われるようにな
ってきた14。また、処置群のサンプルサイズが小
さい場合は統計的な分析は難しいと考えられて
きたが、近年は合成コントロール法（Synthetic 
Control Method）を用いた分析も普及してきた15。
処置群と対照群の分離が難しく、介入プロセス
への関与もできない場合や、SUTVAが成り立た
ない場合等は、例えば構造推定によるシミュレ
ーション分析や一般均衡モデルの活用が考えら
れる。例えばBessho and Hayashi（2014）は労働
供給の構造モデルを推定することによって、配
偶者控除が廃止された場合のシミュレーション
分析を行っている。またYamaguchi（2019）も構
造推定したモデルを用いて育児休業期間が延長
された場合の政策シミュレーションを行ってい
る。伊神（2018）は、ハードディスクドライブ
を例に、イノベーターのジレンマの原因を分析
するとともに、イノベーションを促進するため
の政策手段についても議論している。こうした
モデル分析の強みは、実際に実施したことのな
い介入であっても政策効果を見積もれることで
ある。例えばBessho and Hayashi（2014）は、労
働供給に関連するパラメーターを推定すること
によって、実際には実施されていない配偶者控
除廃止の効果を推定している。
またマクロ経済政策については、VAR（ベク
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トル自己回帰）モデルやDSGE（動学的確率的一
般均衡）モデルの利用も不可欠になってくる。
「意思決定時の不確実性を減らし、より精度の
高い施策を行うこと」がEBPMの本義なのであれ
ば、エビデンスの類型には留意をしつつも、そ
れをある程度幅広く捉えることを排除すべきで
はないと考えられる。

（3）つくる・つたえる・つかうのウエイト
EBPMを考えるうえで次に検討すべき点が、エ
ビデンスをつくる・つたえる・つかうのウエイ
トである。
エビデンスに基づく医療（EBM）では、エビ

デンスをつくるだけでなく、つたえることやつ
かうことの重要性が強調されてきた（正木・津
谷 2006）。エビデンスはつくることが目的ではな
く、それらを使うことによってアウトカムを改
善していくことが目的であるため、つたえるこ
とやつかうことが強調されてきたのはもっとも
である。
一方EBPMの場合、つくることをより強調すべ
きではないかと考えられる。前述の通り、「社会」
や「社会のなかで意思決定を行っている人間」

を相手にするEBPMでは、エビデンスの外的妥当
性が低く、既存のエビデンスに基づいて意思決
定できるケースは、医療等に比べると限られて
くる。そのため、EBPMでエビデンスをつくるこ
とにより重きを置いていく必要がある。
またエビデンスは自動生成されるものではな
いため、効率的につくっていくためには仕掛け
づくりが欠かせない。一般に、観察データから
では因果関係を明らかにすることは難しく16、エ
ビデンスをつくっていくための仕掛けづくりが
必要となる。施策の効果検証を行うためには、
施策実施前に効果検証のための設計を行うこと
が不可欠である。具体的には、事前・事後での
データの収集方法や、効果検証のために用いる
統計手法の選択等を予め行っておく必要がある17。
効果検証のために、政府内外において体制を整
備していくことも必要となる。
また、効果検証を行ううえでのハードルの1つ

がデータ取得のコストである。理屈上は効果検
証が可能であったとしても、データ取得コスト
が高すぎると、実際の効果検証は難しい。その
ためデータ取得コストを可能な限り抑えること
が重要であり、EBPMのための統計改革・行政デ

表3　エビデンスの種類と分析手法の例

（出所）筆者作成
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ータ活用を進める必要がある。例えば、政府は
個人や企業の個票データを多数保有しているが、
施策対象者リストと個票データを紐付けること
ができれば、政府が保有するデータを効果検証
のために利用することが可能となり、効果検証
のコストを大幅に抑えることが出来る。具体的
には、税務情報等の行政データの活用や、政府
統計と行政データの連携や、マイナンバー・法
人番号の活用等が重要となってくる。

（4） エビデンスへのニーズを集約し、得られたエ
ビデンスを共有する仕組みづくり

EBPMではエビデンスの創出能力に制約が生じ
る可能性があるため、エビデンスを効率的に創
出し、得られたエビデンスを公共財として共有
する仕組みが必要だと考えられる。
例えば英国では、各省庁がどういったエビデ
ンスを欲しているのかをArea of Research Interest
という形で公表している（内山・小林他 2018）。
また米国でも、各省庁がエビデンスを創出して
いきたいテーマをLearning Agendaとして公表して
いる（津田・岡崎 2018）。また地方自治体等の政
策の執行現場でも、エビデンスに対するニーズ
は潜在的に多く存在していると考えられる。
EBPMではエビデンスの創出能力に制約が生じる
からこそ、ニーズを集約し優先順位の高いエビ
デンスを重点的に創出していく必要がある。
またエビデンスは一種の公共財であり、創出
されたエビデンスを集約していく機能も必要だ
と考えられる。その際は、英国のWhat Works 
Centreの役割等が参考になると考えられる（内
山・小林他 2018）。

（5）エビデンスに対する需要の創出
第2節で述べたように、EBPMの本質がEvidence-

Informed Decision Makingにあるとすると、エビデ
ンスを意思決定に活用していかなければ意味は
ない。そのためには、研究者主導による供給ド
リブンのEBPMだけでなく、政策立案者や意思決
定者（政治家・国民等）といった需要側にも同
時に配慮していく必要があると考えられる。
前述したように、民主主義社会の意思決定で

は、質の高いエビデンスがあるからといってそ
れが使われて自動的に政策が作られるほど単純
ではない。それぞれのステークホルダーがそれ
ぞれの目的関数に従って行動をしているため、
需要側への目配りがより一層重要になる。政策
立案プロセスにおいて、エビデンスの利用や成
果志向を社会として求めていくことが不可欠で
あり18、具体的には予算編成プロセスでエビデン
スの活用を推奨していくことや、エビデンスを
活用した政策形成を行った行政官を評価してい
く仕組みが必要となるだろう。エビデンスをつ
くり・つかうための政策担当者のケイパビリテ
ィ向上も進めていく必要がある。

6．おわりに

本稿では日本におけるEBPMの現状分析を行っ
たうえで、医療等の先行分野と比較をしながら
EBPMをどのように進めていくべきかを分析し
た。現状および比較分析結果からは以下のよう
な結論が導き出せる。
第1に、日本のEBPMは統計改革が1つのきっか

けとなったため、そちらに議論が集中してしま
い、かつロジックモデルの作成に重点が置かれ
てしまった点は否めない。その意味で、EBPMの
本来の意義・目的に立ち返るべきという主張に
は一定の合理性がある。加えてロジックモデル
についても事業ありきのものとなっており、目
的を達成するために効果的な手段を検討すると
いうロジックモデル本来の目的からも逸脱が見
られる。
しかしながら第2に、Evidence-Basedな取り組
みが先行する医療等と比較すると、政策形成は
さまざまな面で状況が異なっており、既存分野
の知見をそのまま政策に移植することは難しい。
以上の分析を踏まえて、EBPMを意味ある形で
定着させるためには、以下の点に留意する必要
がある。
第1に、EBPMでは「問い（評価設問）の設定」
をより重視すべきである。政策の場合、問いの
設定自体が難しい場合も多く、何が真に解決す
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べき社会課題なのかを明らかにすることも簡単
ではない。的を射た問いが設定できなければ、
政策の因果効果がいくら特定されたとしてもそ
の価値は減じてしまう。
第2に、政策の因果効果をエビデンスの本質的

な部分として位置付ける必要はあるが、「問いの
設定」に寄与する事前分析・将来予測等も意思
決定の重要な情報として用いる必要がある。ま
た政策では、SUTVAが成り立たない、サンプル
サイズが小さい、介入プロセスに関与できない
といったケースも多く、RCT等に代表される前向
き評価のみをエビデンス創出のツールとして位
置付けることも適当ではない。
第3に、EBPMは「社会」や「社会のなかで意
思決定を行っている人間」を相手にしており、
エビデンスの外的妥当性が低く、既存のエビデ
ンスに基づいて意思決定できるケースは医療等
に比べると限られてくる。そのため、EBPMでは
エビデンスを「つくる」ことに重点を置く必要
がある。またエビデンスをつくるための仕掛け
づくりを多面的に進めていかなければならない。
第4に、エビデンスに対する需要を創出してい

く必要がある。民主主義社会の意思決定では、
質の高いエビデンスがあるからそれを使って自
動的に政策が作られるほど単純ではない。供給
者視点だけでなく需要者視点でのEBPMを進めて
いく必要がある。

注記

1 例えば石田（2018）は広島県におけるEBPMの取り
組みを整理しており、小林（2020）は神奈川県葉山
町における取り組みを紹介している。

2 本小節は青柳・小林（2019）をもとにしている。
3 NPMの考え方や動向については、例えば南島（2009）
参照。

4 例えば2013年の経済財政諮問会議有識者議員提出資
料（伊藤ほか 2013）でも「結果（エビデンス）に
基づく政策評価を基礎とするPDCAサイクルの確立
に向けて」が盛り込まれており、この時点ですでに
EBPMが意識されていたともいえる。ただしこの資
料では、政策目標の明確化や数値目標の設定ととも
にエビデンスに基づく政策評価が論じられており、

前述のEvidence-Basedの考え方に立脚しているとい
うよりも、業績測定（Performance Measurement）の
発想に近いものと考えられる。

5 この表は政府全体の議論の流れを大まかに把握する
ために示したものであり、政策論議はそうした会議
体のみで行われるものではない点に留意されたい。

6 三浦（2017）参照。
7 http://www.cao.go.jp/others/kichou/ebpm/kensyou.html
（2020年2月11日アクセス）

8 本小節では再分配政策や所得格差への対応策という
政策レベルの例を示したが、政策の因果効果を明ら
かにするというEBPMの特性上、事業レベルでの議
論がもっとも適していると考えられる。しかしなが
ら問いの設定の段階では、政策レベルを含めた課題
の検討が必要となる。

9 ただし、教育におけるピア効果はSUTVAが成り立
たないケースである。

10 例えば幼児教育プログラムについてはDuncan and 
Magnuson（2013）。

11 ただし前述の通り、日本のEBPMにおけるロジック
モデルは事業ありきのものになっており、効果的な
手段を検討するという発想が弱く、本来的なセオリ
ー評価の趣旨には適っていないと考えられる。

12 内山・小林他（2018）参照。
13 既存の政策評価のフレームワークで考えると、主と
してニーズ評価やセオリー評価で活用されるのがフ
ァクトや事前分析・将来予測であり、インパクト評
価で活用されるのが政策の因果効果となる。ただし
政策評価に関する代表的なテキストであるRossi et 
al.（2018）と比較して、本稿では政策の因果効果を
より幅広く捉えている。

14 部分識別については、奥村（2018）参照。
15 合 成 コ ン ト ロ ー ル 法 に つ い て はAbadie and 

Gardeazabal（2003）等参照。
16 観察データを用いた施策の効果検証には、傾向スコ
アマッチングや差の差分析等が用いられてきたが、
最近は信頼性が低いことが指摘されるようになって
きた（King and Nielsen 2019、戒能 2017）。ただし近
年はLASSO等の機械学習の手法を用いて精度を高
めるような試みも始まっており、観察データを用い
た効果検証の信頼度も今後高まっていく可能性があ
る。

17 施策の効果検証のために必要な要素については、小
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林（2018）参照。
18 ブレア政権時に社会調査チーム次席を務めたPhilip 

Davies氏は、英国において質の高い評価が行われる
ようになった原動力は政府のEBPMに対する強いコ
ミットメントであったと指摘している（Davies 2004）。

参考文献

青柳恵太郎（2018a）「経済学および国際開発の視点か
ら」、第2回エビデンスに基づく実践と政策セミナー 
報告スライド

青柳恵太郎（2018b）「EBPMが継承すべきEBMの思考
法」、『行政＆情報システム』、2018年10月号：28-32

青柳恵太郎・小林庸平（2019）「EBPMの思考法 やっ
てみようランダム化比較試験！ vol.1 EBPMの思考
法の「きほんのき」」、『経済セミナー』、2019年4・5
月号：66-76

秋吉貴雄（2017）『入門 公共政策学』、中公新書
家子直幸・小林庸平・松岡夏子・西尾真治（2016）「エ
ビデンスで変わる政策形成～イギリスにおける「エ
ビデンスに基づく政策」の動向、ランダム化比較試
験による実証、及び日本への示唆～」、『MURC政策
研究レポート』、三菱UFJリサーチ＆コンサルティ
ング

伊神満（2018）『「イノベーターのジレンマ」の経済学
的解明』、日経BP社

伊藤元重・小林喜光・佐々木則夫・高橋進（2013）「財
政の質の改善に向けて～実効性あるPDCAサイクル
の構築に向けて」、平成25年第6回経済財政諮問会議
提出資料

石田直人（2018）「広島県EBPM推進ワーキンググルー
プの取り組み」、日本評価学会第19回全国大会報告
論文

岩崎久美子（2010）「教育におけるエビデンスに基づ
く政策－新たな展開と課題」、『日本評価研究』、
10（1）：17-29

内山融・小林庸平・田口壮輔・小池孝英（2018）「英
国におけるエビデンスに基づく政策形成と日本への
示唆－エビデンスの「需要」と「供給」に着目した
分析－」 、RIETI Policy Discussion Paper Series 18-P-
018

大竹文雄（2005）『日本の不平等－格差社会の幻想と
未来－』、日本経済新聞社

奥村綱雄（2018）『部分識別入門－計量経済学の革新
的アプローチ－』、日本評論社

戒能一成（2017）「政策評価のための横断面前後差分
析(DID)の前提条件と処置効果の安定性条件
(SUTVA)に問題を生じる場合の対策手法の考察」、
RIETI Discussion Paper Series 17-J-075

高野久紀（2020）「貧困対策　データで実証　開発経
済学に新風」、『週刊エコノミスト』、2020年1月14日
号：69-71

小林庸平（2018）「学校外教育バウチャーの効果分析
とEBPMへの示唆」、RIETIコラム

小林庸平（2020）「英国では徴税率アップ 日本でもご
み放置減に一役」、『週刊エコノミスト』、2020年1月
14日号：74-75

総務省行政評価局（2019）「政策効果の把握・分析手
法の実証的共同研究」

橘木俊詔（1998）『日本の経済格差－所得と資産から
考える－』、岩波新書

田辺智子（2018）「エビデンスに基づく政策立案－そ
の系譜と本質－」、日本評価学会第19回全国大会報
告論文

津田広和・岡崎康平（2018）「米国におけるEvidence-
based Policymaking（EBPM）の動向」、RIETI Policy 
Discussion Paper Series 18-P-016

南島和久（2009）「NPMの展開とその帰結－評価官僚
制と統制の多元化－」、『日本評価研究』、9（3）：
17-27

正木朋也・津谷喜一郎（2006）「エビデンスに基づく
医療（EBM）の系譜と方向性：保健医療評価に果
たすコクラン共同計画の役割と未来」、『日本評価研
究』、6（1）：3-20

三浦聡（2017）「経済産業省におけるEBPMの取り組
み」、RIETI EBPMシンポジウム プレゼンテーショ
ン資料

龍慶昭・佐々木亮（2000）『「政策評価」の理論と技
法』、多賀出版

Abadie, A. and Gardeazabal, J.（2003）. The Economic Costs 
of Conflict: A Case Study of the Basque Country. 
American Economic Review . 93（1）, 113-132.

Angrist, J. D. and Pischke, J.（2010）. The Credibility 
Revolution in Empirical Economics: How Better 
Research Design in Taking the Con out of Econometrics. 
Journal of Economic Perspectives . 24（2）, 3-30.



日本におけるエビデンスに基づく政策形成（EBPM）の現状と課題
－Evidence-Basedが先行する分野から何を学び何を乗り越える必要があるのか－ 47

Baron, J.（2018）. A Brief History of Evidence-Based Policy. 
The Annals of the American Academy of Political and 
Social Science . 678（1）, 40-50.

Bessho, S. and Hayashi, M.（2014）. Intensive Margins, 
Extensive Margins, and the Spousal Allowances in the 
Japanese System of Personal Income Taxes: A Discrete 
Choice Analys i s . Journa l o f the Japanese and  
International Economies . 34, 162-178.

Davies, P.（2004）. Policy Evaluation in the United 
Kingdom. Paper presented at the KDI International 
Policy Evaluation Forum, Seoul, Korea.

Duncan, G. J. and Magnuson, K.（2013）. Investing in 
Preschool Programs. Journal of Economic Perspectives .  
27（2）, 109-132.

Guyatt, G. H.（1991）. Evidence-based Medicine. ACP 

Journal Club . 114（2）, A16.
King, G. and Nielsen, R.（2019）. Why Propensity Scores 

Should not be Used for Matching. Political Analysis . 
27（4）, 435-454.

Rossi, P., Lipsey, M., and Henry（2018）. Evaluation: A 
Systematic Approach 8th Edition .

Sackett,D.L., Rosenberg, W.M.C, Gray, J.A.M, Haynes,R.B, 
and Richardson, W. S.（1996）. Evidence-based Medicine: 
What it is and What it isn’t. British Medical Journal . 
312（7023）, 71-72.

Yamaguchi, S.（2019）. Effects of Parental Leave Policies on 
Female Career and Fertility Choices. Quantitative 
Economics . 10（3）, 1195-1232.

 （2020.3.23 受理） 



小林　庸平48
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Abstract

Evidence-based policy making (EBPM) has been gradually introduced in Japan. This paper summarizes and 
evaluates its current status it focuses on ex-ante analysis and logic model building, and deviates from the its 
primary role. We compare EBPM with the other field such as evidence-based medicine in order to clarify the 
differences between them. Based on the comparison, we discuss how to promote EBPM. Specifically, we 
emphasize the importance of setting questions beforehand, reconsidering the definition of evidence, generating 
evidence, and creating demand for evidence. 
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1．はじめに

行政が限られた資源を有効に活用し、直面す
る課題に適切に対応して、国民から信頼され続
けるためには、その政策立案が客観的データ等
のエビデンスに裏付けられたものである必要が
あるとされており2、こうしたエビデンスに基づ
く政策立案、いわゆるEBPM（Evidence-Based 
Policy Making）の取組が日本国政府全体で進めら
れている。EBPMについては、その概念や方法論
等について統一的な公式見解がなく、研究者の
間でも各々の学問的バックグラウンドの違いに
より重点の置き方に相当の差異があるように見
える。また、EBPMの中核をなす「エビデンス」

についても明確な定義が存在しない。
そうした状況の下、EBPMの政府横断的な推進
組織であるEBPM推進委員会が2017年8月に発足
した。また、2018年度には、各府省において
EBPMの取組の推進を総括する責任者として「政
策立案総括審議官」等3が新設され、それを支え
るスタッフの新設・増員等が行われた。そして、
政府全体におけるEBPMの牽引役としては、内閣
官房行政改革推進本部事務局及び総務省行政評
価局が実質的な推進官庁となっている。こうし
て体制は整備されたが、EBPMの概念自体が明確
ではなく、現時点では取組内容についても確固
たる方針があるわけではないため、当面は政府
全体で試行錯誤を続けながら日本の行政運営の
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風土や実務に適した取組の確立を目指していく
ことになると思われる。したがって、EBPMの普
及・定着に向け、今後は一般理論や海外事例の
研究もさることながら、日本の実際の政策を対
象とした実例を創出し、発信・共有・蓄積して
いくことがより一層重要となる。
本稿では、こうした観点から、国の行政機関
におけるEBPMの実例について総務省の取組を題
材として概観・考察するとともに、EBPMを国の
行政実務に定着させる一つの方策として、政策
評価制度をプラットフォームとすることの可能
性について検討を行うこととする。なお、本稿
中意見にわたる部分は筆者の個人的見解である。

2．EBPMの実例創出に向けた取組

政府におけるEBPMの議論の詳細な経緯は他稿
に譲るが、大きな流れとしては、まず政府統計
の精度の確保とデータ利活用の重要性が脚光を
浴び、行政改革の流れと相まってEBPMと統計改
革が「車の両輪」と位置付けられた。そして、
前述のとおり各府省において体制整備がなされ、
EBPMの実例創出に向けた試行錯誤が行われてい
るという状況である。
こうした各府省の取組に加え、統計改革推進
会議が公表した最終取りまとめ4において、「政策
評価における取組」として、「EBPMのリーディ
ングケースの提示を目指し、総務省、関係府省
及び学識経験者による政策効果の把握・分析手
法の実証的共同研究を行う」こととされた。こ
こでEBPMと政策評価制度とがリンクされ、政策
評価制度を所管する総務省評価局が関係府省等
と共同でEBPMの実例の創出に取り組むこととな
った。
総務省では、まずEBPMの考え方を整理するた

め、2018年に小倉総務大臣政務官（当時）の下、
EBPMに造詣の深い有識者が招かれ、政府におけ
るEBPM推進に向けた課題について意見交換会が
開催された。その結果、同年10月に「EBPM（エ
ビデンスに基づく政策立案）に関する有識者と
の意見交換会報告（議論の整理と課題等）」が取
りまとめられた5。

その上で、この意見交換会の成果も活用しつ
つ、政府の実際の政策を題材として、EBPMを念
頭に置いた政策効果の把握・分析に関する研究
が進められ、2019年4月、その成果物の第1弾が
「政策効果の把握 ・分析手法の実証的共同研究報
告書」として公表された6。同報告書総論のタイ
トルには「ver1.0」と表記され、総論の本文には、
今後も同様の実証的共同研究を実施し報告書を
改訂していく予定であることが明記されている。

3．具体的な分析実例 －概観と考察－

政府全体におけるEBPMの普及・定着を図るた
めには、実例の創出・発信・共有・蓄積が重要
であることは前述のとおりである。そこで、本
節では、上記実証的共同研究で取り組まれた分
析の結果及びそこから得られた示唆について考
察するとともに、評価専担組織としての総務省
が実施した行政評価局調査における分析事例の
いくつかについても考察する。

3-1. 関係府省と総務省による実証的共同研究

3-1-1. 共同研究の全体像
政策所管府省と総務省による実証的共同研究
の第1弾では、ⅰ）IoTサービス創出支援事業、
ⅱ）女性活躍推進、ⅲ）競争政策広報、ⅳ）訪
日インバウンドという四つの政策テーマが題材と
された。所管府省や分析アプローチは様々だが、
すべてのテーマにおいて、まずロジック・モデ
ルが作成された。ロジック・モデルは、ある政
策目的の下で行政資源を投入（input）し、行政
活動（activity）を行った結果として生み出され
た政策手段のアウトプット（output）が、どのよ
うにアウトカム（outcome）である政策効果の発
現または政策目的の達成に至るかという論理（ロ
ジック）を図解したもので、データ分析の下準
備として、分析の目的や枠組み、重点ポイント
を明確化する上で有用なツールである。そして、
次にエビデンスを得るための種々の分析が行わ
れ、RCT（ランダム化比較試験: Randomized 
Controlled Trial）に代表される因果推論の手法の
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ほか、各種の定量的または定性的分析手法が適
用された。なお、EBPMにおける「エビデンス」
については国際的にも明確な定義はないが、本
稿では、「政策手段と政策効果の因果関係に関す
る客観的・合理的根拠」という程度に理解して
おく。
以下、実証的共同研究のテーマごとに分析の
具体例を見ながら考察を行うこととする。ただ
し、4テーマのうち「女性活躍推進」については
行政評価局調査の節で扱う（3-2-2.参照）。

3-1-2. IoTサービス創出支援事業の分析
分析テーマの一つであるIoTサービス創出支援

事業は、IoT（モノのインターネット: Internet of 
Things）の技術を用いて地域課題の解決に資する
サービスを創出することを目指した一種のモデ
ル事業である。自治体・民間企業・大学・NPO
等からなるコンソーシアムに対して国が委託費
を支出し、事業委託を行う形で実施される。対
象分野は医療・福祉、農林水産業、防災等多岐
にわたっており、2017年度までに34件が採択さ
れているが、その事業内容は極めて多様である。
本事業全体では、地域課題の解決を目指したIoT
サービスをモデル的に多数創出し、事業継続及
び他地域への展開を行うことで最終的に第4次産

業革命につなげていこうというものであるが、
その最終アウトカムに至るまでには無数の政策
的要因及び外部要因が作用していると考えられ
る。こうした特徴をもった政策を前にした時、
政策効果の把握・分析を行うに当たり、どのよ
うにアプローチするかというのが本テーマの研
究課題の中心である。
まず、本政策の政策効果の発現に至るロジッ
クは、図1のとおり構造化・視覚化された。目を
引くのは、本政策に含まれる数十件の各モデル
事業それぞれがあたかも独立した政策であるか
のように「入れ子構造」の政策ロジックを形成
していると捉えたロジック・モデルを構築して
いる点である。
本テーマでは、このロジック・モデルを基に、
ミクロの視点として個別のモデル事業について
その成否や成功・失敗要因等を分析するととも
に、マクロの視点としてそれらの事業について、
同地域での事業継続（「タテ展開」）や他地域へ
の拡大（「ヨコ展開」）に向け、事業のリファレ
ンスモデルの創出・展開につながっているかを
検証するという分析の枠組みを設定している。
紙面の制約から、ここでは前者の個別モデル事
業の分析について、二つの事例を見ていく。
一つ目の事例は、「認知症対応型IoTサービス」

図1　IoTサービス創出支援事業のロジック・モデル

（出所）総務省「政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究（IoTサービス創出支援事業の効果測定）報告書」7
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の事業の分析である。これは、認知症患者の介
護について、IoT機器から得られる生体データや
生活支援記録から得られる情報を基に、最適な
支援方法を見出し、それに沿った介護を行うこ
とで、患者の認知症行動・心理症状を改善し、
ひいては地域の課題である介護者の負担軽減を
目指すというモデル事業である。
この事業の分析に当たり、「介護者の負担軽減」
をアウトカムとしての政策効果と捉え、そこに
至るまでのメカニズムをロジック・モデルに整
理した上で、分析の焦点を「IoTを活用した介護
が認知症患者の症状改善につながるか」という
ことのエビデンスを得ることに当てている。す
なわち、その部分こそが本事業の政策ロジック
の肝であり、そのエビデンスさえ得られれば、
ロジック全体がアウトカムまでつながることが
合理的に推定できるという立論である。そこで、
認知症患者の症状改善を測る指標として、一度
発症した症状が4ヶ月以内に消えた割合を用いる
こととし、RCTの手法を適用し、IoTを活用した
介護を受ける患者群（介入群）と受けない患者
群（対照群）をランダムに振り分けて両者の間
に差異が生じるかを検証した。その結果、対照
群に比べ介入群の方が、統計的に有意な形で症状
消失割合が大きいという結果が得られた（図2）。

ただし、報告書にもあるとおり、ランダムに振
り分けられたのは患者のみで、介護者について
は各患者とその担当者とのペアリングがそのま
ま維持された。科学的な厳密さを追求するので
あれば、これら介護者の技能が症状の消失に影
響した可能性があるため、介護者についてもラ
ンダムに振り分けるべきかもしれないが、認知
症患者の介護は患者と介護者の相性の問題等も
あり、介護の質を確保するためには両者のマッ
チングが極めて重要である。効果測定の実験の
ために介護の質を犠牲にするのは現場の実務と
しては本末転倒であり、上記のような結果が得
られれば、現実的なエビデンスとして当面は十
分だと考えるべきだろう。ただし、他の事例を
対象とした類似の分析の積み重ねにより、エビ
デンスの精度を高めていくことが望ましい。
二つ目の事例は、「インセンティブ付きIoT健康
サービス」の事業の分析である。この事業は、
健康診断データやIoT機器から得られる歩数記録
等を統合・見える化し、ポイント化して現金の
ように使えるサービスを提供することにより、
住民の健康づくりの努力を促して自治体におけ
る健康寿命の増進につなげようという試みであ
る。
この事業の分析でも、まずは政策ロジックを

図2　認知症対応型IoTサービスのロジックと効果測定

（出所）総務省「政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究（IoTサービス創出支援事業の効果測定）報告書」
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明らかにすることからスタートし、健康づくり
サービスに参加した住民の医療費抑制効果をエ
ビデンスとして把握することが試みられた。分
析手法としてはマッチング推定とDID（差の差分
析: Difference-in-Differences）を適用し、図3のと
おり、サービスの参加者について、加齢に伴う
医療費の伸びが抑制される傾向が確認できた。
全体の平均では5万円の医療費の抑制効果が算出
されたものの統計的に有意ではなかったが、年
齢階層を区切ると、70～74歳では年間約10万円
の有意な差（10％水準）が見られた。
以上、IoTサービス創出支援事業の二つの分析

事例を概観した。いずれもエビデンスを定量的
な手法で得るものであったが、分析にかかるコ
ストや時間も考慮し、最初に政策のロジックを
明らかにした上で必要最低限のデータ分析に絞
っているところがポイントである。行政実務に
おけるEBPMの実践を考える上で一つの重要な示
唆を与えるものと考えられる。

3-1-3. 競争政策における広報施策の分析
次のテーマは、公正取引委員会の独占禁止政
策に関する広報施策である。公正取引委員会で
は、消費者セミナー、独占禁止法教室、有識者
懇談会といった各種啓発広報事業を展開してお

り、本テーマでは、これらの広報効果や事業運
営上の改善点を把握するための分析が試みられ
た。政策のロジックと分析のポイントは図4のと
おりである。このうち本稿では、紙面の制約の
ため、消費者セミナーに関する分析に絞って概
観する。
消費者セミナーは一般消費者向けのセミナー
であり、独占禁止法や公正取引委員会の活動に
ついて分かりやすく説明する事業である。まず、
セミナー自体の政策効果を把握するため、セミ
ナー参加者における競争政策の理解度が確認さ
れた。参加者及びそれ以外の一般国民に対して
競争政策に関するクイズを実施し、その正解率
を比較したのである。その結果、前者の正解率
は64.8％（個人属性等調整後は62.3％）、後者は
56.2％となり、報告書は「消費者セミナーには参
加者の理解度を高める効果があることが示唆さ
れる」としている。
次に、セミナーの実施方法の改善に資する示
唆を得るため、満足度や理解度を目的変数とし、
参加者属性やセミナー属性に関する多数の項目
を説明変数として回帰分析を行った結果、表1の
ような結果が得られた（ポイントとなる主要な
説明変数の係数のみ表示）。これによれば、参加
者数と満足度の関係について、統計的に有意な

図3　インセティブ付きIoT健康サービスの有料化挑戦事業の効果測定手法

（出所）総務省「政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究（IoTサービス創出支援事業の効果測定）報告書」
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形でマイナスの係数となっていることから、参
加者数が多いほど満足度が低いことが示唆され
る。また、セミナーの開催に際し、コンテンツ
としてシミュレーションゲームを組み込んだ場
合、満足度との関係を見ると有意なプラスの係
数となっており、シミュレーションゲームの実
施は参加者の満足度を向上させることが示唆さ
れる。理解度についても、統計的に有意ではな
いものの、同様の傾向があることが示されてい
る。なお、シミュレーションゲームについて、
より厳密な分析のためクラスター RCT9を用いた
効果の検証を行ったところ、有意ではないが満
足度や理解度を向上させる効果が示唆される結
果となった。
このように、本テーマは、セミナーの開催等

個々の広報メニューが全体として参加者の理解
度向上というアウトカムに寄与しているかにつ
いてのエビデンスを把握するだけでなく、その
広報事業の効果的なやり方を示唆するエビデン
スをも提示するものとなっている。一般論とし
て、RCTのような厳密な手法の実施に当たって
は、コストや時間、実験可能な環境の確保等様々
な条件をクリアする必要があるが、そういった
手法でも、他の分析手法と組み合わせつつポイ
ントを絞って適用することによって、効果的・
効率的に有益な示唆を引き出し得るということ
の一例であろう。

3-1-4. 訪日インバウンド施策の分析とその限界
三つ目のテーマは、内閣官房及び観光庁が推
進する訪日インバウンド施策の分析である。こ
れは、地域における観光づくりの拠点となる
DMO（Destination Management Organization）が行
う各種広報その他様々な活動が、訪日観光客の
呼び込み等に効果を上げているかを把握しよう
とするものである。その際、民間事業者が保有
するビッグデータを活用することによって政策
効果の把握が可能かどうかを検証することが試
みられており、言わばEBPMにおける民間ビッグ
データの活用の可能性を探ることを主眼として

図4　競争政策広報のロジック・モデル

表1　回帰分析の結果（主要な説明変数のみ抜粋）

（出所）総務省「競争政策における広報の効果測定に係る調査・分析　結果報告書」8を基に筆者作成

（出所）総務省報告書を基に筆者作成
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いる。
他のテーマ同様、最初にロジック・モデルが
作成された。極力単純化してしまえば、DMOが
観光プロモーションを行った結果、その地域で
訪日外国人客の数や消費額が増える、というの
がマクロ的視点に立ったロジックである。そし
て、本テーマではさらに踏み込み、ミクロの視
点に立ったロジックも提示している。すなわち、
DMOによる広報活動が個々の外国人の日本への
旅行意思決定に与える影響のプロセスをモデル
に組み込み、マクロとミクロのロジックの流れ
がやがて「訪日観光客の増加」や「消費額／消
費単価の増加」というアウトカムで合流すると
いうロジック・モデルである（図5）。
このロジック・モデルを基に分析の枠組みが
設計された。Wi-Fiアクセスポイントのログデー
タ、クレジットカードの購買データ、SNSへの投
稿情報といった民間保有ビッグデータを活用し、
DMOによる情報発信の前後において、訪日外国
人の滞在人数・滞在日数や購買額、SNSへの投稿
がどのように変化したかの把握が試みられたの
である。
ところが、政策効果を把握するというニーズ
に対し、得られたデータの質と量には多くの課
題があることが判明し、十分な分析ができない
結果となった。分析を行う上での難点としては、

例えば、生の個票データを入手して自ら自由に
分析を行うことができず、データ提供元による
分析結果が提供されるのが原則で、それも国別
平均・月単位のように大くくり化された形でし
か提供されなかった。また、全体はビッグデー
タでも、「DMOがプロモーションの対象とする地
域」のようにデータのエリアを絞っていくと、
該当データが数件にしかならないこともあった。
しかし、考えてみればこれは至極当然のことか
もしれない。なぜなら、そもそも民間保有デー
タは行政目的のために集められたものではない。
「ビッグデータの活用」という言葉が独り歩きし、
ともすると魔法の杖のようにもてはやされてい
るが、必ずしも有益な政策分析につながらない
こともある。販売業者が自身の取扱商品の販売
実績データを分析して販路の開拓に活用すると
いうのとは異なるのである。
行政実務で民間ビッグデータを活用する際は、
十分な吟味を行った上でデータを購入するよう
注意が必要であろう。その意味でも、本テーマ
から得られた教訓は、実務の現場に警鐘を鳴ら
すものとして価値があるものと考える。

3-1-5. 実証的共同研究のまとめ
2018年度の実証的共同研究の結果、「EBPM的

要素」として日本の行政運営において有用と考

図5　DMOによるプロモーションのロジック・モデル

（出所）総務省「「訪日インバウンド施策に関する調査・分析」報告書」10
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えられるものがいくつか見出されつつあるよう
に思える。
要素の一つは、政策のロジックの整理である。
これは、ロジック・モデルの作成という形で具
体化する。既述のとおり、実証的共同研究では
四つのテーマの分析に当たり、まずそれぞれの
政策のロジック・モデルを作成し、政策効果の
発現メカニズムを構造化・視覚化している。こ
こで強調しておきたいのは、美しいモデル図を
作成すること自体が重要なのではなく、その過
程で政策の目的や本質的な要素等を深く議論し
た上で政策効果の発現に向けた戦略やその測定
方法等を練ったり再確認したりすることに意義
があると考える。唯一絶対の正解があるわけで
はないし、ロジックがスムーズに組み立てられ
るとも限らない。最終成果物ができるまで議論
の紆余曲折が大いに想定されるが、その過程が
政策立案を行う上で決定的に重要なのであり、
整理されたロジック・モデルは議論の結果の共
有手段にすぎない。行政実務としてのEBPMの実
践的意義の一つがここにあると考える。
もう一つの要素がエビデンスの追求である。
ここで注意が必要なのは、行政実務の現場でエ
ビデンスという場合に、政策効果に関する厳密
な因果関係の追求を至上命題としないこと、特
に、RCTに代表される厳密な因果推論の手法とい
った特定のツールの適用のみに拘泥すべきでは
ないということである。総務省の研究報告にお
いても、分析手法から入るのではなく、最初に
「施策の質の向上を図るためにはどのような情報
が必要かつ有用か」という問題意識が重要であ
り、そうした情報を得るため、施策の特質や費
用対効果等を踏まえた上で合目的的に方法論を
選択すべきことが指摘されている。すなわち、
多変量解析のような計量分析的な統計手法やシ
ンプルな記述統計でもよいし、さらには定性的
な分析であっても十分エビデンスたりえるとい
うことである。この点においてエビデンスに基
づく（evidence-based）政策立案はデータ駆動型
（data-driven）政策立案とは区別されるべきであ
る。データを使った定量的な分析は重要であり
追求すべきではあるが、それがすべてではない。
いずれにせよ、行政実務としてのEBPMは、よ

り質の高い政策立案の実現を目指す営みである
ことを常に念頭に置くべきであろう。「入手でき
るデータ」をかき集めて定量的な分析を行った
り、説明材料として有利なデータを多数散りば
めたりすることが大事なのではない。「よりよい
政策の実現のために真に何が知りたいのか」を
まず明らかにした上で、データ取得と分析にか
かるコストや時間も勘案し、論点を絞って合目
的的に取り組むことが重要である。

3-2. 総務省の行政評価局調査における実例

3-2-1. 概況
行政評価局調査は、総務省行政評価局が評価
専担組織として実施する調査であり、政策評価
と行政評価・監視という二つの大きな枠組みが
ある。2001年の中央省庁再編前の総務庁行政監
察局が実施していた行政監察の流れをくみ、中
央省庁等改革の一環として導入された枠組みで
ある。方法論としては、各府省の様々な政策や
行政運営について特定のテーマを定め、様々な
角度から掘り下げて調査分析を行い、その結果
を最終的に報告書にまとめるという、いわばプ
ログラム評価のイメージである。特徴としては、
ⅰ）各府省に対する強力な調査権限を有してい
るほか、地方自治体その他の公的団体や民間企
業等あらゆる対象をターゲットにして調査を行
えること、ⅱ）評価した結果に基づき、勧告・
意見等という形で関係府省に対し政策・行政運
営の課題や改善点を具体的に指摘し、実効性の
ある改善を実現していること、ⅲ）組織の強み
として全都道府県に出先機関を配置して全国調
査網を形成しており、そのネットワークを駆使
して全国津々浦々の行政現場の生の情報を収集
し、机上の空論ではない現場実態に即した調査
分析を行っていること、などが挙げられる。
本節では、最近の行政評価局調査の中からい
くつかの事例をピックアップして考察する。い
ずれの事例も、データ分析のみで結論を導くも
のではなく、ケース・スタディのような定性的
な手法も組み合わせながらエビデンスを形成し、
政策や行政運営の改善に向けた種々の指摘を行
っているが、本稿ではデータ分析部分のごく一
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部をサンプル的に抽出して考察する。

3-2-2. 女性活躍推進施策の分析
最初の事例は、内閣府及び厚生労働省が取り
組んでいる女性活躍推進施策をテーマとした調
査（2019年7月「女性活躍の推進に関する政策評
価」）である。この調査は、行政評価局調査であ
ると同時に上述3-1.で言及した関係府省との実証
的共同研究のプロジェクトでもある。この調査
では、様々な角度から数多くのデータ分析が試
みられているが、紙面の制約のため、政府の施
策として女性の活躍状況に関する各種指標の公
表を事業者に義務付けたことの政策効果に係る
分析に絞って見ていくこととする。これは、一
定規模以上の事業者に対して女性採用比率、女
性管理職比率等の指標の公表を義務付けた結果、
実際に事業者側がこれらの情報の公表を行って
いるか、また、アウトカムとして現実にこれら
の指標が向上しているか等に関する分析であり、
その方法論としてRD（回帰不連続デザイン: 
Regression Discontinuity design）やDID等因果推論
の手法が多く適用されている。筆者の知る限り、
行政評価局調査で大々的に因果推論の手法が採
り入れられたのは本件が初めてである。
まず、指標の公表を義務付けた結果として、

事業者がそれに従って公表を行っているかどう
か。ロジック・モデル（図6）を見ると、義務付
けという直接的な手段であることを考慮し、事
業者による公表を「アウトプット」と位置付け
ている。他方、義務違反に対する罰則のない緩
やかな義務付けであるため、公表状況は義務付
けという政策手段の効果として「初期アウトカ
ム」と捉えることもできるだろう。いずれにし
ても、女性採用比率、平均勤続年数の男女差、
平均残業時間、女性管理職比率という四つの指
標について、公表の義務付け前後で義務付け対
象となっている事業者（常用労働者数300人超）
とそれ以外の事業者（同300人以下）の間で差が
生じているかを前後比較したところ、四指標す
べてについて明確な差が見られた。一例として、
RDで分析した女性管理職比率の公表に関するグ
ラフ（図7参照）を見ると、義務を課す法の施行
前後で義務付け対象事業者における公表割合が
大きくジャンプしている（グラフの右半分）。ま
た、興味深いことに、義務付け対象ではない事
業者においても、法の施行前後でわずかながら
ジャンプが見られる（グラフの左半分）。以上の
ことから、違反に対する罰則がない状況の下で
も、義務付け自体は指標の公表に効果があるも
のと考えられる。

図6　女性活躍推進施策（指標の公表義務付け）のロジック・モデル

（出所）総務省「政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究－報告書総論 ver1.0－」11及び「女性
活躍の推進に関する政策評価書」12を基に筆者作成
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次に、これらの指標が公表されることにより、
その情報が女性求職者に活用され、事業者への
女性の応募者数が増加しているか。常用労働者
数で基準化した女性応募者数について、公表義
務を課す法の施行前後で、義務付け対象事業者
とそれ以外の事業者の間で変化の差があるかを
DIDで検証した結果、統計的に有意ではないもの
の、公表の義務付けにより女性応募者数が伸び
る傾向があることが示唆された（図8）。この分
析の結果からただちに指標の公表が女性応募者
数の増加につながると即断することはできない
が、一定の傾向は示されており、今後さらなる
時系列データの蓄積・分析により、エビデンス
としての精度が高まるものと考えられる。

それでは、政策ロジック上さらに先にある女
性採用比率や女性管理職比率等への影響につい
てはどうか。DIDで分析した結果、採用比率・管
理職比率ともに統計的に有意な結果は出なかっ
たものの、公表を義務付けられた事業者におい
て増加傾向を示唆する結果が得られている。し
かし、元来これらは政策効果の発現までに一定
の期間が必要と考えられ、本分析の結果のみを
もって政策効果の有無を即断することは困難で
ある。中長期的な視点に立って継続的にモニタ
リングし、別の視点からの分析も積み重ねなが
らエビデンスを補強ないし修正していくことが
必要であろう。本プロジェクトはそのきっかけ
を与える第一歩となっている。

3-2-3.  年金業務、ワーク・ライフ・バランス推
進施策、高度外国人材受入れ施策の分析

次の事例は、国民年金の業務運営をテーマと
した調査である（2018年12月「年金業務の運営
に関する行政評価・監視」13）。これは、国民年金
業務を中心として、日本年金機構の中期計画等
に基づく業務運営を評価するとともに、保険料
納付率の向上等を図る観点から、国民年金保険
料の収納等の業務運営の状況を調査したもので
ある。
この調査では、多岐にわたる調査項目の一つ
として、国民年金保険料の収納対策についてデ
ータを用いた分析を行っている。具体的には、
国民年金保険料の収納対策としては口座振替の
推進が有効ではないかとの仮説を検証するため、
全国の年金事務所から45事務所を抽出し、口座
振替実施率と現年度納付率の相関関係について
回帰分析が行われた。モデルとしては、目的変
数に現年度納付率、説明変数に口座振替実施率
を設定した最も単純な単回帰モデルだが、強い
相関関係が見られるとともに（R2＝0.80）、統計
的に有意な回帰係数（0.85）が得られ、口座振替
の効果が高いことが示唆された（図9）。そして
単にデータ分析による理論的なアプローチのみ
ならず、全国調査網を擁する組織の強みを生か
して実際にその45年金事務所を訪れ一つ一つ丁
寧に精査したところ、その示唆を裏書きするよ
うな状況が見られた。そこで、口座振替の推進

図7　法施行前後の変化（女性管理職比率の公表）

図8　法施行前後の変化（女性応募者数）

（出所）総務省「女性活躍の推進に関する政策評価書」 P.67

（出所）総務省「「女性活躍の推進に関する政策評価」の結果に
基づく意見の通知（概要）」 P.11
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は国民年金保険料の収納対策として有効である
と結論付け、厚生労働省に対し、「日本年金機構
の次期中期目標で口座振替による保険料納付を
促進する旨を定め、口座振替の利用促進を図る
ための取組を強化すること」を旨とする勧告を
行っている。この事例は、経験的・直観的には
当たり前と思える事象についてデータ分析と個
別調査により裏付けを行い、エビデンスを提示
したという点において価値あるものと言えよう。
その他の事例として、ワーク・ライフ・バラ
ンス推進施策及び高度外国人材受入れ施策をテ
ーマにした調査がある（それぞれ2013年6月「ワ
ーク・ライフ・バランスの推進に関する政策評
価」14、2019年6月「高度外国人材の受入れに関す
る政策評価」15）。前者は行政評価局調査において
統計的なデータ分析に本格的に取り組んだ草分
け的な調査であり、ワーク・ライフ・バランス
の推進に関して設定された16の政府目標それぞ
れについてロジック・モデルを作成するととも
に、データ分析及び事例研究を行い、各目標を
達成するための政策手段の効果を分析している。
一例として、自己啓発を行う労働者の割合を増

加させるとの政府目標に関し、その政策手段の
一つであるキャリア・コンサルティングの効果
を検証するため、ロジスティック回帰モデルに
より分析を行った。その結果が表2であり、キャ
リア・コンサルティングが一定の効果を挙げて
いることが示唆されている。
また、高度外国人材受入れ施策の調査では、
高度な専門的能力・知識を有する外国人材にで
きる限り多く長く日本で活躍してもらい、日本
の経済・社会の活性化に貢献してもらうという
政策の意図を踏まえ、どのような属性を備えた
高度外国人材がより長く就労する傾向があるか
を分析している。具体的には、法務省の入国管
理に関する台帳データ等を利用し、就労予定期
間が5年以上であるか否かのダミー変数を目的変
数としてロジスティック回帰分析が行われた。
その結果が表3である。これによれば、より長期
の就労が期待できる高度外国人材は、中国国籍
であること、社会科学または人文科学専攻であ
ること、職歴が3年以上5年未満であることとい
った属性があることが示唆された。逆に、博士
号を保有していること、就労先が大学等である
ことといった要素があると、より短い就労予定
期間になることが示唆されている。この事例は、

図9　保険料納付率と口座振替率の関係 表2　労働者の自己啓発実施に影響を与える要素

（出所）総務省　「政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究
－報告書総論 ver1.0－」 P.59

（出所）総務省「ワーク・ライフ・バランスの推進に関する政
策評価書」を基に筆者作成
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法務省が周知・広報をはじめとする高度外国人
材の受入れ推進政策に取り組むに当たり、必ず
しも新たにデータ収集のための調査を行わずと
も、自ら保有する台帳データという既存データ
を有効活用することにより、進むべき方向性に
ついて有益な示唆が得られることを示す好事例
であると考える。

3-3. 実例創出の取組のまとめ
以上、国の政策に関するEBPMの実例創出の取

組として、①各府省単独の取組、②関係府省と
総務省の実証的共同研究、③評価専担組織とし
ての総務省の取組のうち、②と③を重点的に考
察してきた。②からは、政策マネジメントの主
体となる政策所管官庁の立場では、政策の「ロ
ジック」と政策効果の「エビデンス」が政策立
案の質の向上のために重要な要素となること、
③からは、政策所管官庁とは異なる立場からプ
ログラム評価を行う場合でも、エビデンスを得
るためのデータ分析が評価の質の向上に寄与し
得ることが示唆されていると言える。今後も政
府におけるEBPMの確立に向け、こうした実際の
政策を対象とした取組の実例を創出・蓄積して
いくことが重要であると考える。

4．今後の課題

現在試行的に行われているEBPMの実例の創
出・蓄積を今後政府全体に普及・定着させてい
くためには、第一に取組の土台となる安定した
制度的基盤を整備することが不可欠である。し
かしながら、行政運営の基盤となる全く新たな
制度を構築するためには膨大な時間とコストが
必要になる。そこで、EBPMを単体で制度化する
というよりも、既存の仕組みの中にEBPMの取組
をうまく取り込んでいくことが現実的かつ効率
的であると考える。以下では、その選択肢の一
つとして、政策評価制度への取り込みの可能性
について考察する。

4-1. EBPMと政策評価制度の関係
政策評価制度は、中央省庁等改革の一環とし
て導入された制度であり、2001年1月の中央省庁
の再編と同時にスタートした。当初は「政策評
価に関する標準的ガイドライン」という各府省
間の申合せを基に運用されていたが、同年、行
政機関が行う政策の評価に関する法律、いわゆ
る政策評価法が成立し、同法が施行された2002
年からは法律に基づく制度となった。したがっ
て、法的基盤がしっかりした安定的な制度とい
える。

EBPMはその名のとおり政策立案についての取
組であり、一見すると政策評価とは政策マネジ
メント上のフェーズが異なる別物のように思え
る。しかし、政策評価法の規定を吟味すると、
実は両者の間には密接な関係があることがわか
る。すなわち、「政策評価」を定義する政策評価
法第3条によれば、各行政機関にはその所掌する
政策について自ら評価し、その結果を当該政策
に適切に反映させることまでが義務付けられて
おり、ここでいう政策への反映は政策立案を伴
うことが想定されている。つまり、政策評価制
度は政策のマネジメント・サイクルを確立する
ことを一つの眼目としており、そこには政策立
案も含まれていることになる。
また、同条によれば、政策評価を行う際には
政策効果を把握することとされているが、この
政策効果とは行政上の一連の行為（行政活動）

表3　就労予定期間５年以上の人材の属性

（出所）総務省「高度外国人材の受入れに関する政策評価書」
を基に筆者作成
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が国民生活や社会経済に及ぼす影響、すなわち
アウトカムを指している。そして、その把握に
当たっては、政策の特性に応じた合理的な手法
を用いること、できる限り定量的に行うこと、
学識経験者の知見を活用することが定められて
おり、これはEBPMにおけるエビデンスの創出に
関する考え方と軌を一にしている。言い換えれ
ば、EBPMで求められている内容は、既に法律レ
ベルで各行政機関に義務付けがなされていると
考えられるのである。
さらに、政策評価法において「政策」を定義
する際、政策の構造を整理する上でロジック・
モデルの考え方が下敷きにされている。政策評
価法第2条第2項により、「政策」とは、「行政機
関が、その任務又は所掌事務の範囲内において、
一定の行政目的を実現するために企画及び立案
をする行政上の一連の行為についての方針、方
策その他これらに類するもの」と定義されてい
るが、この規定は、政策の構造を図10のような
ものとして理解している。これによると政策は、
資源（input）、各種活動（activity）、アウトプッ
ト（output）、政策効果（outcome）というロジッ
クを想定したプログラム（方針・計画・方策等）
であり、これに基づいて国の行政資源を使って
行政上の一連の行為を行い、地方公共団体や民
間等の活動とも相まって、最終的に政策効果を

発現させるもの、という整理である。ロジック・
モデルの考え方は、政策評価制度が評価の対象
となる「政策」を認識する際の土台となってい
るものであり、ここでもEBPMの主要な要素の一
つが政策評価制度の中に組み込まれていると言
えるのである。

4-2. 政策評価制度への具体的な取り込み方法
以上の考察から、本節の冒頭に提起したEBPM
の考え方を取り込む既存の制度としては、この
政策評価法に基づく政策評価制度が最有力候補
の一つと考えられる。以下では、試論として、
政策評価制度における既存の取組への取り込み
方法について検討する。
政策評価法上、政策評価の具体的なやり方に
ついては何ら規定がない。評価を行う時点によ
り、既存の政策について行う「事後評価」と未
だ存在しない新規の政策について行う「事前評
価」の区別があるだけである。政策評価は政府
の内部マネジメントの仕組みであるため、その
具体的なやり方は国会の統制に服す法律ではな
く、閣議決定以下の政府部内の取り決めの中で
方針が定められており、比較的柔軟に取り組む
ことができるのである。現在の方針の下では、
政策評価は、政策の特性等に応じて合目的的に、
「事業評価方式」、「実績評価方式」、「総合評価方
式」という三つの方式や、これらの主要な要素
を組み合わせた方式等で行うこととされている。
これら三方式は標準的な取組にすぎないため、

図10　政策評価法における「政策」の構造

（出所）総務省作成資料（2000年）を基に筆者作成

◎ 行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成
13年法律第86号）（抄）　※下線は筆者が追加
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EBPMを念頭に各府省が全く独自のやり方をして
も構わないし、政府全体で新たな方式を構築し
てもよいが、その場合にはそれなりのエネルギ
ーとコストがかかる。そこで、まずは既存の三
方式をベースとしたEBPMの取り込み方法に関す
るアイデアを示したい。
三方式のうち、EBPM的な分析アプローチを最

も組み込みやすいと考えられるのが、自由度の
高い総合評価方式である。総合評価方式は、特
定の政策テーマについて、政策効果の発現状況
を様々な角度から掘り下げて分析し、政策に係
る問題点を把握するともに、その原因を分析す
るなど総合的に評価する方式であり、いわゆる
プログラム評価に相当する概念である。現時点
では、総合評価を実施している府省は僅少だが、
各府省では、中長期計画の改定時や大きな制度
改正等に当たり、政策の効果について様々な情
報・データを集めて検討しているはずであり、
その営みをEBPM的視点で改良し、総合評価方式
の政策評価として取り組むのが現実的であると
考える。
また、実績評価方式の一種である目標管理型
評価は各府省で最も普及している方式であり、
この目標管理型評価にどのようにEBPMの要素を
取り込むかが大きな課題となる。この方式は、
評価対象とする施策を分析した上で目標を設定
し、その達成状況をモニタリングするとともに、
3～ 5年程度経過した後に総括的な評価を行うも
のである。例えば、目標設定に当たり事前分析
表を作成する段階で政策のロジックを整理しエ
ビデンスとなる指標を厳選する、あるいは、総
括的な評価を行う際に踏み込んだ分析を行うな
ど、いくつかパターンが考えられる。各府省の
EBPMの普及・定着状況を見つつ合理的な取り込
み方策を考えることが肝要である。
さらに、事業評価方式についてもEBPMの視点
から光を当てることが可能である。事業評価方
式は、研究開発・公共事業・政府開発援助
（ODA）・規制・租税特別措置の5分野に義務付け
られている事前評価と密接にリンクした方式で
あり、例えば、公共事業評価では、事業採択前
の段階で事業に要する費用と便益を金銭価値化
して比較する費用便益分析の手法が確立してい

るが、これなどはまさにエビデンスを創出する
ための取組にほかならない。後は、上位の施策
や同一地域の他事業との整合性確保等、ロジッ
ク面での取組を強化することでEBPMの考え方を
取り込むことができる。一方、規制や租税特別
措置の評価では、政策効果の把握が十分でない
評価書が数多く見られるため、まずはエビデン
ス面での質の向上が課題であろう。

5．まとめ

政府において「EBPM」と銘を打っての取組は
緒についたばかりである。一方、EBPMの取組を
安定的に普及・定着させるプラットフォームと
して有力な政策評価制度は2001年からの積み重
ねがある。この両者の関係について、EBPMを推
進する立場からは、EBPMの普及・定着のための
苗床として法律に基づく安定的な仕組みである
政策評価制度を利用し、政策評価を推進する立
場からは、「低位安定」が指摘される政策評価制
度の活性化の起爆剤としてEBPMを活用すること
で、相互に恩恵が受けられるものと考える。特
に、これまで結果として説明責任を果たすとい
う目的を重視した運用がなされてきた政策評価
にとっては、もう一つの目的である効果的・効
率的な行政の実現に向け、真に政策マネジメン
トの機能向上を図るツールとして脱皮するきっ
かけになり得るのではないか。
もともと政策評価制度は、完成形というもの
がなく、評価手法に関する国内外における研究
の動向や各府省の取組の進展等に伴って進化し
続ける制度である。EBPMのような考え方を取り
入れて進化することは、政策評価制度が元々予
定していたところのものと言える。当面はEBPM
の実例創出に注力しつつ、政府全体の取組状況
を見ながら政策評価制度を活用してEBPMの制度
的基盤を確保することで、EBPM と政策評価制度
の間でWin-Winの関係が構築できるものと考え
る。
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Study on Evidence-Based Policy Making (EBPM) in practice 
in the Government of Japan
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Ministry of Internal Affairs and Communications
ysunayama@soumu.go.jp

Abstract

The Japanese government has engaged in creating, disseminating, sharing and accumulating concrete 
examples of EBPM, which is one of the most immediate issues to address concerning administrative management 
in Japan.  In the process of the on-going joint study on EBPM among the Ministry of Internal Affairs and 
Communications (MIC), related ministries and academics, some elements that are effective and useful for EBPM 
of the government are being identified.  In addition, the MIC has conducted several surveys of government 
programs and their operations with empirical analyses using statistical data to get evidence, which contributes to 
boosting the government’s efforts in promoting EBPM.  It is indispensable hereafter to arrange a stable institutional 
infrastructure to establish EBPM within the government.  In this respect, the policy evaluation system introduced 
in 2001 could be one of the most prospective options. 

Keywords

logic model, causal inference, empirical joint study, 
Administrative Evaluation Bureau survey, policy evaluation system
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1．はじめに

近年、行政の現場で「EBPM（Evidence-Based  
Policy Making：エビデンスに基づく政策形成）」
という言葉が聞かれるようになり、取組が少し
ずつ進められている。
国においては、2017年8月のEBPM推進委員会

発足といった統一的な動きの下、各府省でEBPM
に関する取組が進められている。
地方自治体（以下「自治体」という。）2におい
ては、国のような統一的な動きはないものの、
「EBPM」の言葉の下に取組を進めるところも出
てきている。現時点では、取組を進めている自
治体は少数であるが、今後、取組を進める自治
体の数は増加すると予想される。

本稿では、後述するように、エビデンスとは、
政策介入の有効性を検証する因果推論の実証結
果、EBPMについては、政策3を形成する際に、
このエビデンスを十分に意識することで、より
妥当な解決策を選択していこうとするものと理
解することとする。
こうした政策過程の科学化・合理化は過去に
も試みられており、その経験を踏まえつつ、政
策をより良いものにしていくため、自治体は
EBPMが求める行動様式をどう取り込んでいくこ
とができるのか、本稿では前向きに考えてみたい。
自治体がEBPMに取り組む場合、その取組方に
関して、ある特定の政策における実践のみに終
わらせるのではなく、組織への定着を目指して
取組を進めるべきであろう。

【実践・調査報告】

地方自治体におけるEBPMの組織への定着に向けた
課題の考察

西畑　宏治 1

広島県
k.j.nishihata@gmail.com

要　約

近年、地方自治体においても「EBPM」を進める動きが見られるようになった。今後もこうした動きが
地方自治体の中で広まるものと考えられるが、その内容が各地方自治体による散発的なエビデンスの創出
に留まることなく、各地方自治体において仕組みとして組織に定着が図られることが必要であると考える。
そこで、EBPMの組織への定着に向けて、EBPMが要請する行動様式を地方自治体の行政運営に適用しよ
うとした場合、地方自治体のどこに課題が生じ、それを解決するためにどのようなことを検討する必要が
あるのか、また、どのような解決策が考えられるのかを明らかにしたい。その際、組織への定着に着目し
た動きを進めている広島県の取組も参考にする。

キーワード

地方自治体、EBPM、組織への定着、広島県

日本評価学会『日本評価研究』第20巻第2号、2020年、pp.65-76
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  そこで、EBPMの組織への定着に向けて、自治
体のどこに課題が生じ、それを解決するために
どのようなことを検討する必要があるのか、ど
ういった解決策が考えられるのかを明らかにし
たい。これによって、今後EBPMに取り組もうと
する自治体は参考にすることができる。
 このため、EBPMが要請する行動様式を基に、
従来の自治体における行政運営との違いが表れ
る点を考察する。解決策の検討に際しては、組
織への定着に着目して取組を進めている広島県
の取組も参考にする。

2．自治体におけるEBPMの動向

まず、昨今の「EBPM」という言葉が出始めて
以降4の自治体におけるEBPMの動向について、
確認しておきたい。
積極的な自治体は早い時期からEBPMの推進を
模索してきたと思われるが、そうした動きが広
く知られるようになってきたのは、2018年度後
半以降と考えられる。
それは、自治体自らがシンポジウムの開催や
報告書の公表等を行って、情報発信を積極的に
進める動きを見せるようになってきたからである。
例えば、2018年11月30日に広島県がEBPMに関
するシンポジウムを開催し、12月14日に独立行
政法人経済産業研究所主催で開催されたシンポ
ジウムでは、埼玉県の取組が紹介されている。
2019年1月29日には神奈川県がフォーラムを開催
し、3月には北海道が報告書をまとめ、公表して
いる。また、総合計画にEBPMという言葉を入れ
る自治体も出てきている（例えば、生駒市）。
このように情報発信も含め積極的な動きを進
める自治体が出てきている一方、EBPMに関する
動きが見えない自治体も未だ多いと思われる。
例えば、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング自
治体経営改革室（2019）によると、2018年12月
～ 2019年1月の調査時点で、回答のあった都道府
県・市・特別区合わせて465団体のうち、EBPM
を「推進している」と回答したところは5.6％に
留まっている。
なお、積極的な動きは、広域的自治体5の他、

基礎的自治体の中では政令指定都市や特別区の
中で多く見られる（三菱UFJリサーチ＆コンサル
ティング自治体経営改革室2019）。
以上から、自治体の動向として、EBPMの取組
は緒に就いたばかりであること、積極的な少数
の自治体と動きが見えない多数の自治体という
二極化の様相を呈していること、積極的な動き
は、広域的自治体や基礎的自治体の中でも規模
の大きな自治体の中で目立つということがわか
る。 
また、各自治体が「EBPM」と呼んでいる取組
の中身を見ると、自治体によって意味すること
が異なることもわかる6。
こうした現状にある自治体のEBPMであるが、
国や先行する自治体の動き等もあり、自治体の
間で「EBPM」という言葉は1つのキーワードと
して認知されつつあると考えられる。また、2020
年度を初年度とし今後5か年の目標や施策の方向
性等を内容とする「第2期「まち・ひと・しごと
創生総合戦略」」においても「EBPM」という言
葉が引き続き使用されていること等を踏まえる
と、しばらく「EBPM」の流れは変わりそうにな
い。このため、今後も「EBPM」の言葉の下、取
組を進める自治体の数は増加すると予想される。

３．EBPMと自治体の関係

（1）本稿におけるEBPMという言葉の定義
前述のとおり自治体内で「EBPM」は様々な理
解がなされている状況にあると思われるが、本
稿では、「EBPM」という言葉の根幹にあるエビ
デンスを因果推論の実証結果（津富2000）、公共
政策の文脈で言えば、 政策介入の有効性を検証
する因果推論の実証結果と定義する。すなわち、
インパクト評価による検証結果である。つまり、
ここでのエビデンスは、政策について、ある特
定の文脈における有効、無効、ないし逆効果を
明らかにしているものであり、現状を把握する
ためのデータとは区別することとする。
そして、EBPMについては、青柳（2019）が述
べるように、政策を形成する際に、このエビデ
ンスを十分に意識することで、より妥当な解決
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策を選択していこうとするものと理解する。
この理解では、具体的には、エビデンスを十
分に参照する、もし既存のエビデンスが不十分
であれば、必要なエビデンスを自らつくるとい
う行動が求められる。
こうした定義により、EBPMのもたらす新規
性・革新性や付加価値が明らかになる。それは、
青柳（2018b）が源流であるEBMに照らして指摘
するように、政策介入の有効性を明らかにした
実証結果を政策形成・行政運営の場に持ち出し
たということである。これにより、エビデンス
を踏まえることで、この政策を実施しても公共
的問題が解決（改善）しないかもしれないとい
う不確実性をできる限り低減させることが可能
になると考えられる。
なお、エビデンスは意思決定に用いられる重
要な情報となるが、このEBPMの理解では、エビ
デンスが全てではないとされており、実施コス
ト、関係者の意向等も踏まえた総合的な見地か
ら意思決定がなされるという点にも留意してお
く必要があるだろう（青柳2018b）。

（2）EBPMと自治体の関係についての整理
こうしたエビデンス、EBPMの定義を踏まえた

とき、自治体の政策形成との基本的な関係を2つ
考えておきたい。

①　自治体がEBPMに取り組むことの意義
自治体は、地方自治法に規定されるように、
住民の福祉の増進を図ることを基本として（第1
条の2）、その事務を処理するに当たり、最少の
経費で最大の効果を挙げるようにしなければな
らない（第2条第14項）とされている。政策は、
まさに住民の福祉の増進を図るために実施され
るものである。そして、前述のようにEBPMは、
その政策形成に当たり、政策介入についての有
効性、すなわち効果に対して正面から向き合う
ことを求めるため、自治体がEBPMを進めること
は、自治体の存立目的や運営の基本原則とも合
致すると考えられる。
また、自治体は、住民に身近であるからこそ、
対処が必要な公共的問題を的確に捉えて、問題
の分析から解決策の考案までを行うことができ

る立場にあり、そこに有効性の観点を加えるこ
とで、政策形成の質が向上することも期待でき
る。
このようなEBPMと自治体の関係を踏まえる
と、EBPMに取り組む自治体が増えることは望ま
しいと言えるだろう。

②　取り組む上での歴史的な留意点
しかしながら、過去の歴史を踏まえれば、取
り組む上で留意すべきことがある。

EBPMは、政策過程の科学化・合理化を推進し
ていく考え方なり手法の1つとされる（山本
2019）。
こうした科学化・合理化の取組は、過去にも
あった。アメリカにおけるPPBS（Planning 
Programming Budgeting System）である。この
PPBSは、1968年度予算から連邦全省庁に導入さ
れ、1971年には廃止されることになったが、そ
の失敗の原因には、予算の政治的意思決定過程
の考慮が不十分であったことや政府活動の実際
との不一致、実施上の負荷等が挙げられている
（秋吉・伊藤・北山2010）。
こうした経験からは、山本（2019）が指摘す

るように、行政の決定は、政治性と客観的証拠
等の合理性の2つのバランスの結果であることに
留意する必要があるだろう。また、実際の行政
活動を踏まえた実現可能性の模索が求められる
だろう。
現在、自治体が取り巻かれ、しばらく変わり
そうにない「EBPM」の流れの中で、政策をより
良いものにしていくために、自治体はEBPMが求
める行動様式をどう取り込んでいくことができ
るのか、こうした過去の経験も踏まえながら、
本稿では前向きに考えてみる。

4． EBPMの組織への定着に関する考察の
準備

（1）自治体によるEBPMの取組方
① 想定される取組方の選択肢
自治体がEBPMを推進する場合、図1のような2

つの取組方が想定される。
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取組方Ⅰは、ある特定の政策における実践で
ある。
取組方Ⅱは、組織への定着を見据えながらの
取組方である。組織への定着とは、次のように
考えておく。組織内の職員にEBPMの必要性が認
識され、エビデンスを意識し扱う行動様式（エ
ビデンスを巡ってPDCAサイクルを回すことがで
きるとも言える）が身についている状態である。
意思決定者においては、様々な分野で数多く実
施される自治体の政策のうち、どの政策につい
てエビデンスを求めるかといった判断ができ、
検討に上ったエビデンスを意識した上で政策案
選択の意思決定ができるといった状態である。

②　2つの取組方の共通点と相違点
どちらの取組方もある特定の政策における実
践が必要である点は共通している。つまり、特
定の政策について効果があるものを選択してい
こうとし、効果がないものは選択しないという
意識を持っている点で共通している。
違いは、自治体がその実践のみに留まるか、
先を見据えているかである。
前者の場合、どのようなことが起こり得るだ
ろうか。1つには、自治体が住民の福祉の増進を
図っている中、ある政策でのみエビデンスを創
出したとしても、エビデンスを意識し扱う行動
様式がその組織内に定着していかないようであ
れば、その自治体の他の政策ではエビデンスが
意識されず、結局、当該自治体総体として、継
続的に住民の福祉の向上に結び付く可能性がな
くなってしまうと考えられる。
もう1つは、現在の「EBPM」という言葉の定

義がはっきりしないまま進んでいる状況は、自
治体における「EBPM」が今後どこに進んでいく
のかわからない状況を表しているとも言え、こ

こに、エビデンスを意識し扱う行動様式が各自
治体組織内に定着しない状況が加わるとすれば、
「EBPM」という言葉が意味するものの換骨奪胎
が進み、形骸化する恐れも出てくると考えられ
る。
これらを踏まえ、自治体がEBPMに取り組む際
に後者の組織への定着を目指す姿とするとして
も、この場合もそう簡単に話が進むわけではな
い。これは、組織を変えていくという性質の話
であり、困難さが増すことや時間がかかること
が想定される。
以上から、自治体は組織への定着という目指
す姿を共有した上で、それをどのように実現し
ていくかに知恵を絞ることが必要になるだろう。

（2）組織への定着に向けた検討箇所
組織への定着に向けて、図1の取組方Ⅱを採用
したとき、図2のように、検討が必要な箇所は大
きく2つ考えられる。

「検討箇所①」は、ある特定の政策における実
践に関して必要な検討が該当する。図1の取組方
Ⅰとも共通するところである。
「検討箇所②」は、個別の実践から組織への定
着へとつなぐために必要な検討が該当する。

（3）検討箇所における課題等の考察方法
  組織への定着に向けては、これらの検討箇所
について、どのような課題が生じるのか、それ
を解決するためにどのようなことを検討する必
要があるのか、どういった解決策が考えられる
のかを明らかにする必要があるだろう。
 このため、EBPMが要請する行動様式を基に、
従来の自治体における行政運営と違いが表れる
点を考察する。解決策の検討に際しては、実際

図1　EBPMの取組方

（出所）筆者作成

図2　組織への定着に向けて検討が必要な箇所

（出所）筆者作成
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の自治体の取組も参考にする。
 自治体の取組としては、前述のエビデンスや
EBPMの定義を踏まえた上で、組織への定着とい
った点に焦点を当てているものを探す必要があ
る。この観点で現在の自治体の取組を確認する
と、広島県が候補になると考えられる7。

5．広島県の取組の確認

ここで、考察に入る前に、広島県の取組を確
認しておきたい。
第2節で述べたとおり、広島県は、2018年11月

30日に、EBPMに関するシンポジウムを全国の自
治体に先駆けて開催している。
そこでの説明や2019年度の業務委託の内容か

ら取組に次のような特徴を見出すことができる
（広島県2018a、2018b、2019）。
第1に、エビデンスを政策介入の有効性を検証

する因果推論の実証結果と捉え、エビデンスの
活用は、論理とファクトに裏付けられた政策案
に実証性を与えるものとして、従来の政策形成
と一体的なつながりの中で理解がなされている。
第2に、組織への定着を見据えた検討とそのた

めの取組が進められている。
例えば、これまでに広島県が有している制度
的基盤（「施策マネジメントシステム」）にエビ
デンスの活用をどう織り込んでいくかが具体的
に検討されている他、エビデンスに高い質を求
めることで得られるベネフィットと費用や迅速
性とのバランスを重視し、どのようなプロセス
が望ましいかが検討されている。また、職員の
育成も重視されている。
実際の取組としては、まず、県内部のプロセ
スの整備が進められている。例えば、2019年度
は、職員が新規の政策の形成や既存の政策の再
構築を行うに当たって参照可能なロジック構築
に係る留意点を整理した「ロジック構築プロセ
ス書」の作成や既存のエビデンスを参照するた
めの手順・運用方法を整理した「既存エビデン
ス活用プロセス書」の作成が予定されている。
また、職員の育成の取組も進められている。
例えば、企画部門の職員らを対象とした政策形

成やデータ分析の研修の他、管理職を対象とし
たEBPMに関する基礎的な内容の研修等である。
第3に、具体的に取組を進めるための仕掛けと

して、ワーキンググループ（「広島県EBPM推進
ワーキンググループ」）を設置している。
このワーキンググループは、県の内部部局の
うち、関係する複数の所属（関係事業局、経営
企画チーム、統計課、財政課、人事課等）と外
部の専門家（学識者、コンサルティング会社）
で構成されている。県の複数の政策を対象にイ
ンパクト評価を試行するとともに、この結果や
取組状況を踏まえ、前述のプロセスの整備に反
映させる他、前述の職員育成の取組を担ってい
る。
以上から、広島県の取組を改めて整理すると、
図2の検討箇所①に対応する取組（個別の政策を
対象としたインパクト評価の試行）と検討箇所
②に対応する取組（複数の政策を対象としたイ
ンパクト評価の試行、プロセス整備、ワーキン
ググループ関係者に留まらない人材育成等）を
進めていると言えるだろう。

6．EBPMの組織への定着に向けた課題等

  ここからは、EBPMが要請する行動様式を自治
体の行政運営に適用しようとした場合に、自治
体にどのような課題が生じ、それを解決するた
めにどのようなことを検討する必要があるのか、
また、どのような解決策が考えられるのかにつ
いて考察する。その際、広島県の取組も参考に
する。
なお、1,700を超える自治体のできるだけ多く
に共通的に当てはまると考えられる主な点を挙
げることとする。

（1）自治体内部における課題等
①　EBPMに取り組むための前提となる発想
青柳（2019）は、国際開発分野での実践を踏
まえて、EBPMの前提として、アウトカム志向に
なることが不可欠な第一歩であると指摘する。
たしかに、そもそも公共政策とは、「公共的問
題を解決するための解決の方向性と具体的手段」
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（ 秋吉・伊藤・北山2010）であるから、政策の形
成に当たっては、ロジックモデルで言うところ
の問題が解決（改善）された望ましい状態を表
すアウトカムを達成することに焦点が置かれる
べきであろう。この場合、例えば、政策案を議
論する際は、「この政策案が果たして問題を解決
ないし改善するのか」が基本的な視点となる。
このようなアウトカム志向での議論や発想が自
治体においてなされているかどうかがまず問わ
れるべきだろう。
例えば、広島県を見てみると、企業理念に相
当する「広島県職員の行動理念」を策定し、こ
れの職員への浸透を図る取組をこれまで積極的
に行ってきているが、この中に、県民を起点と
すること、成果を志向することが明確に謳われ
ている（広島県マネジメント研究会2016）。
アウトカム志向を持つことで、政策案は公共
的問題を解決（改善）しないかもしれないとい
う不確実性を内包すること、また、第3節で述べ
たように、エビデンスを活用すれば政策案が内
包するこの不確実性を低減させることが可能に
なるということが、エビデンスという言葉の定
義も含め、違和感なく認識されることになるだ
ろう。

②　EBPMに取り組むきっかけ
前述のアウトカム志向を職員が持ったとして
も、それだけで組織がEBPMに取り組むようにな
るわけではなく、何かのきっかけが必要となる
だろう。

EBPMに取り組むきっかけとして、1つは、議
会等、外部からの働きかけが考えられる。一方、
自治体自らがEBPMに取り組むきっかけとして、
他自治体との競争もない中にあっては、自治体
内部のトップ、マネジメント層の必要性の認識、
理解とその上でのリーダーシップがあると考え
られる。
本稿で焦点を当てているEBPMの組織への定着
という視点に立てば、従前の自治体組織の文化
に変革を迫るものとも言えるため、この点から
も、トップやマネジメント層のリーダーシップ
は不可欠と考えられる。
例えば、広島県を見てみると、広島県知事の

湯﨑英彦氏の執筆した2017年6月15日の記事では
EBPMの考え方や必要性が述べられている（湯﨑
2017）。また、前述の2018年11月30日の広島県主
催のEBPMに関するシンポジウムでは、知事自ら
がEBPMやEBPMの組織への定着の考え方につい
て講演しており8、知事のEBPMの必要性の認識
と理解、リーダーシップを読み取ることができ
よう。
なお、こうしたトップ、マネジメント層の必
要性の認識、理解とその上でのリーダーシップ
は、取り組むに当たってのきっかけとして機能
するのみならず、取組を進める過程で、その推
進を支える機能も果たすことになると考えられ
る。

③　関与する主体、主体間の関係
まず、EBPMは政策形成そのものを対象として
いることを踏まえると、各政策を担当する事業
系組織が主体であることは当然であるが、そこ
に統計を所管する部署のみが関与すれば良いと
いうわけではなく、政策形成に関与する企画部
門や財政部門といった総務系組織が積極的に関
与することが欠かせないと考えられる。
例えば、広島県を見てみると、前述のとおり、
ワーキンググループを設置し、統計課のみなら
ず、企画部門や財政部門、人事部門といった総
務系組織もメンバーとする体制を整えていた。
次に、企画部門や財政部門という総務系組織
の中を見ると、前者は自由な思考から行動をと
りがちであるが、後者はある程度現実主義的な
行動をとると言われている（柴田・松井2012）。
こうした中、自治体が自ら政策介入の有効性
の検証を行う動機の1つとして、その結果を活か
して政策形成の意思決定を行うことにあると考
えた場合、多くは、組織的な意思決定の1つであ
る予算編成に関心が向くこととなる。この予算
編成は財政部門が中心となるが、財政部門の主
たる関心は、一般財源のやりくりと言われ、財
源総額である「枠」を重視することとなる（磯
崎・金井・伊藤2014）。この結果、財政部門では
財政的な厳しさも加わり、予算削減の方向を持
ちやすくなると考えられる。
しかしながら、エビデンス自体は、効果があ
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る場合、ない場合、逆効果の場合も含めた結果
で、価値中立であり、必ずしも削減のために使
われるべきものではないことに留意すべきだろ
う。また、削減ありきでEBPMを進めるのであれ
ば、主役である事業系組織は、EBPMを進めるが
ゆえに予算を削減されることとなり、誰も取り
組まなくなるだろう。

EBPMを推進する中では、事業系組織が向き合
っている公共的問題をいかに解決するか、その
ための手段は何が良いのかとアウトカム志向の
議論を行う過程で、事業系組織には必要なエビ
デンスが供給され、総務系組織にはそのサポー
トやエビデンスを参照しながら議論を交わすと
いった在り方が求められていると言えよう。
財政部門や企画部門の在り方を改めて考える
必要があるだろう。

④　EBPMの前提となる従来の政策形成
EBPMでは解決策の選択に当たり、エビデンス
を十分に意識するということが求められる。そ
うすると、その解決策選択の前提として、対象
とする公共的問題の特定や分析、解決策の選択
肢の導出までが十分になされておく必要がある。
ここは、従前の政策形成でも検討がなされてき
た範疇であるが、既存のエビデンスを参照する
段階やエビデンスをつくる段階に至るためには、
その土台として、これまで以上に、 この従来の
政策形成で行われてきた検討を強化しておく必
要がある。
このため、EBPMの推進に当たり、まず、当該
自治体における政策形成の現状を振り返る必要
が出てくるだろう。それは、組織の中に方法論
が存在しているか、自立的な政策形成ができて
いるか、政策の形成プロセスでボトルネックは
どこか、といったことを見つめ直すことになる。
また、公共的問題には悪構造性という特性があ
り、問題の構造化が重要な分析段階となるため、
この段階の検討が十分かといった確認も必要で
あろう（秋吉・伊藤・北山2010）。例えば、広島
県を見てみると、これまでの政策形成プロセス
の中で、問題の構造化というプロセスを重視し
ていることがわかる（広島県2018a）。
政策の形成プロセスの上流に当たる部分の強

化がなされるようになれば、問題に対する理解
と解決策の検討も十分になされており、既存の
エビデンスを参照する際の検討やエビデンスを
つくる段階の評価設問の整理に資することにな
るだろう。

⑤　既存の政策評価制度との関係
自治体の多くは、政策評価の仕組みを持ち、
その評価手法は業績測定である9。この政策評価
とEBPMは混同されることが多いと思われるが、
政策評価、業績測定とEBPM、そして、その根幹
であるエビデンスを作り出すためのインパクト
評価との関係をあらかじめきちんと認識してお
くことが重要であろう。
政策評価は、「アジェンダ設定」、「形成」、「決
定」、「実施」、「評価」という政策プロセスのう
ちの「評価」に力点を置き、「形成」や「実施」
へのフィードバックを意図している。「評価」の
段階で、業績測定が行われるため、事後評価と
なる。また、併せて、目の前にある政策の実施
結果をもたらした原因を過去に遡って検証しよ
うという思考がなされることになる。
一方、EBPMは、「形成」の段階に力点を置い
て妥当な解決策を選択しようとするものであり、
そこで検討がなされるインパクト評価は、政策
という介入（原因）の結果を探ろうとする発想
が基本となることから、発想の力点は事前評価
に置かれることとなる。
このように、自治体における現行の政策評価、
業績測定とEBPM、インパクト評価は異なる営み
であることをまず認識する必要がある。
現在、多くの自治体は、政策評価、業績測定
の発想になじむとともに、インパクト評価を適
用する枠組みを内部に明確に設けていないと考
えられるため、EBPMを進める際に、概念の混乱
が生じることになると考えられる。
こうした状況を乗り越えつつ、EBPMを推進す
る中で、両者の折り合いをどうつけるかを検討
する必要がある。それは、つまり、まず、どの
政策についてインパクト評価を行ってエビデン
スをつくるのか、つくる場合、どの程度の質（信
頼性）のエビデンスを求めるのかといった判断
やその判断を行う職員、手続きの決定、その判
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断が活かされる仕組みの構築等の体制作りが必
要である。そして、それ以外の政策は、従前の
政策評価を行うということになるだろう10。
例えば、広島県を見てみると、エビデンスに
高い質を求めることで得られるベネフィットと
費用や迅速性とのバランスをとるために、高い
質を求める政策を選定した上で、メリハリのあ
る形成プロセスを検討している（広島県2018a）。
そうして出来上がった体制の中で、それぞれ
の評価の役割や思考法が混同されることのない
よう、理解や認識を組織内で共有し、継承して
いく必要がある。

⑥　エビデンスをつくる場合の時間や場
エビデンスをつくるためには、一定の「時間」
と「場」を確保する必要がある。自治体におい
てエビデンスをつくる意思決定がなされた場合、
効果的な解決策を開発するためのテストに要す
る時間と場を確保する必要があるということで
ある。
ここから、まず、こうした時間が自治体の行
政運営に求められている時間とマッチするのか
の検討が必要になるだろう。また、場を設ける
ことも自治体の行政運営の方法にマッチするの
かの検討が必要である。
これまで、政策実施と言えば、政策の適用範
囲を自治体の有する区域全体や区域内の一定の
条件を満たす全ての住民といった形で実施する
ことを指す場合が多い。一方、エビデンスをつ
くる場合、こうした本格的な実施の前段階に、
考案した効果が実証されていない解決策を小規
模に実施し、効果の有無を検証して解決策を開
発するというテスト段階を置くことになる。
自治体は、こうした発想をこれまで明確に意
識して持っていなかったと考えられる。ただ、
自治体もこれまで本格的な実施を前に「効果を
検証する」等として「モデル事業」という実施
形態をとることもあったため、青柳・小林（2019）
も指摘するように、この「モデル事業」は自治
体におけるエビデンスをつくる場の候補になる
と考えられる。
次に、エビデンスをつくる場合の時間や場の
確保に当たり、制約ともなりうる行政計画につ

いて言及しておきたい。自治体は、総合計画以
外にも、多くの個別の政策分野で、主に国から
の要請を受けて計画を策定し、これに基づき政
策を実施している11。この計画の中に政策が並べ
られ、長期に固定化してしまうことになれば、
結果として、その計画期間中にエビデンスをつ
くるインセンティブが失われることになる。計
画策定の在り方について再考が必要であるし、
新たに計画を策定（計画の更新も含む）する際
は、エビデンスをつくる時間や場を確保できる
よう柔軟性を持たせる工夫を検討すべきであろ
う。

⑦　意思決定におけるエビデンスの扱い方
EBPMでは、エビデンスを十分に意識して政策
形成に当たっての意思決定を行うこととなる。
とはいえ、「エビデンスを意識するように」と急
に言われても戸惑うのが当然である。
あるエビデンスを得た場合、まず、結果の読
み方がわからないという統計学的知識やエビデ
ンスリテラシーの不足に起因する問題が生じる
だろう。このとき、結果の読み取り、評価デザ
インを踏まえたエビデンスの質の理解が必須で
あるし、統計的に有意ではない場合、エビデン
スの質が低い場合、外的妥当性等の理解と扱い
の判断が必要になる。さらに、エビデンスの解
釈には、統計学的知識に加えて個別の政策分野
の知識も求められることから、個別政策分野に
関する専門的知見の研鑽も必要となるだろう。
次に、担当の職員がそこまでできるとしても、
その上司あるいは組織内で、エビデンスの考え
方や扱い方が共有されていなければ、結局、組
織の意思決定時に意識されないこととなる。
組織への定着に向けては、あらかじめ、組織
内でエビデンスを何に使うのか、どう使ってい
くのかについての判断基準を組織の構成員の間
で共有しておく必要があるだろう。職員レベル、
組織レベルでエビデンスに対する一定の理解や
認識が共有され、エビデンスが意思決定時に意
識される土壌が求められる。ここからも、②で
述べたトップやマネジメント層の認識、理解と
その上でのリーダーシップが少なくとも必要に
なる。



地方自治体におけるEBPMの組織への定着に向けた
課題の考察 73

⑧　政策形成に携わる職員
⑦とも関係するが、組織への定着という視点
に立てば、政策形成に携わる職員に注目し、長
い目で見て育成や人材の確保を進めることが重
要になるだろう。例えば、広島県を見ると、前
述のとおり、職員の育成が重視されていた。
④で述べたように、EBPMを推進する中で、職
員には、従来の政策形成で行われてきた検討が
これまで以上に求められる。
また、全ての職員が同じ水準のスキルを有し
ている必要はないが、実証分析に関する理解も
求められる。政策介入の有効性の検証やデータ
分析を行う際には、評価学や統計学、計量経済
学に関する理論的な知識はもちろんのこと、実
務上直面する時間やコストといった制約等を考
慮しつつ必要とされるエビデンスの質に応える
評価デザインを組み立てる能力が求められる。
しかし、そもそも自治体の評価の現状に関し
ては、2～ 3年毎の人事異動でやってきた評価の
素人がにわか勉強の自己学習で評価業務をなん
とかこなしていることや評価学の専門に習熟し
た公務員が多いとは思われないといった指摘も
ある（山谷2016）。
こう見ると自治体内部での育成はハードルが
高いように思われるが、EBPMに取り組む場合、
必要となるスキルの全体像を明らかにし、どの
ポジションにどのようなスキルを求めるのか、
人材を内部で育成するのか、採用するのか、外
部委託といった手段をとるのか、それは研究者
かコンサルタントか、その実現可能性はどうか、
といった点について議論を行う必要が出てくる
と考えられる。
なお、内部で育成せず、外部の専門家を頼る
場合でも、自治体側が専門家の力量を見極めて、
適切なパートナーを得ていく必要がある。そう
なると、当然、自治体の少なくとも一部の部門
には実証分析をはじめとしてEBPMを理解する職
員を擁していることが求められるだろう。

（2）自治体外部における課題等
組織への定着に向けては、自治体内部に留ま
らず外部にも課題等が存在すると思われる。

①　「EBPM」という言葉・概念の定義
1,700を超える自治体がある中、「EBPM」とい

う言葉が定義されていない状況は、EBPMを議論
するための共通言語が存在しない状況であると
言える。
何を以ってEBPMに取り組んでいると言えるの
かがわからないままであるならば、前に踏み出
そうとしている自治体に不必要な混乱を招き、
結局踏み出せないといったことにもなりかねな
い。そればかりか、踏み出したとしても、易き
ところに流れ、そこで安住してしまう（例えば、
ロジックモデルの作成のみを以ってEBPMに取り
組んでいると言う等）ことにもなりかねない。
まず言葉・概念を定義・明確化することが必
要であり、共通言語や共通の認識の下、実際に
取組を進めるための知恵を自治体間で出し合う
ことが必要だろう。
なお、筆者は、第3節で述べたように、エビデ
ンスを政策介入の有効性を検証する因果推論の
実証結果という定義で考えた方が良いと考える。
なぜなら、方法論として認識が共有されている
実証分析を基本に、概念と対応させることで、
EBPMという言葉の定義が可能となり、EBPMが
もたらす新規性や付加価値を明確化できるから
である。また、この明確化の結果、従来の政策
形成プロセスが際立ち、そこで何をすべきかも
より明確になると考えられる。

②　「エビデンスをつかう」ための環境
EBPMを推進する中では、エビデンスをつくる
だけでなく、エビデンスをつかうことに取り組
む必要が出てくるだろう。
この点について、イギリスであればWhat Works 

Center、アメリカであればWhat Works Clearinghouse
といった組織が政策分野毎に既存のエビデンス
を整理し、わかりやすい形で提供しており、実
務家でもエビデンスをつかうことのできる環境
がインフラとして整備されている。
一方、日本では、現状、エビデンスをつかう
ための機会の提供が限られている。
こうした中で、例えば、広島県では、前述の

とおり、2019年度に形成段階において、既存の
エビデンスを参照するプロセスの整備を図ろう
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としていた。
このように各自治体がエビデンスをつかう取
組の必要性を認識して独自に取り組む場合も想
定されるが、全自治体の共通基盤といった形で
エビデンスをつかう、つかいやすくする環境が
整備されていかなければ、将来、自治体のEBPM
は構造的に行き詰まってしまう可能性がある。
エビデンスをつかうという点に関しては、研
究者との連携・協働も論点の1つであろう。個別
の政策分野に関するエビデンスについて詳しい
のはその分野の研究者であり、自治体がEBPMを
推進する上で、研究者との連携・協働は重要で
ある12。
自治体においては、これまでも審議会や研究
会といった形で、研究者との接点は存在してき
たが、両者がエビデンスを意識して議論する機
会は限られていたと考えられる。自治体がEBPM
を推進するに当たっては、支援を得られるよう
な連携・協働体制を構築することが望まれる。
とりわけ物理的に近接した場所に位置する大学
等の研究機関は候補であろう。
しかし、こうした意識を自治体が持つだけで
は不十分で、研究者、研究機関の側の意識や取
組も必要になる。
両者は地道に連携・協働を模索することとな
るだろうが、将来的に、地域の高等教育機関と
自治体等の恒常的な連携体制の構築が進められ
ることも想定される（中央教育審議会2018）。例
えば、この中で、EBPMの文脈から両者の連携・
協働も議論の俎上に上り、その契機となること
が望まれる。

7．最後に

EBPMの組織への定着に向けて、EBPMが要請
する行動様式を自治体の行政運営に適用しよう
とした場合、自治体のどこに課題が生じ、それ
を解決するためにどのようなことを検討する必
要があるのか、また、どのような解決策が考え
られるのかについて考察してきた。
これらからEBPMの組織への定着を図ることの
難しさを改めて確認することができるが、難し

いからこそ、今後易きところに流れて安住して
しまうことのないよう、腰を据えて取り組む必
要がある。また、取組を進めるための知恵を自
治体間で出し合うことも必要だろう。
昨今の「EBPM」の流れの中では、EBPMの付

加価値が自治体において継続的に発揮される状
態を目指し、模索していくことが大切だと思わ
れる。その過程で、本稿の内容が少しでも役に
立てば幸いである。
なお、本稿の内容は、自治体の執行機関を対
象としている。地方自治は、その統治構造上、
二元代表制と言われており、政治との関係は自
治体の政策形成を語る上で重要な論点である。
この点は今後の検討としたい。

注記

1 本稿において示す考えは筆者の個人的見解であり、
所属する組織の見解を示すものではない。

2 本稿の地方自治体は、都道府県・市町村・特別区を
念頭に置いている（都道府県47、市792、町743、村
183、特別区23の計1,788（2018年10月1日現在））。

3 一般的に、自治体の政策は、政策－施策－事業の3
層構造で理解されるが、本稿の「政策」は、このう
ち、施策、事業レベルに近い。

4 自治体と関係する「EBPM」の動きが見られ始めた
のは、2016年12月頃と考えられる（西畑2020）。

5 広域的自治体では、前述の自治体の他、岡山県、滋
賀県、徳島県が筆者の把握している範囲で動きがあ
る。

6 こうした自治体の状況の背景として、西畑（2020）
は、「因果推論を踏まえた独自の流れ」、「IT、デー
タ利活用の流れ」、「統計改革の流れ」、「地方創生の
流れ」の4つを指摘する。なお、国を中心とした状
況については、田辺（2018）の整理や青柳（2018a）
の指摘が参考になる。

7 西畑（2020）が指摘する因果推論を踏まえた流れに
該当する自治体は、広島県、葉山町、岡山県等が考
えられ、少数であると思われる。このうち、組織へ
の定着に焦点を当てている自治体として公表資料か
ら確認できるのは広島県である。なお、広島県の取
組は、「EBPM」の事例が整理されている神奈川県
政策研究センターによる事例集の中で、「組織・人
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材」に分類されている（神奈川県政策研究センター
2018）。

8 当日の様子は、広島県知事ブログに掲載されている
（https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/chijibulog/301130.
html）。

9 例えば、小野（2016）では、広域的自治体の取組が
取り上げられている。

10 専門家の間で、両者は相互補完的であることが言わ
れている（田辺2014）。

11 自治体の行政計画策定については、松井（2019）に
詳しい。

12 例えば、独立行政法人経済産業研究所のEBPMに関
する研究プロジェクトでは、残された課題の1つに
行政機関と研究者の連携を挙げる（https://www.rieti.
go.jp/jp/projects/program_2016/pg-09/007.html）。
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Current status and issues for Institutionalizing Evidence-Based Policy 
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Koji Nishihata

Hiroshima Prefectural Government
k.j.nishihata@gmail.com

Abstract

In recent years, some local governments in Japan have begun to introduce Evidence-Based Policy Making 
(EBPM). It is predicted that more and more local governments in Japan will introduce EBPM in the near future, 
but the author thinks it is important that rather being diffused than each local government sporadically collecting 
their own evidence, the system should be rooted into an organization in each local government body. This article 
focuses on the current status and issues for institutionalizing the EBPM. The author will shed light on some points 
wherein what behavioral patterns the EBPM would require, and what management of conventional local 
governments will call for will differ, which is an issue applicable to most Japanese local governments. Then, the 
author will make clear possible solutions by referring to the case of Hiroshima Prefecture. 

Keywords

Local Government, Evidence-Based Policy Making, Institutionalization in Organization, 
Hiroshima Prefectural Government



教育分野におけるエビデンス仲介機関の特徴 77

1. はじめに

文部科学省はEBPMの考え方を取り入れ始めて
いる（文部科学省 2019）。EBPM とは Evidence-
Based Policy Makingの頭文字を取った略称であ
り、エビデンスを最大限に活用した政策的な意
思決定を意味している（森田 2019）。
「エビデンス」はある介入効果を科学的に検証
した研究結果を意味しており、エビデンスを活
用する際、現時点で得られる研究の中で最も質
の高い研究を参照することが求められる。しか
し、蓄積され続けている研究の中から質の高い
エビデンスを抽出することは容易ではなく、エ
ビデンスの収集から活用に至るまでの間に多く

のコストが生じる。そこで、諸外国では、エビ
デンスの集約や伝達を専門的に担う機関（以下、
エビデンス仲介機関）を設立した。
エビデンス仲介機関は質の高い研究を厳選・

要約して提供しているため、政策立案者や教育関
係者は質の高いエビデンスを容易に参照できる。
日本の教育分野においてもエビデンスの活用
を目指すのであれば、同等の機能を有する機関
が必要になると思われる。そこで、本稿は教育
分野のエビデンスを集約・伝達している諸外国
のエビデンス仲介機関に焦点を当てる。そして、
エビデンス仲介機関の特徴を示した上で、教育
分野のEBPM推進の観点からエビデンス仲介機関
の在り方について検討する。

森　俊郎
岐阜県養老町立笠郷小学校

m072132@gmail.com

岡崎　善弘
岡山大学大学院教育学研究科
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【研究ノート】

教育分野におけるエビデンス仲介機関の特徴

要　約

エビデンスの活用は教育分野にも広がっており、2000年頃から教育のエビデンスを仲介する機関が諸外
国で設立され始めた。本稿は、諸外国のエビデンス仲介機関の特徴について調査した。3つのエビデンス
仲介機関（WWC、EEF、CUREE）の各特徴を調査した結果、WWCとEEFは研究を評価する基準を厳密に
定めており、WWCはランダム化比較試験を主に集約している一方で、EEFはシステマティックレビュー
およびメタアナリシスを主に集約していた。また、エビデンスの頑健性や介入効果を示す枠組みも異なっ
ていた。さらに、WWCとEEFは研究の要約を主に作成しており、CUREEはエビデンスの活用に関する支
援に主に取り組んでいた。最後に、教育分野のEBPMの観点からエビデンス仲介機関の在り方について考
察した。

キーワード

エビデンス仲介機関、エビデンスに基づく教育、EBPM

日本評価学会『日本評価研究』第20巻第2号、2020年、pp.77-88
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2. 目的

2-1. 教育分野におけるエビデンス
「エビデンスに基づく（Evidence-based）」とい
う考え方は医療分野から始まっており、エビデ
ンスに基づく医療とは、「現時点で得られる最良
のエビデンスを参照しながら、医療者の専門性・
経験と患者の環境・価値観を踏まえた上で意思
決定すること」を意味している（井伊・五十嵐・
中村 2019）。
「エビデンスに基づく」という考え方は教育分
野にも広がり（Davies 1999; Hargreaves 1997）、日
本でも議論が始まっている。例えば、国立教育
政策研究所は2010年9月にエビデンスに関する国
際シンポジウムを開催しており、2011年には「教
育研究におけるエビデンス」というタイトルで
紀要の特集も組んでいる。さらに、文部科学省
はエビデンスに基づいた教育政策を推進する体
制の構築に向けて諸外国の状況を調査しており、
エビデンスに基づく教育政策を支えるデータベ
ースの構築やエビデンスの生産（つくる）・伝達
（つたえる）・活用（つかう）を主導する人材育
成を課題として挙げている（家子・小林・近藤 
2017）。

2-2. エビデンスをつたえる・つかう
ある教育的介入の因果関係を科学的かつ厳密
に検証した研究は一般的に大学や研究機関が生
産しており、膨大な数が国内外で蓄積され続け
ている。しかし、研究の質は様々であり、研究
の収集や質の判断に求められるコストは小さく
ない。
エビデンスの活用を求めるのであれば、エビ
デンスを「つかう」政策立案者や教育関係者に
対してわかりやすく「つたえる」機関を設置す
ることが必要である。実際に、諸外国では質の
高い研究を要約したレポート等を提供する機関
が設立されている。
エビデンスを仲介する機関は、わかりやすく

「つたえる」ために研究結果を要約したレポート
を作成する等、利用しやすい形に作り直すこと
を主な業務としている。しかし、研究結果を要
約・図示する枠組みはエビデンス仲介機関の間

で異なっているため、各情報を参照する際には
注意を要する。

2-3. 本研究の目的
エビデンス仲介機関を日本に設立する・しな
いに関わらず、諸外国で設立されているエビデ
ンス仲介機関の特徴や枠組みを知ることは、日
本の教育分野のEBPMを推進する上で役立つと思
われる。そこで、本稿の第1の目的として、諸外
国のエビデンス仲介機関の特徴を整理する。次
に、本稿の第2の目的として、各エビデンス機関
の特徴を踏まえた上で、教育分野のEBPM推進の
観点からエビデンス仲介機関の在り方について
検討する。

3. 方法

3-1. エビデンス仲介機関の選定
本稿で扱うエビデンス仲介機関は以下の3つの
観点から選択した：（1）質の高い研究を要約し
たレポートをウェブサイト上で公開しているこ
と、（2）教育分野に特化した機関であること、
（3）利用者を教育関係者や政策立案者に設定し
ていること。
上記の観点に基づいて各エビデンス仲介機関
を 調 査 し た 結 果、 ア メ リ カ のWhat Works 
Clearinghouse（WWC）、イギリスのEducation 
Endowment Foundation（EEF）、イギリスのThe 
Centre for Use of Research and Evidence in Education
（CUREE）が該当した。

3-2. エビデンス仲介機関の調査項目
3つのエビデンス仲介機関を対象として、以下
の3つの観点から調査した：（1）エビデンス仲介
機関の基礎情報（設立背景・目的・役割）、（2）
提供している情報、（3）提供する情報を作るプ
ロセス。 
上記3点について、各機関が公開している資料
とインタビューに基づいて調査した。インタビ
ューは第1著者が各現地に赴いて実施した。
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4. 結果1: What Works Clearinghouse

4-1. 基礎情報

4-1-1. 設立背景
アメリカでは2000年頃から教育格差が大きな

問題となっている。2002年に制定された「落ち
こぼれ防止法（No child left behind act）（以下
NCLB法）」は、科学的に実証された施策・指導
方法の活用を政策や教育現場に求めた。また、
「科学的に実証された教育実践の重視」がNCLB
法の基本理念として挙げられており（吉良 
2009）、教育に関するエビデンスの需要を高めた
ことが仲介機関の設立と関係している。
アメリカ連邦政府は、エビデンスを教育現場
に伝える組織としてWhat Works Clearinghouse
（WWC）を教育省の教育科学研究所内に設立し
た。

4-1-2. WWCの目的と役割
教育効果の科学的情報を提供する中心的かつ
信頼される情報源になることをミッションとし
て掲げている。教師や政策立案者が利用しやす
いように、介入研究を要約したレポートや優先
事項をまとめたガイドブック等を提供している。

NCLB法の制定等が背景にあるため、学習支援
が主な目的として位置づけられている。アメリ
カ政府は2015年に「すべての生徒が成功する法
（Every Student Succeeds Act）（以下ESSA法）」を
新たに制定しているが、主な目的はESSA法でも
引き継がれている（森 2019）。

4-2. 提供している情報 （WWC 2020a）
WWCがレビュー対象としているトピックは12
分野（2020年3月時点）であり、（1）介入レポー
ト、（2）実践ガイド、（3）研究レビュー、（4）
参考情報を提供している。

4-2-1. 介入レポート
介入研究の概要と効果の要約が記述されてい
る。また、「エビデンスの頑健性」と「改善され
る程度」がマークを用いて視覚的に示されてい
る。

エビデンスの頑健性は6段階に分類される。例
えば、2件以上の研究で一貫してポジティブな介
入効果が報告されており、ネガティブな結果を
報告した研究が存在しない場合、エビデンスの
頑健性は「＋＋」と表示される。一方で、2件以
上の研究で一貫してネガティブな結果が報告さ
れている場合、「－－」と表示される。
改善される程度はパーセンタイル順位で示さ
れている。例えば、「15」と表示されている場合
は、65番目に位置するスコアから50番目に位置
するスコアに上昇することを意味している。

4-2-2. 実践ガイド
どこから何を始めたら良いのか等、学校や教
室の課題に取り組む教師を支援するために作成
されている。複数の研究結果を集約した推奨事
項、想定される課題、課題に対応する際のアド
バイスが記載されている。また、実践した教育
関係者の意見や専門家の意見も含まれている。
各ガイドの巻末には、エビデンスとして扱っ
た研究論文の詳細（介入方法・比較対照群・エ
フェクトサイズ等）が記載されている。現在24
件の実践ガイドが公開されている。

4-2-3. 研究レビュー
WWCが要約した研究を検索することができ
る。また、各研究は評価基準（後述するWWCス
タンダード）、研究デザイン、トピック、エビデ
ンスの階層（ESSA法）にフィルタリングして検
索することもできる。

4-2-4. 参考情報
WWCの概要・仕組み、実践ガイドの活用方法

等、WWCに関する総合的な情報が動画等で公開
されている。

4-3. 提供する情報を作るプロセス（WWC 2020a）
介入レポートを作る工程は5段階で構成されて
いる：（1）レビュープロトコルの作成、（2）関
連研究の収集、（3）スクリーニング、（4）レビ
ュー、（5）レポートの作成。
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4-3-1. レビュープロトコルの作成
介入方法、介入対象の年齢、トピックとして
収める範囲等、データベースから研究を収集す
る基準を設定する。

4-3-2. 関連研究の収集
作成したプロトコルに基づいて、データベー
スを利用して関連する研究を収集する。

4-3-3. スクリーニング
作成したプロトコルの範囲に収まっているか
どうか、介入の有効性は信頼できるか等の適合
度の確認が行われる。

4-3-4. レビュー
ランダム化比較試験、準実験デザイン、回帰
不連続デザイン、単一事例実験デザインがWWC
のレビュー対象に含まれる。また、WWCはラン
ダム化比較試験と準実験デザインをグループデ
ザイン試験と総称している。
各研究はWWCスタンダードに基づいて3タイ
プのいずれかに分類される （WWC 2020b）。
「ランダムに参加者をグループに振り分けてい
る」、「参加者の脱落が少ない」、「交絡している
要因やアウトカムに対して懸念がない」という3
つの条件が満たされた場合のみ、WWCスタンダ
ー ド に 適 合 す る 研 究（Meets WWC Design 
Standards Without Reservations）として分類され
る。
「ランダムに参加者をグループに振り分けてい
る」という条件を満たしていなくても、「介入す
る前のグループ間で違いが認められない」、「交
絡している要因やアウトカムに対して懸念事項
がない」という2つの条件が満たされていれば、
WWCスタンダードに条件付きで適合する研究
（Meets WWC Design Standards With Reservations）
として分類される。
「ランダムに参加者をグループに分けていな
い」、「介入する前のグループ間で違いが認めら
れる」という2つの条件に該当する場合、WWC
スタンダードに適合しない研究（Does not Meet 
WWC Design Standards）として分類される。

4-3-5. レポートの作成
各研究結果を要約したレポートをWWCのウェ
ブサイト上に公開する。レポートは、エビデン
スの頑健性や改善される程度を示す指標と合わ
せて公開される。

5. 結果2： Education Endowment 
Foundation

5-1. 基礎情報

5-1-1. 設立背景
イギリスの教育格差は深刻であり、社会経済
的に不利な立場に分類された子どもは約190万人
と推定されている。また、富裕層の5歳児と貧困
層の5歳児の間には約19ヵ月分の学力差が生じて
いるとも言われている（EEF 2016）。
教育格差が拡大していることを解決するため
に、教育省や民間財団等から多額の設立助成金
を受けて慈善事業団体（サットントラストとイ
ンペタス）が共同で2011年7月に設置した。助成
金を受ける一方で、運営は政府や財団から独立
しているため、政治的・資金的制約を受けてい
ない。

5-1-2. EEFの目的と役割
社会経済的に不利な子どもに対する教育支援
が主な目的である。親の収入と教育の関係を断
ち切り、どのような環境であっても子どもたち
が才能を最大限に発揮できるようにすることを
目指している（EEF 2016）。

EEFはエビデンスを「つたえる」だけでなく、
エビデンスを「つくる」役割も担っている。効
果を測定したい教育プログラムの募集を行った
上で、選ばれた教育プログラムに対してEEFが研
究費を助成している。選ばれたプログラムは原
則としてランダム化比較試験で効果を検証する
（家子・小林・近藤 2017）。

5-2. 提供している情報（EEF 2018）
EEFはウェブサイト上で（1）Teaching and 

Learning Toolkit、（2）ガイダンスレポート、（3）
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研究助成プロジェクトの情報を公開している。

5-2-1. Teaching and Learning Toolkit
研究を要約したレポートを無償で提供してお
り、Teaching and Learning Toolkit（以下、ツール
キット）を通して現在36件のレポートが紹介さ
れている（EEF 2016）。
ツールキットでは、エビデンスの頑健性、介
入の効果、コストを視覚的に示している。
エビデンスの頑健性は、（1）研究デザインの
タイプと報告件数、（2）測定されたアウトカム、
（3）因果関係の強さ、（4）研究結果の一貫性、
に基づいて5段階で評価される。例えば、（1）少
なくとも5件のメタアナリシスが報告されてお
り、そのうち3件は過去3年以内である、（2）5件
とも標準化された指標を用いている、（3）ラン
ダム化比較試験等の強い因果関係を示す研究デ
ザインで検証されている、（4）メタアナリシス
を通して結果が一貫している、という条件を満
たす場合、エビデンスの頑健性は最も高く評価
される。また、（1）研究が少なく、観察データ
で相関関係を調べている、（2）認知や学習に少
なくとも関連している指標である、（3）因果関
係が弱い、（4）結果が一貫していない、という
条件を満たす場合、エビデンスの頑健性は最も
低く評価される。
介入の効果は月数（12段階）で示されている。

12か月（1年間）分の学習的向上をエフェクトサ
イズ（0～ 1）に置き換えて提示している。例え
ば、「+1」と表記されている場合、エフェクトサ
イズが約0.02から0.09（1/12）であることを意味
している（表1）。
コストは25人の生徒を対象にした際の費用を

示している。年間80ポンドから2000ポンドまで
の費用が必要な場合、「£」のマークが1つ付けら
れる。「£」のマークは最大5つであり、年間
30000ポンド以上の費用が必要な場合、「£」が5
つ付けられる。

5-2-2. ガイダンスレポート
エビデンスを効率的・効果的に取り入れるこ
とができるように、実践的な視点で推奨事項が
記述されている。優先度の観点から推奨される

事項が記載されており、教師は何をどこから始
めると良いのかを知ることができる。現在16件
のガイダンスレポートが公開されている。

5-2-3. 研究助成プロジェクト
EEFが研究を助成したプロジェクトの結果のう

ち、効果を期待できるプロジェクトの一覧が掲
載されている。参加した学校数、生徒数、費用、
インパクト（月数）が掲載されている。

5-3. 提供する情報を作るプロセス
ツールキットで紹介する情報を作る工程は4段
階で構成されている：（1）特定・検索、（2）ス
クリーニング、（3）適合度の確認、（4）包括化。

5-3-1. 特定・検索
関心が高いトピックを定めた後、データベー
スを利用して関連する研究を収集する。網羅的
かつ体系的に関連研究を探索することを目的と

（出所）Education Endowment Foundation （2018）. Sutton Trust-
Education Endowment Foundation Teaching and Learning Toolkitに
基づいて作成

表1　学習的向上を示す表記（月数）と

エフェクトサイズの対応
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しているが、定量的データに基づいた介入研究、
システマティックレビューおよびメタアナリシ
スが対象になる。
レビュー対象になる主な研究論文はPRISMA

（Preferred Reporting Items for Systematic Reviews 
and Meta-analyses）声明に基づいて検索される。
PRISMA声明とは、メタアナリシス報告の質を向
上させるために、医学系の国際研究グループが
提案したガイドラインであり、システマティッ
クレビューおよびメタアナリシスの報告におい
て優先すべき項目が示されている（卓・吉田・
大森 2011）。

PRISMA声明は1996年に作成されたQUOROM
（Quality of Reporting of Meta-analyses）声明の更新
版である。

QUOROM声明は27項目のチェックリストと4段
階のフローチャートで構成されており、ランダ
ム化比較試験のメタアナリシスによる報告の質
の向上を目的に作成されていた。これらのチェ
ックリストとフローチャートがPRISMA声明で改
定されている。

5-3-2. スクリーニング
4つの観点からスクリーニングされる：トピッ
クに関連する研究であるか（トピック）、システ
マティックレビューおよびメタアナリシスであ
るか（研究の種類）、標準化されている指標、認
知能力検査、テスト成績であるか（アウトカム
の種類）、早期（2歳－5歳）と学齢期（5歳－18
歳）のデータが含まれているか（サンプル）。
システマティックレビューやメタアナリシス
が存在しない場合、個別の研究がレビュー対象
として含まれる。

5-3-3. 適合度の確認
最終的なスクリーニングが行われる。観察デ
ータに基づいたシステマティックレビューとメ
タアナリシスは除外される。ただし、実験研究
や準実験に基づいたシステマティックレビュー
やメタアナリシスが存在しない場合、観察デー
タに基づいたシステマティックレビューやメタ
アナリシスは除外されない。
最終的に残った研究がコード化された上で記

録される。コードは16項目：研究名、エフェク
トサイズ、FSMエフェクトサイズ、エフェクト
サイズの種類、標準誤差、標準偏差、95%信頼区
間、エフェクトサイズの範囲、研究数、効果を
示した研究数、参加者数、参加者の年齢の範囲、
媒介分析（有・無）、出版バイアス（有・無）、
メタ分析（該当・該当しない）、研究の質（高い、
高くない、不明瞭）。

5-3-4. 包括化
利用可能なデータを用いて、全体的なエフェ
クトサイズが算出される。

6. 結果3： The Centre for Use of Research 
and Evidence in Education

6-1. 基礎情報

6-1-1. 設立背景
教師を支援するために1998年に設立されたイ
ギリスの民間会社である（Cordingley 2008）。教
育プログラムの評価、エビデンス活用の支援、
日本の教員研修に相当する継続的な教育能力の
発達支援（Continuing Professional Development: 
CPD）に取り組んでいる。教師の教育能力の向上
はイギリス全体の課題であるため、教育技能省
（Department for Education and Skills: DfES）等の教
員研修に関連する機関と協力関係を結んでいる。

6-1-2. CUREEの目的と役割
教育に関する有益な情報を提供しても活用す
るかどうかは教師次第であり、教師が自発的に
情報を活用することが教育全体の水準向上につ
ながると考えているため、CUREEはエビデンス
の活用を具体的に支援するCPDに主に取り組んで
いる。

CUREEのCEOであるCordingley（2015）はエビ
デンスにアクセスすることが必要な教師ほどエ
ビデンスを利用しない傾向があることを指摘し
ており、利用したいと思うための支援が必要で
あると主張している。
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6-2. 提供している情報

6-2-1. The Research Informed Practice Site
2006年頃まではエビデンス検索サイト（The 

Research Informed Practice Site: TRIPS）を公開し
ていたが、現在は閉じている。TRIPSでは各教育
方法の効果や具体的な実践方法を簡潔に要約し
たレポートが掲載されていた。

6-2-2. ルートマップ
CUREEが学校を支援する際、地下鉄の地図の

ようなルートマップと呼ばれるツールを用いる。
研究を要約したレポートや解説動画等がルート
マップ上に配置されており、学校の状況や教師
のニーズに合わせてカスタマイズされている。
レポートはTRIPSで提供していた情報と同一であ
る。現在14種類のルートマップが用意されてお
り、有償で利用できる。

6-3. 提供する情報を作るプロセス
ルートマップ上に配置されるレポート等の作
成プロセスに関する情報は公開していなかった。
CUREEはEEFやEPPIセンターと協力関係を結ん
でおり、EEFが公開しているレポートやEPPIセン
ターが有償で提供しているEPPI Reviewerを利用
していたと思われる。

7. 総合考察

諸外国の教育分野のエビデンス仲介機関を概
観し、諸外国のエビデンス仲介機関の特徴を調
べた。各エビデンス仲介機関の特徴を表2に示し
た。以下では、日本の教育分野におけるEBPMの
観点からエビデンス仲介機関の在り方について
考察する。

7-1. 各エビデンス仲介機関の特徴
1つ目は「研究を収集する際の評価と基準」で
ある。WWCスタンダードやPRISMA声明に基づ
く等、内的妥当性に強く焦点を当てて研究を収
集している点はWWCとEEFで共通していた。し
かし、評価の基準は異なっていた。WWCはラン

ダム化比較試験や準実験デザインで実施された
研究を主なレビューの対象としており、EEFはシ
ステマティックレビューおよびメタアナリシス
を主なレビューの対象としていた。どちらも内
的妥当性の高さを担保できる研究であるが、研
究を収集する際の基準が異なっていることは
WWCとEEFを参照する際に留意すべき点である。

2つ目は「要約の視覚化」である。WWCとEEF
のどちらも分かりやすさを重視しており、視覚
的に分かるようにマークに置き換えて各情報を
整理していた。しかし、エビデンスの頑健性を
示す指標等、マークの意味が異なる点は注意が
必要と言えるだろう。例えば、WWCは結果の一
貫性に基づいて段階的にランクを示している一
方で、EEFはエフェクトサイズに基づいて段階的
にランクを示していた。視覚的な分かりやすさ
はエビデンスの活用の入り口として必要ではあ
るが、エビデンスの頑健性を評価する基準が異
なっていることはエビデンスを参照する際に留
意しなければならないだろう。

3つ目は「レビュー対象のテーマ」である。
WWCとEEFが公開しているレポートとガイドブ
ックを表3に示す。どちらもリテラシーに関する
レポート・ガイドブックを多く作成しており、
教育水準の向上を目的としている様子が伺える。
特に、WWCは教科に関するレポート・ガイドブ
ックや脱落を防止するレポート・ガイドブック
を多く作成しており、NCLB法やEESA法が影響
している様子が伺える。一方で、EEFは家庭環境
と学力のつながりを断ち切ることを目的として
いるため、教科に関するレポートだけでなく、
学習環境に関するレポート・ガイドブックを作
成している。例えば、保護者と協力して子ども
の学習を支援するためのレポート、芸術やスポ
ーツに関するレポート、問題行動や大学進学に
向けた支援に関するレポートが挙げられる。

4つ目は「レポートを作成するプロセスの開示
の有無」である。WWCはレポートを作成するプ
ロセスをProcedures Handbookで公開しており、
EEFはToolkit Manual 2018で公開していた。一方
で、CUREEはイギリスのEPPIセンターやEEFと
協力関係を結んでいることを公表しているが、
ルートマップ内で紹介しているエビデンスに関
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する指標や基準に関する情報は公表していなか
った。

5つ目は「支援のスタイル」である。各エビデ
ンス仲介機関の役割を表4に示した。EEFとWWC
は研究を要約したレポートやガイドブックを提
供している一方で、CUREEは教員研修を通して
エビデンスの活用等に関する具体的な支援に取
り組んでいた。EEFのCPDに関するレポートでも
報告されているように、研究の結果を理解して
も実践に適用することは難しい。エビデンスの
適用まで支援するスタイルはCUREEの主な特徴
と言える。

7-2. 日本の教育分野のEPBMとエビデンス仲介機関
EBPMの考え方で教育分野の施策を検討する
際、最初にエビデンスの有無が調査されるため、
要約されたエビデンスを豊富に紹介する機関の
必要性は高い。日本にエビデンス仲介機関を設
置・運営するためには少なくとも4つの課題を乗
り越えなければならないだろう。

1つ目はエビデンス仲介機関を運営する組織で
ある。政府や民間会社がエビデンスを仲介する
場合、独立性が課題になるだろう。近年の例と
して、研究機関と製薬会社の間で治療薬の臨床
結果を捏造していた事件が挙げられる。教育関

表2　各エビデンス仲介機関の特徴

（出所）Education Endowment Foundation （2018）. Sutton Trust-Education Endowment Foundation Teaching and 
Learning Toolkit，What Works Clearinghouse （2020a）. What Works Clearinghouse Procedures Handbook, Version 4.1.，
CUREEのHPに基づいて作成
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連会社や他の団体の利益につながるエビデンス
が捏造される可能性を含んでいることから、独
立性の課題の克服はエビデンス仲介機関を設立
する上で極めて重要と思われる。独立性の課題
を乗り越えるためには、EEFのように、政治的背
景や民間会社の利益から切り離された運営が最

も望ましいだろう。
2つ目は評価基準の作成である。各エビデンス
仲介機関は観察データに基づいた相関関係や単
に収集されたデータはエビデンスとして扱って
いない。また、経験に基づいた授業のテクニッ
クや科学的に検証されていないベストプラクテ

表3　WWCとEEFが公開しているレポート・ガイドブック

（出所）Education Endowment FoundationとWhat Works Clearinghouseのサイトに基づいて作成

（出所）筆者作成

表4　エビデンスに関係する各機関の役割と取り組み
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ィスも対象外だった。EBPMの考え方が広がる一
方でエビデンスに対する誤った理解も散見され
るようになっているため（原田 2015）、誤解が生
じないように、また、内的妥当性の高さを担保
するためにもWWCスタンダードやPRISMA声明
等を参照しながら各研究の評価基準を作成する
必要があると思われる。

3つ目は人材育成である。人材育成は教育政策
分野と学校教育分野に分けて議論する必要があ
るだろう。
教育政策分野の場合、教育政策の効果を検証
する各自治体が今後増加すると思われるため、
効果検証のデザインや統計学に関する知識等、
エビデンスを「つくる」ことに重点を置いた人
材育成が必要と思われる。一方で、学校教育分
野の場合、「つくる」よりも「つかう」ことに重
点を置いた人材育成が必要である。例えば、エ
ビデンス仲介機関が作成したガイドブックを読
んだ上で、推奨されている事項を学校や教室で
どのように適用するかを検討することができな
ければならない。
どのような課題に対してどのような方法が選
択できるのか等、ニーズに合わせてエビデンス
を紹介するだけでなく、CUREEの取り組みのよ
うに、エビデンスの適用の仕方を支援する人材
も必要と思われる。また、利用できるエビデン
スが存在しない場合、エビデンスを作る（評価
方法を設計した上で政策の効果を調べる）こと
が検討される。その際も担当者は研究デザイン
と因果関係の強さの対応関係を理解しておかな
ければならない。

4つ目はエビデンスを利用する目的である。
WWCやEEFは限られた財政の中で確実な教育効
果を得るためにエビデンスの活用を試みている。
WWCやEEFはより良い意思決定を支援するため
の道具の1つとしてエビデンスを提供している点
に留意したい。日本では、経験に基づいた教育
に対する批判としてエビデンスを持ち出してい
る傾向が強い。経験だけに基づいて誤った介入
が実施されることは避けられるべきだが、学校
教育に対する批判の道具としてエビデンスを持
ち出すのではなく、子どもたちの学力向上やウ
ェルビーイングの向上に役立てる道具の1つとし

て認知されるように努めることもエビデンス仲
介機関の義務と言える。
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The characteristics of evidence institutions in education
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1．背景と既存文書の分析

国際開発分野において「エビデンスに基づく
政策立案」（EBPM: Evidence-Based Policy Making）
が世界的に大流行している。Shayda, M.S. and 
Brown, A.N. （2018）によると、インパクト評価の
件数は、2000年代に入って急速に増加しており、
近年は年間400-500件の規模で推移している（図
1）。ただし、このグラフに含まれるインパクト
評価のデザインは、ランダム化比較試験（RCT：
Randomized Controlled Trial）だけではなく、マッ

チングデザインなどの準実験デザインも含まれ
ることに留意して見る必要がある。このインパ
クト評価の増加の趨勢は、この論文で解説する
アメリカの3つの研究機関の設立に端を発して世
界的に拡大している。この動向をWhite H. & 
Masset, E （2018）は4つの波として解説している
が、筆者の専門の評価学から見ると、そのはる
か以前にもう1つの波があったと言えるのでその
波を加えて表にまとめた（表1）。
まず第0の波と言えるのが、1960-1970年代の波

で、1969年にキャンベルが書いた論文で、実験

【研究論文】
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国際開発分野における「エビデンスに基づく政策立案」（EBPM: Evidence-Based Policy Making）の実践
として、インパクト評価（Impact Evaluation）が広く普及している。そこで使われているデザインは最も
厳格なデザインであるランダム化比較試験（RCT）である。本稿ではインパクト評価を推進して、評価結
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の混同に起因する問題、（4）NGOsとの協働による介入実施とデータ収集の可能性、（5）IT業界のバックア
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デザイン（Experimental Design）、現在で言うとこ
ろのRCTを社会科学分野で適用しようという主張
がなされた。次の通りである。「アメリカ合衆国
とその他の現代国家は、社会の改善に向けて、
実験的アプローチを用いる用意ができなければ
ならない。ここで言う実験的アプローチとは、
特定の社会問題を解決するためにデザインされ
た新しい施策を実施する際に用いるアプローチ
であり、このアプローチによって、不完全なが
ら複数の基準に照らしたときに明らかな効果が
あったのかどうかを確認し、その確認の結果に
基づいて、施策を維持するか、改善するか、ある
いは中止するかを決定することになる。」
（Campbell, D.T.1969, p.409）。その後、1979年に、
現在まで続くRossi, Lipsay, Freeman のEvaluation: 
A Systematic Approachの初版が発売されたが、そ
のはしがきによると、著者たちが個別にUNESCO
の国際会議に招待されたことが書かれている。
その会議に出席していたOECDの代表者の勧め
で、その国際会議で出会った3人の著者が発表原
稿を国際開発分野向けに編纂したのがEvaluating 
Social Projects in Developing Countries （1979）で、
アメリカ国内向けに出版したのがEvaluation A 
Systematic Approach 1st editionということになる。
そ の 初 版 で は、 援 助 案 件 で は な い が、
Experimental Designの適用の実例としてメキシコ
における子供向け番組Sesami Streetの事例が掲載
されている。その本でも解説されているとおり、
キャンベルの論文発表後に、RCTに代表される科
学的評価対実践的評価の論争があった。ただし、
この第0の波は激しい論争を引き起こしただけ
で、論争の結果は、RCTに否定的な実践的アプロ
ーチおよび定性的アプローチの派閥が優勢のま
ま、その後10年以上の時が過ぎたことになる。
その後の第1の波は、1990年代のNew Public 

Management （NPM）の影響の下で起こった。具
体的には、1992年のEffective implementation : key 
to development impact （いわゆるWapenhans report）
において、それぞれのプロジェクトはアウトカム
指標（Outcome Indicators）を設定すべきだという
主張がなされた。その頃、アメリカではGovernment 
Performance and Results Acts （GPRA:1993）が成立
して、全ての省庁は、民間企業に倣って、Strategic 

Planを作成してPerformance Measurementを実施し
てその結果を議会に報告するように義務付けら
れた。Strategic Planはもちろん、定量的な指標と
数値目標を設定することを含む。国際開発の分
野でも同じ発想に基づくMillennium Development 
Goals （MDGs）が国連主導で合意された。しかし、
この時代にアメリカ会計検査院（GAO）がアメ
リカ国際開発庁（USAID）に対して指摘したよ
うに、「USAID以外の多くの要因が幅広く影響し
ているので、アウトカム指標は、ある特定の機
関（USAID）の努力のみを測定することはでき
ない」とその限界が認識された（White, H & 
Masset, E. 2018）。ただし、定量的にインパクトを
測定することの重要性は広く認識されるように
なった時期と言える。なお、1970年代から1990
年代に国際開発分野においてRCTを適用した数少
ない事例（7例）を解説した先駆的な論文がこの
時期に発表されている（（Newman, Rawlings & 
Gertler 1994）。
第2の波は、2003年の貧困アクションラボ（J-PAL: 

Poverty Action Lab.）の設立と、Innovations for 
Poverty Action（IPA）の設立から始まる。貧困ア
クションラボは、インパクト評価の手法として
RCTしか使用しないと宣言しているし、IPAも同
様にRCTを使用してインパクト評価を実施してい
る。この実施の背景としては、Abt Associatesの
Larry Orr（1998）が指摘しているように、当時主
流であった回帰分析をはじめとする統計分析（本
人は“structural models”と呼称）では、客観的に
介入のインパクトを特定できないということが
広く経験されるようになったことが挙げられる
と思われる。貧困アクションラボとIPAは、驚嘆
するしかない勢いでRCTを適用したインパクト評
価を実施し続けて、設立からわずか数年で数百
に及ぶインパクト評価を実施した。この時期に
一気にインパクト評価の累積件数が増加したわ
けである（図1参照）。
第3の波は、RCTを適用したインパクト評価の

継続的な増加と、こうした状況を踏まえて開始
されたメタアナリシス（Meta-Analysis、別名
Systematic Review）などのセクター別レビューの
増加である。メタアナリシスの手法自体はすで
に1990年代以前に確立されていたと言える。メ
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タアナリシスは、複数のインパクト評価（その
デザインは主にRCT）を統合して、より客観的な
インパクトを明らかにする試みである。2006年
に非営利の研究団体であるCentre for Global 
Developmentが 発 表 し た「When Will We Ever 
Learn?」という報告書で、エビデンスを集積する
新しい機関の設立が提案された。その提案を受
けて2008年に設立されたInternational Initiative for 
Impact Evaluation （3ie）が最初のメタアナリシス
（Systematic Review）の報告書を公表したのが
2008年である。それ以来、3ieはメタアナリシス

の報告書を産出し続けている。3ieのSystematic 
Reviewの サ イ ト（https://www.3ieimpact.org/
evidence-hub/publications/systematic-reviews）で、
「Systematic Reviews」を選択すると、44件の報告
書が表示される（2019年11月時点）。また厳格な
メタアナリシスより幅広い「レビュー」と「プ
ロトコール」の合計では600件以上が登録されて
いる。ここで言うプロトコールとは、レビュー
の理論的根拠、仮説、および計画された方法を
説明したもので、レビューを開始する前に準備
して公開されるものである。また、貧困アクシ

（出所）White, H. & Masset, E. （2018）. 第0の波を筆者が追加したほか、一部区分を変更している。

表1　国際開発におけるエビデンスの波（第0～第4の波）

図1　インパクト評価の件数の推移

（出所）Shayda M.S. & Brown, A.N.（2018）から転載
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ョンラボやIPAでも、厳格なメタアナリシスの手
法を用いないまでも、セクター別レビューを産
出するようになった時期である。
第4の波が、2010年代後半に入ってからの「エ

ビデンスの洪水」（Flood of Evidences）とも呼べ
るような状況である。そしてそれに対応した「知
識の伝達」（Knowledge translation）あるいは「エ
ビデンスから政策へ」（Translating evidence to 
inform policy）の動きである。RCTを適用したイ
ンパクト評価およびそのメタアナリシスによっ
てエビデンスが蓄積されてきたが、それが予想
したとおりには政策に反映されていないという
批判に対する動きである（浅岡2016、青柳2017）。
つまりこの「エビデンスの洪水」という状況は、
1970-1980年代の評価学での論争を起点として見
ると、信じ難くそして歓喜に値する状況である
が、一方ですぐに問題点として語られるように
なったわけである。これに対して各機関が専用
のウェブサイトを用意して、産出したエビデン
スが政策に活かされるように努力を続けている

のが、現在の状況である。貧困アクションラボ
は「E v i d e n c e  t o  P o l i c y」、 I PAは「P o l i c y 
Engagement」といった専用のサイトを公表して
その努力を続けている。また、3ieの「Evidence 
Gap Map （EGM）」は、本来はインパクト評価が
足りない分野においてその実施を促すことが目
的であると理解されるが、政策立案者がエビデ
ンスの蓄積具合を参照するためにも活用できる
と思われる。

2． 新興の非営利の研究調査機関の現状
（貧困アクションラボ（J-PAL）、IPA、3ie）

本節では、これらの動きをリードする3つの非
営利組織である貧困アクションラボ（J-PAL：
The Abdul Latif Jameel Poverty Action Lab）、3ie
（International Initiative for Impact Evaluation）、IPA
（Innovations for Poverty Action）について、その起
源と最新の動向を概観する（表2、表3を参照）。

表2　新興の非営利の研究機関（貧困アクションラボ（J-PAL）、IPA、3ie）の基本情報1

（出所）貧困アクションラボ（J-PAL）、IPA、3ieのウェブサイト。2019年4月時点の情報。
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2-1. 新興の非営利の研究研究機関の概要とイン
パクト評価の概要

⑴　貧困アクションラボ（J-PAL）
貧困アクションラボ（J-PAL）は、2003年にマ
サチューセッツ工科大学（MIT: Massachusetts 
Institute of Technology）の経済学部の教授である
Abhijit Banerjee, Esther Duflo, Sendhil Mullainathan
の3人のリードにより設立された非営利の研究セ
ンターである（J-PAL 2018）。当初は、ハーバー
ド大学の経済学部の教授陣も名を連ねていたと
記憶しているが、現在はこの3人がリードしたと
公式に記載されている。センターの名前にある
Abdul Latif Jameelとは、MIT経済学部の卒業生の
サウジアラビア人の名前で、貧困アクションラ
ボは、同氏の寄付金を基に設立された。現在で
は、多数のパートナー（資金支援者）から支援
を受けており、主な資金支援者にThe Bill and 
Melinda Gates Foundation、The William and Flora 
Hewlett Foundation、MacArthur Foundation、Sloan 
Foundation（MITのビジネススクールにもその名

を冠している）などがおり、さらに、イギリス
の国際開発局（DFID）が名を連ねている。

2019年4月時点で952件のRCTを適用したインパ
クト評価を実施している。81カ国の研究者
（Affiliatesと呼称）がインパクト評価の報告書を
執筆しているが、実際の介入は国際NGOsが実施
する事業であることが多い。内訳は、農業（82）、
犯罪・暴力・紛争（52）、教育（234）、環境・エ
ネルギー（41）、ファイナンス（277）、企業（22）、
ジェンダー（145）、保健（191）、労働市場（142）、
政治経済・ガバナンス（211）となっている。一
方、メタアナリシスは実施していない。かわり
にPolicy Insightというサイトを設けて、複数のイ
ンパクト評価から得られたセクター別のLessons 
Learnedを掲載している。
また、図2に、マイクロファイナンスに関する

Policy Insightに掲載されている貧困アクションラ
ボによるセクター別レビューの実例を掲載する。
この実例から分かることは、貧困アクションラ
ボは、複数のインパクト評価から得られたイン

表3　新興の非営利の研究機関（貧困アクションラボ（J-PAL）、IPA、3ie）の基本情報2

（出所）貧困アクションラボ（J-PAL）、IPA、3ieのウェブサイト。2019年4月時点の情報。
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パクトの幅を数学的に統合するメタアナリシス
よりもこうしたレビューの手法をより信じてい
ると推察されるということである。
なお、952件のうち、データを公表しているの
は198件（21%）である。インパクト評価の適用
は、貧困アクションラボの研究者（Affiliates）が
国際NGOsと協力して実施するパターンが多く、
NGOsの事業費の一部を支援する場合があるとし
ており、これがNGOsの協力のインセンティブに
なっていると理解される。
⑵　Innovations for Poverty Action（IPA）

IPAは、2002年にMIT経済学大学院の卒業生の
Dean Karlanによって設立された。彼のアドバイ
ザーはAbhijit BanerjeeとEsther Dufloであったし、
両氏はIPAの理事会にも名前を連ねている。した
がって、貧困アクションラボとIPAは協力関係に
あり、共同でインパクト評価を実施するケース
も見られる。ただし、なぜ2つの組織に分かれて
活動しているのかはIPAのウェブサイトにも記載
がないので理由は不明であり、競争関係にある
とも言える。なお、同ウェブサイトでは、「IPA
は、RCTを適用したインパクト評価の最大規模の
実施者（Largest implementer）である」という記

載があるが、インパクト評価の数では貧困アク
ションラボには及ばない。約110のFundersと約
150のDonorsから資金支援を受けており、主な資
金支援者にThe Bill and Melinda Gates Foundationな
どのFoundationsの他、Inter-American Development 
Bank（IDB）、イギリスの国際開発局（DFID）、
アメリカ国際開発庁（USAID）、そして国連機関
や世界銀行などが並んでいる。貧困アクション
ラボが国際NGOsとの協力関係が深いのに比べ、
IPAはこうしたドナー政府・ドナー機関との関係
が深いようである。

IPAは、2019年4月の時点で51カ国において831
件のRCTを用いたインパクト評価を実施してい
る。メタアナリシスは実施していないが、Key 
Findingsとして、セクター別の主なFindingsを掲
載している。掲載しているのは、農業、教育、
ファイナンス、平和・復興、SME支援、社会包
摂の各分野である。一部のインパクト評価でデ
ータを公表している（ハーバード大学のサイト
を利用している）が、件数は集計されていない
ので、総数に対する比率は計算できなかった。
また、Competitive FundsとしてRCTを用いたイン
パクト評価の実施を資金支援している。

（出所）貧困アクションラボ（J-PAL）

図2　Policy Insightの実例（マイクロファイナンス）
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⑶　 International Initiative for Impact Evaluation
（3ie）
国際開発分野における学会誌であるJournal of 

Development Effectiveness （JDE）（無料で公開されて
いる）を発行しているCenter for Global Development
（CGD）という非営利の組織がある。設立は2001
年で、最大の資金支援者は、The Bill and Melinda 
Gates FoundationとThe William and Flora Hewlett 
Foundationである。この組織は、研究者が集まっ
ていくつかのワーキンググループに分かれて研
究を行っており、そのひとつにEvaluation Gap 
Working Groupがある。同ワーキンググループに
は、貧困アクションラボの設立者の1人である
Esther Dufloがメンバーとして参加している。同
ワーキンググループの目的は、「国際開発分野で
は、なぜ開発資金の総額に比べて極めてわずか
の評価しか行われないのか」、つまり評価ギャッ
プ（Evaluation Gap）の原因を議論して明らかに
することである。同ワーキンググループが発表
した中で影響力の大きかった論文が「When Will 
We Ever Learn?: Improving Lives Through Impact 
Evaluation」（CGD 2006）である。その中で「The 
Evaluation Gap Working Groupは、新しいentity－
それは委員会、ネットワーク、事務局、あるい
は組織－が必要であるという合意に達した」と
述べた。新しい組織の価値は、（貧困アクション
ラボをはじめとする）個別の機関が産出するイ
ンパクト評価の情報を整理してデータベース化
するとともに、複数のインパクト評価をレビュ
ーして、国際開発に有用な知見を得て普及させ
ることであった。具体的な機能として、①厳格
な評価の基準を確立する、②評価デザインと評
価結果のレビューを行う、③優先されるべきト
ピックを特定する、④インパクト評価のための
資金支援（Grant）を提供する、⑤情報を整理し
て広報する、⑥知識を産出して解釈して活用す
る能力を構築する、などとした。また、同報告
書に記載された重要な問いかけとして、「10年後
に、我々は、極度の貧困と戦うために何が機能
するかの知識が不足しているとして未だに嘆い
ているか、あるいは、社会開発の効果について
エビデンスを有して開発のための資源を有効に
活用しているか、どちらだろうか」という問い

を設定した。その報告書から10年以上が経過し
たが、現状はどちらであろうか。
この提言（CGD 2006）を受けて、2年後の2008
年にInternational Initiative for Impact Evaluation 
（3ie）が設立された。本部はインドのニューデリ
ーで、支部がロンドンとワシントンD.C.に所在す
る。3ieのサイトによると、主要な資金支援者の
トップ3は、The Bill and Melinda Gates Foundation、
イギリスの国際開発局（DFID）、The William and 
Flora Hewlett Foundationである。初代の事務局長
（Executive Director）は、Campbell Collaborationの
CEOであったHoward Whiteが就任した。

3ieでは、2019年4月現在で4,727件のインパクト
評価の情報をデータベース化している。もちろ
ん貧困アクションラボとIPAによるRCTを適用し
たインパクト評価の結果も含まれている。しか
し3ieの特徴は、RCTに限らずいろいろなデザイ
ンのインパクト評価の結果を含めていることが
挙げられ、3ieのデータベースでは評価デザイン
による検索ができる。具体的には、RCT（1974）、
RDD（回帰・分断デザイン、90件）、PSM（傾向
スコアマッチング法、499件）、IV（操作変数法、
244件）、DID（差の差法、506件）、Mixed Method
（混合法、80件）が検索できる。もちろん、ひと
つのインパクト評価で複数のデザインや手法を
用いている場合も多数あると理解される。なお、
データが入手可能なのはわずか32件（0.6%）に
留まっている。
また、3ieではメタアナリシスを積極的に実施
しており、すでに解説したとおり、現時点で44
件のSystematic Reviewの報告書が公表されてい
る。さらに、600件以上のレビューおよびプロト
コールを公表している。さらに、メタアナリシ
スはそもそものインパクト評価が十分に数多く
あることが必須の条件となることから、各セク
ターにおいて、どのサブセクターあるいはどの
タイプの介入行為のインパクト評価が不足して
いるかを解説したEvaluation Gap Map（EGM）を
作成して公表している。また、そのEGMの報告
書にも整理された教訓が記載されている。

3ieは、自らインパクト評価を実施することは
なく、インパクト評価の案件を公示して公募で
Grantを提供している。その総数は、304件（イン
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パクト評価243件、システマティックレビュー
（メタアナリシスの別名）38件、その他の調査23
件）である。

2-2. 貧困アクションラボ（J-PAL）、IPA、3ieの
SDGsへの貢献に関する言及

近年、国際開発を語る上ではずせないのが、
Sustainable Development Goals （SDGs）である。厳
格なインパクト評価を主導してきたこれらの3つ
の機関のSDGsへの貢献はどの程度であろうか。
それぞれの機関のウェブサイトにはSearch（検索
窓）が設置されている。これはそれぞれのデー
タベースに登録された報告書の本文まで対象と
した検索が行われると理解される。それによる
と、SDGsへの言及は、貧困アクションラボが2件
のみ、IPAが2件のみ、3ieが8件のみであった。3ie
の結果が比較的充実しており、3ieの現職の事務局
長による「How synthesized evidence can help with 
meeting the Sustainable Development Goals」（2016）
と、3ieの初代事務局長であるWhiteの「Toward 
evidence-informed policies for achieving the 
Sustainable Development Goals」という論文があっ
た。総じて、SDGsの議論への貢献は極めて限ら
れていると言わざるを得ないであろう。

2-3. 新興の非営利の研究研究機関のファイナン
スの現状

以上のように大規模にインパクト評価を実施
しているこれらの組織の活動資金はどこから出
ているのであろうか。
図3は、それぞれの年次報告書に記載のある収

入・支出のページに記載のある寄付を円グラフ
にしたものである。独立の非営利組織である
IPA、3ieの情報は得られたし、3ieに関しては具体
的な金額一覧も情報も入手できた。一方で、大
学の一部という形態を取る 貧困アクションラボ
（J-PAL）の情報は得られなかった。ただし、3ie
の設立を提言した2001年設立の独立の研究機関
であり、学会誌も発行しているCenter for Global 
Development（CGD）の年次報告書に寄付先の一
覧の情報が得られたので同様に円グラフにして
表示した。収入規模は、IPAが42.5億円、3ieが8.5
億円、そしてCGDが66.4億円であり（1ドル=100

円換算）、アメリカの研究機関の巨大な資金規模
がわかる。なお、寄付者は、すでに解説した通
り、Bill and Melinda Gates FoundationとWilliam 
and Flora Hewlett Foundationを筆頭に民間の財団が
並んでいる。ただし、USAID（アメリカ）、DFID
（イギリス）、国連機関も寄付者に名を連ねてい
ることもわかる。

3． 伝統的な援助機関におけるインパクト
評価の取組

インパクト評価に取り組んでいる国際機関で
ある世界銀行、そして二国間援助機関であるア
メリカ国際開発庁（USAID）、イギリス国際開発
局（DFID）、日本の国際協力機構（JICA）におけ
るインパクト評価の実施状況はどうなっている
だろうか。以下に解説する（表4参照）。

3-1. 世界銀行
世界銀行は、Development Impact Evaluation

（DIME）というグループを立ち上げて、伝統的
な援助機関の中では最も積極的にインパクト評
価に取り組んでいる。2018年4月末時点で合計
291件のPolicy Research and Working Papersを公表
しており、200件以上がインパクト評価の結果を
取りまとめた報告書である。データが得られた
間近の過去3年間（2015-2017年）を見ると、2015
年に40件、2016年に32件、2017年に33件のイン
パクト評価を実施している。デザインとしては
RCTが多いが、その他のデザインも用いていると
している。インパクト評価を60カ国で実施して、
US＄180million（≒180億円）をインパクト評価
の実施に投入して、US$180billion（≒18兆円）の
レバレッジ（効果）を生み出したと報告してい
る。政策に反映させるために、政策立案・実施
の各フェーズで評価結果を活用しているとして
いる。

3-2. アメリカ国際開発庁（USAID）
USAIDでは、Development Experience Clearing-

houseという部署を立ち上げて評価報告書を整理
して提供している。データが得られた3年間
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図3　 3機関（IPA、3ie、CGD）の財源の内訳

3ieの設立を提言したCenter for Global Development(CGD)の収入（複数年のプレッジ）
（Funding Agreements Active in 2019）

（出所）3ie Annual Report 2017

（出所）CGD Financial Transparency

（出所）IPA 2017 Annual Report
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（2015-2017年）の評価報告書のうち、Randomized 
Controlled Trialという単語に言及した報告書は、
2015年は188件中23件、2016年は145件中10件、
2017年は161件中17件であった。ただし、その言
及が、RCTを適用したことの証左なのかどうかは
それぞれの報告書を深く読んでみないと分からな
い。一方、別の報告書によると、最近提出された
296件の評価結果のうち、わずか39%がサーベイ
を実施した評価で、たった9%が比較グループを
設定した評価であった。そして、わずかに1件が
RCTデザインを適用したインパクト評価であったと
いう報告があった（Rose, S. & Glassman, A. 2017）。
USAIDの研修教材であるCLA （Collaborating, 
Learning, and Adapting）’s Evaluation Toolkitにも
RCTの説明は出てこないようである。こうした状
況を受けて、Center for Global Developmentでは、
なぜUSAIDはEvidence-Based Practiceへの取組が
なされていないかの議論がおこなわれ、その議

論が掲載された（Rose,S. & Gassman, A. 2017）。
それによると、（i） Strategic PlanとPerformance 
Measurementの組み合わせというマネジメントツ
ールが普及しており、設定された指標の指標値
を収集するモニタリングに忙しい、（ii）人事ロ
ー テ ー シ ョ ン が 頻 繁 に 行 わ れ る た め、
Performance Measurementによる定期的な指標値の
報告に重点が置かれ、結果が出るまで長期間を
要するインパクト評価に取り組むインセンティ
ブがない、などを理由としてあげている。そし
て、解決策として、（i） Evidence, Evaluation, and 
Learning （EEL）という新しい部局を創設するこ
と、（ii）各種のインセンティブを設定することな
どが提案されている。この状況は、民間のマネジ
メント手法の導入を定めた画期的なGovernment 
Performance and Result Act （GPRA:1993）が、アメ
リカの政府機関に広く定着した結果であり、皮
肉にもその定着が、USAIDにおけるEvidence-

表4　伝統的な援助機関（世界銀行、USAID、DFID、JICA）のインパクト評価の概要

（出所）各機関のAnnual Report 2015-2018; Rose, S. & Glassman, A.（2017）.

1　“The extremely small proportion of USAID impact evaluations (less than 1 percent, according to two recent 
studies) suggests that the agency is overlooking opportunities to answer questions about what works. (2009-
2012)”. (Rose, S. & Glassman, A. 2017)

2　In addition to external evaluation, significant number of internal evaluations are conducted every year.
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Based Practiceの普及を遅らせてしまったというわ
けである。

3-3. イギリス国際開発局（DFID）
DFID内のResearch and Evidence Division （RED）
の中にEvidence Departmentを設置して、さらにそ
の 中 にEvaluation Unit（EvU） を 設 置 し て、
Evidence-Based Practiceに取り組んでいる。EvUは、
厳格なエビデンスの収集を行い、それをDFIDの
援助プログラムに反映させることを業務として
いる。EvUでは、RCTをはじめとして、その他の
厳格なデザインの適用を奨励している。DFIDの
評価報告書の数はそもそも限られているが、
2015/16年には29冊の報告書を公表し、そのうち2
件でRandomized Controlled Trialに言及している。
2016/17年度は、評価報告書25冊の公表のうち、4
件で言及があった。2017/18では、評価報告書13
冊の公表のうち、3件で言及があった。政策への反
映のために2ページのサマリー（two-page, digestable 
summary）を用意することに力を入れている。ま
た、EvUとは別に、The Centre of Excellence for 
Development Impact and Learning（CEDIL）を設置
して、インパクト評価とメタアナリシス（Synthesis
と呼称）に取り組むとしており、これは、イギ
リス版3ieといった役割を期待されていると理解
される。なお、DFIDは、3ieなど、この論文で紹
介した非営利の研究機関の寄付者に名を連ねて
いるのも特徴的である。

3-4. 国際協力機構（JICA）
最後は日本のJICAであるが、日本の行政機関
の中では最も積極的にインパクト評価を推進し
ており、国内では他の追随を許さないほどであ
る。2019年4月の時点で合計29件のインパクト評
価報告書を公表しており、用いられているデザ
インのほとんどはRCTである。これは国際開発分
野の援助機関として、国内の横並びでは全く足
りずに、国際的な横並びを求められることに起
因していると考えられる。インパクト評価の公
表件数について、データが得られた過去3年
（2015-2017年度）を見ると2015年度が6件、2016
年度が5件、2017年度が3件となっている。また、
2018年度は2件の公表があった。この傾向に関し

て、RCTがインパクト評価という形を取らずに、
個別の技術協力プロジェクトにおける実証フェ
ーズで広く使われるようになったという説明が
なされることがある。また、JICA評価部だけで
はなく、JICA研究所の他、課題部でもインパク
ト評価を実施している。なお、インパクト評価
を実施して、その結果がどのように日本の援助
の政策選択あるいは事業選択に役立ったのかの
研究とその報告はまだなされていないと認識し
ており、研究の実施が待たれるところである。

4．考察と今後の課題

以上、新興の非営利の研究機関と伝統的な援
助機関におけるインパクト評価の取組の現状を
解説したが、以下の点が考察と今後の研究の課
題として挙げられる。

4-1. 50年の時を経て実現に向かう「実験する社
会」と今後の課題

冒頭でも述べたが、1969年にキャンベルが「実
験する社会」（Experimental Society）を実現しよ
うと宣言した。今の言葉で言うなら、RCT（キャ
ンベルはExperimental Designと呼称した）を用い
てエビデンスを産出して、合理的な意思決定を
行っていこうという宣言である（Campbell, D.T. 
1969, 1998）。このキャンベルの宣言は、それか
ら50年を経て、先進国に限らず世界中で実現し
つつあると言えるであろう。国際開発分野での
RCTを用いたインパクト評価の普及がその証左で
ある。キャンベルの先見の明に感服するのみで
ある。この「実験する社会」の実践の普及は今
後も推進されていかねばならない。

4-2.「プロジェクト・アイランド」とインパクト
評価の対象レベルに関する生来的な問題

国際開発の分野では、RCTを適用したインパク
ト評価の件数が爆発的に増加したし、その後、
メタアナリシスやセクター別レビューも実施さ
れ、整理された知見が公表されてきた。それに
も関わらず、それらの知見が思ったよりも用い
られていないことが指摘された。これは、いわ
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ば2000年代に議論された「プロジェクト・アイ
ランド」（Project Island）あるいは「アイランド・
エフェクト」（Island Effect）の状況が続いている
ことを示唆しているのであろう。つまり、貧困
アクションラボ、IPA、3ieなどの研究機関や、そ
れぞれの援助ドナーがプロジェクト・レベル（個
別事業レベル）で「成功！成功！」と言ってい
るが、国全体あるいはセクター全体としての状
況は変わっていないという状況である。この反
省から、2000年代にはプロジェクトを離れて
Sector-Wide Approach（SWAPs）（別名セクタープ
ログラム（Sector Program））の導入が進んだはず
であった。その過程で、「プロジェクト」という
考え方に対する激しい批判があり、当時、日本
の援助機関は防戦一方だった（国際開発センタ
ー 2003）。北欧ドナーなどは、プロジェクトとい
う用語を使うのをやめて、プログラム・コンポ
ーネントという用語を使い出していた。しかし
現在、インパクト評価が対象としているのは、
まさにその「プロジェクト」である。つまり、
RCTが適用できるのは、プロジェクト・レベル
（個別事業レベル）であり、それ以上の政策－戦
略－プログラムのレベルを対象とできないとい
う生来的な問題があるのではないだろうか。RCT
を使用したインパクト評価の試みが、この問題
を乗り越えられるのかどうかは定かではない。
また、この指摘はEvidence Gap Mapをはじめとす
る政策への反映の実践に関しても言えることで
あり、本来は、ある国あるいはセクター全体に
関する政策/戦略が策定され、続いてプログラム
が策定され、そして最後にプログラム・コンポ
ーネント（あるいはプロジェクト）が配置され
るという流れが推奨されるのに対して、例えば
Evidence Gap Mapは単なるプロジェクトの類型の
羅列であると言わざるを得ない。「プロジェクト
を束ねてもプログラムにはならない」とは当時
頻繁になされた批判である。現在の実践は、こ
の2000年代の「プロジェクト」に対する批判が
そのまま当てはまることになり、その組み立て
方に関して再考を要する。

4-3. 業績測定（パフォーマンス・メジャーメン
ト）と評価の混同に起因する問題

USAIDの評価の中で、RCTを用いたインパク
ト評価の件数が少ないことが指摘されていて、
その状況の改善が議論されていた。ただし、
USAIDが導入したのは、戦略プランと業績測定
の組み合わせ（Strategic Planning and Performance 
Measurement）であり、民間企業が用いているマ
ネジメント手法であることが指摘された。それ
に対して、評価は、Rossiらが定義するように、
社会科学的な手法を適用した営みであり、①セ
オリー評価、②プロセス評価、③インパクト評
価、④効率性評価で構成されると定義されてい
る（Rossi et al 2003）。つまり、業績測定（パフォ
ーマンス・メジャーメント）と、評価はそもそ
も別の行為でありながら、混同されて議論され
ているのが現状である。もし、USAIDの実践を
非難するのであれば、同じ非難が、業績測定の
実践を導入している国際機関および国連が主導
するSDGsにも当てはまるだろうし、同様に
GPRAによって業績測定の実践が導入されている
アメリカの行政機関すべてに当てはまることに
なる。業績測定と評価の関係については多数の
議論があり（龍・佐々木 2004）、それらの結論は、
両者は相互補完的であるので両方を組み合わせ
て使うべきということである。したがって、RCT
を用いたインパクト評価を推進する勢力も、業
績測定の導入はRCTとは違った意義があることを
理解して、上手に利用していくことを考える必
要があるだろう。

4-4. NGOsとの協働による介入実施とデータ収
集の可能性

この論文で解説した新興の非営利の研究機関
は、実際の介入行為とデータ収集を国際NGOsと
協働して実施していることが分かる。対して、
日本では研究機関とNGOsの協力は概して希薄で
ある。村民レベルまで入っていってデータ収集
できるのはNGOsの強みである。NGOsの側はご
く限られた対象地域で成果を上げて満足するの
ではなく、その限られた地域を対象とした厳格
なインパクト評価の実施に協力することを通じ
て、世界的な政策変更に影響を与えることを考
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えるべきである。また、研究機関の側も、事業
資金の支援や、論文の共著者として迎えること
を含めたNGOsとの協働の可能性を探るべきであ
る。

4-5. IT業界のバックアップによるEBPMの普及
と今後の課題

本論文で解説した新興の3つの非営利の研究機
関は、いずれの機関にも共通する有力な資金支
援者がいることがわかる。それはThe Bill and 
Melinda Gates Foundation、The William and Flora 
Hewlett Foundationなどである。これらのIT事業の
成功に由来する資金支援者が、既存の政府系の
援助機関ではなく、独立かつ非営利の研究機関
を支援しており、それが昨今のEvidence-Based 
Policy Making （EBPM）を盛り上げていることが
わかる。これに対して、伝統的な援助機関では、
世銀が健闘しているが、USAIDなどはこの動き
に追いついていないことがわかる。国際開発に
おける研究に関して主役交代が起きているのか
もしれない。これは国際開発全体に関しても言
える傾向で、国際機関・二国間援助機関の援助
量よりも、民間の資金流入がその国の開発を左
右し始めた最近の状況と同じ傾向が見て取れる
のかも知れない。この傾向が続くのかどうか今
後の動きを注視する必要がある。なお、日本で
はこうした規模の大きい資金支援者がそもそも
いないことから、個々の研究者の細々とした活
動に留まらざるを得ない状況であり、たいへん
残念な状況である。あるいは、日本においても
EBPMの推進のために、ITで成功した資金余力の
ある企業経営者に対する働きかけが必要である
ことが示唆されているのかもしれない。
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The current status of Evidence-Based Policy Making (EBPM) at international 
development field
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Abstract

As a practice of EBPM: Evidence-Based Policy Making (EBPM), impact evaluation has been widely 
practiced in international development field. The design widely used in the field is Randomized Controlled Trial 
(RCT). This article compares and discusses the three emerging not-for-profit research institutes that disseminate 
the database of evaluation reports, J-PAL (The Abdul Latif Jameel Poverty Action Lab), IPA (Innovations for 
Poverty Action) and 3ie (International Initiative for Impact Evaluation).  In addition, the traditional aid agencies, 
such as the World Bank, USAID of the United States, DFID of the United Kingdom and Japanese JICA will be 
compared and analyzed. 

Based on those analysis, the emergent agenda will be proposed. They are: (1) the idea of “experimenting 
society” proposed by Campbell is now in reality and this current practice of impact evaluation should be 
disseminated more widely; (2) The reason why application of impact evaluation results is limited would be the old 
discussion is still continuing, that is “Island Effect”. All aid agencies claimed their success of individual project 
but the vast ocean (i.e., a whole country or a whole sector) remains unchanged; (3) The confusion between the 
practice of strategic planning/performance measurement and the practice of program evaluation which root is 
social science is widely observed, and they are actually complement each other, thus the camp for pushing impact 
evaluation using RCT design should understand there is another thought of strategic planning/performance 
measurement and there is possibility of collaboration. (4) Possibility of collaboration between research institutes 
and international NGOs should be pursued in the process of intervention and data collection at field; (5) Major 
private foundations which roots are IT industries provide vast financial support to the emerging not-for-profit 
research institutes and this might be the same trend observed at the whole international development field, that is 
“from government to private sector”. 

Keywords

Impact Evaluation, RCT, J-PAL, 3ie, IPA
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 1．はじめに

（1）本稿の目的
 村上・小磯・関口（2017）と村上・小磯・関
口（2018）では、2016年から2017年にかけて、
一般財団法人北海道開発協会の協力も得ながら
北海道、愛媛県、香川県の市町村に対して実施
した、地方創生に関するアンケートの結果を紹
介している。
アンケートは全50問に及び、回答は3道県で

190にも上った（回答率：88.0％）。それは地方創
生に直接関わった自治体職員の生の声を反映し
ていることから、地方の行政実態を知る上で資
料的価値が極めて高いと言える。アンケート結

果についてはこれまでにも様々な切り口で分析
し、成果を発表してきた（自治体の多様なイン
バウンド対応のカテゴリーについて（嶋・児矢
野・ 野 田・ 村 上・ 津 田・ 樽 本・ 落 合2017、
pp.144-146）、政策現場と内閣主導の「距離」に
ついて（村上2018a）、北海道と四国の比較につい
て（村上2018b）、国土政策や自治政策の歴史と
地方創生との関係について（Murakami 2019））。
本稿では、そのアンケート結果をまた別の新
たな視点、すなわち市町村合併（もしくは「平
成の大合併」）との関係という視角で分析し、そ
の結果を整理してみたい。

2014年からの地方創生（第1弾）では、広域連
携を交付金申請の条件にするなど、水平的な自
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要　約

本稿では、筆者らが2016年から2017年にかけて実施した地方創生アンケートの結果を、「平成の大合併」
における合併・非合併自治体の異同に注目して分析した。これは、実地調査の成果を踏まえ、フランスと
の比較も織り交ぜながら、「平成の大合併」と地方創生の政策手段・プロセスとしての市町村合併・連携
を評価し、その条件や効果、自治体の思考様式の理論構築を試みるものである。その結果、非合併自治体
は、地方創生によっても広域連携を促されることはあまりなかったのに対し、近隣自治体よりも域内外産
業との連携を志向しがちであることが明らかになった。合併自治体は、合併により自治体職員の専門性を
十分向上させたとは言い切れず、意思決定が役所内で完結しがちであることから住民参加にも消極的にな
っている可能性がある。とはいえ非合併自治体と比べると、合併により隣接自治体との調整なく独自で域
外、さらには国に対し積極的な行動を起こせることが明らかになった。
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治体間連携への誘導策が埋め込まれた。国が推
進しようとしたこの水平的な自治体間連携の成
否と 「平成の大合併」とは、一体いかなる関係
に立つのだろうか。本稿は、地方創生という「実
験」についてのアンケート結果に、新たな切り
口で分析を加える試みである。

（2）「評価」の対象と手法
・対象と位置付け
本稿では、地方創生を直接担当した自治体職
員を対象としたアンケート結果を基に、市町村
合併や水平的な自治体間連携の「評価」を行う。
このことの意味を整理したのが、表1である。
まず、「平成の大合併」や地方創生を1つのま
とまりを持った政策だとすると、それにはそれ
ぞれ上記の目的・手段・結果がある。両政策は
いずれも①自治体（市町村）を対象とし、②既
存の市町村の境界を超えた何らかの活動（合併
や連携）による自治体行政の効率化を「手段」
とし、③人口問題対応とそれに耐え得る行財政

基盤の確立を政策の「目的」に掲げているとい
う点で共通している。こうしたことから、両政
策は表1のように、1つの時間軸の上に載せて捉
えることができる。さらに、これらの前後に同
種の政策が存在する（し得る）ことも想定できる。
こうした時間軸の中では、表1の12本の細い矢
印が示すように、過去の政策の「手段」や「結
果」を評価して得られた教訓を、将来の政策の
「目的」や「手段」に活かしていくことが期待さ
れる。これは、政策評価実務において、繰り返
し行われてきたことである。
「平成の大合併」での合併の有無と地方創生ア
ンケートの結果とをクロスさせることにより、
市町村の合併・連携という政策手段・プロセス
を評価しようという本稿の手法には、確かに多
くの問題点がある（後述）。が、表1の時間軸の
中では、①いかなる特性を持った市町村が「平
成の大合併」で合併した（しなかった）のか（n
期の評価）、②合併・非合併自治体が、地方創生
に対していかなる態度をとったか（そうした態

表1　市町村の合併・連携の政策評価と地方創生との関係

（注） ※1では総務省「自治体戦略2040構想研究会」の文言を参照した。計12本の細い矢印は、政策評価の実施・活用の方向性を指す。
山崎（2018）は、この歴史を自治政策と国土政策の中に位置付ける。

（出所）表中に記した各種資料を基に、筆者作成。
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度をとったのはなぜか）（n+1期の評価）、③地方
創生でいかなる態度をとった自治体が、今後市
町村合併・連携に向かい得るか（n+2期の評価）
という3つの問い（のいずれか）に、手掛かりを
与え得るものである。特に①や②に該当する場
合は、本稿が約20年前の「平成の大合併」その
ものを政策評価していることになる。
ここで留意すべきは、本稿のクロス表で見え
るのが、あくまで合併経験の有無と地方創生ア
ンケート結果との相関関係に過ぎないというこ
とである。例えば、仮にクロス表から「非合併
自治体には地方創生に期待しない自治体が多か
った」という関係が見出せたとして、実際のと
ころ、地方創生のような国策に期待しない自治
体が「平成の大合併」で合併しなかったのか、
「平成の大合併」で合併しなかった自治体が（何
らかの理由により）地方創生に期待しなかった
のかは即断できない。ただ言えるのはそこに相
関関係があるということだけであって、本稿の
成果が上記の①～③のどれに当たるのか（すな
わち、因果関係や一般性）については、追加的
な検討が必要である。
ただし、いずれにしても、 市町村合併や自治
体間連携という政策手段についての評価をして
いることには違いない。すなわち、市町村の合
併・連携がいかなる特性を持った自治体に有効
であり得るか、あるいは、それらの手段が自治
体にどのような変化をもたらし得るかという、
いわば市町村合併・連携の条件や効果に関する
一般理論に繋げられる可能性はある。

・実地調査の成果の反映
本稿では、ひとまず、自治体の合併の有無と
地方創生を直接担当した当該自治体職員を対象
にしたアンケートの結果とをクロスさせるとい
う、定量的な分析手法を採用している。その一
方で、その分析に当たっては、関連する各種先
行研究や個別聞き取り・実地調査の成果を踏ま
えるとともに、フランスの市町村合併や自治体
間連携の制度・運用に目を向けるという定性的
な分析手法も用いることで、実態をより客観的
かつ立体的に捉えようとしている。本稿では、
表2のように実態を定量・定性の両面から分析し

リンクさせることで、各手法の限界を補おうと
している。

前述の通り、クロス表の相関関係を基にした
分析の結果は、必ずしも因果関係を明らかにす
るものではない。すなわち、「平成の大合併」そ
のもの、もしくは、一般的特性としての市町村
合併の有無を、地方創生の手段や結果に対する
「原因」と見るのか、あるいは「結果」と見るの
かは、時系列等に沿って改めて検証せざるを得
ない。
なお、表2の整理に基づき本研究を通して得ら
れる成果は、現段階で未着手となっているフラ
ンスの自治体に対するアンケートの研究設計に
も資するものである。

・評価の主体について
政策評価には、まず、担当者による内省的評
価か、第三者による客観的評価かという分類が
ある。本稿の評価自体は筆者自身によるものに
ほかならないが、その基となるデータが客観的・
外形的なもの（例：合併自治体数、人口動態、
行財政基盤確立の有無）か、主観的・内心的な
もの（例：自治体住民の満足度や自治体職員の
認識といったアンケート結果）かという点も、
評価主体に関わる重要問題である。政策担当者
が自ら政策を振り返ることにも意義はあるが、
担当者の認識を超えた、客観的指標を用いた岡
目八目の実効的な評価が望ましいとする立場か
らすれば、担当者の認識内容を基にした評価に
は限界がある、ということになる。これについ
ては、表1の「結果」欄において、（1）客観と
（2）主観とに大まかに区別して記してある。
本稿では、地方創生を直接担当した自治体職

表2　本稿における定量・定性分析

（出所）筆者作成。矢印は「相互参照」を意味する。
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員の認識を聞いたアンケートの結果を1つの重要
データとしていることから、上記のような客観
性において限界を抱えていることは否定できな
い。すなわち、これはあくまで自治体職員の認
識の、筆者による評価・分析に過ぎない。とは
いえ、村上・小磯・関口（2017）にある通り、
①アンケートの問いは役所外の第三者的な調査
者が手順を踏んで設定していること、②集計作
業を通して回答の個性が失われ、全体的な傾向
が捉えられるようになっていること、③合併・
非合併という客観的指標とクロス分析をしてい
ることなどから、（担当自治体職員が実際にどう
感じたかという意味での主観性は残っているも
のの）分析を妨げる過度な主観性は排除されて
いる。さらに本稿では、制度的・歴史的前提条
件の違いを考慮に入れた上で、フランスの状況
との比較を行っている。異なる国々で単純比較
はできないが、互いの制度と運用を客観視する
上で、これは有意義だと考えている。その意味
で、本稿における評価結果のフィードバック先
は、大きな傾向を見出しているという点におい
て、データ提供者かつ合併・連携の当事者であ
る自治体（職員）でもあり得るし、自治体行財
政基盤を確立するべく市町村合併や自治体間連
携の仕組み作りに携わる政府（政治家や府省行
政官）でもあり得る。

（3）本稿の構成
本稿では、まず「平成の大合併」を簡単に振
り返った上で、合併・非合併自治体の地方創生
へのスタンスの相違（2．（3））を見る。続いて、
市町村合併が自治体の能力を高めるのか（3．
（1））、自治体の対外関係をどう変えるのか（同
（2））、自治体の意思決定（地方政府の民主主義）
にいかなるインパクトを与えるのか（同（3））
といった観点で、アンケート結果に分析を加え
たい。これは、市町村合併・連携の進む条件や
効果、自治体の思考様式を導くことを目指した
ものである。
日本の市町村合併の特徴や本稿における評価
の限界については、フランスにおける市町村合
併等の経緯（4．（1））、現況（同（2））、個別事
例（同（3））と比較することによっても、浮か

び上がらせることができる。

2．「平成の大合併」について

（1）概容
日本では、合併特例法（1965年制定）が1999

年に地方分権一括法で改正され、①町村から市
へ（5万人→3万人）や市から政令指定都市へ
（100万人→70万人）の移行の人口要件緩和、②
合併後の議員定数や交付税額変更の猶予措置、
③有利な合併特例債による財政支援措置の拡充
といった誘導策により、「駆け込み」も含め、市
町村合併が進んだ（曽我2019、p.163）。
日本では、この「平成の大合併」により町村
数が3分の1程度になり、2019年8月現在、市町村
数は1,718にまで減っている。表3・表4から明ら
かなように、人口1万人前後の町村の減少率が最
も高く、それらが合併した結果、人口3万人未満
の市の増加率が高くなった。
「平成の大合併」は、2000年代をピークとする。
それに伴う市町村減少率は、大阪府・東京都・
神奈川県といった大都市圏の低さが目立ち、北
海道も15.6％（212→179）に止まる一方、長崎県
が73.4％（79→21）、広島県が73.3％（86→23）、

表3　日本の人口規模別自治体人口

（出所） 国立社会保障・人口問題研究所（2020、p.157）のデー
タを基に、筆者作成。
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愛 媛 県 が71.4 ％（70→20）、 香 川 県 が60.5 ％
（43→17）と、西日本で高い傾向が見られる。
地方創生に関するアンケートでは、愛媛・香
川両県の回答数がそれぞれ20、17とあまり多く
ないため、抽出した各道県の特徴と地方創生の
アンケート結果とを直接結び付けることは難し
い。他方、3道県合わせた190市町村中、 「平成の
大合併」でどことも合併しなかった「非合併自
治体」が146（76.8％）、どこかと合併した「合併
自治体」が44（23.2％）だった。このことから、
辛うじてではあるものの、合併の有無とその回
答との間に有意な関係性を見出せるのではない
かと考えた。本稿では、それらのクロス表を基
に考察を行う。

（2）合併・非合併指標の検証
果たして、合併の有無そのものが有意な変数
か（合併の有無と対応関係にある変数で、それ
を代替し得る、より直接的なものがあるのでは
ないか）という問題がある。これについて、例
えば、全国の市町村を対象とした「平成の大合
併」の計量分析では、人口が小さいほど、人口
減少率が大きいほど、財政力が低いほど、合併
する傾向が見られたという。確かにそれは直感
にも合う。しかし他方で、人口が小さかったり

人口減少率が大きかったりしても、何らかの理
由で非合併のままの自治体や、財政状況が良い
からこそ周囲を寄せ付けず非合併のままの自治
体など、例外もないわけではない（曽我2019、
pp.167-168）。
そこで本稿では、まず今般のアンケート結果
のみを対象に、合併の有無と他のいくつかの要
素との関係性を検証した。そうしたところ、ダ
ミー変数化した合併の有無と各自治体の①人口、
②財政力指数、及び、③若年女性人口減少率と
の相関係数は、表5のようになった。

すなわち、今般の地方創生に係るアンケート
結果において、これらの相関性はいずれも低く、
合併の有無に代わり得る変数ではない。したが
って、今般のアンケート結果に限っては、基本
的には合併の有無と各回答との直接的な関連性
を推測することができそうである。一定のサン
プル数を備えたアンケート結果から巨視的に傾
向を見出すことには、それなりの理論的意義が
認められよう。ただし、合併・非合併という単
純な二分法に問題があるということについては、
後で検討する。
それでは、以下、クロス表に基づき分析を進
め、11個のテーゼを示したい（なお、表でパーセ
ンテージを四捨五入した結果、合計が100.0にな
っていないものがある）。

（3）地方創生と市町村合併
・非合併自治体への連携促進効果は乏しかった
「今般の地方創生を受けて、あなたの自治体と
周辺の自治体との連携は促進されたか」という
問いに対し、「促進された」と「促進されず（以
前とあまり変わらなかった・促進されなかった）」
の回答状況は表6のようになった。
全体的に地方創生は各自治体に水平的連携を

表4　日本の人口規模別自治体数

（出所） 国立社会保障・人口問題研究所（2020、p.157）のデー
タを基に、筆者作成。

表5　合併の有無と自治体の特性との相関

（出所）総務省等のデータを基に、筆者作成。
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促進しなかった（村上2018b）が、中でも、その
誘導策のターゲットだったとも言うべき非合併
自治体への効果が乏しかった。
総務省資料「未合併要因に関する調査」は、
非合併自治体が「平成の大合併」の潮流に乗ら
なかった理由として、①合併について意見集約
ができなかった（33.7％）、②合併せずに単独で
運営していこうと考えた（30.8％）、③合併を望
んだが、相手がそれに消極的・否定的だった
（26.4％）を挙げている。
そうした非合併自治体は通常単独で、もしく
は必要に応じてせいぜい一部事務組合等による
機能的な連携をすでにしているとみられる。ま
た、地方創生が自治体にあまり時間的余裕を与
えない政策でもあったことから、やはり今般の
地方創生が非合併自治体にさらなる連携を促進
する効果はあまりなかったと考えられる。

・非合併自治体に地方創生はあまり響かず
「地方創生を受けて、あなたの自治体における

 意思決定のあり方や問題意識は変化したか」と
いう問いに対し、「変化した」と「変化しなかっ
た・その他」の回答状況は表7のようになった。

全体的に、地方創生が各自治体の意思決定や
問題意識に変化をもたらすことはなかった（村
上2018b）が、その傾向は、非合併自治体により
強く表れている。
可能性として考えられるのは、①そもそも非
合併自治体の方が人口減少など自分自身の将来
に対する問題意識が強く（したがって、すでに
そのための具体的な行動をとっており）、地方創
生はただその後を追う「国策」に過ぎなかった
（したがって、自治体では変化がなかった）とい
うこと、②非合併自治体は「平成の大合併」の
潮流にも乗らないほど単独行動志向であり、そ
もそも国の政策によって影響されにくい自治体
だった（合併自治体はその逆だった）というこ
とである。あるいは、より現実的には、③地方
創生に充分対処するだけのリソース（時間、専
門性、人員など）が足りていなかった、という
こともあり得よう。可能性の①では非合併自治
体の問題対応能力が高いことが前提になってい
るが、②ではその能力が高い場合も低い場合も
あり得ることに注意が必要である。

・非合併自治体の方がふるさと納税に対し貪欲
企業版ふるさと納税は、企業が自治体に寄付
をすると税負担が軽減される制度で、2016年4月
に実際に運用が始まった。これへの取り組みに
ついて、「導入に向けて積極的に検討中」と「そ
の他・消極的」の回答状況は表8のようになった。

前述のように、地方創生そのものに対して非
合併自治体は薄い反応を示していたにもかかわ
らず、企業版ふるさと納税に関しては非合併自
治体の回答の方がやや積極的だという結果であ

表6　合併の有無と水平的自治体間連携促進の有無

（注）上段は行の中での割合、下段は市町村数。
（出所）アンケート結果を基に、筆者作成。

表7　合併の有無と地方創生による変化

（注）上段は行の中での割合、下段は市町村数。
（出所）アンケート結果を基に、筆者作成。

表8　合併の有無と企業版ふるさと納税へのスタンス

（注）上段は行の中での割合、下段は市町村数。
（出所）アンケート結果を基に、筆者作成。
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る。全体的には企業版ふるさと納税へのスタン
スが消極的だという結果となっているが、どち
らかと言うと、非合併自治体の方がそれに貪欲
だった。
そうなった理由として考えられるのは、①非
合併自治体がそもそも国や道県を含む他自治体
に頼るのではなく、「自主財源」を獲得すること
の方に積極的であること、さらには、②そのた
めに普段から納税を含め様々な形で「組む」こ
とのできる民間企業を想定していることなどで
ある。

3．基礎集計とその分析

本章では、引き続きクロス表を基に、市町村
合併と自治体行政との関係を分析する。

（1）市町村合併と自治体の能力
・合併自治体の方が国にモノが言い易かった
「各自治体から国に対する声・要望は届きやす
くなっているか」という問いに対し、「届きやす
くなっている」と「届きにくくなっている」の
回答状況は表9のようになった。

地方創生の全体的傾向として、各自治体は国
に対する声・要望が届きやすくなったと認識し
ていると結論した（村上2018b）。この傾向は、
わずかながら合併自治体においてより強く表れ
ている。
これはまず、そもそも地方創生、ひいては国
主導の政策に対する合併・非合併自治体の認識
の差を表している可能性がある。そういった認

識が定着していくと、「平成の大合併」という国
の比較的大きな誘導策にも乗らなかった自治体
と国との距離は、（その良し悪しはともかく）ま
すます広がっていく恐れがある。
あるいは、「声が届きやすくなっている」とい
うのが実態としてもそうであるとすれば、合併
自治体が国に対する交渉力を得ているという理
解が可能である。この観点からも、それが行き
着くのは、「非合併自治体と国との隔たりが今後
ますます大きくなる」という結末である。

・合併が職員の能力を高めたとは言い切れない
「「人口ビジョン」、「総合戦略」の策定に当た
って、コンサルタント等を利用した（利用しな
かった）理由は何か」という問いに対し、「自治
体職員の専門的知識」と「それ以外」の回答状
況は表10のようになった。

「それ以外」には「国からの交付金があったか
ら」や「自治体のマンパワーを活用できたから」
などが含まれる。それらと「自治体職員の専門
的知識」と対比した場合に有意な差が見られた
ため、上記のように整理した。
ここから推察されるのは、職員の専門知識が
不足しているとの認識が、合併自治体でより強
いということである。もちろん、合併自治体に
おいて専門知識がより必要だったということも
あり得る。逆に非合併自治体は、地方創生に専
門知識が必要だということを理由にコンサルタ
ントを利用しようとはあまり考えなかった（実
際、地方創生対応を職員の自助努力にかなり依
存した小規模自治体もあった）。上記の推察が正
しいとすれば、非合併自治体がこう考えるとし

表9　合併の有無と国への声の届きやすさ

（注）上段は行の中での割合、下段は市町村数。
（出所）アンケート結果を基に、筆者作成。

表10　合併の有無と自治体職員の専門知識

（注）上段は行の中での割合、下段は市町村数。
（出所）アンケート結果を基に、筆者作成。



村上　裕一112

ても不思議はない。ただしこれは、合併すれば
自治体職員の専門性が高まるだろうという私た
ちの直感に必ずしも沿うものではない。これは、
合併・非合併自治体にも、例えば、吸収合併か
対等合併かや、吸収する側かされる側かといっ
た、様々な自治体があるということを反映して
いるのかもしれない。

・合併自治体の積極的な姿勢が目立つ
「あなたやあなたの自治体にとって、今般の地
方創生策は一言で言えば何か」という問いに対
し、「地方創生のチャンス」、「学ぶところがあっ
た」、「その他」の回答状況は表11のようになった。
「その他」には、「事務作業に忙殺された」、「住
民にとって有益だった」、「自治体の政策や方針
が改善した」などが含まれる。それらをまとめ
た上で、「地方創生のチャンス」や「 学ぶところ
があった」と対比した場合に有意な差が見られ
たため、表11のように整理した。

結果は、「地方創生のチャンス」と回答した自
治体がやや多かったが、合併自治体においてそ
の割合が高く、非合併自治体に関してはそれと
「学ぶところがあった」との差が小さかった。こ
れは、「平成の大合併」における国の誘導策を彷
彿とさせる、合併自治体の国主導の政策への向
き合い方を示唆している可能性がある。すなわ
ち、国策をチャンスと捉える合併自治体に対し、
それを幾分冷めた目で見る非合併自治体の姿が
現れている。

（2）市町村合併と対外関係
・合併自治体は周囲との調整を要しない傾向
「総合戦略の策定に当たって、周辺地域の自治
体との連携、調整はあったか」という問いに対
し、「特に連携 ・調整の機会はなく、独自に進め
た」と「その他」の回答状況は表12のようにな
った。「その他」は、他自治体の担当者個人との
間、あるいは組織との間の何らかの連携・調整
があったというものである。

この結果によると、合併・非合併いずれも独
自に進めたところは多くないが、個人や組織レ
ベルでの連携・調整が盛んに行われたのはむし
ろ非合併自治体の方だった。この点は、市町村
が合併するという形を採らずとも、担当者個人
や組織レベルでの機能的な連携・調整がそれな
りにあり得ることを示唆している。実態として
は、自治体間の連携・調整の必要があるにもか
かわらず何らかの理由で合併できなかった（も
しくはそのコストがより大きくなると判断した）
場合に、担当者個人や組織レベルでの機能的連
携・調整で対応するということだろう（後述の
通り、フランスでもこうした対応が多いとみら
れる）。
なお、「その他」の中で「北海道庁の仲介で調
整を行った」の回答がパーセンテージにおいて
非合併は合併の2倍だった（村上・小磯・関口
2017）ことも、それを示唆しているのかもしれ
ない。自治体間の機能的連携に、広域自治体（都
道府県）による仲介が功を奏する可能性が高い。

・合併自治体は道県外との繋がりを求める
「人口ビジョン」、「総合戦略」の策定に当たっ

表11　合併の有無と地方創生の意義

（注）上段は行の中での割合、下段は市町村数。
（出所）アンケート結果を基に、筆者作成。

表12　合併の有無と周辺との連携の有無

（注）上段は行の中での割合、下段は市町村数。
（出所）アンケート結果を基に、筆者作成。
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てのコンサルタントへの業務委託先について、
「道県内コンサルタント」、「道県外コンサルタン
ト」、「委託せず」の回答状況は表13のようにな
った。

非合併自治体は同じ道県内に、合併自治体は
道県外に、それぞれ委託しがちだったことが明
らかになった。非合併自治体は、割と道県内向
きという意味でドメスティックである可能性が
ある。逆に、自治体が合併したことによって道
県外に飛び出していく力を得たとすれば、私た
ちの直感にも合うところがある。
コンサルタントは都市圏、さらには関東・関
西圏に多く集積していると考えられる。そのた
め、総じて合併自治体は関東・関西圏のコンサ
ルタントに委託しがちだったと言える。なお、
国から配分されたコンサルタント委託費がこの
ような形で都市圏に「逆流」したことは、地方
創生の政策を評価する上で、省みられるべきか
もしれない。

・非合併自治体は国策から影響を受けにくい
「総合戦略」策定のための庁内体制を「総合計

画」のそれと比較した場合、「拡充した」、「変わ
らず」、「縮小した」の回答状況は表14の通り。
全体的には「拡充」が20％程度で、「変わらず」
が最も多いという結果である。ところが、非合
併自治体に「変わらず」が多いのに対し、「縮小
した」とする合併自治体の割合がやや高いこと
をどう捉えるべきか。

1つには、概して領域（面積）がより広い（で
あろう）合併自治体では、それなりに大きくな
り得る「総合計画」への注力に比して、急を要
した地方創生への注力は小さくなったところが
あったことが推測される。逆に非合併自治体は、
この点でも国主導の政策から影響を受けること
があまりなかったと捉えることができる。

（3）市町村合併と民主主義
・非合併自治体は近隣より域内産業界と組む
「あなたの地域において、通常の自治体の政策
決定に対して最も大きな影響力を及ぼす人の属
性は」という問いに対し、「産業界」、「官界」、
「その他（学界・金融機関・労働組合・マスメデ
ィア）」の回答状況は表15のようになった。
この設問は、地方創生にとどまらず通常時の
地域内権力関係を問うものであるが、非合併自
治体では産業界が、合併自治体では官界（役所）
が、それぞれ影響力を持ちがちであることが分
かる。

市町村合併は複数の役所（市町村役場）を1か
所に集約し機能強化するものであるため、合併
自治体で官界が影響力を持つようになるという
結果は自然である。また、非合併自治体におい
ては、企業版ふるさと納税の項で考察したよう

表13　合併の有無と委託コンサルタント

（注）上段は行の中での割合、下段は市町村数。
（出所）アンケート結果を基に、筆者作成。

表14　合併の有無と地方創生への庁内体制

（注）上段は行の中での割合、下段は市町村数。
（出所）アンケート結果を基に、筆者作成。

表15　合併の有無と地域内権力関係

（注）上段は行の中での割合、下段は市町村数。
（出所）アンケート結果を基に、筆者作成。
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に、産業界と手を携えて統治を行っている場合
が多いと捉えることができる（ただし、「産業界」
が具体的に何を指すかには注意する必要があ
る）。あるいは、非合併自治体は域内の産業界が
強いから合併せず、合併自治体は産業界の領域
的な意味における桎梏が小さかったから合併で
きたという解釈ができるかもしれない（もっと
も、市町村の境界を超えて活動する産業界の要
望で合併が進み、合併に伴って役所が合理化さ
れて力を失うという因果関係もあり得ないでは
ない）。いずれにしても、合併・非合併と地域内
権力関係（とりわけ産業界との関係）とは、何
らかのロジックで繋がっているようである。

・合併自治体は役所で完結する
「総合戦略」策定のための住民参加を「総合計
画」の場合と比較して、「拡大・変わらず」と
「縮小」の回答状況は表16のようになった。

非合併自治体には「拡大・不変」が多く、合
併自治体には「縮小」が多い（全体的には「拡
大・不変」がダブルスコア）という結果になっ
た。
前項で考察した「合併自治体では官界（役所）
が強い」という点と併せて考えると、合併自治
体はあまり住民を顧みないという解釈も可能で
ある。確かに地方創生では矢継ぎ早に「人口ビ
ジョン」と「総合戦略」の策定が求められ、役
所（市町村役場）に十分な対応リソース（時間・
人員など）を与えられなかったこともあって、
とりわけ領域（面積）の広い合併自治体では住
民参加を縮小せざるを得なかった、と理解でき
ないではない。とはいえ、市町村合併により役

所（市町村役場）と住民との距離が遠くなると
いう懸念も指摘される中で、地方創生でその問
題が顕在化した可能性がある。他方で、非合併
自治体においては、やはり上記の通り、民間と
手を携えた統治をしているという意味において、
本稿の解釈と大きく矛盾しない結果が出ている。
すなわち、合併自治体に比べれば非合併自治体
で、住民参加の程度が大きかった。

4．フランスの自治体の合併と連携

本章では、筆者が2018年9月から在外研究をし
ているフランスの国策としての自治体合併
（fusion、groupement）等の進捗を概観し、前章ま
でに分析した日本の状況を踏まえて、今後いか
なる視角で日仏比較が可能かを整理しておきた
い。

（1）経緯
フランスでは、36,000を超えるコミューン（基
礎自治体）に、大小に関わらず同一の法的地位
が与えられている。
前掲表2によれば、日本の人口5,000人未満の町

村数は0.6％だが、フランスでは人口1,000人未満
のものが全体の76％を占め、国民の約半分が人
口10,000人未満のコミューンに住んでいる（表
17）。これが日仏比較の最大のポイントと言える。
日本だと市は100,000人まで、町村は10,000人か
ら30,000人までが平均的だが、フランスだと5,000
人前後のところが「最頻」となっている。

表16　合併の有無と住民参加の度合い

（注）上段は行の中での割合、下段は市町村数。
（出所）アンケート結果を基に、筆者作成。

表17　フランスの人口規模別コミューン数・人口（1999年）

（出所）Pinson（2010、p.70）。
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1基礎自治体（コミューン）当たりの平均人
口・面積の比較は、表18の通りである。1自治体
当たりの面積は日本が約14.6倍、人口は約40.1倍
であり、この点は制度・運用比較の際に留意し
ておくべきである。そのフランスでも、事務の
効率的処理のために、政府が主導して自治体合
併を推進してきた。しかし、長い歴史の中で見
れば、その成果はあまり表れていない。
フランスでは、1837年以来の単一目的事務組

合が、1890年3月22日法により法人格を得て制度
化した。1959年1月5日オルドナンスで、多目的
事務組合も規定されるようになるとともに、消
防と住宅に関して義務的権限を持つ広域コミュ
ーン区の創設が可能になったことにより、コミ
ューン間広域行政が発展した（財団法人自治体
国際化協会2009. p.40）。

1959年7月22日デクレでは350件の合併があり、
746コミューンが統合したが、実際には上記のコ
ミューン間の広域行政組織が大いに活用されて
いる。コミューン・レベルの広域行政組織とし
ては、「組合型」（2008年1月現在、単一目的
11,739、多目的1,451）と、広域行政組織自体が独
自の税源を持ち法令で規定された一定の必須的
権限を持つ「連合型」がある（財団法人自治体
国際化協会2009、p.38）。共和国の地方行政に関
する1992年2月6日法は、多様な形態のコミュー
ン間広域行政を奨励し、コミューン共同体（2008
年1月現在、2,393）、広域都市共同体、コミュー
ン間広域行政の促進を図る提言を行う県委員会
の設置を決めた。その結果、1,500近いコミュー
ン共同体が創設された（同制度はその後簡素化）。
コミューン間の相互協力の促進と簡素化に関す
る1999年7月12日法（「シュベヌマン法」）は、固
有税源を持つ広域行政組織を再編した。その後、

大都市共同体、新都市組合、都市圏共同体など
により運用された（ 財団法人自治体国際化協会
2009、pp.12-13、pp.38-39）。
コミューンの合併と広域化に関する1971年7月

16日法（「マルスラン法」）は、各県に合併促進
協議会を設ける手続の整備や合併コミューンへ
の特定補助金50％増といった財政的優遇措置を
設けて合併を促そうとした（財団法人自治体国
際化協会2009、pp.37-38）。これによりコミュー
ン数が劇的に減少することはなかったが、1960
年代に整備・拡充された「独自税源を有するコ
ミューン間協力型広域行政組織（EPCI）」の枠組
みを活用した新コミューン制度が2010年に設け
られ、さらに2015年法（「ぺリサール法」）で合
併コミューンの議員身分保障や財政的優遇措置
がなされると、コミューン数が1,243減るという
成果を出した（中田2019）。それでも、フランス
のコミューン数は欧州連合全体のそれの3分の1
を占める1。

（2）現況
フランス北部・ソンム県の2コミューンの合併

（2019年1月）は、いずれのコミューンも今後単
独では存続できないと考えたことによって実現
したようである。同時期に首都パリに近いウー
ル・エ・ロワール県内の合併で誕生した新コミ
ューンでも、やはり財政と人的資源面の強化が
課題とされた2。フランス南東部・オーヴェルニ
ュ・ローヌ・アルプ州のオート・サボア県では、
当事者が教育など域内行財政面のハーモナイゼ
ーション（調和）の困難を感じながらではある
ものの、最小人口4,258人、最大人口54,087人の6
コミューンの合併が実現した3。
とはいえ、全体的には「フランス革命以来大
きな変化は見られない」と言われる。フランス
南西部・ヌーベル・アキテーヌ州のシャラント
県で2018年11月、4コミューンの合併話が「破談」
になり、その不透明なプロセスに抗議した地方
議員が辞職するという事件もあった4。2018年12
月11日法により、各県に域内コミューンの合併を
進める圧力がかかるようになったが、特に小コ
ミューンの反対により合併は進んでいない。

表18　1コミューン当たりの平均人口・面積の比較

（出所）総務省・外務省ホームページのデータを基に、筆者作成。
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（3）個別事例
ヌーベル・アキテーヌ州ロット・エ・ガロン
ヌ県のあるコミューン（人口1,500人）の首長は、
3キロメートルの範囲内に収まる周囲のコミュー
ンを巻き込み、人口2,500人の新コミューンを立
ち上げようと試みたが、やはり合意が得られな
かった。彼曰く、「彼を支持する28のアソシアシ
オン（非営利団体）の利益が、域外に流れてい
っている」。「他のコミューンから来た150人の子
供が、域内のサッカーチームに参加している」。
こうしてコミューンの境界を越えた負担と便益
が存在しているため、負担に対してより大きな
便益を得ているコミューンからすれば、現状を
変えようということにはならない。
さらにフランスでは、こうした財政問題のみ
ならず、当事者のエゴも合併の障害になってい
る。すなわち、各首長は「合併後の人口2,000人
の新コミューンの一役人としてではなく、せい
ぜい人口130人のコミューンの「大将」であり続
けたいと思っている」。フランスで合併を進める
には、この部分を突破していかなければならな
い。もっとも、これは基本的には日仏問わず、
普遍的な問題だろう。
フランスでは前述の通り、複数コミューンに
よる（合併を伴わない）広域行政組織化がすで
に進んでおり、当事者も、合併を急がなければ
ならないとは必ずしも認識していない5。合併に
反対する人々は、合併により非効率な複層的行
政（「ミルフィーユ」）が出現する恐れがあり、
個々のコミューンのアイデンティティや役所と
住民との近接性、自然災害対応などの機動性を
失う可能性があると、考えているようである。

5．おわりに

（1）市町村合併・連携の理論
 本稿では、2016年から2017年にかけて実施し
た地方創生アンケートの結果を、「平成の大合併」
における合併・非合併自治体の異同という観点
で分析した。その際、実地調査の成果を踏まえ、
フランスとの比較も織り交ぜながら、「平成の大
合併」と地方創生における市町村合併・連携と

いう政策手段を評価し、それによりその条件や
効果、自治体の思考様式に関する理論構築を試
みた。
クロス表を用いた分析の結果を再掲すると、
次の通りである。

・非合併自治体への連携促進効果は乏しかった
・非合併自治体に地方創生はあまり響かず
・非合併自治体の方がふるさと納税に対し貪欲
・合併自治体の方が国にモノが言い易かった
・合併が職員の能力を高めたとは言い切れない
・合併自治体の積極的な姿勢が目立つ
・合併自治体は周囲との調整を要しない傾向
・合併自治体は道県外との繋がりを求める
・非合併自治体は国策から影響を受けにくい
・非合併自治体は近隣より域内産業界と組む
・合併自治体の意思決定は役所で完結する

これらを整理し直すと、次のようになる。

地方創生は、非合併自治体の心にはあまり響
かず、それへの広域連携促進効果は乏しかった
が、非合併自治体は企業版ふるさと納税に対し
て割と貪欲であるなど、近隣自治体政府とより
もむしろ域内外の産業界との連携・調整を志向
しがちであることが明らかになった。他方合併
自治体は、合併によって自治体職員の専門能力
が向上したとは言い切れず、また意思決定が役
所内で完結しがちであることから住民参加（民
主性）の度合いが低い可能性がある。とはいえ
非合併自治体との比較では、合併したがゆえに
他自治体との連携・調整なしに独自で、域外（同
道県外）、さらには国に対して積極的な行動を起
こすことができる。

（2）本稿の「評価」をめぐって
本稿では、自治体をあえて機械的に合併・非
合併に区別して捉えたことから、多くの要素を
捨象せざるを得なかった。つまり、市町村合併・
連携を評価するに当たり、大きな限界を抱えて
いる。
第1に、合併自治体は多様である。例えば、大

都市に隣接する町や村が大都市に吸収合併され
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る場合、隣接する町や村がほぼ対等な立場で合
併（連携）する場合、あるいは、吸収合併で吸
収する自治体か吸収される自治体かは、本稿の
評価では区別せずにカウントしている。また、
同じ合併や連携でも、それに至る手続の違い（政
治プロセスによるか、行政プロセスによるかな
ど）も、クロス表では一切加味できていない。
確かにこれらを区別し始めると作業が膨大にな
り得るが、これらが自治体の属性や能力、対外
関係にとって決定的である可能性は充分にある。
その点、本稿で取り上げた比較的対等に近いも
のから大都市共同体・メトロポールに至るまで、
多様な手続に基づく多様な連携形態が用意され
ているフランスの事例は、カテゴリー整理に当
たっても有用である。
第2に、本稿で用いた地方創生アンケート結果

は、全50問中の5分の1程度に過ぎず、その選別
にかなり恣意的なところがないとも言い切れな
い。もちろん、本稿では全問についてクロス分
析をした上で、合併・非合併に有意な差が見ら
れたものを取り上げた。とはいえ、サンプル数
が増えれば取り上げるべき問いは今より増える
かもしれない。極論すれば、合併・非合併で有
意な差が現れなかったものについてその原因・
理由を探ることの方が、より有意義かもしれな
い。これについてはフランス調査も含め今後の
課題とする。
第3に、本稿のような評価に際して、国際比較
をどう活用するかという問題がある。本稿では、
日仏の自治体行政の前提条件の違い、政府によ
る合併誘導策の推移、合併が進まない要因の共
通性などを整理した。フランスでも同様のアン
ケートが実施できるならば、評価に当たっての
国際比較の有用性を今以上に示すことができよ
う。本稿からは、日仏比較では合併・連携自治
体への権限・税財源配分のあり方や、合併によ
って生じる複層的行政（「ミルフィーユ」）への
住民の懸念（地方自治観）とそれをいかに克服
するかが重要なファクターとなることが窺われ
る。住民の利益や地方自治の観点からは、市町
村が合併してしまうことよりも、多様な連携形
態を模索しその手続を整えていく方が現実的で
あるようにも思われる。

（3）今後の課題
今後の課題としては、評価に関する上記のポ
イントに留意しながら、フランスでも同様のア
ンケートを実施するなどして、本稿の結論の真
偽をより多くのサンプルからマクロに検証する
こと。それとともに、個別事例を追跡してミク
ロにも検証することにより、「市町村合併・連携
の理論」を精緻化するということがある。その
際、実態を規定している因果関係をアンケート
結果から明らかにする分析手法を、洗練してい
く必要もある。
その上で、合併から機能的な自治体間連携に
至る多様な選択肢の中から、地方行財政基盤の
強化に向けて、また、住民にとっての様々な価
値尺度を踏まえて、欧州連合のような地域連合、
国、州・都道府県、市町村の中での権限配分の
あり方を考慮に入れつつ、また国際比較もしつ
つ最適解を導き出す。まさに表1に言う「結果」
の政策評価にもなるこれが、究極的な課題だと
考えている。
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注記

1. SudOuest ‘Fusion de communes en Lot-et-Garonne: 
pourquoi ça coince’（https://www.sudouest.fr/2019/01/09/
y-a - t - i l - t rop-de-communes-en- lo t -e t -garonne-
5720525-3603.php）.

2. France 2 ‘Avec la multiplication des fusions, la France 
compte moins de communes’（https://www.francetvinfo.
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fr / f rance/auvergne-rhone-alpes/drome/avec- la-
multiplication-des-fusions-la-france-compte-moins-de-
communes_3126303.html）.

3. Le Monde ‘Fusion des communes: à Annecy,un parcours 
du combattant mais un pas de géant pour la ville’ 
（https://www.lemonde.fr/politique/article/2019/01/05/
a-annecy-un-parcours-du-combattant-mais-un-pas-de-
geant-pour-la-ville_5405405_823448.html）.

4. SudOuest ‘Pourquoi quatre élus ont démissionné’  
（https://www.sudouest.fr/2018/11/23/pourquoi-quatre-
elus-ont-demissionne-5591689-815.php）.

5. 前掲（注1）記事。 
 ※ウェブへの最終アクセスは2020年4月6日。
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Evaluation of Municipality Mergers and Cooperation as Policy Tools
Based on the Survey Results Regarding the Local Revitalisation Policy in Japan

Yuichi Murakami
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Abstract

This paper analyses survey results on the Local Revitalisation Policy （LRP） enacted in Japan in 2014, by 
focusing on differences in answers provided by the merger and non-merger municipalities of the governmental 
campaign that took place around 2000 （Heisei-no-Dai-Gappei）. To evaluate municipality mergers as a policy tool, 
a case study on Japan was taken into consideration and compared with （non-）merger cases in France, aiming to 
construct the general theory of its conditions and effects. It was found that‘non-mergers’were not strongly 
influenced by LRP and did not feel obliged to cooperate with neighbours as the LRP desired. On the other hand, 
they were likely to cooperate with industries, according to their actual and potential partnerships. It cannot be 
determined whether‘mergers’have developed their own competencies as was desired, although they seem to have 
decreased the extent of democratic participation because their decision-making takes place inside their office. 
However, they can take relatively more aggressive actions towards other local and central governments without 
onerous coordination with neighbours. 
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The Local Revitalisation Policy, municipality merger,  inter-communal cooperation, policy evaluation, France
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1．はじめに

Most Significant Change （MSC）は、欧米の国際
協力NGOが多用している、参加型・質的（定性
的）評価手法である。評価目的において、説明
責任よりも学習に焦点が当てられており、プロ
グラムの改善を促進するといわれる（Davies & 
Dart 2005）。
評価を行う目的は、大きく分けて学習と説明
責任の2つである（三好 2008）。学習とは、評価
を通じて得られた教訓を将来の活動に生かして
いくことである。これは改善とつながっている
ため、本稿では両者をまとめて「学習・改善」

目的の評価と呼ぶ。そして説明責任は評価の結
果を、利害関係者に報告することである。説明
責任も、組織上部や資金提供者への報告である
「上向き（Upward）説明責任」と、受益者への報
告である「下向き（Downward）説明責任」に大
別される（Humentum 2019）。下向き説明責任は、
評価で得られた教訓や提言を、評価結果の利用
者である受益者に還元・共有する意味で、学習
効果があるといえる。
筆者はMSCが国際協力のみならず、NPO1や行
政が日本国内で実施する、教育や福祉をはじめ
とした社会セクター事業への学習・改善目的の
評価に有効であると考えている。社会課題の解

【実践・調査報告】
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MSC（Most Significant Change）は、欧米のNGOが活用する参加型・質的評価手法であり、学習・改善
目的の評価に適しているが、日本国内での活用例は少ない。本稿では、震災復興、教育、福祉と国内社会
セクターにおいて実施されたMSC評価3事例を比較検討し、国内でMSCを有効活用するための参考情報を
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わせて設定する、現場視点のデータ収集、データ分析の妥当性を高める工夫の必要性など、活用上の重要
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ィードバックのあり方を模索するべきという課題がある。

キーワード

参加型評価、質的評価、学習・改善、社会セクター、NGO/NPO

日本評価学会『日本評価研究』第20巻第2号、2020年、pp.121-136



田中　博122

決を目指す社会セクター事業にとって、プログ
ラム目標を効果的・効率的に達成するためには
学習・改善目的の評価は重要である。しかしな
がら、MSCの国内事業への活用はまだまだ少な
い。またどのような手法でも、実施の際は基本
的な手順を追いながらも、個々のプログラムの
性格に合わせ詳細を柔軟に応用する必要がある。
本稿では、国内事業の評価にMSCを適用し、
筆者が外部専門家として関与した、学習・改善
目的を中心とした震災復興、教育、福祉と性質
の異なる3事例の評価プロセスを報告する。それ
ぞれの事例では、MSCの基本的進め方に沿いな
がらも、細部にわたっては柔軟に調整が行われ
た。本稿の目的は、これから主に学習・改善目
的の評価で、MSCを活用する、もしくは活用を
始めたが経験の少ない実践者や研究者を対象に、
上記3事例でどのようにMSC手法を現場で活用し
たか実例で示すことで、より効果的かつ効率的
にMSCを実施できるようになるための参考情報
を提供することである。
本稿の構成について述べる。2章では、MSC手

法の概要、実施方法、4つの特色について述べる。
3章では、事例研究の分析の枠組みを説明する。
4章では、MSCを用いた国内事業の評価プロセス
の詳細を3事例紹介する。5章では、事例研究を
踏まえた考察を行い、MSCを国内事業で有効に
活用するための要点をまとめ、今後の展望と課
題を述べる。
本稿で用いる用語を説明する。社会課題を解
決するための、開始時点と終結時点のある介入
をプログラムと事業を同義語で用いる。また物
語とストーリーを、質的分析でいうところの
Narrative、vignettes、anecdotesの概念として、出
典での記述に従い、同義語で用いる。

2． MSC（Most Significant Change）とは
何か

（1）手法の概要
MSCは、リック・デイビーズ博士が1990年代

にバングラデシュのNGO、CCDB（Christian 
Commission for Development in Bangladesh）の事

業のために考案した、参加型モニタリング・評
価（M/E）手法であり、質的評価手法でもある。
活動現場で起こった「重大な変化」を物語の形
で複数収集し、それらの物語から利害関係者（ス
テークホルダー）の参加で「最も重大な変化」
を1遍選択することが基本的な進め方である。そ
のプロセスを通じて、質的な変化、想定外の変
化の詳細を把握したり、プログラムを改善する
ための教訓を学習したりできる。また参加を通
じてプログラム・スタッフや受益者など利害関
係者の相互理解が進み、エンパワーメントされ
る手法である。これまでMSCは、欧米のNGOを
中心に開発途上国の国際協力プログラムのM/Eに
使われてきたが（Davies & Dart 2005）、日本国内
の実践事例はまだ少ない2。

（2）MSCの基本的な実施方法
MSCの基本的な手順は、MSCのガイドブック
である「Most Significant Change （MSC） Technique: 
A Guide to Its Use」（Davies & Dart 2005）3に詳しく
示された10のステップを繰り返し実施すること
である（表1）。

しかしながら、この10のステップは必ずしも
必要ではない項目も含まれており、デイビース
自身「最も重要なステップは4、5、6である」と
述べている。筆者もMSCの理解と実施にはこの3
ステップで十分と考えている。3ステップとはス
テップ4「重大な変化の物語を集める」、ステッ
プ5「最も重大な変化の物語を選ぶ」とステップ

表1　MSCの基本10ステップ

1．導入と注意喚起
2．変化の領域を決める
3．時間の範囲を決める
4．重大な変化の物語を集める
5．最も重大な変化の物語を選ぶ
6．選択過程をフィードバックする
7．物語が事実であるか検証（事実確認）
8．定量化
9．二次分析及びメタ・モニタリング
10．システムの改定

（出所）Davies & Dart 2005
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6「選択過程をフィードバックする」である。以
下、順番に解説したい。
① 重大な変化の物語を集める～データ収集　

MSCの基本設問の設計と、プログラム・スタ
ッフなどが受益者などを情報提供者として、変
化の物語を集める質的データ収集の段階である。
基本は以下1～ 5まで1文で連なるオープン・ク
エスチョンを行うことである。括弧内の例を参
照のこと（Davies & Dart 2005）。

1． 特定の期間を限定する（例：先月を思い出し
て）

2． 相手自身の意見を聞く（例：あなた＝情報提
供者の考えでは）

3． 変化の起こる範囲である「領域」を絞る（例：
人々の生活の質に関して）

4． 物語を1つに絞る（例：最も重大な）
5． 漠然とした状況ではなく、変化を聞く（例：
変化は何ですか）

 
まず、「過去6カ月の間に」など、変化を調べ
る期間（＝時間の範囲）を指定する。また変化
の起こる範囲・分野である「領域」を事前に決
めておく。例えば、「A村の女性の意識について」
という感覚で、知りたい情報に合わせて自由に
変えて良いとされる。そして、情報提供者の考
えるいくつかの変化の中から、重大な変化を1つ
選んでもらう。この場合の「重大（Significant）」
とは、「意味深い」「意義がある」という意味に
捉える。また、漠然とした状況ではなく具体的
な「変化」の詳細を物語の形で収集する。この
設問に続いて、「なぜ、その変化が重要だと思う
か」という、情報提供者にとっての重要性の理
由を問う設問が続く。
物語の集め方であるが、いくつかの選択肢が
ある。プログラムのスタッフが、現場で受益者
に直接インタビューする、グループ討論を通じ
て集める、受益者自身に文章を書いてもらうな
どから、事業や組織の実情に合わせて決める。
受益者から直接収集できない場合は、受益者に
近く、彼らと共に行動している人物から集めて
も良い、とされている（Davies & Dart 2005）。

② 最も重大な変化の物語を選ぶ～データ分析
複数の重大な変化の物語とそう思う理由が揃
ったら、プログラム・スタッフなど利害関係者
のグループで、物語の選択作業をとおしての質
的データ分析を行う。基本は、選択者の裁量に
従って以下の討論を行うことである（Davies & 
Dart 2005）。領域が複数ある場合、領域ごとに選
択を行う。
 
1． グループ皆で物語を読み込む。
2． グループで、どの物語を選ぶのか、深く議論
する。

3． どの物語が最も重大に感じたかを決める。
4． それを選んだ理由を書き留める。
 
通常、組織やプログラムには、活動現場から
意志決定者まで、いくつかの階層がある。下位
のレベルで選択された物語は、上位の階層に提
出、同様に選択される（図1）。各階層の選択を
終える毎に、選んだ理由が記録され、他の利害
関係者に共有される。即ち、上位の選択過程は
下位の選択過程における判断理由を踏まえて実
施されることになる。選択を繰り返した後、最
上位の階層の「最も重大な変化」と選択理由を、
領域ごとの文書にまとめる（Davies & Dart 
2005）。
③ 選択過程をフィードバックする
全体の「最も重大な変化」が1つ決まったら、
選択結果である「最も重大な変化」の物語と、
それを「選んだ理由」を、物語を集めた現場の
情報提供者や、選択を行った各階層の関係者に
文書や口頭で伝える。デイビースら（2005）に
よると、このフィードバックは選択過程で導き
出された評価結果（教訓や提言）を受益者など
と共有し、利害関係者間の対話を深め改善につ
なげる「下向き説明責任」の効果があるとして
重要視している。

（3）MSCの4つの特色
筆者はデイビースらの文献を参考に、バング
ラデシュでMSCを実践して手法の4つの特色を以
下のようにまとめた（田中 2014）。
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① モニタリング手法及び評価手法である
MSCは基本ステップを定期的に繰り返し実施
する中で、モニタリングと同様にプログラム管
理のための進捗状況を提供する。さらに、「重大
な変化」を集め、「最も重大な変化」を選ぶ過程
では、アウトカムとインパクトに着目するため、
評価の性質も持っている（Davies & Dart 2005）。
② 参加型評価手法としてのMSC
参加型評価は、評価専門家が行う従来型評価
と異なり、プログラム・スタッフや受益者など、
評価対象の利害関係者が評価プロセスに参加す
る。それが学習過程として機能し、彼等のプロ
グラムに対する当事者意識の促進、行動の変容、
評価能力の向上など、能力開発に貢献する。こ
れを通じて評価結果の活用度合いが高まり、プ
ログラムの改善に貢献する（源 2016、2008；三
好・田中2001;JICA 2001）。源（2016）は、参加
型評価の特性として以下の4つをまとめている。

1． 利害関係者本位の評価：評価の権限と責任は、
評価の専門家集団ではなく、プログラムの実
施者や関係者にも委ねられる。

2． 評価の過程（プロセス）への参加をとおして、
関係者の当事者意識（オーナーシップ）の向
上が期待できる。

3． 評価プロセスへの参加は、参加する個人や所
属する組織・コミュニティの能力強化につな
がる。

4． 評価専門家は、多様な経験と異なる立場の
人々の討議や対話、合意形成を促進するファ
シリテーター、コーチといった役割が必要と
なる。

また評価結果は関係者と共有し、次の行動へ
つなげていくことが目指され、下向き説明責任
が重視される（JICA 2001）。

MSCのデータ収集は、受益者や現場スタッフ
など利害関係者が、物語を集める形式で行う。
収集データの分析も、利害関係者が、物語を選
択する過程を通じて行う。この過程を通じて、
利害関係者によるデータ収集及びデータ分析を
促進し、その結果、データ分析やインパクトを
表現する能力を強化する人材育成に有効になる。
また最も重大な変化を現場にフィードバック（下
向き説明責任）することで、組織内コミュニケ
ーションを通じて、継続的な対話を作ることが
可能になる（図1）。MSCは、利害関係者が、評
価プロセスへの参加を通じて「学習」し、意識
啓発・能力開発・相互理解につながる参加型評
価の特色を備えている。

図1　選択とフィードバックの流れ

（出所）　Davies & Dart 2005：29
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一方、参加型評価の課題として、専門家によ
らない関係者の評価であるため、評価の質（妥
当性）が低い、また必要な参加者が参加してい
るかどうかという代表性の問題などの指摘があ
る（源 2008）。そのため「多様なデータ・情報間
の整合性に注意することによって、評価の偏り
を回避する」必要があるという（三好・田中 
2001）。
③ 質的分析手法としてのMSC
質的分析とは、数量化されない質的データか
ら、どのような意味が見出せるか、帰納的な分
析を行うことである。対象のひとつひとつを事
例として、存在する文脈に関してできるだけ再
現可能でかつ妥当な推論をする。質的分析では、
対象の変化を深く理解して、達成に影響を与え
た要因を把握できる特色がある（長尾 2009）。
MSCは、変化を数値・簡素化するのではなく、
複雑な質的変化を物語の形でいきいきと描写で
きる、質的分析手法の特色がある（Davies & Dart 
2005）。一方、質的分析は手続きの一般化が難し
く調査の妥当性が担保されにくい、という課題
がある（古賀 2008）。
④ 組織学習の手段としてのMSC
組織学習とは、「組織が、変革の必要性を見出
し、より一層の成功をもたらすと信ずる変革に
着手しうる能力を取得し、発展させること（白
石 2009）」である。参加型評価は、事業を行う組
織の価値観や力量を問い直すことによる組織学
習の効果がある（Estrella & Gaventa 1998）。MSC
も、物語を選ぶプロセスを通じて組織の価値観
が明らかになり、それを議論したり変化させた
りすることができ、プログラムの具体的な活動
とパフォーマンスの領域を越えて組織全体が成
長することが可能である、という（Davies & Dart 
2005）。

3、4章では、3つの国内社会セクター事業の
MSC評価を事例研究として取り上げる。

3．事例研究の比較分析の枠組み

事例研究にあたりMSCなど参加型評価や質的
分析の特性を考慮して5つの視点による枠組みを

設定する。それらは、①評価目的（MSCは学習・
改善に焦点を当てている）、②評価専門家の役割
（参加型評価ではコーチ・ファシリテーター）、
③データ収集～情報提供者・収集者は誰か・収
集方法は何か（必要な関係者から適切に収集し
ているか）、④データ分析：重大な変化の選択者
と選択過程（参加型評価や質的分析では、分析
結果の妥当性が問われる）、⑤フィードバックと
その後の状況（参加型評価では下向き説明責任
を重視）。これら視点から各事例の評価プロセス
を確認したい。

4．国内社会セクター評価3事例

（1）事例1：震災復興事業
「Johnson & Johnson 東北被災地での市民・コミ
ュニティエンパワメントプログラム」とその
MSC評価（以下、震災復興と称する）を、（特活）
日本NPOセンターによる報告書（日本NPOセン
ター 2017）に基づいて報告する。
このプログラムは、ジョンソン・エンド・ジ
ョンソンによる東北復興支援を目的とした助成
を受け、日本NPOセンターが2014年2月から2017
年3月まで3年間実施した。プログラム目的は「住
民が互いに支え合う関係性のある『居場所』と、
自らの力と役割を発揮できる『出番』の機会が
生み出されることで、住民一人ひとりとそのコ
ミュニティがエンパワーされること」であった。
具体的な活動は岩手県と宮城県で3連携団体が
実施した4。各団体は受益者参加でバス旅行の実
施やお茶会、親子で参加できるイベントの開催
などを行ってきた。日本NPOセンターは連携団
体と協力しながら、学び・経験・意見共有の機
会づくりをサポートする伴走支援活動を行った。
① 評価目的
プログラムの評価を行うことになり、2つの目
的でMSCを採用した。まず「ロジックモデル5や
数的指標では把握しにくい、質的な変化を把握
し、記録すること」、次に「『地域と住民のエン
パワーメント』、『地域が元気になること』に関
する学びを明らかにすること」である。前者は
どちらかといえば説明責任に、後者は学習・改
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善に力点を置いている。また評価プロセスに、
日本NPOセンター、連携団体、受益者、協力者
など、利害関係者が参加することで、意識啓発、
能力向上、相互理解促進をすることを目指した。
② 評価専門家の役割
連携団体にとって初めてのMSC評価であった
ため、筆者が外部専門家としてスタッフに対し
て、MSCの概要・特色・進め方に関する研修を
実施した。またデータ収集においてのインタビ
ュー手法を指導した。加えて時間の範囲や領域
の設定、データ収集で誰が情報提供者や収集者
になるべきか、物語の選択は誰がどう行うのが
良いか、フィードバックはどうするかといった
コンサルテーションを実施した。その後実際の
MSC実施は各連携団体スタッフが進行した。
③ データ収集
訊く時間の範囲は、連携団体と筆者で相談し、
関係者の記憶が比較的鮮明であると思われる「遡
って1年」とした。領域は2つ設定した。プログ
ラム目標にある関係者の行動変容に着目し、領
域Ⅰ：「あなたにとって、この1年で個人（被災
者）の役割に起こった最も重大な変化は何です
か」を決めた。また波及的な変化を幅広く知る
ため、領域Ⅱ：「あなたにとって、この1年で、
生活環境に起こった重大な変化は何ですか」も
決めた。それぞれに、情報提供者にとって「そ
う思う理由は何ですか」も訊いた。
これらの設問を、現場の生の声を聴くために
各連携団体は受益者である仮設住宅の住民や転
居した元住民、自宅再建者や支援者・協力者で
あるボランティア、子育て中の母親、その家族
などプログラムの受益者とその周りの人々から、
スタッフが聞き手となってインタビュー調査を
実施した。最終的に連携3団体が2つの領域に対
して、10～ 12ずつ計32のストーリーを収集した。
④ データ分析
各連携団体は集めたストーリーから、1編を選

ぶ作業を行った。スタッフと関係者6を含め選択
チームを結成し、最も重大な変化を1遍選んだ。
そしてそのストーリーを選んだ理由を記録した。
その結果、各連携団体にとっての「最も重大な
変化」が、領域ごとに1編、合計2編ずつ選択さ
れた。

・「個人の役割における変化」 領域に関しては、
話し手が自宅再建者（被災者）で、「疎外感を感
じつつも一歩を踏み出せないでいる被災者の友
人を、イベントに一緒に参加しようと誘ってい
る」ストーリーや、イベント参加者の家族によ
る「子どもを連れて行けるイベントが増えてき
た。妻やまわりのママ友の意識も、そのイベン
トに提案を出すなど積極的に変わってきた。イ
ベントは参加するだけでなく、一緒になにかを
つくるきっかけになっている」というストーリ
ーが、最も重大な変化に選ばれた。被災者・住
民がプログラムへの参加を通じて、受動的な受
益者ではなく、支え合う、提案をする、作り手
側になるなど、役割が積極的なものに変化、主
体的に行動してきていることが選択理由である。
・「生活環境についての変化」 の領域であるが、
以下のようなストーリーが収集・選択された。
イベント参加者のストーリーで、「同じ地域内で
も被災した人と、していない人の間では心の壁
がある。それでもこのプログラムではみんなが
その壁をなくして1つになって楽しめる」という
ものであった。被災状況や、補償に対する違い
により、被災者同士で「壁」ができてしまって
いる。それにも関わらず、連携団体主催のイベ
ントの場では、お互い会話を楽しみ、地域の絆
が広がる実感を得ていることがわかる。別のイ
ベント参加者からは「イベントを通じて被災地
域と隣の内陸地域が繋がれるのが有り難い。（中
略）イベントによって訪れる機会が増えて、人
同士が知り合えるきっかけになった」ことがわ
かった。イベントを契機に異なる地域にまたが
って人が交流し、生活環境に影響を生みだして
いる、プログラム想定外の効果を知ることがで
きた。
⑤ フィードバックとその後の状況
「最も重大な変化」が決定したら、情報提供者
に、ストーリーから何を学ぶことができたのか
を紙面や口頭で伝えた。フィードバックが受益
者に与えた直接的な影響に関しての情報は得ら
れなかったが、連携団体スタッフにMSC実施の
感想を聞いた。まずMSCで活動を振り返ること
で、質的な変化を把握し、改善していく契機に
なったという。「人に関する難しいテーマを目的



参加型・質的評価手法MSC
（Most Significant Change）の国内3事例を考察する

－学習・改善目的中心の評価－ 127

として暗中模索で実践する中、どのような変化
をもってエンパワーメントが発現したと考える
べきか参考になった」「またプログラムの目標設
定や復興支援のあり方を、（中略）数値などの指
標だけに頼らず、より意味のある、より人の役
に立つ活動に近づける上で、大いに助けになっ
た」「活動のアドバイスをもらって今後に活かせ
る」とある。
また、利害関係者間の理解の促進・共有を助
ける効果があったという。「現場では当たり前と
なっている出来事や価値観が、文字に落とされ、
外部者を含めてみんな（利害関係者）が共に理
解し、価値を共有すること」ができた。また連
携団体スタッフが「団体の活動の目的を再確認
できた（活動者自身も、第3者も）」という組織
文化を確認する作用があった。さらに連携団体
スタッフが、自分たちの活動への反応を聞ける
ことで、自信を持てたり、取り組むべき行動の
指針としたりすることができた。

（2）事例2：イングリッシュキャンプ
岡山県立和気閑谷高等学校は、江戸時代に創
立された閑谷学校をルーツに持つ伝統ある学校
である。英語研究部は文化系の部活動であるが、
2016年当時14名の生徒が、週2回英検の勉強や英
語出前授業などの活動をしていた。イングリッシ
ュキャンプ（以下、キャンプと称する）は、活動
の1つで、和気町との共催で開催されている。紹
介するものは1泊2日で8月に実施され、参加生徒
は英語研究部部員7名及び部員外生徒計17名に加
え、小・中学生、在日外国人を合わせて70名の
参加があった。内容は、英語で遊ぼう、異文化
体験ワークショップ、外国人の方にインタビュ
ー、など多岐に及んでいる。キャンプに指導的
に関わっていた大野浩志教諭と向敦史支援職員
の2名（以下、指導者）が執筆した報告書（大
野・向 2016）に基づき報告する。
① 評価目的
指導者によりキャンプの評価にMSCを活用す
ることが発案され、キャンプ終了後2時間のMSC
ワークショップが開催された。参加者は英語研
究部員7名である（キャンプ参加6名）。評価目的
は「既に身につけていることと新しい学習内容・

経験を自身の中で葛藤させ、新しい知識を獲得
していくこと。自分たちの大切にしたい価値観
や変化について考え、活動を通して得た学びを
言語化したものを自分の言葉として獲得できる
こと」だった。事業を改善するための学習とい
うよりは、MSCの特色である、参加者への学習
効果や能力強化、意識啓発を期待したものであ
った。
② 評価専門家の役割
筆者は同年8月に外部専門家として和気閑谷高

校から招聘され、同校を中心に指導者を含む高
校教員約30名に対して、MSC手法の概要・特色・
進め方に対する研修を実施した。実際のMSCワ
ークショップは指導者の2人が進行した。
③ データ収集
基本設問は指導者が設定した。「キャンプ期間
中に自分の考えや行動に起こった一番の変化は
何か（変化）」と「なぜそれが一番大きいと感じ
たのか（理由）」である。これに「それを今後ど
う生かしていくか」が加えられた。上記につい
て参加生徒全員に、キャンプ終了時に各自が執
筆する作文として課せられた。インタビューで
はなく自筆にしたのは、生徒が書くことに慣れ
ており、その方が多様なストーリーが収集でき
るという指導者の判断があった。提出された作
文の中には「変化」と「理由」が混在、もしく
は欠落しているものがあり、両方が記してある6
編を、指導者が選出した。
④ データ分析

2段階のストーリーの選択作業が行われた。1
段階目は個人で参加生徒7名が6編のストーリー
を読み、1番重大と思うストーリーを1編選んだ。
2段階目は7名を3名と4名の2グループに分け、各
自が選んだ物語から各グループで1編のストーリ
ーを「最も重大な変化」として選出した。1班で
は3年生が中心となり、議論し自力で選出した。
その一方で2班では、決めるための判断軸を自分
たちで確立することができず、指導者が介入し
「自分たちが大切にしたい視点は何か」という問
いかけを行い、「変化後の状態が良いもの」を判
断軸にすると決めて1編を選出した。2班が選ん
だストーリーと選択理由を表2に引用する。
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⑤ フィードバックとその後の状況
ワークショップ後に両班が、「最も重大な変化」
と「選んだ理由」を発表・共有した。自己評価
であり、選択とフィードバックが同時に行われ
たため、フィードバック単独の影響を判別する
ことは困難であった。
全体を通じて、「生徒は良い雰囲気の中、高い
興味関心を示し、集中してワークショップに参
加」した。生徒の学びに関しては「時間をかけ
て自分たちの大切にしたい価値観や変化につい
て考えるため、活動を通して得た学びや、起こ
った変化を言語化したものが、より自分の言葉
になる。そして、学びに対する納得感が高まる」
という彼らの学習と能力強化が発現した。結論
として、生徒が「自発性と積極性と協力性を持

つことがどんなことでも一番大事、キャンプで
学んだことを積極的に普段の生活にフィードバ
ックする視点」を得ることができ、「自分の意思
を持って行動する生徒が増えた」という。また
MSCは「様々なストーリーの中から、『1つだけ
選ぶ』ということを通して、自分たちの価値観
を掘り起こしながら『自分ってこんなことを大
切にしたいと思っているんだ』を再認識すると
いう、組織の文化（大切にしたいこと）を浸透
させるのに有効である」という感想を得た。
課題としては「選択の際に、共通の判断軸を
作るのが難しい」ことがあった。選択時に、各
生徒が自分の価値観・経験に基づいて選ぶこと
はできても、グループで選ぶとなると、抽象度
の高い自分たちの判断軸を構築しなくてはなら
ず、議論が止まる傾向があった。実際2班では指
導者が介入し、判断軸を作るサポートをするこ
とで1編を選ぶことができた。次に、「自分また
は知人のストーリーがあることで客観的に判断
できなくなる」傾向が見られた。生徒が書いた
ストーリーを同じ顔ぶれの生徒で選択作業を行
ったため、対象のストーリーに自分のストーリ
ーが混じる。「自分の変化が一番重大と捉える傾
向がどうしてもあるので、各自選択のし辛さが
あったり、またストーリーによっては、誰が書
いたのかわかるものがあり、友人関係からくる
その人への配慮が客観的な判断を鈍らす可能性
がある」とのことだ。

（3）事例3：所沢市社会福祉協議会
所沢市社会福祉協議会（以下、所沢社協と称
する）は、「地域住民が抱える生活課題を地域全
体の課題としてとらえ、（中略）誰もが安心して
暮らせるように、住民、行政、社会福祉関係者、
ボランティア、NPO、企業等がお互いに協力し
ていく（所沢社協 2018a）」という地域福祉の考
え方に基づき、コミュニティソーシャルワーカ
ー（CSW）の配置7、地域福祉サポーター養成講
座、生活困窮者自立支援事業などの事業に取り
組んでいる。第3次発展計画（2018年～2020年）
では、「市民が一緒に作る！健やかに　自分らし
く暮らせる　支え合う　心やさしいまち」を使
命にしている（所沢社協 2018b）。所沢社協のK職

表2　 キャンプ2班による「最も重大な変化」と

「選択理由」

ストーリーのタイトル

誰かがしてくれるという考えではなく、自らが行
動し、その行動の全てに責任を持つこと

最も重大な変化とそう思う理由

（前略）私は、今回の English Camp［原文ママ］
を通して『誰かがしてくれるという考えではな
く、自らが行動し、その行動の全てに責任を持つ
こと』を学びました。決して多くない人数と短い
準備期間、それに加えて楷楓祭や受験などで忙し
い中での準備でした。そんな中で今回の English 
Campが成功したのは、ひとりひとりが頑張った
からだと思います。自分の役割を全うするのはも
ちろんのこと、全体を見て自分のできることを見
つけ、臨機応変に対応することもできました。小
中学生や外国人とのコミュニケーションもよくと
れていたと思います。そして私は、今回学んだこ
とを将来“公認会計士”になったときに役立てた
いと考えています。そのために大学に行き、留学
をして外国の経済学や経営学を学びたいと考えて
います（後略）。

最も重大な変化に選んだ理由

（前略）この変化は、将来に役立つ可能性が高く、
変化の後の状態「自らの行動に責任を持つ」とい
うことが一番良く、また、これからずっと活かし
ていける変化だという点で、このストーリーを選
びました。

（出所）大野・向 2016



参加型・質的評価手法MSC
（Most Significant Change）の国内3事例を考察する

－学習・改善目的中心の評価－ 129

員を通じて入手した情報をもとに報告する。
① 評価目的
所沢社協ではここ数年、年次評価にロジック
モデルに基づく評価を行っていたが、職員の負
担が大きい反面、次の展開につながらない、評
価結果が活用されないなど、評価が形骸化して
きた。そこで平成30（2018）年から、職員のエ
ンパワーメント8や事業の改善に適しているMSC
を採用すると決定した。そして評価目的は「MSC
評価を活用して、重点項目の取り組みの改善を
図る」という学習・改善志向のものであった。
② 評価専門家の役割
筆者が外部専門家として社協職員に対して

MSCの概要・特色・進め方の研修、及びインタ
ビュー手法の指導を行った。また領域の設定や
データ収集の対象を誰にするか、重大な変化の
選択方法への助言、フィードバックについてコ
ンサルテーションを実施した。その後実際の
MSC実施は、K職員を中心に所沢社協の関係者で
進行された。
③ データ収集

2019年2月下旬から3月末に実施された。情報
提供者は常勤職員及び任期付き常勤職員60名で
あった。基本設問は「平成30年度に起こった重
大な変化」と「その変化をなぜ重大と思うか」
だが、領域は第3次発展計画の重点項目3つから
それぞれ3つずつ、合計9つ設定された。例えば、
重点項目1は「コミュニティソーシャルワークの
推進」であるが、「蓄積事例の整理」「支援プロ
セス」「CSWとしての意識」に関する変化、と3
つに分けて領域が設定された。

60名の職員全員から、9つの領域に対する変化
全てを収集するのは、人数、情報量ともに多く
整理に混乱が予想されるため、職員1名から領域
1つのみに「重大な変化」を収集するように、ラ
ンダムに組み合わせが調整された。データ収集
方法はインタビューが採用され、7名の職員（現
場担当）が行った。1名あたり約9人の職員から
物語を収集し、計60編が収集された。
④ データ分析
物語の選択作業は6月の所属長（課長補佐含
む）・現場担当者の話し合い「MSC評価のワーク
ショップ」によって行われた。それ以前の5月の

段階で、9つの領域の60の物語から、所属長（課
長補佐含む）9名が1編の「最も重大な変化」をあ
らかじめ選んでおくという準備作業が行われた。
ワークショップで2つのグループに別れ、所属

長（課長補佐含む）の選んだ物語を持ち寄り（4
編＋5編）、グループ討論でその中から「最も重
大な変化」を、それぞれ1編選んだ。次に各グル
ープで選んだ物語を発表し、全員での意見交換
の後、多数決で「全領域で最も重大な変化」を
最終的に1編選出した。その物語と、選択理由を
表3に引用する。「蓄積事例の整理」の領域のも
のである。

表3　最も重大な変化と選択理由

ストーリーのタイトル

CSWの見える化

最も重大な変化

私にとって平成 30年度に起こった、最も重大な変化
は、これまで行ってきた CSWの取り組みを「見える
化」したことで、市民の理解を得ることができたこと
です。

そう思う理由

　ここ数年、地域福祉推進課では、CSWを配置して
様々な取り組みを行ってきましたが、その記録の作成
や周知方法など、不十分な点が多くありました。市民
や市職員などから「CSWって何？」「名前は知ってい
るが何をやっているのかは知らない」という声を聞く
ことも多く、市民はもちろん、将来の財政確保の観点
から市職員に対しても、CSWの取り組みの「見える
化」を図り、その必要性を伝えることが重要であると
感じていました。
　そこで平成 30年度は、CSW相談システムにて、日
頃の取り組み内容をしっかり記録に残すという共通認
識を持つこととし、同時に市民に対して何を「見える
化」するべきかの検討を行った結果、「CSW活動報
告」を作成・発行することに至りました。
　「見える化」するツールができたことで、各地区民
児協での説明の機会や「CSW★ラボ（実践報告会）」
の開催につながることになりました。今年度初めて開
催した「CSW★ラボ」では、自治会（まちづくり協
議会）、市職員、地域包括支援センター職員などを招
いての活動報告（報告書説明、事例発表）を行い、
「CSWの取り組みが必要であることを理解できた」
「期待しています」「他の職員にも聞かせたかった」と
いう感想をいただくことができました（後略）。
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その後ワークショップで、領域ごとの「重大
な変化」の中から、今後の活動を改善させる教
訓を読み取り、具体的な提言にまとめる話し合
いが行われた。上述の「CSWの見える化」に関
しては、「CSWについてより多くの市民に知って
もらえるようにする」課題が明らかになったの
で、CSWと管理職員のミーティングを活用して
「見える化」を目指す、業務手順書（マニュアル）
の整備、ホームページの見直し、新年度もCSW
活動報告を9月～ 10月に発行する、などの改善策
が提案された。一連のワークショップでは、職
員による活発な意見交換が行われた。
⑤ フィードバックとその後の状況 
「最も重大な変化」と「選択理由」は、所沢社
協全体に朝礼、課内会議、口頭、回覧を通じて
周知された。選ばれなかったそれ以外の物語は、
各職員の所属する管理職と現場担当者でインタ
ビュー結果を共有し、課題をピックアップして
職員会議などの場で課題解決に向けた取り組み
を協議した。
選択結果を一般職員へフィードバックする際
も、マイナスに捉える意見はなく、順調に共有
が行われた。特筆できるのは、MSCで活動現場
の職員からの情報に基づき、そこから学んだ教
訓を具体的な改善の取り組みへと結びつけてい
る点である。「CSWの見える化」をはじめ、他の
領域においても、複数の改善案が議論、提案さ
れた。その後、これらの改善策は概ね実現した
という（2020年4月情報）。組織学習に関してはK
氏によれば、「CSWの見える化」が選ばれる議論
は、関係者が組織の使命にある「市民が一緒に
作る」という価値観を再確認する過程であった
という。
所沢社協では今後も継続的にMSC評価を実施

する意向である。初回の反省から次回以降は、
領域の数をもっと少なく絞る、インタビューの
技術をより高めるなどの改善を行うこととなっ
た。

5．考察と結論 

（1）事例の比較から示唆されること
本章ではこれら3事業を相互比較することで、

MSC評価を効果的に行うための要点を整理する。
またMSC国内活用にむけて今後の展望と課題に
ついても論考したい。
① 評価目的
どの事例でも、MSCの特色に合わせて明確に
評価目的が設定されていた。3事例のうち2事例
で活動への「学習・改善」を評価目的にしてお
り、1事例は「参加者の学習の深化」であった。
またそれぞれの評価目的はMSCの特色に合致し
たものであった。
震災復興では「質的な変化を把握する」、「活
動を振り返ることで教訓を学ぶ」という評価目
的であった。被災者の主体的な変化が質的な情
報として把握され、今後に活かせるアドバイス
を入手することができた。キャンプでは、「参加
生徒が大切にしたい価値観や変化を考え、自分
の言葉として獲得する」が目的であった。これ
は参加型評価の特性である、関係者の能力強化
に着目している。結果として「自発性や積極性
を普段の生活に生かし、自分の意思を持って行
動する」という学びが生徒の中で深まった。所
沢社協では「重点項目の改善を図る」という目
的であったが、「CSWの見える化」を筆頭に、他
の事業も改善に向けての具体的な取り組みが明
確になり、その後実際に改善が実現した。手法
の特色に合致した評価目的を設定することが肝
要なようだ。
② 評価専門家の役割
全事例において筆者が評価専門家として、関
係者の参加を促すとともに、評価の妥当性を高
めるための指導を行った。具体的に は事前に
MSCの概要・特性・進め方に関する研修を実施
した。震災復興と所沢社協においては事実を聞

最も重大な変化に選ばれた理由

●　 CSWの理解がしっかりできていることが重要で
あり、市民と行政に協力を得るには「見える化」
が必要であるため（何を行ったか伝えること）。
（中略）

●　 プレゼン力が必要であり、行政・市民に伝えてい
く。法人全体で共有して取り組むことが求められ
る。

（出所）評価プロセスに従い筆者作成
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き取るためのインタビュー手法を指導した。こ
れらは評価知識を参加者に教えるトレーナーと
しての役割を果たしたといえる。同様に震災復
興と所沢社協において設問や領域の設定に関す
る助言や、データ収集の提供・収集、最も重大
な変化の選択者は誰が参加するのが望ましいか、
選択の基準はどうするか（現場の視点を重視す
ること）、フィードバックはどうするか、などの
コンサルテーションを実施した。これらは評価
を関係者主体で進める援助をするコーチの役割
といえる。実際のMSCプロセスの進行は、全事
例において関係者内部によって行われ、導入時
に指導を受ければ、MSCは関係者内部で進行（内
在化）できることがわかった。しかし評価専門
家が導入時に適切な指導を行ったため、関係者
の進行でも「お手盛り評価」ではなく「多様な
データ・情報間の整合性に注意し、偏りを回避」
する評価に近づけることができたと考える。
その一方、専門家なしでMSCを進行するため
には、関係者内部に合意形成を促進するファシ
リテーターの役割が必要な場合があるようだ。
キャンプにおいて参加生徒のみで最も重大な変
化の選択基準を設定できなかったため、指導者
が介入し援助したのが1例である。他の事例では
関係者のみでも、選択基準設定に関する混乱は
なかった。
③ データ収集
震災復興では、過去1年間の「個人の役割の変
化」と「生活環境の変化」2領域が設定された。
収集は連携団体スタッフによるインタビューで、
情報提供者は震災の被災者を中心に、加えて被
災者をよく知る人やボランティアの声も聞くな
ど、現場の実情に合わせて範囲を広げた。キャ
ンプでは、キャンプ期間中、「自分の考えや行動」
領域に起こった変化を、キャンプ参加者である
生徒にとってやり易い、自分で文章に書く形で
行われた。所沢社協は、領域が9つと数が多く、
情報提供者も職員60名と大人数である特徴があ
った。混乱や情報の偏りが無いように1人が1領
域のみ担当するというランダムな調整を行った。
聞き手は、現場担当の職員であり、インタビュ
ー手法で重大な変化を収集した。
データ収集において3事例に共通することは、

MSCの定石に準じて「重大な変化」と「重大に
思う理由」の2設問を設定してはいるが、時間の
範囲や領域は、それぞれ評価目的や活動の性質・
規模に合わせて柔軟に設定されたことである。
情報提供者に関しては、プログラム受益者やキ
ャンプ参加生徒、社協職員など、活動現場に深
く関わる利害関係者からデータを収集している。
このことが現場の視点を生かした評価結果を導
き出すことに貢献したようだ。データ収集方法
は、1対1のインタビューの場合と、参加者が直
接記入する方法とがあり、現場の実情に合わせ
て選択された。
④ データ分析
震災復興では連携団体スタッフと関係者が「選
択チーム」を結成して選択した。これには当事
者ではない第3者的な関係者を選択チームに入れ
ることで、選択（分析）の妥当性を高める期待
があった。キャンプでは各生徒が1編を選択し、
2グループに別れて「最も重大な変化」を1編選
択、最終的に2編を選ぶ2段階の選択であった。
指導者によれば「自分自身の体験を振り返っ
て考える段階、次に他人の価値観に触れ、自分
と共通するものを思案する段階を経て、生徒の
内省を深める」狙いがあった。
所沢社協でも2段階の選択が行われた。最初は
領域ごとの物語から所属長（課長補佐含む）が1
編を選択しワークショップに持ち寄り、2グルー
プでさらに1編ずつ選出、その2編から「全領域
で最も重大な変化」を1編選択した。これは選択
過程に内部人材とはいえ多様な視点を含めるこ
とで、選択結果（分析）の妥当性を高める工夫
であった。
情報提供者と選択者との関係に対して、2通り

のやり方が観察される。1番目は、震災復興にお
ける「選択チーム」や所沢社協の管理職・現場
担当による「MSC評価のワークショップ」でみ
られた話し手とは別の集団が選択するという情
報提供者と選択者が異なる場合である。2番目は、
キャンプが該当する話し手（書き手）による物
語集の中から、参加生徒が「最も重大な変化」
を自ら選択するという情報提供者と選択者が同
一の場合である。2種類の方法は、それぞれ長所
と短所がある。
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前者の提供者と選択者が別人物の場合のメリ
ットとして、選択者であるスタッフなど関係者
が、現場の受益者などから直接情報を収集でき
る点である。現場の視点が他の利害関係者に共
有され、評価結果に反映されるという参加型評
価の長所が活かせる。加えて、提供者が自ら選
択する方法と比べて、「お手盛り評価」を避け、
第3者的な視点で妥当性の高い選択をすることが
可能になると考える。その一方、情報提供者（受
益者）が選択過程に直接関与するわけではない
ので、データ分析への参加による受益者のオー
ナーシップや能力向上などの効果は期待できな
くなるデメリットがある。
後者の情報提供者と選択者が同じである場合、
提供者（受益者）が自らデータ分析にも参加す
ることになる。このことは、参加型評価の長所
である「評価の過程への参加をとおして、関係
者のオーナーシップの向上」「参加する個人や所
属する組織・コミュニティの能力強化」が、受
益者へ直接発現するメリットが期待できる。キ
ャンプの「自分の意思をもって行動する生徒が
増えた」はその好例だろう。その一方、自らの
物語を自ら選択することになるため、キャンプ
では「自分または知人の物語があることで、客
観的に判断できなくなる」問題が生じた。デイ
ビースら（2005）も、受益者が物語の選択に参
加することについて「自分自身で書いた物語の
選択に本人が含まれると、具合が良くないこと
がある。別の人々によって物語が描かれた場合、
選ぶのは簡単である」とリスクを表明している。
どちらが良いかは、プログラムの性質や評価目
的にそって決定すべき、と考える。
結論として現場を知る人材で選択を行うが、
必要に応じて当事者でない関係者を選択者に含
めることで妥当性の高い選択が可能になる。ま
た選択過程を複数段階に分けることで、参加者
の内省を深めたり（キャンプ）、多くの視点を動
員することで選択の妥当性を高めたりする効果
が期待できる（所沢社協）。選択主体において情
報提供者が同時に同一の場合と、異なる場合が
ある。それぞれ長所と短所があり、評価目的や
プログラムの性質を考慮して選択するとよい。

⑤ フィードバックとその後の状況
3事例全てにおいて選択結果が情報提供者にフ
ィードバックされた。震災復興では「何を学ぶ
ことができたか」が伝達されたが、フィードバ
ックが受益者に与えた影響は情報入手できなか
った。キャンプでは生徒が選択に参加すること
で結果は自動的に共有できたが、フィードバッ
ク自体の影響は把握できなかった。一方、所沢
社協では職員全員に「最も重大な変化」と「そ
の理由」が組織的に、朝礼や回覧などで報告さ
れた。評価結果は事業の「見える化」のさらな
る推進など具体的な改善策に昇華され、その後
の改善につながった。フィードバックの際、職
員が自然に受け入れたことから考慮して、フィ
ードバックの結果共有が、改善に一定程度寄与
したと推察できる。
デイビースら（2005）のいう「下向き説明責
任」として評価結果を関係者間で共有し、相互
の対話を促進する効果は所沢社協で一定程度観
察された。しかし、他事例では十分に把握でき
なかった。

（2）3事例で観察されたMSCの特性 
3事例の中で第2章の「MSCの4つの特性」に該
当する状況が発現していれば、それらはMSCが、
プログラムや利害関係者に与えた影響だと考え
られる。順次照らし合わせて考察する。
① モニタリング手法及び評価手法である：
今回3事例は全てプログラム終盤もしくは終了
後に行う「評価」として実施しており、モニタ
リングの形では実施していないため、この視点
の考察は省略する。
② 参加型評価手法である
　「利害関係者本位の評価である」 点に関して
は、3事例全てに関して評価専門家ではなく、利
害関係者の積極的な関与が見られた。震災復興
では、主に受益者が物語を提供、連携団体スタ
ッフが収集した。スタッフを中心とした選択チ
ームによって「最も重大な変化」が選ばれ、学
びが提供者に報告された。キャンプでは参加者
が自ら物語を執筆し、選択と共有も参加者自身
で行った。選択過程に指導者が介入したが、査
定者ではなく選択を側面支援する内部ファシリ
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テーター的な役割であった。所沢社協では、社
協職員60名全員が情報提供者であり、インタビ
ュアーも職員であった。物語の選択は、管理職・
現場担当の職員で構成される「MSC評価のワー
クショップ」で行われ、結果が全ての職員に還
元された。「参加者のオーナーシップや能力向上」
につながる点においては、以下のようである。
震災復興では、スタッフが自分たちの活動への
反応を聞くことで、自信を持つことができた。
キャンプにおいて生徒は積極的に参加し、「自分
の意思を持って行動する生徒が増えた」。所沢社
協でも、選択作業に管理職職員が熱心に参加し
た。MSCへの関係者への参加が、彼らのオーナ
ーシップや意識向上に一定程度寄与していると
推察できる。
　「評価専門家の役割」 に関しては、3事例全て、
MSC実施は組織やプログラム内部の利害関係者
中心で行われた。従来型評価のように、査定者
としての評価専門家は存在しなかった。しかし
ながら、前述のように評価専門家はMSCを側面
支援するトレーナー、コーチとしての役割を担
った。
所沢社協のK氏は「外部専門家による研修や、
設問の領域の設定などに関する助言が効果的で
あった。仮に当会のみでのMSCを実施した場合、
進行で苦慮したと考えられる」とコメントして
いる。
③ 質的分析手法としてのMSC
震災復興では、被災者が主体的にイベントに
参加したり、被災者間の「心の壁」が取り除か
れたりしたという質的変化や「異なる地域間の
人的交流が増えた」という想定外の変化が把握
できた。キャンプでは、参加した生徒の学びの
深化が表現された。所沢社協では「報告書を作
成し活用したことで、市役所職員や市民に『CSW
の見える化』を実現した」変化を把握すること
ができた。関係者の参加で、質的変化や波及的
な変化を生き生きと把握できるMSCの長所が発
揮されたといえる。
④ 組織学習の手段である
震災復興では、「団体の活動の目的を再確認で
きた」「自分たちの活動が間違っていないかを考
える『ものさし』になる」など、連携団体が組

織の価値を改めて確認する機会をMSCが提供し
た。キャンプでは参加者が「自分たちが大切に
したい価値観について」確認することができた。
所沢社協では最も重大な変化の選択作業は、組
織の使命にある「市民が一緒に作る」という理
念を関係者間で再確認した過程であった。
⑤ 3事例全てに共通すること
全事例で確認できるのは受益者や連携団体ス
タッフ、キャンプ参加生徒、社協職員などの能
力向上、意識啓発など利害関係者のエンパワー
メント効果である。そして参加型で質的変化を
把握できる点である。震災復興、所沢社協にお
いては、プログラムを改善させる教訓を学習す
ることができた。これらは「エンパワメント評
価」など他の参加型評価手法とも共通している。
これに対して、MSCは評価プロセス全体に評価
専門家が関与する他の参加型評価手法と比較し
て、導入時に専門家の指導を受ければ実施は内
部人材だけで進行できる（比較的容易に内在化
が可能である）という独自の特徴があるのでは
ないか。

（3）MSCを効果的に実施するポイント
ここまでの検討の結果、MSCを効果的に行う
には、以下の重要項目があると考える。
①  評価目的：手法の特色に合わせ設定するべき
である。

②  評価専門家の役割：MSC導入時における専門
家のトレーナー、コーチの役割が重要である。
それによって評価の妥当性を高め、比較的容
易に内在化できる。内在化の場合、関係者に
ファシリテーター機能があることが望まし
い。

③  データ収集：設問の領域などはMSCの基本に
添いながらも評価目的やプログラムに合わせ
て柔軟に設定する、また現場に精通した関係
者から情報を収集することで関係者本意の評
価ができる。

④  データ分析：選択者に外部者を加えたり、2
段階で選択するなどの工夫で、結果の妥当性
を高めたり、関係者の内省を深めたりするこ
とが期待できる。情報提供者と選択者が同一
の場合と異なる場合があり、それぞれ長所・
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短所がある。

（4）今後の展望と課題
今後、日本国内で MSCを有効に活用するため

の展望と課題を簡潔に記す。
① 今後のMSC国内活用の展望
震災復興、教育、福祉など国内での異なった
分野における社会セクター事業の、学習・改善
目的の評価や、利害関係者の学習・能力強化に
MSCが効果的とわかった。特にロジックモデル
では把握が難しい波及的な変化の把握や、変化
の背景を分析し教訓を学び、改善につなげてい
くことにMSCが適している。社会的インパクト
評価の浸透により、日本の社会セクター事業に
対して評価の必要性が叫ばれているが、多くは
ロジックモデルの評価である。それだけでは実
現が難しい関係者のエンパワーメントを目指す
手段として、MSCの併用が有益と考える。
② 今後の課題
課題を2つ述べる。まずMSCは日本では認知度

の低い手法であり、適切に指導できる評価専門
家が少ないという問題があげられる。しかし一
度指導を受ければ、MSCは外部の専門家に頼ら
ずとも、組織やプログラムの内部人材だけで内
在化が可能である。他の課題として、フィード
バックのあり方がある。筆者のバングラデシュ
でのMSC実施では、フィードバック後に受益者
とスタッフの対話が促進される効果が観察され
た（田中 2014）。このことから筆者はフィードバ
ックの効果に着目している。しかし、今回は3事
例とも、「最も重大な変化」は受益者（参加者）
に共有されたが、そのことによる直接的な効果
を把握できない事例があった。どのような条件
のもとで、フィードバックが効果的に行えるか、
焦点を絞ったさらなる研究が必要と考える。

注記

1 日本では民間非営利組織の中で、主に国際協力に従
事するものをNGO、国内で福祉や教育活動などを
行うものをNPOと呼ぶ使い分けが一般的である。

2 国内のMSC活用は、2020年4月現在まで筆者が関与
する範囲で本稿3事例を除き、トヨタ財団国内事業

（2016）、環境省ESD事業（2016-8）、財務省支援日
本劇団協議会（2017-8）などがある。

3 日本語訳である「モスト・シグニフィカント・チェ
ンジ（MSC）手法・実施の手引き（日本語版 
2013）」は、http://blog.livedoor.jp/sankagatahyouka/
MSCGuide-Japanese-2013.pdf　でダウンロードでき
る。

4 連携団体は、（特活）陸前たがだ八起プロジェクト、
（特活）＠リアスNPOサポートセンター、（特活）ウ
ィメンズアイ、である。

5 プログラムの目的と手段の因果関係についての仮説
を整理したもの。国際協力に使われるロジカル・フ
レームワークは、ロジックモデルを応用したプロジ
ェクトの計画表である。

6 選択メンバーは、第3者的な視点を議論に含めて選
択結果の妥当性・信頼性を高めるために、状況を知
っている関係者（理事、他組織、ボランティアなど）
を含めた。

7 CSW（コミュニティソーシャルワーカー）：個別の
支援を行いながら、ニーズの共通性に着目し、地域
の生活課題解決に向け、住民と協働して新しい仕組
みづくりに取り組む専門職。

8 K職員によると、傾聴など対人援助技術を活用し仕
事を進めている社協職員は、MSC評価に親和性があ
るという。
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MSC (Most Significant Change),
participatory and qualitative evaluation method

- Consider three cases in Japan focusing on learning and improvement objective evaluation -

Hiroshi, Tanaka

Participatory Evaluation Center
tanaka.pecenter@gmail.com

Abstract

MSC (Most Significant Change) is a participatory and qualitative evaluation method used by Western NGOs 
and is suitable for evaluation of learning and improvement purposes, but there are few examples of its use in Japan. 
In this paper, Author compared and reviewed the three cases of MSC evaluation conducted in the disaster recovery, 
education, welfare in domestic social sectors, and present reference information for effective use of MSC in Japan. 
As a result of case studies, following points are revealed. The existence of evaluation experts as trainers and 
coaches, the setting of evaluation purposes according to the characteristics of the method, the collection of data 
from the viewpoint of the field, the need to intervene to improve the validity of data analysis, etc.. In addition, the 
difference from other participatory evaluation methods that internalization is relatively easy was recognized. It is 
expected that MSC will be utilized in domestic social sector projects in the future, but there are issues such as a 
lack of the experts to guide and appropriate feedback style. 

Keywords

Participatory evaluation, Qualitative evaluation, Learning / Improvement, Social sector, NGO / NPO
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日本評価学会第 20 回全国大会
「成果指標の課題～ Issues in Outcome Indicators ～」

開催の報告とお礼

　2019年12月7日、8日開催（於：高知大学）の日本評価学会第20回全国大会には、104名の方々にご出席
いただきました。誠にありがとうございました。会員各位の日頃の研究や実践活動の報告をもとに、評価
研究者、実務者の間の経験、情報、知識を共有化する場として、皆様にとって有益な機会となりましたら
幸甚に存じます。多くの方のご尽力により本大会を開催することができましたこと、心より感謝申し上げ
ます。今後とも当学会の活動にご高配賜りますようどうぞ宜しくお願い申し上げます。

実行委員長　　　　新納　宏（高知大学）
プログラム委員長　牟田博光（東京工業大学）

2019年12月7日（土）
09：30 - 10：00 受  付（114）玄関

午前の部
10：00 - 12：00

＜共通論題1＞

イノベーションの
形成的評価

（大島巌）
（107）講義室5-3

＜共通論題2＞

国際協力機構(JICA)の
事業評価における
最近の取り組み

（正木朋也）
（202）講義室5-4

＜自由論題1＞

人材育成・教育評価

（齊藤貴浩）
（204）講義室5-5

お昼休み
12：00 - 13：15

お昼休み
（12：05 - 13：00　理事会　（116）講義室）

午後の部Ⅰ
13：15 - 15：15

＜共通論題3＞

国の施策・事業の評価
～行政評価局調査の
最近の事例～

（佐伯美穂）
（107）講義室5-3

＜共通論題4＞

我が国地域社会における
SDGsへの取り組みの
評価：成果と課題

（廣野良吉）
（202）講義室5-4

＜自由論題2＞

ODA評価

（林薫）
（204）講義室5-5

＜自由論題3＞

自治体評価１

（佐藤徹）
（105）講義室5-2

午後の部Ⅱ
15：30 - 17：30

＜シンポジウム＞

成果指標の課題

（小島卓弥）
（101）階段講義室5-1

17：40 - 18：30 総会　（101）階段講義室5-1

18：40 - 20：00 懇親会　生協食堂
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2019年12月8日（日）
9：30 - 10：00 受　付（114）玄関

午前の部
10：00 - 12：00

＜共通論題5＞

評価・行政・
アカウンタビリティ

（南島和久）
（107）講義室5-3

＜共通論題6＞

学校評価士は
学校運営における
評価的思考の利用を
いかに支援できるか

（小澤伊久美）
（202）講義室5-4

＜共通論題7＞

資金誘導に活用される
評価の動向とその功罪
～バリュー・フォー・
マネーの議論を
出発点に～

（今田克司）
（204）講義室5-5

＜ラウンドテーブル＞

評価ディベート：
評価のお悩み相談会

2019

（小島卓弥）
（105）講義室5-2

お昼休み
12：00 - 13：15

お昼休み
（12：05 - 13：00　編集委員会　（116）講義室）

午後の部Ⅰ
13：15 - 15：45
（※自由論題 4は
15：15 終了）

＜自由論題4＞

自治体評価２

（南島和久）
（107）講義室5-3

＜自由論題5＞

評価手法・評価デザイン

（佐々木亮）
（202）講義室5-4

＜自由論題6＞

行政評価

（窪田好男）
（204）講義室5-5

（ 　　）は座長です。
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日本評価学会第 20 回全国大会
「成果指標の課題～ Issues in Outcome Indicators ～」

プログラム詳細 ○印は共同研究の代表者

2019 年 12 月 7 日 （土）  受付　　　9：30-10：00

2019 年 12 月 7 日 （土）  午前の部  10：00-12：00
共通論題1　イノベーションの形成的評価 （107）講義室5-3

座長 大島巌 日本社会事業大学
討論者 今田克司 CSOネットワーク

K1-1 対人サービスのイノベーションをEBPプログラムに発展さ
せる形成的評価の方法論～ CD-TEP法:実践家参画型エン
パワメント評価の活用～

○ 大島巌 日本社会事業大学
新藤健太 群馬医療福祉大学
源由理子 明治大学

K1-2 現場実践をEBP効果モデルに発展させる評価ガイドライン
の開発－CD-TEP法を活用して－

○ 清水潤子 日本ファンドレイジング協会
新藤健太 群馬医療福祉大学

K1-3 対人サービスでのイノベーションをEBPに発展させるため
の英国での取組み～What Works Centreを中心に

家子直幸 三菱UFJリサーチ&コンサルティング

K1-4 実践家参画型エンパワメント評価を進展させるために必要
な中間支援組織の役割～ EBP技術支援センターの役割に
注目して～

○ 新藤健太 群馬医療福祉大学
大島巌 日本社会事業大学
鴨崎貴泰 日本ファンドレイジング協会

共通論題2　国際協力機構(JICA)の事業評価における最近の取り組み （202）講義室5-4
座長 正木朋也 国際協力機構

K2-1 JICA事業評価の現状と今後の方向性 阪倉章治 国際協力機構
K2-2 JICA事業評価の歴史と内部評価について 大貝隆之 国際協力機構
K2-3 タイ「人身取引被害者保護・自立支援促進プロジェクト」：

「プロセスの分析」による学びの抽出
小泉高子 国際協力機構

K2-4 衛星データを用いた国際協力事業の効果検証：カンボジア
水力発電所建設・改修事業の事例分析

○ 石本樹里 国際協力機構
倉田正充 上智大学

K2-5 質的比較分析(QCA)の応用：JICA無償資金協力事業のソフ
トコンポーネントと持続性の因果関係の推論

○ 氏家慶介 国際協力機構
今吉萌子 国際協力機構
正木朋也 国際協力機構

自由論題1　人材育成・教育評価 （204）講義室5-5
座長 齊藤貴浩 大阪大学

J1-1 留学生30万人計画の評価の試み 佐藤由利子 東京工業大学
J1-2 学校評価における評価指標の在り方についての実態分析 橋本昭彦 国立教育政策研究所
J1-3 防災・減災／復興を牽引する起業家育成プログラム開発と

評価デザイン
○ 加藤知愛 北海道大学

武田浩太郎 東北大学
祇園景子 神戸大学

J1-4 身体運動能力におけるけん玉の練習効果に関する試行的研
究

○ 關谷武司 関西学院大学
坂口将太 聖和短期大学
江嵜那留穂 関西学院大学
Thet Mon Myat 
Myint Thu

関西学院大学

神前駿太 関西学院大学
西川智貴 関西学院大学
木内隆裕 関西学院大学
桑原志帆 関西学院大学
越仲舞 関西学院大学
大木康平 関西学院大学
奥川菜々 関西学院大学
安井志保美 関西学院大学
鉄谷紗理 関西学院大学

2019 年 12 月 7 日 （土）  お昼休み 　12：00-13：15  （12：05-13：00 理事会　（116）講義室）

2019 年 12 月 7 日 （土）  午後の部 I  13：15-15：15
共通論題3　国の施策・事業の評価～行政評価局調査の最近の事例～ （107）講義室5-3

座長 佐伯美穂 総務省
討論者 西出順郎 明治大学

K3-1 最近の行政評価局調査の事例
－空き家対策に関する実態調査－

吉田大志 総務省

K3-2 最近の行政評価局調査の事例
－女性活躍の推進に関する政策評価－

田中俊充 総務省

K3-3 最近の地域計画調査の事例
－南海トラフ巨大地震対策に関する実態調査－

荒木和久 総務省
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共通論題4　我が国地域社会におけるSDGsへの取り組みの評価：成果と課題 （202）講義室5-4
座長 廣野良吉 成蹊大学

K4-1 我が国の自治体のSDGsへの取り組みのオーバービュー 鈴木克徳 ESD活動支援センター 
K4-2 静岡市におけるSDGs推進の取組 稲葉博隆 静岡市
K4-3 SDGsのローカライズを促進する参加型評価の可能性

－珠洲市（石川県）を事例に－
高木超 慶應義塾大学大学院

（明治大学大学院博士課程）
K4-4 持続可能な地域づくりにSDGsは必要か？愛媛県内子町の

取り組みにおける成果と課題
堀江由美子 セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン

自由論題2　ODA評価 （204）講義室5-5
座長 林薫 文京大学

J2-1 SDGs評価： 未来の世代に、素晴らしい世界を4： SDGs目
標4.1への貢献：ミャンマー CREATEプロジェクトのイン
パクト評価（英語による発表）

○ 佐々木亮 JICA-CREATE Team in Myanmar / 
International Development Center of 
Japan (IDCJ)

渡辺真美

Aye Yie Mon   
Htay Htay Han   

J2-2 SDGs評価： 未来の世代に、素晴らしい世界を4： インドネ
シア政府によるSDGsグローバル指標への取組

石田洋子 広島大学

J2-3 地方開発プロジェクトにおけるエンパワメント評価の機
能： タイ王国D-HOPEプロジェクトの評価活動からみる課
題と可能性

○ 岡部有美子 インスティチュート・フォー・
コミュニティ・デザイン

米原あき 東洋大学
J2-4 DAC評価項目のSDGsへの適合（報告） ○ 村岡敬一 外務省

長谷部（蟹川）
わかな

外務省

自由論題3　自治体評価１ （105）講義室5-2
座長 佐藤徹 高崎経済大学

J3-1 評価表のチェックリスト活用による自己評価のレベルアッ
プ

池田葉月 京都府立大学

J3-2 新しいツールによる自治体評価の有効性向上 窪田好男 京都府立大学
J3-3 自治体障害者就労支援策のインパクト評価 後藤玲子 茨城大学
J3-4 実証研究に基づくメタ評価チェックリスト

－図書館評価を事例として－
田辺智子 国立国会図書館／筑波大学

2019 年 12 月 7 日 （土）  午後の部 II  15：30-17：30
シンポジウム　成果指標の課題 （101）階段講義室5-1

座長 小島卓弥 NTTデータ経営研究所
討論者 西出順郎 明治大学

米原あき 東洋大学
高知大学よりご挨拶 新納宏 高知大学

S-1 政府の評価実務から見た「成果指標」 砂山裕 総務省
S-2 自治体における成果指標（高知県の地方創生・産業振興計

画について）
澤田博睦 高知県

S-3 教育における成果指標の設定 齊藤貴浩 大阪大学
S-4 ODAにおける成果指標 江口雅之 国際協力機構

2019 年 12 月 7 日 （土）  総会  17：40-18：30（101）階段講義室 5-1
2019 年 12 月 7 日 （土）  懇親会  18：40-20：00（生協食堂）

2019 年 12 月 8 日 （日）  受付　　　9：30-10：00（114）玄関

2019 年 12 月 8 日 （日）  午前の部  10：00-12：00
共通論題5　評価・行政・アカウンタビリティ （107）講義室5-3

座長 南島和久 新潟大学
討論者 西山慶司 山口大学

K5-1 自治体における行政と政策の統制 山谷清秀 浜松学院大学
K5-2 日本の府省横断的予算における政策の主流化 橋本圭多 神戸学院大学
K5-3 行政と評価のアカウンタビリティ「再考」 山谷清志 同志社大学
K5-4 評価学と政策過程論：再論 南島和久 新潟大学
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共通論題6　学校評価士は学校運営における評価的思考の利用をいかに支援できるか （202）講義室5-4
座長 小澤伊久美 国際基督教大学

討論者 鄭廣姫 韓国教育開発院
K6-1 学校評価士の現況－養成講座開設からこれまで 橋本昭彦 国立教育政策研究所
K6-2 学校評価士の実践と今後の展望－初期的考察 石田健一 　
K6-3 大学生の学修成果の可視化

－プログラム運営の発展的・主体的議論を促す－
高林友美 サイバー大学

K6-4 評価的思考による大学初年次プログラム運営の実践例
－卒業時インタビュー－

小澤伊久美 国際基督教大学

共通論題7　 資金誘導に活用される評価の動向とその功罪
～バリュー・フォー・マネーの議論を出発点に～

（204）講義室5-5

座長 今田克司 CSOネットワーク
K7-1 Evaluation and Value for Money: Thinking Beyond 

Measurement（英語による発表）
Julian King Julian King & Associates Limited

K7-2 新自由主義下における社会介入の評価 津富宏 静岡県立大学
ラウンド　評価ディベート：評価のお悩み相談会2019
テーブル　 ～研究・実践活動において日々生じている評価の課題や疑問（あるいはお悩み）

を共有し、解決の糸口を探る～

（105）講義室5-2

座長 小島卓弥 NTTデータ経営研究所
西出順郎 明治大学

2019 年 12 月 8 日 （日）  お昼休み 　12：00-13：15  （12：05-13：00 編集委員会　（116）講義室）

2019 年 12 月 8 日 （日）  午後の部 I  13：15-15：45 （※自由論題 4 は 15：15 終了）
自由論題4　自治体評価２ （107）講義室5-3

座長 南島和久 新潟大学
J4-1 県民の幸福に着目した総合計画の策定と評価

～岩手県の取組事例～
和川央 東北公益文科大学大学院／岩手県

J4-2 地方自治体におけるメリハリある行政評価を目指した相対
評価手法の研究
～長野県岡谷市商業活性化計画を例として～

飯田洋市 公立諏訪東京理科大学

J4-3 岩手県における県民協働型評価の実態
－参加型評価の事例－

○ 鎌田徳幸 政策21
熊谷智義 政策21

J4-4 岩手県北上市における協働事業の検証
－第三者評価の結果より－

○ 熊谷智義 政策21／合同会社地域計画
鎌田徳幸 政策21／岩手県立大学
岩渕公二 政策21

自由論題5　評価手法・評価デザイン （202）講義室5-4
座長 佐々木亮 国際開発センター

J5-1 日本における評価システムの特徴とガバナンス機能の有効
性

三上真嗣 同志社大学大学院（博士課程）

J5-2 外部評価者の独立性－JICA外部事後評価における評価者
の独立性確保－

河野摂 国際協力機構

J5-3 オープンデータ施策に関わる目標と評価の設定 本田正美 東京工業大学
J5-4 米国における根拠に基づく政策（EBPM）推進に果たす非

営利組織の役割とソーシャルインパクト－米国連邦・地方
政府へのデータ利活用の能力開発・支援活動を行う米国非
営利組織Results for America－

白川展之 文部科学省科学技術・学術政策研究
所

J5-5 Testing The Capital Asset Pricing Model: Empirical Evidences 
in the Vietnam stock Market（英語による発表）

Nguyen Thi 
Thanh Nga

Reitaku University
（麗澤大学）

自由論題6　行政評価 （204）講義室5-5
座長 窪田好男 京都府立大学

J6-1 日本の公的セクターにおける財政運営の持続可能性につい
て

吉田素教 大阪府立大学

J6-2 行政事業レビューにおけるEBPMの展開 杉谷和哉 京都大学／国際高等研究所
J6-3 政策評価制度の日韓比較－比較政策学から 韓廷旼 同志社大学大学院（博士課程）
J6-4 独立財政機関（IFI）の有効性に関する文献レビュー 上野宏 国際開発センター／神戸大学
J6-5 防潮堤評価のための試論：気仙沼大島地区の事例から 上野真城子 アジア都市コミュニティー研究セン

ター
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日本評価学会第20回全国大会セッション報告

シンポジウム

シンポジウム 「成果指標の課題」

座長　　小島 卓弥（NTTデータ経営研究所）
討論者　西出 順郎（明治大学）
　　　　米原 あき（東洋大学）

評価を実施するにあたり、隘路に陥りやすいポイントの1つが「成果指標の設定」ではないだろうか。
評価が導入される多くの分野において「売上」や「利益」等、万人に分かりやすく設定しやすい指標を得
ることが難しく、多くの評価担当者が苦慮しているところである。一方で、不適当な評価が設定されるこ
とで、本来想定されない、誤った方向に事業や施策が誘導されてしまうこともまた少なくない。
以上を踏まえ、本シンポジウムでは高知大会における共通テーマでもある「成果指標の課題」について、
政府、地方自治体、ODA、教育の各分野の評価の現場における現状と課題について報告してもらうととも
に、それらの解消に向けて本学会が果たすべき役割について議論を深めていくことを目的に開催したもの
である。
まず、発表者による発表に先立ち、本テーマを提案した大会実行委員長の新納宏会員（高知大学）より
趣旨や問題意識に関して発表した。それを踏まえ、各発表者から以下の発表があった。
第1発表者の総務省砂山裕氏（総務省行政評価局）からは「政府の評価実務から見た「成果指標」」と題
し、政府におけるEBPMの取組について紹介するとともに、行政評価局と各府省で共同実施している
EBPM実証的共同研究の成果を題材としての分析指標例や、政策評価の総務省による点検結果から指標に
関する指摘例等が発表された。
第2発表者にはご当地である高知県澤田博睦氏（高知県前産業振興推進部副部長（地方創生担当））より

「自治体における成果指標（高知県の地方創生・産業振興計画について）」と題し、高知県の地方創生（産
業振興計画の取組の総括）について発表があった。高知県における人口減少や経済状況、特に厳しい中山
間地域の人口減少等の状況を整理した上で、高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略における成果指標の
設定の状況や、実際の成果や今後の取組の方向性について発表があった。
第3発表者の齊藤貴浩会員（大阪大学）からは「教育（大学）における成果指標の設定」と題し、「教育
の成果」の難しさ、学校教育と評価の変化や現状、多くの利害関係者が交錯する大学評価における現状等
を紹介するとともに、「教育で「万人」にわかりやすい（納得できる）成果指標の設定は可能か？」とい
う課題提起をし、万人が納得できる成果指標（価値観）はないと考える一方で、できるだけ多くの人が納
得できるような価値観を、多様な利害関係者と評価に基づくコミュニケーションをとりながら、ともに探
し続けることの必要性について発表した。
第4発表者の江口雅之氏（国際協力機構 （JICA）評価部審議役）からは「ODAにおける成果指標」と題

し、JICAにおけるODA成果指標、JICA自体の業績指標、JICAプロジェクト評価においてどのような取組
を実施しているのか整理するとともに、業績評価の近年の特徴として、SDGsとの関係性や「目標・評価
の具体性・客観性・明確性等の確保」を意識した2015年の独立行政法人通則法の改正を受けた取組等につ
いても発表があった。
これらを受け、コメンテーターの米原あき会員（東洋大学）からは、「評価の目的と方法」という2軸で
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整理して各発表者に質問するとともに、指標によって価値を可視化し、議論／コミュニケーションできる
ようにすることの必要性について言及があった。
同じくコメンテーターの西出順郎会員（明治大学）からは、各発表者に評価における技術的な課題や外
的要因と成果指標の関係性、評価指標がもたらす悪影響等について質問があった。
本シンポジウムでは、政府、地方自治体、教育、ODAの各分野における評価の実践者から、現場におけ
る評価の取組について「成果指標」にフォーカスして事例紹介が行われ、この分野における多くの新たな
気付きがあり、また様々な課題が明らかとなった。
評価における成果指標の課題は本シンポジウムだけで語りつくせるものではなく、本学会において今後
も継続的に取り上げられるべきテーマであると考えている。今後も同じようなテーマのセッションを定期
的に開催され、課題や新たな取組の共有が行われることが期待される。

共通論題セッション

共通論題1　「イノベーションの形成的評価」

座長　　大島 巌（日本社会事業大学）
討論者　今田 克司（CSOネットワーク）

本セッションでは、近年、既存の制度では対応できない様々な新しい社会課題が拡大し、有効な解決方
策が模索されている中で、そのような課題解決に向けて非営利組織等民間セクターの役割への関心も高ま
っている。これに対して、社会的インパクト評価やエビデンスに基づく政策立案（EBPM）に関心が集め
られ、課題解決のために新たな発想で生み出された「社会的イノベーション」を、より効果的なプログラ
ムモデルに発展させるために有効な形成的評価の方法論が求められている。しかしながら現状では、世界
的に見ても「効果モデル」を適切に形成・発展させるために有効な形成的評価の方法論は確立していない。
そのために、社会課題の解決が十分に進展しない状況がある。このような中、本セッションでは、参加者
約30名を得て、社会課題解決のために開発された社会的イノベーションを育て形成・改善し、EBP
（Evidence-Based Practice）プログラムへと発展させるために求められる、有効な形成評価のアプローチの
あり方について検討した。
第1報告では、大島巌会員（日本社会事業大学）らが「対人サービスのイノベーションをEBPプログラ
ムに発展させる形成的評価の方法論～ CD-TEP法:実践家参画型エンパワメント評価の活用～」を報告した。
この報告では、大島らの研究チームが開発した、ボトムアップ評価（Chen、2015）、実践家参画型評価の
方法を用いて、様々な利害関係者（stakeholders）が参画し、社会が協働して「EBP効果モデル」を形成・
発展させる形成的評価の方法論「CD-TEP法」について、社会課題解決のために開発されたイノベーショ
ンを形成・発展させる方法の1例としてまず検討した。
その上で、第2報告では、清水潤子会員（日本ファンドレイジング協会）らが、「現場実践をEBP効果モ

デルに発展させる評価ガイドラインの開発－CD-TEP法を活用して－」を、イノベーションの形成的評価
の実例として、その適否と可能性を報告した。
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第3報告では、家子直幸会員（三菱UFJリサーチ&コンサルティング）が、「対人サービスでのイノベー
ションをEBPに発展させるための英国での取組み～What Works Centreを中心に」として、英国の対人サー
ビス・イノベーションの形成的評価の取組みを、EBP仲介機関の取組みから紹介し、日本での適用可能性
を検討した。
第4報告では、新藤健太会員（群馬医療福祉大学）らが、「実践家参画型エンパワメント評価を進展させ
るために必要な中間支援組織の役割～ EBP技術支援センターの役割に注目して～」を報告した。この報告
では、実践家参画型エンパワメント評価が、実践家等が十分な評価キャパシティを形成して初めて適切な
形成的評価が実施できることを踏まえて、どのようにこのような状況を作り出すことができるのか、中間
支援組織、技術支援センターのあり方、可能性等についても発言した。これは英国のEBP仲介機関の取組
みとも関連する議論になっている。
討論では、指定討論者・今田克司会員（CSOネットワーク）からの発言を皮切りに、多くの活発な議論
が行われた。CD-TEP法はEBPプログラムを目指すために一定の科学的厳密さが追求される、それに対し
て地域ごとの実情をどのように誂えるのか、スケールアウト（モデルの横展開）をどう位置付けるか、技
術支援センターの「技術支援」とは何か（支援する側、される側ではなく、協働ではないか）、誰の価値
を優先するのか？（障害のある人のニーズ等をどう反映するのか）、一般市民の関心を高めるために何を
行えば良いか？といったフロアからのコメントも含めて活発な意見交換がされた。今後重要性が増すイノ
ベーションの形成的評価について貴重な議論の場になったと考える。

共通論題 2 「国際協力機構（JICA）の事業評価における最近の取り組み」

座長　正木 朋也 （国際協力機構／北里大学）

国際協力機構（JICA）は2015年以後、共通セッションとしてこれまでに述べ7回の企画セッションを開
催している。そこでは、単にJICAの事業評価現場の最新動向を公表するのみならず、参加者との直接的な
質疑応答と議論を経て、事業評価システムと評価活動の改善のためのフィードバックをいただくことも重
要な目的の1つとしている。JICA評価の最新の取組のレビューをもとに、今回は、発表者を含め30名ほど
の参加者により活発な議論が行われた。
座長よりセッション企画の経緯と趣旨説明の後、それぞれ15～ 20分程度で発表を行った。
第1報告者の阪倉章治氏（評価部部長）は「JICA事業評価の現状と今後の方向性」と題して、今後の

JICA事業評価を考えるために、まず評価の世界動向をレビューし、次いで現状のJICA事業評価の概要を共
有して当セッションの基調を行った。
第2報告の大貝隆之氏（国際協力専門員）は「JICA事業評価の歴史と内部評価について」と題して、

JICA事業評価の歴史と定着の経緯を振り返りつつ、とりわけJICAの自己評価である「内部評価」の実施状
況を概観し、その内容と課題等を紹介した。
第3報告は、小泉高子氏（評価2課課長）より、「タイ「人身取引被害者保護・自立支援促進プロジェク

ト」：「プロセスの分析」による学びの抽出」と題して、プロセス分析手法の応用により通常のODA事業評
価とは異なる観点・手法による学びの抽出の試みを報告し、今後のJICAによる協力の改善に向けての示唆
を共有するものであったが、都合により口頭発表は行われなかった。
第4報告の石本樹里会員（評価2課）と倉田正充氏（上智大学）は、「衛星データを用いた国際協力事業

の効果検証：カンボジア水力発電所建設・改修事業の事例分析」と題して、事業効果検証のために十分な
指標が設定されていない場合や、治安等の問題によりデータを収集することが困難な場合に、衛星データ
や地理データを活用することにより、事業効果を定量的に可視化して評価につなげる試みの技術面の紹介



145

とともに今後の多方面への応用可能性を紹介した。
第5報告では、氏家慶介氏（評価1課）、今吉萌子氏（評価1課）、正木朋也会員（国際協力専門員）らが、

「質的比較分析（QCA）の応用：JICA無償資金協力事業のソフトコンポーネントと持続性の因果関係の推
論」と題して、質的比較分析（QCA）の手法を、ソフトコンポーネントの持続性評価に関わる原因探索の
試みへの適用事例をもとに、QCAの今後の応用可能性と限界について紹介した。
全ての発表の後、フロアからQCAデータの作り方とベン図の描き方について、また、地理データの活用

に関わる技術的及び実施コストに関わる質疑応答がなされた。次いで、省庁では内部評価が一般的である
ところをJICAが外部評価を行うようになった経緯、及びそのメリット・デメリットに関わる質疑があり、
順次、演者より回答ののち、過去議論も踏まえた座長からの補足を加えた。
以上、これまでのJICAの取組みにかかわる過去6回のセッションに加えて、今回、改めて歴史的視点も
含めたレビューを行い、参加者からの多岐にわたる質疑とコメントが共有された。JICA評価における最新
の科学的な取組みについても、その歴史的背景と経緯も踏まえて再考し、意義ある議論を行うことができ
た。新たな試みは試行錯誤のもとで行われる傾向にあるが、場当たり的であってはならない。それらアプ
ローチが評価論におけるどの位置付けにあたるかも明確にしつつ説明責任を果たしてゆくことが望まれ
る。さらに、それらがJICA評価システムにおいて、どのような位置付けで行われているかを自ら意識して
おくことも重要である。
これまでにも議論されたこのような課題については、今後も参加者らとの議論を重ねながら整理して、
改善・解決のための努力を続けることを再確認した。改めて、JICA評価システムのさらなる改善と、現場
ニーズにも同時に対応する努力を続けることをコミットして閉会した。

共通論題3 「国の施策・事業の評価 ～行政評価局調査の最近の事例～」

座長／司会　佐伯 美穂（総務省）　
討論者　　　西出 順郎（明治大学）

本セッションでは、総務省が実施する「行政評価局調査」の最近の事例を報告することを通じ、学術研
究に実務の実例を素材として供するとともに、実務に同調査の動向を紹介することを企図したものである。
「行政評価局調査」は、担当府省とは異なる立場から、複数府省にまたがる政策や各府省の業務の実施状
況を実地に調査し、その課題や問題点を実証的に把握・分析し、改善方策を提示するものであり、全国的
な調査（全国計画調査）と地域の行政上の課題についての調査（地域計画調査）の双方の事例を取り上げ
た。
第1報告は、吉田大志氏（総務省行政評価局）による「最近の行政評価局調査の事例－空き家対策に関

する実態調査－」である。同報告では、空き家対策について、行政手法等の蓄積が途上にあること、空き
家や市町村の状況は区々であり「ベストプラクティス」を見出し難いこと、市町村には先進事例を調べる
リソースが不足していること等の特徴を踏まえ、同調査では、空き家対策の実情を明らかにし、市町村の
参考となる取組事例を取りまとめ、情報提供するというアプローチが採られたこと等について説明がなさ
れた。
第2報告は、田中俊充氏（総務省行政評価局）による「最近の行政評価局調査の事例－女性活躍の推進

に関する政策評価－」である。同報告では、女性活躍の推進について、国・地方・事業主の取組等を定め
る法律の施行後3年の検討に際し、同政策評価において、女性活躍推進の取組の効果等を可能な限り定量
的に把握・分析するべく、差の差分法、回帰不連続デザイン等の統計分析手法を用い、EBPMの観点から
リーディングケースの提示に向けた試みが行われたこと等について説明がなされた。
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第3報告は、荒木和久氏（総務省高知行政監視行政相談センター）による「最近の地域計画調査の事例
－南海トラフ巨大地震対策に関する実態調査－」である。同報告では、四国における重要かつ喫緊の課題
である南海トラフ巨大地震対策について、想定される死者の8割は津波が原因であること、いつどこで災
害に遭遇するか分からないこと等を踏まえ、同調査において、地域住民のみでなく、観光客・通行者等の
視点から、災害情報伝達体制、緊急避難場所への誘導・案内等について、昼夜の2回、実際に現地を訪問
する等して調査が行われたこと等について説明がなされた。
コメンテーターの西出順郎会員（明治大学）からは、第1報告について、「実態調査」において現状・原
因の分析に注力することは評価の質の向上の契機となる旨、また、市町村の実態を全国的・機動的に把握
することにより市町村の取組のベンチマークに資する旨の指摘があった。また、第2報告については、分
析に関し、公共政策の分野において介入群と統制群の比較を行う場合の留意点、経済状況等の外部要因の
取扱い、入手可能なデータによる制約等についてコメントがあった。第3報告については、いつ発生する
か分からないという災害の性質上、対策に係るアクティビティ・アウトプットを定期的に調査することの
意義や、同様の調査を他の地域へ展開する可能性について指摘がなされた。
フロアとの意見交換においては、担当府省による実態や効果の把握と総務省による実態調査等との関係、
統計分析等に要するマンパワーや期間等について質疑応答が行われた。

共通論題4 「我が国地域社会におけるSDGsへの取り組みの評価：成果と課題」

座長／司会　廣野 良吉（成蹊大学）

最初に企画・司会者による本セッションの目的、パネリストの紹介、セッション運営方式の説明があり、
その後4人のパネリスト報告に引き続き約40分の質疑議応答が活発に展開された。

1）司会者による報告では、①SDGs2016-30の誕生に至る国連での背景とSDGsに先行したMDGsとの共
通点と相違点と、②2019年7月国連本部で開催されたSDGs「HLPF＝ハイレベル政治フォーラム」と9月の
SDGs首脳会議の議論、③国連経済社会局のSDGs報告2019と国連アジア太平洋経済社会委員会のSDGs報告
2019で指摘されたSDGs実施成果と課題、④今後10年間の一層の努力目標に向けた国連事務総長の各国首
脳へのアピール、特に本共通論題セッションの主テーマである地方自治体におけるSDGs実施体制の強化
の重要性への言及が紹介された。

2）パネル討議では、4人の異なった職場経験をもつ専門家による報告発表があった。
鈴木克徳氏（ESD活動支援センター）は、我が国の地方自治体のSDGsへの取り組みの概観が提示され、

①SDGsが2030アジェンダの一部であり、2030年の望ましい社会の実現に向けた方策のメニューを示して、
チェッククリストとして169のターゲットから適切なものを選ぶことが重要であること、②企業や自治体
のような異なるステークホルダーにとってSDGsが有する意義が異なること、③SDGsを考える上で重要な
地域のビジョンづくりは伝統的に自治体が担ってきたことを明らかにした上で、選定されたSDGs未来都
市については、2030年のビジョンづくりを重視していることを指摘し、モニタリング・評価の仕組みを明
らかにすることの重要性と、SDGs推進に向けた人材育成が鍵であることを強調された。なお、SDGsウォ
ッシュを回避するようSDGsの理解の促進に向けたあらゆるステークホルダーの対話の場づくりが重要と
いう指摘があった。
稲葉博隆氏（静岡市）からは、静岡市のSDGsについて①市政への組込み、②普及啓発、③情報発信の3
本柱で取り組んでいる現状が紹介された。①については、SDGs推進は目的ではなく手段であり、SDGsは
各団体の設置目的を達成するための有効なツールであることが市民の間で共有された。そのため、各団体
は17の目標全てに取り組む必要がなく、いくつかの目標との関連に留まるであろうという議論があったが、
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SDGsは世界の課題集であり、チェックリストであると捉えた場合には、SDGsの17の目標、169のターゲ
ットの視点から自らの団体運営、あるいは政策・施策を見つめ直してみるという活用も可能であることも
認識された。総合行政を推進する責務を負う地方自治体においては、両方のアプローチで、SDGsを有効
活用していくことが求められているといってよいであろう。そして、地方自治体には、ムーブメントを作
っていくため、②普及啓発に短期的・集中的に取り組んでいくことが求められており、その過程や結果と
して、③情報発信を行なっていくことも肝要である。
高木超氏（慶応義塾大学大学院）は、参加型評価を用いて住民参加によるSDGsのローカライズに挑戦
した石川県珠洲市の事例を報告した。珠洲市（2018年度SDGs未来都市に選定）は、SDGs推進の要となる
産官学金（産官学＋金融機関）からなる能登SDGsラボを開設し、「2030年における理想の珠洲の姿」に関
する検討を行った。その背景には、高齢化率が約47%に達し、人口減少が深刻化しているという珠洲市の
主要課題がある。そこで、中学生から60代までの住民とともにワークショップを実施して、目的と手段の
つながりを論理的に構造化して示すロジック・モデルを作成し、参加型評価によって持続可能な珠洲市を
目指すための戦略を検討した。特に、「20代の若者が地域で新しいアイデアや「面白いこと」を始められ
るような環境を整える」という目標を設定し、この目標の達成度合いをどのような指標で判断するか検討
した。SDGsの重要な要素であるマルチステークホルダーによる連携の重要性が参加者の中で認識・共有
され、住民参加型手法の展開が、まちの持続可能性につながる手ごたえを得たと力説された。
堀江由美子氏（セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン）は、「持続可能な地域づくりにSDGsは必要か？」
という根本的な質問を提示し、愛媛県内子町の取り組みにおける成果と課題を分析した。愛媛県内子町に
おける、行政と地域住民の協働による町並み、村並み保存運動やエコロジータウン推進を通した持続可能
な地域づくりと、SDGsが目指す持続可能な社会との親和性を紹介した上で、SDGsが採択された直後より
フォーラムやセミナー等を実施してきた経緯から、内子町がSDGs先進地として早い時期から注目されて
きた経緯を紹介した。こうした経緯にも関わらず、SDGsは内子町の政策に取り込まれるには至っておら
ず、第2期総合計画後期計画策定プロセスの紹介を通して、SDGsが重視するアプローチが多く採用されな
がらも、明示的に組み込まれなかった要因を分析した。さらに、こうした経験を通して見えてきた、地域
でSDGsに取り組む上での課題や必要な要素について考察し、中でも「SDGsへの貢献と、目の前にある地
域課題の解決策とがうまくつながらない」という地域の声にいかに応えるかを考察した結果、SDGsの17
という個々の目標よりも、5原則（普遍性、包摂性、参画性、統合性、透明性）を重視したアプローチの
重要性が指摘された。
フロアから、幾つかの質問とコメントがあったが、本セッション司会者として最も印象に残ったことは、
①各市町村におけるSDGs地方版の導入では、「誰一人取り残さない」というSDGsビジョンと「5原則」の
共有が重要である、②人口減に直面している地方都市において「若者が戻って来たくなる地域にするには、
どうしたら良いか」という考え方への発想の転換が必要、③自治体ではSDGs達成に向けた宣言ではなく、
積極的な行動が不可欠、④SDGsのグローバル指標や政府が作成した「ローカル指標」に従うのではなく、
サブ・ローカル指標策定に向けた方法論の確立を進めて、自治体SDGsのモニタリングと評価体制を強化
する必要性等が再認識されたことである。SDGsの達成に向けて総ての住民、組織を巻き込んでいくプロ
セスが肝要という点で、セッションの報告者のみならず、参加者一同が共有していた。我が国における
SDGsが、サイロメンタリティ（縦割り）の発想や政策を横断的につなぐ「かすがい」の役割を果たすこ
とを願って止まない。
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共通論題5 「評価・行政・アカウンタビリティ」  

座長　　　　　南島 和久（新潟大学）
司会／討論者　西山 慶司（山口大学）

本共通論題は、行政学の蓄積を土台とし、評価学に行政学の蓄積を接合できないか、できるとすればそ
れはどこなのかについて、議論するのであった。
第1報告は、山谷清秀会員（浜松学院大学（2020年４月より青森中央学院大学へ移籍））による「自治体
における行政と政策の統制」であった。行政学では伝統的に、制度的統制－非制度的統制、外在的統制－
内在的統制の軸に分かれる4つの象限に、行政に対するコントロールを分類整理してきた。本報告では、
この構図に対する批判的な検討を行うとともにこの構図と政策評価との関係を議論するものであった。行
政に対するコントロールは、行政機関が担う政策のアカウンタビリティと表裏の関係にある。また、その
一部は政策評価ともリンクする。このような意味において、本報告は、この構図と政策評価との関係を議
論するものであった。
第2報告は、橋本圭多会員（神戸学院大学）による「日本の府省横断的予算における政策の主流化」で

あった。これは行政学における総合調整論の派生論である。従来、一体的な行政のあり方を阻害するもの
としてセクショナリズムが問題視されてきた。さらに、行政の専門性が高まるほどセクショナリズムが深
刻化することが指摘されてきた。また、複数の府省をまたぐ政策については、この問題はいっそう深刻で
あった。政府部内では、これらの問題に答えるため、計画や予算のあり方が注目されてきた。本報告では、
その延長線上において、「横断的予算」に注目し、政策評価でもよく取り上げられる「プログラム予算」
について実証的な議論を行うものであった。
第3報告は、山谷清志会員（同志社大学）による「行政と評価のアカウンタビリティ「再考」」であった。
本報告において重要なのは、アカウンタビリティ概念に階層性があるという指摘を行っている点であった。
また、本報告はその階層の中において「プログラム・アカウンタビリティ」が位置づけられる点、及びそ
れが政策内容に関するコントロールを伴うものであるがゆえに難しいとされる点を指摘していた。本報告
では、「日本評価学会に課された使命」として、評価のレスポンシビリティの啓蒙、評価を通じたアカウ
ンタビリティ・レジームの整備充実を提唱するものであった。
第4報告は、南島和久会員（新潟大学）による「評価学と政策過程論：再論」であった。本報告におい

て重要な点は、政策過程論と呼ばれる、「政策立案→政策決定→政策実施→政策評価→政策終了」のなか
で政策評価が位置づけられること、及び「政策形成」「政策実施」と「政策評価」との関係がコインの表
裏となっていることが、評価学会において十分に共有されていない点を指摘したことであった。その上で
本報告では、EBPM（証拠に基づく政策立案）の登場と共に、「政策評価」と「政策立案」との関係がいっ
そう曖昧になっていること、また、「政策評価」の延長線上で語られる「政策終了」と「政策決定」との
関係についてあらためて整理が必要であることが指摘されていた。

共通論題6 「学校評価士は学校運営における評価的思考の利用をいかに支援できるか」  

座長　　小澤 伊久美（国際基督教大学）
討論者　鄭 廣姫 　　（韓国教育開発院）

　
本セッションでは、本学会における学校評価士養成講座発足時から現在までの学校評価士の現況を概観
した上で、学校評価士らが学校現場に入る際の課題を報告し、その経験に基づく今後の展望を述べた。学
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校評価士にとって特に困難な課題は、多忙な日常においても評価的思考による学校運営が実行可能だと学
校側に認識してもらい、学校評価士を現場に受け入れようと決断してもらう点にあり、その突破には、良
い事例蓄積と学校側への発信が考えられる。そこで、セッション後半では、「評価的思考」を用いた学校
運営の事例を2つの大学における実践から報告した。最後に、指定討論者から、韓国における学校評価を
踏まえたコメントをいただき、学校評価士の今後の可能性について、議論した。
第1報告は、橋本昭彦会員（国立教育政策研究所）による「学校評価士の現況－養成講座開設からこれ

まで」である。本報告では、学校評価士養成講座の企画者の立場から、学校評価士を中核メンバーとする
学校評価分科会の活動の軌跡と共に学校と評価士の現状を踏まえ、学校に、学校評価の制度や形式ではな
く、学校運営に評価の視点を活かす思考法を導入する支援をしようと考えた経緯が発表された。
第2報告は、石田健一会員による「学校評価士の実践と今後の展望－初期的考察」である。本報告では、
まず、学校評価士数名が参加した学校評価を振り返り、個々の体験学習の評価（事業評価）では、観察・
インタビュー・作文や資料の分析等により、学校から評価対象として依頼のあった体験学習の成果の可視
化はされたが、学校側と評価者の合理性のずれがあったことが判明し、学校評価士が期待したほど評価の
成果が学校運営に生かされなかったことが報告された。また、それを踏まえ、今後を展望する上で念頭に
置くべき学校評価士の強みと弱み、機会と脅威とが示された。
第3報告は、高林友美会員（サイバー大学）が「大学生の学修成果の可視化－プログラム運営の発展的・
主体的議論を促す－」と題して、大学等に質保証や説明責任のために要請され、他律的に導入される学修
成果の可視化を、エビデンスに基づく実質的な改善活動に結びつける試みが示された。具体的には、評価
的思考の活用と主体的な議論を持つために、評価的思考に基づく指標の捉え直しの実践、その際にプログ
ラムのメンバーをいかに巻き込んだかが話された。
第4報告は、小澤伊久美会員（国際基督教大学）による「評価的思考による大学初年次プログラム運営

の実践例－卒業時インタビュー－」である。本報告では、多忙な日常の中に評価的思考を埋め込み、プロ
グラム運営に生かした例として、大学初年次プログラムにおいて、目標や現時点での課題をメンバーで確
認し、定例会議等の議事の1つにデータ収集や議論を時機に応じて部分的に組み込み、また、卒業時の学
生インタビューを実施し、活用した事例が報告された。
その後、本セッションの指定討論である鄭廣姫氏（韓国教育開発院）により、韓国における学校評価の
現状、学校コンサルタントの養成と活動が紹介された。また、今日において再び学校評価を考える意義や、
学校側の多様な評価需要・レベルに応える学校評価士の力量形成（持続的成長のシステムの構築）を含め
た展望が示され、フロアを含む全体で議論がなされた。

共通論題7 「資金誘導に活用される評価の動向とその功罪～バリュー・フォー・マネーの
議論を出発点に～」  

座長　今田 克司（CSOネットワーク）

本セッションでは、バリュー・フォー・マネー（VFM: Value for Money）の議論に焦点を当て、ニュー
ジーランドから参加のメイン報告者（1）とオンラインでつなぎ、ビデオ会議方式で報告をしてもらった。
必要な通訳は座長が行った。続けて会場からの論考をメイン報告者（2）が行った。約40人が参加し、熱
のこもった議論の場となった。
社会課題解決における民間セクターの役割に注目が集まるなか、ESG投資や社会的インパクト投資にお
ける投資対象の選別（デュー・ディリジェンス）や成果評価の手法の精緻化の動きが進みつつある。日本
においても、事業成果と資金調達や金銭的報酬を直接結びつけようという機運も高まっている。そんな中
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で、ニュー・パブリック・マネジメント（NPM）の考え方と共に導入されたVFMアプローチは、事業に
よって生み出された価値を算出する方法で、広く公共事業等の分野で活用されてきている。この動向につ
いて、メイン報告者2名が議論を展開した。
メイン報告者（1）のジュリアン・キング氏は、本報告において、これまでのVFMのアプローチが不十
分であったことを指摘し、特に価値判断基準やステークホルダーの参加を進化させたValue for Investment 
アプローチを提唱した。従来のVFMが、物事の経済分析に止まるのに対し、Value for Investment アプロー
チでは、経済学に評価学を掛け合わせ、ロジックとエビデンスの活用により、事業により生み出される価
値の可視化と共有を試みる。
メイン報告者（2）の津富宏氏は、そもそも「社会」という公的なものに対する介入に、投資のロジッ

クはなじむのだろうか、VFMは求められるべきなのだろうか、という問題意識を投げかけた。VFMアプ
ローチは新自由主義の核心的事項であり、それにより、市民の客体化が推進されていると分析する。

2つの報告が問題提起となり、セッション参加者が教育、福祉、国際協力等の専門領域における評価の
あり方を問うやりとりがなされた。質疑応答というよりも、提示された社会の流れやそこで評価が担わさ
れている役割についての問題意識を共有する時間となった。整理されたことは、メイン報告者（1）が
VFMアプローチに代表されるようなNPMのあり方に対する reformist（改革者）であろうとし、具体的な手
法を編み出すことに専心してきているのに対し、メイン報告者（2）がこれに対する transformist（変革者）
であろうとし、NPMが依って立つ土台を揺るがそうとしていることだった。
近年、日本においては、成果連動型委託契約の一種と解説されるソーシャル・インパクト・ボンド

（SIB）が、ヘルスケア、就労支援、起業支援等の分野で試行的に始まっており、2016年度に法制化された
休眠預金等活用法においては、社会的インパクト評価を活用し、評価結果によって適切な予算・人材等の
資源配分に反映することが評価の目的の1つになっている。本セッションではVFMを端緒に会場とのディ
スカッションを試みたが、時間が限られていたことが残念だった。本セッションで糸口をつかんだような
評価に対する時代的要請に、評価専門家はいかに答えていくべきか、さらなる議論が求められることが浮
き彫りになった。

ラウンドテーブル 「評価ディベート：評価のお悩み相談会2019」  

座長　　　小島 卓弥（NTTデータ経営研究所）
進行補助　西出 順郎（明治大学）

本セッションは、第19回全国大会に引き続いて開催され、評価の理論と実務の有機的結合を具現化する
取り組みの1つとして実施したものであり、3回目の取組み（試み）となる。
学会員各位の日々の研究もしくは実践活動において日々生じている課題や疑問（あるいはお悩み）を広
く共有し、また、当該議論を多様な活動領域や実務、理論といった複眼的なレンズを通じ、これらの解決
の糸口を模索するものである。
前回同様、特定の評価領域を設けず、政策評価、自治体評価、NPO評価、施設評価、EBPM等幅広い分
野における評価活動における課題、疑問、問題意識が寄せられ、それぞれに対し、参加者から自らの研究、
あるいは実践経験から助言が供される等、評価の現場で発生している様々な課題に対して活発な議論が行
われた。
評価の実践者は相談する相手がおらず、一人で苦悩するケースも少なくないようだ。このような場を通
じてそれぞれが抱える課題に対し、研究者と実践者がそれぞれの知見を持ち寄り、課題解決を図ることは
非常に重要であると考えている。
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また、本学会において分野、研究者、実践者の壁を越えて議論が行われることは、我が国における評価
の発展という側面からも非常に重要だと考えており、このような機会を継続することができればと考えて
いる。

自由論題セッション

自由論題1 「人材育成・教育評価」
座長　齊藤 貴浩（大阪大学）

本セッションでは4つの研究報告に対して、フロア（約30名）からの質疑を得て活発な議論が行われた。
まず、第1報告者である佐藤由利子会員（東京工業大学）の「留学生30万人計画の評価の試み」は、

2008年に掲げられた「留学生30万人計画」について、主に留学生の出身国と受け入れ先の学校種別、就職
率、満足度に関して定量的指標を中心に検証を行った報告であった。現在、30万人という数値目標はほぼ
達成されたものの、それは途中から日本語教育機関で学ぶ留学生を含めたことによる増加が大きな影響を
与えていること、そしてその教育の質に懸念があることが指摘された。また、日本国内での就職率の分析
から、高度人材の獲得という視点では成功していないという問題提起がなされた。今後の日本社会の在り
方に影響を与える施策でもあり、より詳細な分析と政策への反映が期待される。
第2報告者である橋本昭彦会員（国立教育政策研究所）の「学校評価における評価指標の在り方につい

ての実態分析」では、自治体のガイドラインや規定を中心に評価指標に関する情報収集を行った報告がな
された。評価指標の捉え方の違い、プロセス（取組）を指標にしているケースが多いこと、数値目標に対
しては慎重な姿勢、積極的活用等、ガイドラインでも自治体によって立場が異なること等が明らかにされ
た。昨今の教育委員会改革の影響についての質問には、首長の影響からか重点目標等の評価への反映があ
るとのことであり、今後の学校評価の行く末を見守る必要があると考えられる。
第3報告者である加藤知愛会員（北海道大学）他2名の「防災・減災／復興を牽引する起業家育成プログ
ラム開発と評価デザイン」は、複数の大学が連携して提供する「レジリエント社会を牽引する起業家精神
育成プログラム」に関する実践研究の報告であった。災害時や災害からの復興にも役立つ人材の育成を狙
った教育プログラムの開発や、教育効果を測定するためのルーブリックの開発が紹介され、今後の展開が
期待される。今後の課題として、災害のような逆境を意図的に作り出すことができないことから真の能力
が獲得できているかどうかの評価や、またレジリエンスを目的としても通常は組織として存在しなければ
ならず、そのような組織と教育プログラムの運用をどのように結びつけるかといった議論がなされた。
第4報告者である關谷武司会員（関西学院大学）他12名の「身体運動能力におけるけん玉の練習効果に

関する試行的研究」は、けん玉を練習することが身体的運動能力を向上させる効果があるとの仮説のもと、
けん玉の競技者と一般者の様々な能力を測定し、バランス感覚に有意差を認めたという報告であった。質
疑応答の中で、被験者の属性の問題、またけん玉以外に複数の要因が関連しているのではないかとのコメ
ントがあり、現在は試行であって今後検討をしていきたいとの回答があった。伝統的な遊びであるけん玉
は、今は新しいスポーツとして発展しているとのことであり、今後の健康・運動能力面での評価手法の開
発にも期待したい。
本セッションでは、「人材育成・教育評価」をテーマとして、人間の学習と教育、能力獲得に関する様々
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な報告が行われた。教育の評価は評価研究の原点の1つでもある。新しい時代に対応するための人材育成・
教育がどのようなものであるべきか、そしてそれに対応する評価がどうあるべきかを切り口として、新し
い社会の形成と、更なる評価学の発展に寄与していくことが期待される。

自由論題2 「ODA評価」
座長　林 薫（文教大学）

本セッションではODAに直接、間接に関係する4件の報告が行われた。
第1報告の佐々木亮会員による「SDGs評価：未来の世代に、素晴らしい世界を4：SDGs目標4.1への貢

献：ミャンマー CREATEプロジェクトのインパクト評価」は、現在JICAの協力により進められているミャ
ンマーの初等教育のカリキュラム改革の評価を試みたものである。ミャンマーでは伝統的に教師の教えた
内容、教科書に書かれたことを丸暗記し、質問も許さないというような一方的な教育が行われてきた。
JICAの協力によってミャンマー政府が取り組んでいる改革は、グローバル化する現代において、このよう
な教育では人材の育成は難しいという認識のもとに、ディスカッションやアクティブ・ラーニング等の方
法を導入して、生徒が自ら考える双方向型の教育にしていこうとするもので、現在初等教育の第4学年ま
で完成している。本研究では、カリキュラム改定前後で、対象群、比較群の間に有意なパフォーマンスの
差が生じていることが報告された。分析手法等についてフロアから質問があり、今後対象学年が拡大され
る中で、研究の深化が期待される。
第2報告の石田洋子会員による「SDGs評価：未来の世代に、素晴らしい世界を4：インドネシア政府に
よるSDGsグローバル指標への取組」は現在、2020年から開始する新国家開発5か年計画をSDGs達成のロ
ードマップにアラインさせるべく、グローバル指標の見直しやメタデータ作成等、次期SDGs行動計画策
定の準備が進められているインドネシアの取り組みを分析したものである。これまで3年間の経験を、ど
う評価して、どのように次の国家開発計画や行動計画に反映し、SDGs達成につなげようとしているのか
について分析を行い、多くの課題があることが指摘された。SDGsは早くも15年の期間の序盤が終わろう
としており、インドネシアの事例からみても、その達成は容易ではないことを再認識させる発表であった。
第3報告の岡部有美子会員、米原あき会員による「地方開発プロジェクトにおけるエンパワメント評価

の機能：タイ王国D-HOPEプロジェクトの評価活動からみる課題と可能性」は地方開発プロジェクトの評
価を行う際、その評価が地域コミュニティ成員にとって能力向上の機会となっているか、その評価が多様
なコミュニティの特性を適切に捉え、それらの特性を尊重した評価活動を行っているか、という観点で評
価の評価を行ったものである。報告では構成主義的なアプローチによる質的データの検討と、構成主義を
出発点に持ちつつ、データの量化を目指す実証主義的なアプローチを融合することにより、地方コミュニ
ティというミクロな生活圏におけるひとや社会の活動を対象とする評価活動の可能性を展望することがで
きた、とする一方で、エンパワメント評価が変革的に機能するためには、政策体系のローカライゼーショ
ンが行われなければならないこと、ワークショップの手法では能力の高いファシリテーターが不可欠とな
り、その養成をどうするかが課題であること、地域の実情にあった質問票を策定するためには、専門性を
持った社会調査士が地方各地を巡って調査設計を行う必要があること等を中心に専門人材の育成と配分が
重要であることが指摘された。
第4報告の村岡敬一会員による「DAC評価項目のSDGsへの適合」はDAC評価5項目の改訂の動きについ

て報告がなされた。SDGs時代の到来により、四半世紀以上開発協力評価の基準となっていたDAC評価5項
目の有用性に関する議論がOECD-DACで検討され、2019年11月には下部組織である開発評価ネットワーク
（EvalNet）において評価項目の改定について合意が形成される予定となっているという状況の下で、公表
可能な範囲で議論のポイントや改訂の方向性について紹介がなされ、今後の課題等について議論が行われ
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た。
以上のように4報告では、ODA評価に関わる効果、評価手法、課題、キャパシティー、国際的動向等に
関して、多様な論点が提供され、活発な議論が行われることによって、セッション全体としてODA評価の
研究の深化に貢献するものになったと考えられる。

自由論題3 「自治体評価1」 
座長  佐藤 徹（高崎経済大学） 

本セッションでは5会員による研究報告に対し、フロアー（約25名）からの質疑を得て、活発な議論が
行われた。 
第1報告者である池田葉月会員（京都府立大学大学院）の「評価表のチェックリスト活用による自己評

価のレベルアップ」は、自治体評価が業績測定を中心とする評価制度であるため、自己評価の中心的な作
業である評価表の作成に着目したものである。実際に作成された評価表から問題点を整理して作成する際
のチェックリストを作成し、それを施策・事業の担当課または事務局の職員が活用することで自己評価の
質を向上させられるのではないかといった観点からの検討がなされた。今後は、具体的にはどのようなチ
ェックリストが考えられるか、またどのようなチェックリストが有効であるかについての研究報告が期待
されるところである。
第2報告者である窪田好男会員（京都府立大学）からは「新しいツールによる自治体評価の有効性向上」
と題した報告があった。はじめに評価学の想定する評価体系の中で、自治体評価がどのように位置付けら
れるのかを再確認した上で、自治体評価に関わる行政職員の負担軽減や評価への参加の促進等が課題とし
て提示された。さらに報告者が京都府内の市町村や宝塚市で行ってきた評価の実践を事例として挙げつつ、
課題解決にファシリテーションやAI（人工知能）等のツールが有効ではないかといった提案がなされた。
大変興味深い報告であり、今後さらなる実証研究の報告が待たれるところである。 
第3報告者である後藤玲子会員（茨城大学）の報告は「自治体障害者就労支援策のインパクト評価」と

題するものであった。行政区域内における就労年齢の障害者のうち8割を超える人々が就労することを成
果目標に掲げて、その目標を達成した岡山県総社市の「障がい者千人雇用事業」に着目し、一般指標デザ
インに基づく差の差法によって障害者就労支援策のインパクト評価を行った結果が報告された。自治体の
障害者就労支援策が障害者就労の質及び量に与えたインパクトを定量的に評価した研究であり、また自治
体施策を対象としたインパクト評価の事例としてみても貴重な報告であった。今後は研究論文としてまと
められることが期待される。
第4報告は、田辺智子会員（国立国会図書館／筑波大学）より、「実証研究に基づくメタ評価チェックリ
スト－図書館評価を事例として－」と題した報告があった。具体的には、公共図書館の業績測定を対象に、
評価担当者が評価の有効性向上に活用できるメタ評価の有用なツールとして作成されたチェックリストに
ついて提案・報告がなされた。そのチェック項目は、公共図書館を対象としたインタビュー調査やアンケ
ート調査をもとに評価の有効性向上に影響する要因を抽出し、その実施状況を確認したものであり、2館
の公共図書館での試行と必要な修正を加えて完成させたチェックリストは図書館評価を振り返り、改善可
能な点を把握する上で有用であることが確認されたとの報告があった。社会実装という点において、大変
興味深い報告であった。
本セッションでは、「自治体評価」を切り口としつつ多角的な観点からの研究報告があった。本セッシ
ョンの特徴を挙げるとすれば、自治体評価の現状に対して新たな提案を行うタイプの研究が多かったよう
に見受けられる。その意味では今後は更に深化した研究報告が期待されるところである。
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自由論題4 「自治体評価2」
座長　南島 和久（新潟大学）

　
　本セッションでは4名の会員による研究報告が行われた。
第1報告者は和川央会員であり、論題は「県民の幸福に着目した総合計画の策定と評価～岩手県の取組

事例～」であった。岩手県では2019年度の総合計画の策定に際し、幸福度指標と政策体系を一致させ、幸
福度指標の測定結果を評価に反映させたという。このような取り組みは、理念としては理解できるものの、
国内に類例を見いだすことは極めて難しい。今後の展開について注目を要する取り組みといえるだろう。
第2報告者は飯田洋市会員であり、論題は「地方自治体におけるメリハリある行政評価を目指した相対

評価手法の研究～長野県岡谷市商業活性化計画を例として～」であった。その内容は、多基準意思決定手
法の階層分析法（AHP）を取り入れた相対評価を活用した事例として、岡谷市商業活性化計画を紹介する
ものであった。AHPは「問題」を構造化し、的確に捉えるための手法として知られている。本報告では、
「結果に妥当性が認められる」としており、実践性の高い手法として注目することができるだろう。
第3報告者は鎌田徳幸会員及び熊谷智義会員であり、論題は「岩手県における県民協働型評価の実態－

参加型評価の事例－」であった。本学会ではこれまでに何度か岩手県のNPO、政策21の取り組みが紹介さ
れてきた。今回の報告はその後の発展を示すものであった。今回の報告において注目すべきは、岩手県知
事といわてNPO中間支援ネットワークとの間で締結された「県の施策の評価及び立案に関する協働協定」
（2008年）に基づき協働型評価の取り組みが展開してきたという点だろう。
第4報告者は熊谷智義会員、鎌田徳幸会員、岩渕公二会員であり、論題は「岩手県北上市における協働

事業の検証－第三者評価の結果より－」であった。本報告の内容は、岩手県北上市における協働事業を対
象とする、協働手法の質的向上を図るための第三者評価の実践報告であった。「協働のまちづくり」を掲
げる自治体にとっては、協働手法のイノベーションは喫緊かつ重要な課題といえるものであるが、「協働」
という事業の性質上、行政側も当事者の立ち位置をもつものであるため、第三者の観点からの評価が求め
られることとなる。この意味において、本報告の実践事例は、極めて重要な取り組みであるといえるだろ
う。

自由論題5 「評価手法・評価デザイン」
座長　佐々木 亮（国際開発センター）

　
本セッションでは、評価手法及び評価デザインに関する多様な発表が行われた。
「日本における評価システムの特徴とガバナンス機能の有効性」と題して、三上真嗣会員（同志社大学
大学院（博士課程））から発表が行われた。日本の評価システムと特徴、そして改善すべき点に関して良
く整理された報告であった。
続いて、「外部評価者の独立性－JICA外部事後評価における評価者の独立性確保－」と題して、河野摂
会員（国際協力機構）から発表が行われた。日本評価学会評価者倫理・スタンダード分科会のアンケート
結果を踏まえた発表であった。外部評価者の第三者性の認識は近年改善してきているが、氏が所属する組
織の実践も踏まえた最新の動向の報告であった。
続いて、「オープンデータ施策に関わる目標と評価の設定」と題して、本田正美会員（東京工業大学）
から発表があった。行政機関によるオープンデータの開示の状況と今後の課題を整理した発表であった。
さらに「米国における根拠に基づく政策（EBPM）推進に果たす非営利組織の役割とソーシャルインパ
クト－米国連邦・地方政府へのデータ利活用の能力開発・支援活動を行う米国非営利組織」と題して、白



155

川展之会員（文部科学省科学技術・学術政策研究所）から発表があった。米国の研究機関が主導する
EBPMの最新の状況と、米国の非営利組織のデータ利活用の状況が手際よくまとめられていた。EBPMは
日本でも普及させていかねばならない動きであり、日本ではどのように取り組んでいくべきかの示唆もあ
った。
最後に、「Testing The Capital Asset Pricing Model: Empirical Evidences in the Vietnam stock Market」と題し
て、Nguyen Thi Thanh Nga会員（麗澤大学）から研究発表があった。統計分析に基づく実証研究であった
が、想定外の出来事による影響をどのようにモデルに取り込んでいくかが今後の研究課題となろう。
以上、5本の発表のあとに、フロア参加者との質疑応答が行われた。さらに司会者から各発表に対する
質問とコメントもなされた。たいへん活発な議論がなされた。手法はそれぞれで違うが、お互いに学ぶこ
とが多いセッションであった。今後も同様のセッションが開催されることを望む。

自由論題6 「行政評価」
座長　窪田 好男（京都府立大学）

本セッションでは、5名の会員による研究報告に対し、フロアー（約10名）からの質疑を得て活発な議
論が行われた。
第1報告は、吉田素教会員（大阪府立大学）による「日本の公的セクターにおける財政運営の持続可能

性について」であった。日本の中央政府財政と地方政府財政の持続可能性に関して、公的セクター内にお
ける財政移転の効果を考慮した検証を試み、持続可能性が乏しいと結論づけている。財政学のディシプリ
ンとスタイルによる報告であったため、評価学との関連を問う質問があった。報告者からは、効果検証を
試みている点で評価学であるという回答がなされた。
第2報告は、杉谷和哉会員（京都大学／国際高等研究所）による「行政事業レビューにおけるEBPMの展
開」であり、本大会で多く見られたEBPMをテーマとする報告の1つであった。行政事業レビューにおい
て、日本型EBPMと呼ぶべきものが観察できるが、それには改善の余地があるという趣旨の報告であった
が、先行研究の整理、日本型EBPMの概念とその説明といった点に改善の余地があるという指摘がなされ
た。フロアーの関心を最も集めた報告であり、今後の進展に期待したい。
第3報告は、韓廷旼会員（同志社大学大学院博士後期課程）による「政策評価制度の日韓比較－比較政

策学から－」であった。比較政策学という公共政策学のサブディシプリンを成立させて、日韓の政策評価
制度を比較しようという意欲的なテーマであり、今後に期待したい。一方で、今回の報告では、公開情報
をもとに日韓の政策評価制度の紹介に留まっているのではないか、報告者の過去の報告との違いが見えに
くいという指摘もあった。
第4報告は、上野宏会員（国際開発センター／神戸大学）による「独立財政機関（IFI）の有効性に関す
る文献レビュー」であった。OECD加盟国で27機関あり、わが国への導入も検討すべきとされるIFIの有効
性について、先行研究の整理を試みた報告である。IFIの有効性を高めるためには、IFIが自由に活動する
のではなく、IFIがよって立つ財政ルールが必要であるというのが到達点であることを明らかにした。
第5報告は、上野真城子会員（アジア都市コミュニティー研究センター）による「防潮堤評価のための

試論：気仙沼大島地区の事例から」であった。東日本大震災の津波被害を受けて、被災地各地で建設され
つつある大規模な防潮堤について、工学的な評価だけではなく、多面的な評価が必要であることを、気仙
沼市大島地区を事例として論じた報告である。
本セッションでは、行政評価を切り口として、ディシプリン間の交錯もあり、大胆な試論の提示もあっ
た。本稿では、それらについて、やや辛口に紹介してきたが、いずれも評価学を発展させ、より豊かにす
る可能性を秘めていることは言うまでもなく、報告者の各会員には、今後の研究報告を期待したい。また
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一方で、ディシプリン間の架橋や対話、試論の提示というような報告の場合、セッションのあり方につい
て、約10分の質疑応答時間が有効かという思いも持った。質疑応答の時間を長くするとか、こうした性格
のものはラウンドテーブルディスカッションでまずは扱うとか、研究大会の運営においても検討の余地、
可能性があるのではないだろうか。
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日本評価学会
第21回全国大会のご案内

日本評価学会会長
山谷清志（同志社大学）

　例年、秋季に開催しております日本評価学会第 21回全国大会については、昨今の
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響等に鑑み、非対面方式による開催を
予定しております。詳細は決定次第、学会メーリングリストおよびホームページにて
ご案内いたします。

記

１.　　日程：2020年 11月 28日（土）、29日（日）

２.　　方法： 非対面方式（予定）

 以上
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日本評価学会誌刊行規定
2005.2.15改訂
2002.9.18改訂
2001.9.9改訂

（目的および名称）
1.　 日本評価学会（以下、「学会」という）は、評価に関する研究および実践的活動の成果を国内外の学

界をはじめ評価に関心をもつ個人および機関に広く公表し、評価慣行の向上と普及に資することを目
的として、「日本評価研究（仮名）」（英文仮名：“The Japanese Journal of Evaluation Studies”、以下、
「評価研究」という）を刊行する。

（編集委員会）
2. 　 「評価研究」の編集は、後で定める「編集方針」にもとづいて編集委員会が行う。
3. 　編集委員会は、学会会員20名以内をもって構成し、委員は学会理事会が選任する。編集委員の任期は

2年とし、再任を妨げないものとする。
4. 　編集委員会は、互選により委員長1名、副委員長2名および常任編集委員若干名を選出する。
5. 　編集委員会は、最低年1回編集委員会を開き、編集方針、編集委員会企画、その他について協議する

ものとする。
6. 　編集委員会は、その活動等について、随時理事会へ報告し、承認を受けるとともに、毎年1回学会年

次大会の場で、過去1年の活動成果と翌年の活動計画に関する報告を行う。
7. 　委員長、副委員長および常任編集委員は、常任編集委員会を構成し、常時、編集実務に当たる。
（編集方針）
8. 　 「評価研究」は、原則として、年2回刊行する。
9.  　「評価研究」の体裁は、B5版とし、和文又は英文とする。
10.　「評価研究」に掲載する原稿（以下「論文等」という）の分類は、以下の5カテゴリーからなるものと

する。
　　（1）総説
　　（2）研究論文
　　（3）研究ノート
　　（4）実践・調査報告
　　（5）その他
11.　「評価研究」への投稿有資格者は、学会会員および常任編集委員会が投稿を依頼した者とする。学会

会員による連名での投稿および学会会員を主筆者とする非会員との連名での投稿は、これを認める。
編集委員による投稿はこれを認める。

12.　投稿原稿を上記分類のどのカテゴリーとして扱うかは、投稿者の申請等をもとに常任編集委員会が、
下記の「作業指針」に従って決定する。
（1）「総説」は、評価の理論あるいは慣行について概観する論文とし、その掲載については編集委員

会が企画・決定する。
（2）「研究論文」は、評価の理論構築あるいは慣行の理解について重要な学問的貢献となると認めら

れる論文とし、その採否については次項に定める査読プロセスを経て常任編集委員会が決定す
る。

（3）「研究ノート」は、「研究論文」作成過程での理論的あるいは経験的な研究の中間的成果物に相当
する論考で、その採否については次項に定める査読プロセスを経て常任編集委員会が決定する。

（4）「実践・調査報告」は、評価事業の実践あるいは評価にかかわる調査の報告で、その採否につい
ては次項に定める査読プロセスを経て常任編集委員会が決定する。
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（5）「その他」には、編集委員会が独自に企画する特集に掲載する依頼原稿や学会誌の刊行に関する
編集委員会からの学会会員への連絡等が含まれる。

13.　論文等は2名の査読者により査読することとし、その人選は編集委員会が行う。「研究論文」について
は、査読結果と編集委員会が査読者とは別に指名する担当編集委員1名の参考意  見をもとに、編集委
員会が掲載に関する決定を行う。「総説」、「研究ノート」、「実践・調査報告」および「その他」の論
文については、査読結果にもとづき編集委員会が掲載に関する決定を行う。

14.　編集委員が「評価研究」に投稿した場合には、当該委員はその投稿に係わる常任編集委員会あるいは
編集委員会の議事に一切参加しないものとする。

15.　上記いずれのカテゴリーの投稿についても、常任編集委員会による掲載の判断は可・不可の二者択一
で行うこととする。但し、場合によっては編集委員会の判断で、小規模の修正による掲載も認める。
「研究論文」としての掲載が適当でないと判断された場合でも、投稿者が希望すれば、常任編集委員
会は「研究ノート」あるいは「実践・調査報告」としての掲載を決定できる。

（投稿要領の作成公表）
16.　編集委員会は、上記の編集方針にもとづき投稿要領を作成し、理事会の承認を得て、広く公表する。
（配布先）
17.　「評価研究」は、学会会員に無償で配布するほか、非会員に有償で提供する。
（抜刷の配付）
18.　「評価研究」掲載論文等の抜刷り30部を、投稿者（原著者）に無料で配布する。それ以上の部数を希

望する場合は投稿者（原著者）の自己負担とする。
（インターネット上の公開）
19.　「評価研究」掲載論文等は、投稿者（原著者）の了承を得て全文をインターネット上で公開する。
（著作権）
20.　「評価研究」に掲載された論文等の著作権は各投稿者（原著者）に帰属するものとし、編集権は本学

会に帰属するものとする。
（事務局）
21.　「評価研究」編集及び配布の事務は、それに関連する会計も含めて学会事務局が担当する。

（以上）
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『日本評価研究』投稿規定

2019.1.21改訂
2017.7.20改訂
2008.9.29改訂
2003.4.18改訂
2002.3.25改訂
2001.9.9改訂

1. 『日本評価研究』（The Japanese Journal of Evaluation Studies）は、評価に関する論文、論考、調査報告
等を掲載する。

2. 『日本評価研究』は、会員間の研究成果交流の場を提供し、内外における評価研究の一層の発展に資
することを主目的として発行されており、原則として会員による寄稿を掲載する。なお、依頼原稿を
除き、ファーストオーサーは学会員でなければならない。また、投稿は、一時に一原稿に限るととも
に、他学会誌などへ二重に投稿などのない未発表のものとする。

3. 投稿された原稿は、編集委員会の責任において審査を行ない、採否を決定する。審査にあたっては、
1原稿毎に2名の査読者を選定し、査読結果を参考にする。（査読者には、投稿者名を伏せて査読を依
頼する。）

4. 原稿料は支払わない。

5. 『日本評価研究』に掲載された論文等は、その全文をインターネット上の本学会のホームページに掲
載する。

6. 投稿にあたっては、原稿の種類が、①研究論文、②総説、③研究ノート、④実践・調査報告、⑤その
他のうち、どのカテゴリーに入るかを明記する。ただし、カテゴリーについての最終判断は、編集委
員会で行なう。「研究論文」は評価の理論構築あるいは慣行の理解について重要な学問的貢献となる
と認められる論文、「総説」は、評価の理論あるいは慣行について概観する論文、「研究ノート」は
「研究論文」作成過程での理論的あるいは経験的な研究の中間的成果物に相当する論考、「実践・調査
報告」は評価事業の実践あるいは評価にかかわる調査の報告、「その他」は編集委員会が独自に企画
する特集に掲載する依頼原稿等である。

7. 投稿方法
（1）使用言語は日本語または英語とする。
（2）著者校正は原則として第一校までとする。
（3）英文原稿については、ネイティブスピーカーによる英文チェックを済ませ、完全な英文にして投

稿すること。
（4）下記送付先に投稿原稿の電子ファイル（図表を入れた印刷モードのPDFとMS word）をメールで

提出する。その際、連絡先（住所、Tel、Fax、Email）と原稿の種類を明記すること。掲載可と
判断された原稿については、必要なリライトを経た後に、最終原稿の電子ファイル（MS word）
を提出する。その際、オリジナル図表（Excel等）を添付すること。なお、編集に関する最終的
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なデザインは編集委員会が行うものとする。
（5）日本語原稿の最大文字数は以下のとおり。①研究論文20,000字、②総説15,000字、③研究ノート

15,000字、④実践・調査報告20,000字、⑤その他適宜。それぞれ和文要旨を400字程度、英文要旨
を150words程度、及び和文・英文でキーワード（5つ以内）を別に添付する。最大文字数20,000
字の「研究論文」と「実践調査報告」の場合は、図表を含め刷り上がりが14ページ以内とする。
ただし、15～ 16ページの2ページは著者負担で増頁できる。最大文字数15,000字の「総説」と
「研究ノート」の場合は、図表を含め刷り上がりが12ページ以内とする。ただし、13～ 14ページ
の2ページは著者負担で増頁できる。左記最大ページ数（16ページと14ページ）を超える投稿は
認めない。なお、刷り上がりとは、第1ページの和文要約、第2ページ以降の本文等（図表も含
め、20字×43行×2段で設定）、最終ページの英文要約を入れた印刷モードのことである。

（6）英文ではA4版用紙に左右マージン30mmをとり、10ポイントフォントを使用し、1ページ43行の
レイアウトとする（1ページ約500words）。論文冒頭に150words程度のAbstractをつける。14ペー
ジでは、7,000words相当になるが、タイトルヘッド等を考慮して、最大語数を約6,000words（図
表、注、文献込み）とする。図表の量によっては、ページ数が予想以上に増える場合もあり得る
ので、注意すること。ページ数の上限については、日本語原稿の場合と同様である。

8. 送付先
〒108-0075
東京都港区港南1-6-41
品川クリスタルスクエア12階　（一財） 国際開発センター内
日本評価学会事務局 「日本評価研究」編集担当
E-mail: jes.info@evaluationjp.org
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『日本評価研究』執筆要領
2019.1.21改訂
2002.9.18改訂
2002.3.25改訂

1.　 本文、図表、注記、参考文献等
　　 （1）論文等の記載は次の順序とする。
　　　日本語原稿の場合
　　　　第1ページ：表題、著者名、所属先、E-mail、和文要約（400字程度）、和文キーワード（5つ以内）
　　　　 第2ページ以下（1ページ20字×43行×2段で設定する）：本文（図表含む）、謝辞あるいは付記、

注記、参考文献
　　　　最終ページ：英文表題、英文著者名、英文所属先、E-mail、英文要約（150words程度）、英文キー
　　　　ワード（5つ以内）
　　　英文原稿の場合
　　　　第1ページ：Title; the author’s name; Affiliation; E-mail address; Abstract （150 words） ; Keywords （5
　　　　words)
　　　　第2ページ以下：The main text; acknowledgement; notes; references

　　 （2）本文の区分は以下のようにする。
　　　例 1（日本語）
　　　　1．
　　　　　（1）
　　　　　　  ①
　　　　　（2）
　　　　　（3）
　　　例 2（英文）
　　　　1.
　　　　1.1
　　　　1.1.1
　　　　1.1.2

　　 （3）図表については、出所を明確にする。図表は原則として、筆者提出のものをそのまま写真製版す
　　　　るので、原図を明確に作成すること。写真は図として扱う。

　　　例１：日本語原稿の場合
　　　　　　　　　　　　　図１ ○○州における生徒数の推移

　　　　　　（注）
　　　　　　（出所）
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　　　　　　　　　　　　　表１ ○○州における事故件数

　　　　　　（注）
　　　　　　（出所）

　　　　例２：英文原稿の場合
　　　　　　　　　　Figure １ Number of Students in the State of ○○

　　　　Note:
　　　　Source:

　　　　　　　　　　Table １ Number of Accidents in the State of ○○

　　　　Note:
　　　　Source:
　　
　　（4）本文における文献引用は、「･…である（阿部1995、p.36）。」あるいは「･…である（阿部1995）。」
　　　　のようにする。英文では、(Abe 1995, p.36) あるいは(Abe 1995)とする。
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　　（5）本文における注記の付け方は、（･…である1。）とする。英文の場合は、（….1）とする。
　　（6）注記、参考文献は論文末に一括掲載する。
　　　　　注記
　　　　　1 ………。
　　　　　2 ………。
　　（7）参考文献は、日本語文献は著者の五十音順、外国語文献は著者のアルファベット順に記し、年代
　　　　順に記載。参考文献の書き方については以下のようにする。
　　　　日本語単行本：著者（発行年）『書名』、発行所
　　　　　　　（例）日本太郎（1999）『これからの評価手法』、日本出版社
　　　　日本語雑誌論文：著者（発行年）「題名」、『雑誌名』、巻（号）：頁－頁
　　　　　　　（例）日本太郎（1999）「評価手法の改善に向けて」、『日本評価研究』、1（2）：3-4
　　　　日本語単行本中の論文：著者（発行年）「題名」、編者『書名』、発行所、頁－頁
　　　　　　　（例）日本太郎（2002）「行政評価」、日本花子『評価入門』、日本出版社、16-28
　　　　複数の著者による日本語文献：著者・著者（発行年）『書名』、発行所
　　　　　　　（例）日本太郎・日本花子（2002）『政策評価』、日本出版社
　　　　英文単行本：著者（発行年）. 書名 . 発行地：発行所.
　　　　　　　（例）Rossi, P. H. (1999). Evaluation: A Systematic Approach 6th edition. Beverly Hills, Calif:
　　　　　　　　　  Sage Publications.
　　　　英語雑誌論文：著者（発行年）. 題名. 雑誌名 , 巻（号）, 頁－頁.
　　　　　　　（例）Rossi, P. H. (1999). Measuring social judgements. American Journal of Evaluation, 15(2),
　　　　　　　　　  35-57.
　　　　英語単行本中の論文：著者（発行年）. 題名. In 編者(Eds.), 書名 . 発行地：発行所, 頁－頁.
　　　　　　　（例）DeMaio, T. J., and Rothgeb, J. M. (1996). Cognitive interviewing techniques: In the lab and
　　　　　　　　　  in the field. In N. Schwarz & S. Sudman (Eds.), Answering questions: Methodology for
　　　　　　　　　  determining cognitive and communicative processes in survey research. San Francisco, Calif:
　　　　　　　　　  Jossey-Bass, 177-196.
　　　　2名の著者による英語文献：姓, 名, and 姓, 名（発行年）. 書名 . 発行地：発行所.
　　　　　　　（例）Peters, T., and Waterman, R.(1982). In Search of Excellence: Lessons from America’s Best
　　　　　　　Run Companies. New York: Harper & Row.
　　　　3名以上の著者による英語文献：姓, 名, 姓, 名, and 姓, 名（発行年）. 書名 . 発行地：発行所.
　　　　　　　（例）Morley, E., Bryant, S. P., and Hatry, H. P. (2000). Comparative Performance Measurement.
　　　　　　　　　  Washington: Urban Institute.
　　　　（注１） 同一著者名、同一発行年が複数ある場合は、(1999a)、(1999b) のようにa,b,cを付加して区
　　　　　　　 別する。
　　　　（注２） 2行にわたる場合は2行目移以降を全角1文字（英数3文字）おとしで記述する。
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『日本評価研究』査読要領

日本評価学会　『日本評価研究』編集委員会
2005年9月10日決定

1.　本査読要領の趣旨
本査読要領は、『日本評価研究』における掲載論文等の審査の要である査読手続きについて、投稿す
る会員及び査読を依頼される会員に対して解説を行い、審査手続きを効率的かつ効果的に行うことを目
的として、定めるものです。

2.　査読の目的と投稿者の責任
査読は、投稿原稿が『日本評価研究』に掲載される論文等としてふさわしいものであるか否かについ
ての判定を当編集委員会が行う上で必要とされるものです。
査読に伴って見いだされた疑問や不明な事項について、必要な場合は修正意見をつけて、修正を求め
ることがあります。査読は、その意味で、投稿原稿の改善に資するものでもあります。ただし、修正が
求められた場合においても、論文等の内容に関する責任は著者が負うべきものであり、査読者の責に帰
するものではありません。
査読者は2名で、編集委員会において学会会員の中から当該分野の専門家を選び依頼されますが、学
会会員以外に依頼することもあります。

3.　査読の視点
査読は、以下の5つの視点によりますが、投稿原稿の種類によって、重点が違います。
（1）テーマの重要性・有用度
（2）研究の独自性
（3）論理の構成
（4）実証法・方法論の妥当性
（5）評価理論・実践への貢献

・研究論文の査読については、上記の5項目全てに配慮する。
・研究ノートの査読については、上記5項目のうち、特に（1），（2），（3），（4）の諸項目に配慮する。
・実践・調査報告の査読については、上記5項目のうち、特に（1），（3），（5）の諸項目に配慮する。
・総説の査読については、上記5項目のうち、特に（3）と（5）の諸項目に配慮する。

4.　投稿に当たっての留意点
2. に掲げた査読の視点以外に、基本的な論文の完成度の問題があります。例えば、
●論文等として体裁が整っているか、
●執筆要領にしたがっているか、
●簡潔明瞭に記述されているか、
●実証的なデータは適切に位置づけられているか、
●注や参考文献は本文と対応しているか、
●専門用語の使用は適切か、
●語句や文法的な誤りがないか、
●誤字脱字はないか、
●句読点に誤りはないか、
●英文要約などの英文表現は適切か、（必ずしも和文要約の直訳である必要はなく、英文としてまと
　　まっていること）
●字数は規程に従っているか、
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など、内容及び形式に関する留意点があります。
大学院生及び実務家の投稿において、論文としての体裁が整わないまま送付されている例があり、査
読そのものに至らないものもあるので、しかるべき指導を受けた後に投稿されるよう強く勧めます。

5.　査読にあたっての判断事例
（1）完成度において不十分であるが掲載を考慮できる場合
　萌芽的な研究、発展が期待できる論文等は評価論の発展のためにできるだけ評価してください。
●検証は十分とはいえないが、理論や定式化が学問の発展に有用である。
●考察は十分とはいえないが、新たな理論の形成・促進に有用である。
●文献調査は十分とはいえないが、研究の位置づけは明確である。
●比較研究は十分とはいえないが、適用例としては意義がある。
●考察は十分とはいえないが、社会的、または、歴史的に重要な事例の評価として意義がある。
●考察は十分とはいえないが、特定の社会活動の評価として意義がある。
●論文の構成や表現は適切とはいえないが、内容は評価できるものがある。
●論理性は十分とはいえないが、実務上の有用性がある。
●有意義な実践・調査報告である。

（2）掲載を考慮するのが困難と判断される事例
●問題意識や問題の設定が不明確。
●基本的な用語の概念の理解や分析枠組が不明確または不適切。
●論拠とするデータ等の信頼性が乏しい。
●論旨の明確さや論証の適切さがない。
●論文の構成、表現（用語、引用、図表等）が適切でない（または整合性がとれていない）。

6. 判定
掲載についての判定は以下の4つの類型に分かれ、最終的に常任編集委員会において決定します。た
だし、これらの判定は、評価できる項目や問題のある項目の多少によるものではありません。（3）及び
（4）にあるように、投稿論文の種類以外であれば、掲載を考慮できるとする場合があります。別の種類
となる場合、字数の関係で、大幅に修正を要することがあります。
（1）掲載可とする。
（2）小規模の修正による掲載可とする。
（3）大幅な修正による掲載可とする。
　　但し、（総説／研究論文／研究ノート／実践・調査報告）として掲載を考慮できる。
（4）掲載不可とする。
　　但し、（総説／研究論文／研究ノート／実践・調査報告）として掲載を考慮できる。
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Publication Policy of the Japanese Journal of Evaluation Studies

Last revised on 15th February 2005

The Purpose and the Name
　　　1．The Japan Evaluation Society (hereinafter referred to as “evaluation society”) publishes “The Japan 

Journal of Evaluation Studies (hereinafter referred to as “evaluation study”) in order to widely 
releaseevaluation studies and outputs of practical activities to domestic and international academic 
societies,interested individual and institutions, and contribute to the advancement and prevalence of 
evaluationpractice.

Editorial Board
　　　2．The editorial board administrates editing of evaluation study based on the editorial policy stated below.
　　　3．The editorial board is formed with less than 20 members of the evaluation society who are assigned by the 

board of directors. Terms of editors are two years but can be extended.　
　　　4．The editorial board assigns one editor-in-chief, two vice-editors-in-chief, and a certain number of standing 

editors among the members.
　　　5．The editorial board may hold at least one meeting to discuss the editing policy, plans of editorial board, 

and others.
　　　6．The editorial board reports activities to the board of directors as needed and receives approval. Also it is 

required to report the progress of the past year and an activity plan for the following year at the annual 
conference.

　　　7．The editor-in-chief, the vice-editors-in-chief and the standing editors organize the standing committee and 
administrate editing on a regular basis.

Editorial Policy
　　　8．The evaluation study, as a principle, is published twice a year.
　　　9．The evaluation study is printed on B5 paper, and either in Japanese or English.
　　  10．Papers published in the evaluation study are categorized as five types;
　　  10.1．Review
　　  10.2．Article
　　  10.3．Research note
　　  10.4．Report
　　  10.5．Others
　　  11．The qualified contributors are members of the evaluation society (hereinafter referred to as “members”) 

and persons whose contribution is requested by the standing editors. Joint submission of members and 
joint submission of non-members with a member as the first author are accepted. Submission by the 
editors is accepted.

　　  12．Submitted manuscripts are treated as the above categories, however, the standing editors will decide based 
on the application of the contributors and the following guidelines; 

　　  12.1．“Review” is a paper, which provides an overview of evaluation theory or practice. The editorial board  
will make the decision regarding publication.

　　  12.2．“Article” is considered as a significant academic contribution to the theoretical development of 
evaluation or understanding of evaluation practice. The standing editors committee makes adoption 
judgments following the referee-reading process described in the next section.

　　  12.3．“Research note” is a discussion equivalent to the intermediate outputs of a theoretical or empirical 
enquiry. The standing editors committee makes adoption judgments following the referee-reading 
process described in the next section.
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　      12.4．“Report” is the study report related to a practical evaluation project or evaluation. The standing editors 
committee makes adoption judgments following the referee-reading process described in the next 
section.

       12.5．“Others” includes requested papers for special editions organized by the editorial board and 
announcements from editorial board to members regarding publication.

　　  13．The editorial board selects two referee readers. For the “article”, the editorial board makes adoption 
judgments referring to the results from referee readings and comments provided by one editor assigned by 
the editorial board. For “review”, “research note”, “report” and “others”, the editorial board makes 
adoption judgments referring to the results from referee readings.

　　  14．When editors submit a manuscript, the editors are not allowed to attend any of the standing editors 
committee meetings or editorial board meetings regarding the manuscript.

　　  15．The standing editors have alternative of approval or not-approval for adoption judgment of manuscripts 
submitted to any categories. However exception is permitted if the editorial board approves the 
publication after minor rewrite. Even if the manuscripts are considered insufficient as an “article”, 
standing editors can decide whether the manuscripts are published as a “research note” or “report” if the 
authors wish to publish. 

Formulation and Release of Submission Procedure
　　  16．The editorial board formulates the submission procedure based on the editorial policy described above 

and release after approval from the board of directors. 

Distribution
　　  17．The evaluation study is distributed to all members for free and distributed to non-members for a

charge. 

Distribution of the Printed Manuscript
　　  18．30 copies of the respective paper are reprinted and distributed to the authors. The authors must cover 

any costs incurred by author’s requests for printing more than 30 copies. 

Release on the Internet 
　　  19．The papers published in the evaluation study are released on the internet with approval from the

authors. 

Copyright
　　  20．Copyright of papers which appear in the evaluation study is attributed to the respective authors. 

Editorial right is attributed to the evaluation society. 

Office
　　   21．The office is in charge of administrative works for editing, distribution, and accounting.
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Information for Contributors
(For English Papers)

Last revised on 20th July 2017

　　　1．“The Japanese Journal of Evaluation Studies” is the publication for reviews, articles, research notes, and 
reports relating to evaluation.

　　　2．“The Japanese Journal of Evaluation Studies” is primary published to provide opportunities for members 
of the Japan Evaluation Society (hereinafter referred to as “members”) to exchange findings, and to 
contribute to further development of the study of evaluation both domestically and internationally. As a 
principle, this journal publishes the contributions submitted by the members. With the exception of 
requested papers, the first author must be a member. A submission (as the first author) is limited to one 
manuscript that has not been published or submitted in any form for another journal of academic 
association etcetera.

　　　3．Adoption judgments of the manuscript are made at the discretion of the editorial board. Comments from 
two referee readers who are appointed for every manuscript are referred to in the screening process (the 
editorial board requests referee readers without notifying the author of manuscript).

　　　4．Payment for the manuscript is not provided.

　　　5．Papers published in “The Japanese Journal of Evaluation Studies” are released on the Internet at 
homepage of this academic society.

　　　6．Regarding submission, manuscripts must be identified as one of the following categories: 1) article, 2) 
review, 3) research note, 4) report, and 5) others. However, the final decision of the category is made by 
the editorial board.

　　　     “Article” is considered as a significant academic contribution to the theoretical development of evaluation 
or understanding of evaluation practice. 

　　　    “Review” is a paper which provides an overview of evaluation theory or practice. 
　　　    “Research note” is a discussion equivalent to the intermediate outputs of a theoretical or empirical study in 

the process of producing an “article”. 
　　　　“Report” is the study report related to a practical evaluation project or evaluation. 
　　　　“Others” are manuscripts for special editions requested by the editing committee.

　　　7．Manuscript Submission
(1) Manuscripts may be written in either Japanese or English.
(2) Correction by the author is only for the first correction.
(3) English manuscripts should be submitted only after the English has been checked by a native speaker.
(4) Submit manuscripts via email. Contact information including mailing address, telephone number, fax 

number, e-mail address, and the category of the manuscript should be clearly stated. 
　  For approved manuscripts, after necessary rewriting, the author needs to submit the final paper via 

email. Original figures, charts, and maps should be provided.
(5) Total printed pages should not exceed 14 pages. Any cost incurred by printing more than 14 pages must 

be covered by the author.
(6) The layout for English papers should be 30 mm of margin at left and right side, 10pt for font size, 43 

lines on A4 paper (about 500 words per page). An abstract of 150 words should be attached to the 
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front. 14 pages are equivalent to 7,000 words but the body should not exceed 6,000 words to allow for 
the title, header,  gure, chart, footnotes, and references. Please note that the number of pages may be 
more than expected depending on the number of  gures included.

　　　8．Mailing address
　　　     Office of Japan Evaluation Society at International Development Center of Japan
　　　     Shinagawa Crystal Square 12th Floor, 1-6-41 Konan, Minato-ku, Tokyo, 
　　　     108-0075, Japan 
　　　     E-mail: jes.info@evaluationjp.org
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Writing Manual of the Japanese Journal of Evaluation Studies
(For English Papers)

Revised on 18th September 2002

　　1．Text, Charts, Figures, Graphs, Diagrams, Notes, and References

　　(1) The paper should be written in the follow order:

　　　  First page: Title; the author,s name; Affiliation; E-mail address; Abstract (150 words); Keywords (5 words) 

　　　  Second page: The main text; acknowledgement; notes; references

　　(2) Section of the text should be as follow:
　　　  1.
　　　  1.1
　　　  1.1.1
　　　  1.1.2

　　(3) Source of the charts, figures, graphs, and diagrams should be clarified. Submitted charts and others will be 
　　　  pzhotoengraved, therefore it is important that the original chart is clear. Pictures shall be treated as figures.

　　(4) Citation of literature in the text should be, (Abe 1995, p.36) or (Abe 1995).
　　(5) Note in the text should be, (------.1 )

Figure 1 Number of Students in the State of ○○

Note:
Source:

Table 1 Number of Accidents in the State of ○○

Note:
Source:
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　　(6) Note and references should be written all together in the end.
              Note
              1 --------.
              2 --------.

　　(7) Reference should list the literature in alphabet order, and arranged in chronological order. Follow the 
examples:

Book: author (year of publication). Title of the book. Published location: publishing house.

(e.g.) Rossi, P. H. (1999). Evaluation: A Systematic Approach 6th edition. Beverly Hills, Calif: Sage 
Publication.

Article from magazine: author (year of publication). Title. Title of the magazine, volume (number), 
page-page.

(e.g.) Rossi, P. H. (1999). Measuring social judgments. American Journal of Evaluation, 15(2), 35-37.

Article in Book: author (year of publication). Title. In editor (Eds.), Title of the book. Published location: 
publishing house, page-page.

(e.g.) DeMaio, T. J., and Rothgeb, J. M. (1996). Cognitive interviewing techniques: In the lab and in the 
field. In N. Schwarz & S. Sudman (Eds.), Answering questions: Methodology for determining cognitive 
and communicative processes in survey research. San Fransisco, Calif: Jossey-Bass, 177-196.

Book by two authors: surname, first name, and surname, first name. (year of publication). Title of the book. 
Published location: publishing house.

(e.g.) Peters, T., and Waterman, R. (1982). In Search of Excellence: Lessons from America,s Best Run 
Companies. New York: Harper & Row.

Book by more than three authors: surname, first name, surname, first name, and surname, first name. (year 
of publication). Title of the book.  Published location: publishing house.

(e.g.) Morley, E., Bryant, S. P., and Hatry, H. P. (2000). Comparative Performance Measurement.  
Washignton: Urban Institute.

(note 1) If some references are from the same author with the same publication year, differentiate by adding 
a,b,c as (1999a), (1999b).

(note 2) If the reference is more than a single line, each line from the second should be indented by three 
spaces.

(e.g.) DeMaio, T. J., and Rothgeb, J. M. (1996). Cognitive interviewing techniques: In the lab and in the
field. In N. Schwarz & S. Sudman (Eds.), Answering questions: Methodology for determining cognitive
and communicative processes in survey research. San Fransisco, Calif: Jossey-Bass, 177-196.
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Referee-Reading Guideline
The Japanese Journal of Evaluation Studies Editorial Board,

The Japan Evaluation Society
Approved on 10th September 2005

1．Content of the Referee-Reading Guideline

This Referee-Reading Guideline is to provide explanation of the main publication judgment, procedure of the 
referee-reading, to the members who submit the manuscript and for the members who are requested to conduct 
referee-reading in order to carry out the procedure efficiently and effectively.

2．Purpose of Referee-Reading and the Responsibility of the Author

Referee-reading is necessary for the editorial board to make decisions of whether submitted manuscripts are 
appropriate to publish in the Japanese Journal of Evaluation Studies or not.

If there is doubt or obscurity identified in manuscripts during the referee-reading corrections may be required. 
Therefore, referee-reading also contributes to the improvement of the submitted manuscripts. However, although the 
manuscripts are requested corrections, the author is still solely responsible in regards to the contents and it is not 
attributed to the referee-readers.

Referee-readers are two persons who are requested by the editorial board depending on the specialty or the field of 
the submitted manuscript. People who are not members of this academic society also may be requested.

3．Items of Consideration in Referee-Reading

Five points are considered in referee-reading, however, the importance of each may be different depending on the 
type of manuscript.

(1) Importance and utility of the theme
(2) Originality of the study
(3) Structure of the logic
(4) Validity of verification and methodology
(5) Contribution to evaluation theory and practice

-    For the article, all of above five are considered.
-    For the research note, especially (1), (2), (3), and (4) are considered.
-    For the report, especially (1), (3), and (5) are considered.
-    For the review, especially (3) and (5) are considered.
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4．Attentions in submission of manuscript

Besides above five viewpoints, basic completeness as a paper is also considered, for example;
-   appearance of the paper is organized
-   written according to the writing manual
-   described simply and distinctive
-   verification data is appropriately used
-   notes and references are corresponding with the text
-   terminology is appropriately used
-   no wording and grammatical mistakes
-   no errors and omission
-   no punctuation mistakes
-   expression in English abstract is appropriate
-   word count is according to the manual

The above mentioned forms and contents are also considered. There have been cases in which graduate students and 
practitioners posted without organizing the manuscripts as a paper. On those occasions, referee-reading was not 
conducted. Necessary consultation is strongly recommended prior to submission.

5．Judgment Cases in Referee-Reading

(1) In the case of the manuscript which is considered acceptable for the publication but is not yet complete:
　 The referee reader should evaluate carefully whether the paper can contribute to the development of 

evaluation theory or evaluation studies.

-   Verification is lacking but the theory and formulation are useful for academic development.
-   Analysis lacking but useful for formation and promotion of new theory.
-   The literature review is not of a high standard but, the overall study is meaningful.
-   Comparative study is not up to standard but is meaningful as an example of application.
-   Analysis is lacking but it is meaningful as an evaluation of socially and historically important cases.
-   Analysis is lacking but it is meaningful as an evaluation of particular social activities.
-   Organization and expression are not up to standard as a paper but the contents are worthy to evaluate.
-   Logic is not strong enough but useful in practice.
-   The paper has significance as a report.

(2) In case of the manuscript which is considered as difficult for publication:
-   Awareness of the issue or setting of the problem is indecisive.
-   Understanding or analytical framework of notion of basic terminology is indecisive or inappropriate.
-   There is a lack in credibility of data for the grounds of an argument.
-   There is no clear point of an argument or appropriateness of proof.
-   Organization of the paper and presentation (terminology, citation, chart, etc) are inappropriate (or not
    consistent).
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6．Judgment

The final decision will be made on publication at the standing editors committee following one of four patterns (listed
below). However, these judgments are not based on the number of errors but on the strength of the overall report. In 
the case of (3) and (4), there is a possibility to be published as a different type of paper. If it is published as a different 
type of paper, major rewrite concerning the number of words may be required.

(1) The paper will be published.
(2) The paper will be published with minor rewrite.
(3) The paper will be published with major rewrite, however as a different type of paper (review, article, 

research note, or report).
(4) The paper will not be published; however there is the possibility that it will be published as a different type 

of paper (review, article, research note, or report).
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